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はじめに 

 

電子商取引推進協議会（Ecom）は、企業-消費者間（ＢtoＣ）及び企業間（ＢtoＢ）、さ

らには行政も含めたより広い視点から電子商取引（ＥＣ）の発展に伴う様々な課題を検討

してきた。その目的は、(1)すべての人が安心して参画できる取引環境の整備、(2)政府への

提言、(3)各種標準の作成・維持・普及、(4)国際的な連携、等である。 

平成 13年度の日米ＥＣは、前年の「ドットコム・バブル崩壊」を受けた淘汰と選別の過

程を経て、ＥＣにおける勝ち組と負け組が明確化したと言える。バブル崩壊で、ＢtoＣ・Ｅ

Ｃ企業は死に絶え、Ｂ toＢへのシフトも 2年は続かない、とまで言われた。しかし、１年後

の実態はそうではないようである。平成 13年度、Ｂ toＣ分野では、ＥＣ消費者層は拡充し、

億円規模を売り上げるＥＣ事業者が定着し、市場は着実な拡大を続けている。また、Ｂto

Ｂ分野でも、ブームにより立ちあがった多くの e マーケットプレース（EMP）が低迷する

一方で、精緻な営業努力で成功を収める EMP も現われている。 

 

ビジネスモデル・ワーキンググループ（WG）は、平成 13年度、経年の「ＥＣ事業者実

態調査」を、ＢtoＢ分野にも本格的に適用し、ＢtoＢ事業者の実態把握に努めた。同時に、

実ビジネス化したＥＣにおける実効性ある成功モデルの提示を目指して、少数の事例調査

に注力した。こうして収集した情報は、メンバーによりさらにその傾向・特徴を詳細に分

析している。 

本 WG は、平成 13年度を過渡的な時期と位置付け、半年の活動を行なった。本調査報告

書は、当初、中間報告として位置付ける予定であった。しかし、半年の短い期間ながら、

日米ＥＣの発展を確実に記録・考察する貴重な情報を収集し、さらにその動向を詳細に分

析することができたと考える。そこで、ここに正規の報告書として公表する次第である。 

 

本報告が、わが国電子商取引の健全で活発な展開への参考資料となれば幸いである。 

 

 平成 14年３月 

 

電子商取引推進協議会 

ビジネスモデル WG 
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注記１）本報告書掲載内容のうち、実態調査にあたる第２部、第４部、第６部は、その基礎調査を、国内

調査を（株）NTTデータ経営研究所、米国調査をWashington Core社に委託実施した。但し、掲

載内容は、その後の編集を含め電子商取引推進協議会・ビジネスモデルＷＧが一切の責任を負って

いる。 

注記２） なお、本報告書に掲載されたＥＣ事業者情報は純粋に調査目的であって、特定事業者を推奨するもので

はない。また、掲載内容は調査時点のものである。本報告書に紹介された各サイトの内容及びその後の変

更について、電子商取引推進協議会は一切の責任を負わないものとする。 
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１ ワーキンググループの概要と活動 
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1 ワーキンググループの概要と活動 

1.1 ビジネスモデルＷＧの概要 
ビジネスモデル・ワーキンググループ（WG と略記）は、平成 13年度における SCMモ

デル SWGの発展的解消に伴い、旧ビジネスモデルWG 注1の WWWモデル・サブWG が継

続発展して、ＢtoＣ、ＢtoＢ全般をカバーするビジネスモデル WG として活動した。その

活動の基本を継承し、特に顧客フロントの成功要因の抽出・分析に注力している。 

 

1.2 ビジネスモデルＷＧの活動状況 
ビジネスモデル WG は、平成 13年度、経年のＢtoＣ中心の検討をＢtoＢにまで本格的に

拡大し、調査・検討を行なった。その目的は、ＥＣ事業者の実態把握を行い、成功ビジネ

スモデルを抽出することで、事業者のＥＣビジネスを支援し、一般消費者へのＥＣの普及・

啓蒙をはかることにある。 

平成 13年度は、ＥＣの急速な実ビジネス化に伴い、既存のＥＣビジネス検討の枠組み見

直しが必須の時期に来ているとの認識から、枠組みの再検討を通じ、経年の「ＥＣ事業者

調査」の発展を図ると共に、ビジネス実態に即した個別テーマの開発を目的とした。従っ

て、①例年に比べて少数の事例の精査、②仮説検証型の調査・分析、を方針として活動し

ている。通算 15回の会合と共に、国内外で実施した調査・分析活動は以下の通りである。 

 

1.2.1  調査・分析の内容 
「ＥＣサイト事業者のビジネスモデル分析」として以下の検討を行なった。 

①ＥＣトレンド仮説の設定・検証 

②日米のＥＣ事業者の実態把握（ＢtoＣ、ＢtoＢ全般） 

③ビジネスモデルの類型化・ＥＣノウハウの整理・経年分析・成功要因の抽出 

④日米の特徴あるＥＣ成功事例 20件の詳細分析  

 

1.2.2  WG活動の概要 
１）全体会議による検討（全 38名登録） 

WG の調査・分析活動の方針検討、委託調査内容の決定・精査、WG メンバ

ー分析の検討・承認、等を行なった。本年度は、方針の決議・活動結果の承認

のみならず、実質的な内容の討議も行なっている。 

 

 

                                                 
注1） 平成 12 年度、ビジネスモデル WGは、１）SCM ビジネスモデル・サブワーキンググループ（SCM モデル
SWGと略記）、WWWビジネスモデル・サブワーキンググループ（WWWモデル SWGと略記）の２SWG体制
で活動した。 
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①内外委託調査によるサイト事業者データの収集 

・内外トレンド調査：日米の本年度ＥＣトレンドを仮説検証・概観 

・国内マクロ調査：約 5200サイト対象調査 

（無作為近似抽出、Webアンケート、回収率 10%） 

・国内ミクロ調査：特徴ある 10サイト事業者にインタビュー調査 

・米国サイト調査：特徴ある 10サイト事業者に関するデータ収集・整理 

②WG メンバー有志による統計・事例詳細分析の実施 

・詳細分析：上記の国内収集データに基づき、ビジネスモデル・成功要因等

を詳細分析 

・事例分析：内外事業者調査データに基づき、特に選定した内外 10 事例に

ついて、成功要因を深耕分析 

 

２）有志イレギュラー会議による先端分析・詳細検討 

有志参加者による不定期会合として開催。WG 活動に係わる特定検討事項の

集中討議、及び、個別テーマの勉強会を行った（次頁の一覧参照）。 

 

①内外委託調査のフレーム検討及び結果の査読・検討 

②外部講師を招いてのＥＣ勉強会（全６回） 

シンクタンク研究員、ＥＣ企業家、米国ジャーナリスト、学術経験者、等 

 

３）検討のためのトレンド仮説 

平成 13年度は、「ＥＣトレンド仮説」として以下の項目を仮説設定し、重点

調査を行った。 

検討の過程では特に、①ｅトランスフォーメーション、②ｅコラボレーショ

ン、③クリック＆モルタルの成功要因、の発見・調査に注力している。 

 

平成 13年度 ＥＣトレンド仮説 

 

① ｅトランスフォーメーション 

② ｅコラボレーション 

③ クリック＆モルタルの成功要因 

④ ブロードバンド・ビジネスの可能性 

⑤ XSP 

⑥ 生活プロセスのｅトランスフォーメーション 
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ビジネスモデルWG開催会議一覧 

開催日 会合 議題
7月26日第１回全体会議 ＜WG活動の紹介・意見交換＞・平成12年度ＥＣサイト事業者調

査の概要ご紹介　・平成13年度の調査フレームおよびスケジュー
ルについての検討　・内外調査にあたってのお願い　・自己紹介
および意見交換　・講演：「電子商取引の現状と市場規模」（アク
センチュア㈱　シニアコンサルタント　西川明弘氏）

8月23日第2回全体会議 ＜内外調査内容の検討＞・「ＥＣ市場調査」の調整状況　・平成
12年度WWWモデルSWG成果報告　・「ＥＣ事業者のビジネスモ
デル調査」仮説素案の検討　・内外調査にあたってのお願い、等

8月30日第１回検討会議 ＜ネット・ビジネス研究会＞・「ＥＣ事業者の現状とビジネスモデ
ル」：スピーカー：荒川一彦　ECOM主席研究員　・「次世代型Eビ
ジネス成功戦略～Doing E-business～」講師：斉藤后弘氏　ネット
ビジネス研究所代表、オブザーバー：渡辺光一氏　関東学院大
学経済学部助教授　他　・意見交換

9月20日第３回全体会議 ＜内外調査内容の確定＞・本年度調査の仮説設定・事例候補
案・進捗状況の全体像　・海外調査の進捗状況：報告＆質疑
・国内調査の進捗状況：報告＆質疑　・市場調査の進捗状況：ご
紹介　・その他※米国フォレスターリサーチ社プレゼンテーション
（活動の紹介）

9月28日第２回検討会議 ＜アンケート見直しTF会議＞「国内事業者アンケート：項目見直
し会議」事前配布のアンケート項目案（BtoC、BtoB調達、BtoB購
買）を元に最終アンケート項目と実行内容を確定。ご意見・新項
目提案・意見交換。

10月19日 第3回検討会議 ＜米国ＥＣ事情研究会＞・講演「バブル崩壊の検証とその後の米
国ECの展望」（講師：小池良次氏　在米ジャーナリスト）

10月19日 第4回検討会議 ＜事例調査検討会＞　・海外トレンド＆事例候補の検討・選考
・国内トレンド＆事例候補の検討・選考

10月25日 第4回全体会議 ＜内外調査中間報告(1)＞　・国内トレンド調査：進捗報告。
・国内事例調査：着手報告　・国内アンケート調査報告（単純集
計）　・海外調査：進捗報告

11月19日 第5回検討会議 ＜詳細分析の方針検討会＞・アンケート・データ他を利用しての
詳細分析（案）の検討作業

11月22日 第5回全体会議 ＜内外調査中間報告(2)＞　・国内アンケート調査報告（確定版）
・国内トレンド＆事例調査：中間報告　　・海外トレンド＆事例調
査：中間報告　　・詳細分析（案）の検討　・ＥＣ市場調査：進捗ご
紹介*)

12月20日 第6回全体会議 ＜国内調査最終報告＞・国内トレンド調査：最終報告　・国内事
例調査：最終報告　　・海外事例調査：進捗報告　・事例・詳細分
析：分担＆スケジュール確認

1月18日 第6回検討会議 ＜ビジネスモデル研究会＞　講演：「ビジネスモデルのデザイン：
戦略実装の三段階と評価手法（仮）」（講師：松島克守　東京大学
教授（ビジネスモデル学会長・大学院工学系研究科）

1月24日 第7回全体会議 ＜海外調査最終報告＞＜詳細分析中間報告＞　・海外調査：最
終報告　・詳細分析：中間報告　・ＥＣ市場・実態調査：最終報告

2月21日 第8回全体会議 ＜詳細分析最終検討＞・海外委託調査の査読・修正結果の報
告。・詳細分析報告。・事例分析報告。・最終報告書の構成及び
内容に関する検討

3月28日 第9回全体会議 ＜最終報告書案の確認＞・最終報告書（最終ドラフト）の確認
・次年度に向けた意見交換　・講演：「BtoCネットビジネスの差別
化戦略：戦略モデル・オペレーションモデルの再構築」（講師：根
来龍之　早稲田大学教授）
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2 ＥＣトレンド概観 

 

2.1 国内ＥＣの動向 

 

2.1.1  国内ＥＣの全般的な傾向 

2001 年度、国内ＥＣにおいても米国と同様に、ドットコムバブル後の選択と淘汰の過程を経て、

勝ち組と負け組が明確となった。「ＢtoＣ企業は死に絶える、ＢtoＢ企業も２年はもたない」とまでい

われたＥＣであるが、その後の展開は、ＥＣ市場の着実な拡大と、億円を売り上げる優良企業の定

着を見ている。 

2001年度、わが国ＢtoＣ・ＥＣ市場は 1兆 4840億円、前年比 80％増注 1と、99年の 280％

増、2000年の 161％増には及ばないものの景気低迷下にあって着実な拡大と定着を示した。

携帯端末を含むインターネットの個人利用率は 56.6%、ＥＣ利用経験率も12.0％注2と前年比倍

増弱を示し、ネットの日常化、ＥＣ消費者の倍増、デバイスの多様化が見られた。ＥＣ利用

者の平均購入額は 2000年 9月の 5.9万円から 2001年 9月の 4.6万円へ、また、年間 10万

円以上を購入するヘビーユーザー層の比率が 23.3％から 17.3％へ低下した。しかし、1万

円以上 10万円以下を購入する層が、53.1％から 62.2％へと増加している。ＥＣ利用経験者

全体の増加を考えれば、一般のライトユーザー層のすそ野が拡大したものと考えられる。ＥＣ

利用者は確実に広がっている。さらに、2000 年から 2001 年にかけて、ほぼすべての業種で

ＥＣへの取組が日常化し、パソコン販売のソーテック、ソフマップ、書籍販売の紀ノ国屋とい

ったＥＣを通じて億単位の売上を実現する事業者が定着した。 

一方、ＢtoＢ・ＥＣは、市場規模 34兆円、前年比 60％増注3と着実な拡大を示したが、前年の

ｅマーケットプレイス（ＥＭＰ）ブームで立ちあがった約 120件の中での明暗も明確になった。リアル

な営業努力で市場創造するＥＭＰが躍進する一方で、大規模なシステムに取引が発生しないとい

ったＥＭＰも存在し、業界構造への配慮と顧客へのメリットの提供といったビジネスモデルの原点が

問われたように思われる。その一方で、自動車や電気・電気機器メーカーを中心に、複数事業者

が 1 兆円以上の規模でＥＣ調達を行う時代が到来した。また、競争環境は厳しさを増しつつもＭＲ

Ｏは堅調に業績を伸ばしている。 

                                                 
注1） 「平成13年度電子商取引市場規模・実態調査」経済産業省、ECOM、（株）NTTデータ経営研究
所 2002年 1月 

注2） 「情報機器やサービスの利用に関するアンケート」野村総合研究所 2001年 11月 
注3） 上記 「市場規模・実態調査」経済産業省、ECOM、（株）NTTデータ経営研究所 2002 年 1月 
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図 2 -1  2001 年国内ＢtoＣ･ＥＣの市場規模 

出所） 「ＥＣ市場規模・実態調査」経済産業省、電子商取引推進協議会.（株）NTTデータ経営研究所  

図 2 -2  2001 年国内ＢtoＢ･ＥＣの市場規模 

出所） 「ＥＣ市場規模・実態調査」経済産業省、電子商取引推進協議会.（株）NTTデータ経営研究所  

（（　）は電子商取引化率）
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2.1.1.1 ＢtoＣ分野 

ＢtoＣ分野では、本年度においても昨年度同様に新規参入が相次ぎ、既存サイトとのダイ

ナミックな淘汰が繰広げられた。本年度実施したWeb アンケート調査注4によると、有効回

答の得られた 447事業者中で 87（19.5％）が 2001年にＥＣサイトを新たに開設しており、

その内訳は個人事業者 38（43.7％）に対し法人事業者 49（56.3％）となっており、個人・

法人事業者共に新規参入は多い。一方で、同調査によると 447事業者中で 2000～2001 年

にサイトを開設したところが、244 事業者にも上り、実に全体の 54.6％を占めている。昨

年度調査では 1996～1999 年開設が 70.4％であったことから、サイトの淘汰が早いスパン

で展開されていることが窺える。 

図 2 -3  Webアンケート結果：サイトの開始時期（2000 年度調査） 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
注4） 「ＥＣ事業者実態調査」電子商取引推進協議会 2001 年 11 月（第４部に掲載） 
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図 2 -4  Web アンケート結果：サイトの開始時期（2001 年度調査）＜ＢtoＣ＞ 

 

ＢtoＣでは、財やサービスを利用者に対し直接的に有料販売する（以下、ＢtoＣでは「Ｅ

Ｃ販売事業者」と呼ぶ）が、圧倒的多数を占めている。本年度のWebアンケート調査では、

商品・サービス販売モデル（63.1％）と有料型情報提供モデル（2.5％）の展開事業者を合

計すると 65.6％となり、複数モデルの展開事業者の中にも、商品・サービス販売モデルを

実施しているところが最も多い。この傾向は昨年度の調査でも同様であった。 

図 2-5  Webアンケート結果：ビジネスモデル＜ＢtoＣ＞ 
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「ＥＣ販売事業者」と「その他のＥＣ事業者」（仲介サービスモデルや無料型情報提モ

デル等）とに分けて分析すると、「ＥＣ販売事業者」では、年商規模の大きな事業者の出

現と、モバイルＥＣを核とした事業展開の台頭が特徴的である。「その他のＥＣ事業者」

では、大手のサイト運営事業者において、ビジネスモデルの多角化により収入の拡大路線

を目指す動きが顕在化してきた。また、旅行関連等の予約型仲介サービスで、大手旅行代

理店以外の店舗をもたない中堅事業者が、ＥＣ取扱額を着実に拡大しているケースが見ら

れる。 

 

(1) ＥＣ販売事業者 

2001年度には、成功事例として、ＥＣのみで年商 100億円を超える販売事業者が登

場してくる方向にある。これらの中には、パソコンメーカー／家電量販店／カタログ

通販等の物販事業者が含まれており、リアル事業からＥＣ販売に参入してきたところ

が殆どである。 

2001年 10月 18日の日経流通新聞では、2000 年度に既に年商 100億円を達成した

パソコンメーカーのソーテックに加え、家電量販店のヨドバシカメラとカタログ通販

大手のセシールが売上高 100億円を見込んでいることが報道された。実際には、公表

を控えているＢtoＣ事業者もあり、更に数社が 100 億円の大台に上る方向にある。ま

た、サービス分野でも、航空会社等はチケットの年間販売額が 100 億円の大台に上る

勢いである。 

このように、物販関連では既にリアルの物流や決済インフラを自ら保有している大

手事業者が強く、物販を伴わないサービス事業分野でも、リアル事業から移行してき

た航空会社等が、取扱額を着実に拡大している。これらの「ＥＣ販売事業者」等につ

いては、販売・サービス品目で見た場合、物販ではパソコン及びソフトと、カタログ

通販による衣料品やインテリア用品等が大きな比重を占めている。また、サービス分

野では、航空チケットや携帯電話向け待受け画面等のコンテンツ販売が好調である。 

 

また、2001 年では、携帯電話等のモバイルＥＣが事業の中心となる成功事例が複数

見られた。例えば、エンターテインメント関連情報の有料配信や、ＣＤ・ＤＶＤ・ビ

デオ等のＥＣ販売を行うツタヤオンラインでは、ＥＣ関連の売上金額の 70～80％が携

帯電話等のモバイル経由となっている。ＥＣ関連の売上金額も着実に拡大しており、
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本年度は年間で 24 億円以上となる見込みである。また、携帯電話向けに「ポケメロ

JOYSOUND」を有料で配信しているエクシングでは、日本一の着メロサービス提供

を誇り、本年度はＥＣ関連売上で 2000 年度の 50億円注5を凌駕する模様である。その

他でも、バンダイネットワークス等複数の事業者でモバイルＥＣを中心とし、着実に

ＥＣ売上金額を拡大している成功事例が複数ある。 

表 2-1  2000年度ネット通販売上高ランキング 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）日経流通新聞MJ 2001年 10月 18日版

                                                 
注5）日経流通新聞、2001年 10月 18日版 

順位 昨年度 社名（サイト名） ２０００年度売上高 前年度比伸び率 専/兼
１ （ １ ） ソーテック １０，２７９ ― 兼
２ （ ２ ） ソフマップ ９，５３６ ２１２．６ 兼
３ （ ― ） ｴｸｼﾝｸﾞ（ﾎﾟｹﾒﾛJOYSOUND） ５，０００ ― 専
４ （ 10 ） セシール ４，２８３ ― 専
５ （ 35 ） 日本エアシステム ３，６５４ ５１９５．７ 兼
６ （ ― ） ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄﾌﾟﾗｽ（ｅ＋） ３，６００ ― 専
７ （ ４ ） プリンスホテル ３，５１１ １１３．２ 兼
８ （ 12 ） ヨドバシカメラ ３，４２１ ６２９．４ 兼
９ （ ５ ） 紀伊国屋書店 ３，０００ １１４．３ 兼
10 （ 17 ） ニッセン ２，４２７ ６２２．３ 兼

注1）単位は百万円、％。カッコ内の数字は前年度順位。▲はマイナス
（2000.8-2001-7期に決算を向かえた企業対象、出荷ベース）

注2）専：通販専業 兼：通販以外の小売有

順位 昨年度 社名（サイト名） ２０００年度売上高 前年度比伸び率 専/兼
１ （ １ ） ソーテック １０，２７９ ― 兼
２ （ ２ ） ソフマップ ９，５３６ ２１２．６ 兼
３ （ ― ） ｴｸｼﾝｸﾞ（ﾎﾟｹﾒﾛJOYSOUND） ５，０００ ― 専
４ （ 10 ） セシール ４，２８３ ― 専
５ （ 35 ） 日本エアシステム ３，６５４ ５１９５．７ 兼
６ （ ― ） ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄﾌﾟﾗｽ（ｅ＋） ３，６００ ― 専
７ （ ４ ） プリンスホテル ３，５１１ １１３．２ 兼
８ （ 12 ） ヨドバシカメラ ３，４２１ ６２９．４ 兼
９ （ ５ ） 紀伊国屋書店 ３，０００ １１４．３ 兼
10 （ 17 ） ニッセン ２，４２７ ６２２．３ 兼

注1）単位は百万円、％。カッコ内の数字は前年度順位。▲はマイナス
（2000.8-2001-7期に決算を向かえた企業対象、出荷ベース）

注2）専：通販専業 兼：通販以外の小売有
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図 2 -6  （株）ツタヤオンライン・モバイル向けサービスの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）（株）ツタヤオンライン媒体資料 

 

モバイルＥＣを中心とし、売上規模も大きい成功事例では、販売・サービス品目が

エンターテインメント系であるケースが主流を占めている。ただ、リアル事業との関

係で見ると、大きく２つのパターンに分類される。１つは、ツタヤオンライン等に見

られる店舗（TSUTAYA）との連携を図り、リアル事業との相乗効果を武器にしたパ

ターンである。もう 1つは、エクシングやギガネットワークス、バンダイネットワー

クス等に見られるような、リアルの本業とは切離したコンテンツ配信サービスを展開

しているパターンである。 

このように、モバイルＥＣにおいては、デジタルコンテンツの提供サービスで、リ

アルの店舗を必要としない事業形態も成功している。 

 

(2) その他のＥＣ事業者 

ＥＣ販売モデル以外の、仲介サービスモデルや無料型情報提供モデル等を展開して
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いる「その他のＥＣ事業者」では、まず検索サイトや電子モールの運営事業者におい

て、収益モデルの多角化により取引規模の増加を目指す動きが拡大していることが特

徴となっている。 

国内最大の電子モールを提供している楽天では、総合的なインターネットサービス

企業を目標に、積極的な多角化戦略を表明している。現在、電子モール「楽天市場」

の提供に加え、「楽天ビジネス」によるＢtoＢ事業への進出や、「楽天トラベル」や

「楽天ブックス」等のＥＣサイト運営、バナー等の広告事業を展開中である。退店数

の増加等、不安定要素のある出店料収入への依存度を下げ、販売収入や広告料等の比

率を高める方向に向いつつあり、2001年 7－9月期には子会社を含めた連結ベースで

4.7億円の経常利益を上げている注 6。 

また、国内最強のポータルサイトを提供しているヤフージャパンでは、ネット広告

事業が低迷期に突入したとも囁かれる中で、新規事業の立上げ等による積極的な拡大

路線を進めている。ヤフーオークション事業や、本年度に開始したＡＤＳＬサービス

事業からの収入により、2001 年度も増収増益とすることを表明している。本年度では、

既に 12月の時点で、第 3四半期までに前年同期比 261.1％増の、通算総売上 160.9億

円が達成されるものと報告している注7。 

表 2 -2  2001 年四半期決算（売上高） 

単位：百万円、カッコ内は前年同期の数値 

企業名 2001年第１四半期 第２四半期 第３四半期 
楽天 1,523（427） 1,569（700） 1,770（872） 
ヤフー  4,223（2,173）  4,868（2,650）  6,999（3,342） 

出所）日経ネットビジネス、2001年 12月 10日号より抜粋 
 

 

ただし現時点で、これらの収益モデルの多角化が、ＢtoＣ事業者にとり必ずしも成

功要因とは言い切れない側面がある。既にネット世界で高い知名度を確立しているケ

ースでは、宣伝費の圧縮と共に、複数モデルの横展開を行い易い環境にあるが、それ

はごく一部の事業者に該当するに過ぎない。知名度の確立していない事業者が、電子

モール・ポータルサイト・有料型情報提供等の多角的な運営に乗出す場合、各ビジネ

                                                 
注6）  日経ネットビジネス、2001年 12月 10 日号 
注7）  同上 
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スモデルに固有の初期投資や運用コストが必要とされる上に、顧客層拡大のための継

続的な広告・宣伝費の投入が更に要求される。コスト対効果という採算性の面で、堅

実な経営判断が求められ、事業ポートフォリオに即した経営資源の最適分配が成功へ

の必要条件となる。 

 

また、「その他のＥＣ事業者」では、予約型仲介サービスを提供する旅行代理店等

のＥＣ業績が、好調に推移していることが特徴的である。その中でも特に目を引くの

は、大手旅行代理店に混じり、リアルのサービス窓口を基本的に持たない中堅事業者

が大きく健闘している点である。ビジネス用途を中心とした、宿泊施設の予約仲介サ

ービス等を提供しているマイトリップ・ネットは、本年度において、昨年度の倍以上

にあたる 20億円以上のＥＣ収入を見込んでいる。取扱総額で見ると、200億円以上に

匹敵する規模である。 

その他では、無料型情報提供モデルの分野で、各種商品の価格情報を横断的に比較

できるサイトを提供するサービス事業者等が成功している。オンライン・ショップの

商品を、価格比較して紹介するカカクコムでは、2001年度においても年間収入を大幅

に伸ばす見込みである。 

このように、「その他のＥＣ事業者」では、宿泊施設の予約仲介サービスや商品比

較サービスを無料で提供する事業等が成功している。これらの分野では、マイトリッ

プ･ネットやカカクコム等に代表される事例のように、ネット専業に近い中堅事業者が

好業績を続けており、大手旅行代理店等のクリック＆モルタル型の事業者だけが成功

しているわけではない。 

 

2.1.1.2 ＢtoＢ分野 

不特定多数の企業を販売対象とする１：Ｎ型のＥＣ販売事業では、オフィス用品等の間

接材取引が依然好調に推移しているものの、新たな大手の参入により今後の競争激化が予

想されている。複数の売手と買手が存在する、いわゆるＭ：Ｎ型のマーケットプレイス事

業では、特に不特定多数の参加者を販売・購買双方で受入れるオープン型マーケットプレ

イスで、景気低迷による取引額の伸び悩みや、ＥＣ事業自体の不完全性に起因した苦戦が

続いている。ただし、在庫商品や食材等を取扱うサイト事業者等では、堅実に業績を向上

させている場合が見られる。一方、インターネット対応型のＥＤＩをベースとし、やや特
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定参加者を主体としたクローズ型のマーケットプレイスでは、電気・電子部品や日用雑貨

等の取引サイトで、活発なトレードが進行している。複数企業を購買先とするＮ：１型の

調達事業では、クローズ型のＥＤＩベースで、大手自動車メーカーによる部品調達が本格

化している。 

特に、コンピュータ等の電子機器や電気機器等の部品取引や、自動車メーカーによる部

品・資材調達の分野では、巨額なＥＣ取引金額に至るケースが多く存在している。 

 

新規参入動向に関して見ると、本年度の Webアンケート調査では、2001年にＥＣサイ

トを開設した事業者の割合が、１：Ｎ及びマーケットプレイスを運営する全 68事業者のう

ちで、22.1％を占めている。2000 年にサイトを開設した事業者の割合は41.2％である。従

って、当調査が 2001年の 9月後半時点での結果を示していることを勘案すれば、2000年

よりも 2001年の方が、全体的に新規参入数は減少していることが読取れる。 

図 2-7  Web アンケート結果：サイトの開始時期＜ＢtoＢ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) １：ＮのＥＣ販売事業者 

ＯＡやＰＣ用品・文具・オフィス家具・その他消耗品等の事務用品の物販分野では、

ＥＣ市場規模が堅実に拡大している。オフィス事務用品等をネット販売しているアス

クルでは、2001 年 5月期は前年比 59.7％増の 752億円の売上を計上し、2002年 5月

期は、前年比 24％増の、930億円の売上高を見込んでいる。そのうち、ＥＣ販売が占
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1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

～1993年

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

2000年

2001年

無記入



 15 

める割合は約 30％程度とされている。しかし、2001年 1月には、コクヨがアスクル

と同様に中小事業者を対象としたＥＣ販売サービス「カウネット」を開始し、提供価

格等でアスクルと激しい競争を繰広げてきた。その他の参入事業者を含め、このオフ

ィス用品市場においては、今後シェア争いが激化する方向性にある。 

その他の分野では、ＩＴ関連の情報サービス業界に、サイト上でＥＣ販売を専門的

に行う事業者が多くみられた。しかし、企業を対象としたＥＣ販売のみで、大きな売

上額や収益を上げているところは少ないものと考えられる。今回実施した Webアンケ

ート調査では、ごく一部の鉄鋼関連製品の卸事業者や、情報サービス提供事業者にお

いて、年商 30億円以上の取引金額を回答している事例があった。 

現時点でのＥＣ販売においては、主としてＯＡやＰＣ用品・文具・オフィス家具・

消耗品等のＭＲＯ関連の製品で、売上額の大きな成功事業者が存在している。また、

サービス分野では、ＩＴ関連のソフトウェアやソリューションを提供する事業者がか

なり多いが、サービスの特性からすると、実際の受注はサイト外で行われているケー

スが殆どと考えられる。また、事務用品・ＩＴ関連サービス共に、リアルの店舗や営

業窓口をもつ事業者が中心となっている。 

なお、2001年では、ＢtoＢを支援する金融関連サービスの提供が、都市銀行や商社

を中心に相次いで開始されている。主なものを列記すると次の表のようになる。 

表 2 -3  2001年に開始された主なＢtoＢ支援の金融サービス 

設立母体 サービス名／社名等 サービス開始時期 主な支援サービス 

三井物産 
スーパーネット・ソ
リューションズ 

2001年 3月 与信・決済 

三菱商事 
イー・ミックスバン
ク 

2001年 3月 同上 

UFJグループ 
フィナンシャルゲー
トウェイ 

2001年 8月 同上 

三井住友銀行 
SMBC フィナンシャ
ルリンク 

2001年 10月 同上 

 

(2) Ｍ：Ｎのマーケットプレイス事業者 

2001年に入り、マーケットプレイスの整備は、新たな業界にも拡大してきた。例え

ば、2001年 2月には原料炭・一般炭を取扱うコールオンネット、7月には水産物を専

門に取扱うフィッシュオンラインがサイトをオープンしている。また、殆どの大手電
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力会社が参加し、資機材等を共同購買するためのジャパン・イーマーケットが、2001

年 3月にサービスを開始している。 

 

取引が活発な成功サイトには、コンピュータ関連等の電子部品を主に取引する日立

グループ関連の TWX-21等がある。コンピュータや家庭用電気機器の部品・資材取引

分野では、一般的に各大手電機メーカーを中心とした、川上の取引先との受発注網が

ＥＤＩベースでよく整備されており、このネットワークがインターネット対応型に移

行している。これらのややクローズな環境下でのマーケットプレイスが、継続的な取

引に利用されているため、大手メーカー１社当りで、年間 1兆円以上の取引に活用さ

れている場合も珍しくない現状にある。 

また、日用品・雑貨・化粧品・ペット用品等の、業界横断的な取引インフラである

プラネットも、現在多数の大手メーカーと卸事業者との間で、活発に利用されている。

プラネットでは、2001年 1月に WebベースのＥＤＩサービスが開始されており、Ｅ

Ｃ取引額が今後更に拡大していく見込みにある。この場合も、クローズ型のマーケッ

トプレイスで継続的な取引に利用されている。 

 

一方、オープン型のマーケットプレイスは、商社等により各業界毎に整備されてき

たが、当初はマッチング機能のみ提供するパターンが多く、取扱高が遅々として増え

ない状況が続いていた。2001年には、物流や与信・決済サービスを付加するサイトが

増えたが、長引く景気低迷の煽りを受け、最終需要自体が伸びない上に、新規取引先

の開拓に日本企業が慎重なこと等もあり、現在でも取引額が伸び悩んでいる。 

その中では、アパレル・雑貨等の余剰在庫を低価格で取扱うオンライン激安問屋等

が、取扱高及び登録企業数を着実に伸ばしている。本調査を実施した際には、売手企

業 560社で買手企業 13,500社まで拡大していた（2002年 1月 30日現在）。サイト

を運営するラクーン社では、自社内において、商品を購入し易い単位に小口化して再

包装後に納品しており、匿名取引ベースで売買を仲介している。 
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図 2 -8  過剰在庫マーケットプレイス「オンライン激安問屋」の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）（株）ラクーンの資料 

 

また、食品食材のみに特化し、オープン取引を中心に展開しているフーズインフォ

マートでは、2002年 2月現在、毎月 300社のペースで新規会員登録があり、登録会員

の継続率は約 65％であると述べている。インフォマート社によると、フリーマーケッ

トと呼ばれるコーナーでは、在庫商品を匿名で取引しており、サイト運営者自体が品

質を審査し低価格で提供することから、殆どの取引が成立し、即完売する場合もある

とのことである。 

 

このように、クローズ型のマーケットプレイスに関しては、コンピュータや家庭用

電気機器の部品・資材や、日用品・雑貨・化粧品・ペット用品等に取引が活発な成功

例が見出される。それらの品目は、大手メーカーを中心に取引の裾野が広く、サイト

の運営者が物流機能を持つなど、リアルの事業との連携体制が不可欠となっている。 

また、オープン型のマーケットプレイスでは、かなりの苦戦を強いられるケースが

多い中、アパレル・雑貨等を含む余剰在庫の処分や、食材等に特化して専門的なサー
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ビスを提供するサイトに成功例が見られる。それらのサイトの運営者は、中堅規模の

事業者である場合も多い。いずれのサイトにおいても、ＢtoＢならではのリアルの営

業提案活動が、成否の決め手となっている。 

 

(3) Ｎ：１のＥＣ調達事業者 

事業者が調達目的に、自らの専用サイトを開設しているケースは、現在のところ少

ない。大半は、自社の総合ホームページに調達コーナーを設けている範囲に留まって

いる。また、大手システムベンダーの提供する、インターネット上の調達システムに

会員として参加する形態も見られる。 

本格的な調達システムとしては、特に自動車メーカーにおいて、従来のＥＤＩをイ

ンターネット対応にしたケースがある。自動車業界では、業界共通のプラットフォー

ムとして、日本自動車研究所が運用するＪＮＸ（ Japan Network Exchange）があり、

全ての自動車メーカーが加盟している。ＪＮＸは 2001年 6月にデータ交換を開始し、

9月にダイヤルアップ接続サービスを開始している。例えば本田技研工業では、ＪＮＸ

をベースとした自社用の WebＥＤＩ調達システムを開発し、2001年 10月に全面的な

運用を開始した注8。 

他の大手自動車メーカーも、同様な取組みを本年度中には開始する予定であり、自

動車部品等を中心に今後ＥＣ取扱額が拡大していく見込みである。これらの自動車部

品等の年間調達額が、数兆円となる自動車メーカーも希ではなく、結果としてＥＣ取

引額部分だけで 1兆円以上の規模となるケースも発生することが予想される。 

このように、Ｎ：１のＥＣ調達システムの本格的な導入例は、現時点では自動車部

品やパーツ・鋼板等の取引で見られ、その形態はＥＤＩをベースとしたクローズ型の

システムとなっている。 

 

                                                 
注8） 日刊工業新聞、2001年 10月 3日版 
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2.1.1.3 本年のＥＣ事業に係るトレンド 

2000年の米国市場におけるＩＴバブルの崩壊以降、米国のＥＣ事業者は、より現実的な

ビジネスモデルと明確な事業計画の設定を重視する方向に移行している。日本市場におい

ても、2001年以降、ＥＣ初期の参入ラッシュがやや一段落し、ＥＣ事業者は慎重な経営戦

略の下で実現度の高い事業計画を選択するようにマインド変化してきている。 

2001年の日本では、ＥＣ事業全般に渡る成功トレンドとして、「ＥＣサイトの高質化」

と「競争優位なビジネスモデルの追求」が挙げられる。また、ＢtoＣ分野では「事業戦略の

鮮明化」と「売れる仕組みの開発」等、Ｂ toＢ分野では「日本型マーケットプレイスへのチ

ャレンジ」と「既存取引のＥＣ化」等が本年度を特徴付ける動きとなっている。 

 

(1) ＥＣ全般に渡るトレンド 

2001年度における日本のＢtoＢ及びＢtoＣに共通して見られる成功事業の傾向とし

て、「ＥＣサイトの高質化」と「競争優位なビジネスモデルの追求」等がある。 

ここで、「ＥＣサイトの高質化」とは、ＥＣならではの強みを充分に引出し、サイ

ト利用者への魅力度や使い易さを向上させる動きを意味している。一般的にＥＣサイ

トでは、提供する商品やサービス内容を、従来の紙カタログやチラシ等よりはるかに

情報量豊富に紹介可能である。その表現形態も、テキストに加えカラーイメージ・画

像・音声データに至るまで組合せて訴求できる。2001年では、これらのＥＣサイトの

強みを充分に活かす一方で、更に利用者に継続的に活用してもらうための魅力的な仕

掛けを提供するサイトが増加した。それらのサイトでは、豊富な情報をよく整理・階

層化し、視覚的に見易く洗練されたサイト構成を構築している。また、リアルタイム

で高頻度なデータ更新に努め、受発注画面もシンプルで入力に負担の少ない構成にま

とめている。 
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また、2001年度では、「競争優位なビジネスモデルの追求」が大きな動きとなって

きた。日本市場では、米国と異なり、斬新なビジネスモデルが続々と登場する傾向に

はないが、従来のビジネスモデルを効率的にアレンジしたり、複数のモデルを効果的

に組合せて強化する動きが活発化している。その狙いは鮮明で、収益性の向上とＥＣ

取引自体の活性化にあるものと考えられ、ＥＣサイトが乱立し競争が激化している現

状を打破するためのダイナミックな生残り戦術とも捉えられる。 

従来の国内取引の枠を超えて、発展著しい中国市場との取引仲介にフォーカスした

（株）ニーツの INWF（インファ）では、現地取材等を含めた木目の細かい海外情報

を、日本企業に有料で提供するユニークな事業モデルを展開している。ヒアリング調

査を行った 2001年 11月には、既に海外の提携工場等の掲載数が 7,000にも上り、価

格調査やサンプル取寄せの代行サービスも提供している。1999 年 11 月に事業化した

当初は、日本の中小企業をターゲットとするモデルを想定していたが、予想以上に大

企業の登録が増加してきた。これらの背景により、当初の Web完結型から 2000年に

は直接営業を開始し、更に 2001年 11月には、個別案件毎のリアルな仲介事業の受付

を開始している。自社のＢtoＢサイトを窓口に、そのビジネスモデルを有料型情報提

供から、有料調査及びリアルの取引仲介サービスの受付・提供にまで拡大している。 

図 2-9  INWF【インファ】サービス概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）（株）ニーツの資料 



 21 

(2) ＢtoＣにおける主要トレンド 

2001年度では、ＢtoＣ分野において「事業戦略の鮮明化」と「売れる仕組みの開発」

等が、成功事業における主な特徴となっている。 

「事業戦略の鮮明化」に関しては、2001年度にサイトの参入・淘汰が加速化する中

で、多くのＥＣ関連雑誌や新聞報道等で、ＢtoＣにおける成功要因として紹介されて

きた。その主な内容として、まず全社的な事業展開の中で、ＥＣ事業を明確に位置付

ける側面と、更にＥＣ事業自体の展開ビジョンを、経営資源の最適配分や収益性等の

観点から具体化する側面が指摘されている。反対に、明確な事業計画なしに場当り的

にＥＣサイトを開設した事業者は、中途半端なアフターサービス体制や適切な顧客対

応の欠如により、最終的に販売額の低迷に陥るケースが増加している。仮に販売額が

拡大した場合でも、急激な資金や人材の投入に対応できず、事業経営の継続性に大き

なリスクを負うこととなる。 

まず、全社的なＥＣ事業の位置付けに関しては、インターネットの強みを活かし、

レスポンスが早く、安価で簡便なコミュニケーションツールとして、本業をサポート

する役割を担う形態でＥＣ事業を展開している成功事業者が多い。例えば、店舗やカ

タログ販売等の利用者から、ＥＣサイトを介して意見を収集し新たな商品開発に反映

したり、既存顧客に対する販促活動を、案内メールやメールマガジンを適時配信する

ことで行っている。この際、ツタヤオンライン等のようにレスポンスの最も速い携帯

電話を重視した方向と、ソフマップ等のように、個々の顧客毎に Web ページを提供す

るＰＣ重視の方向とがある。 

また、ＥＣ事業自体の展開ビジョンに関しては、成功事業者は、核となる収益源と

しての商品・サービスジャンルを設定し、ＥＣサイトで提供するサービス機能やオフ

ラインでの電話・ＦＡＸ対応の範囲、適切な宣伝・広告ツールの選定等を慎重に検討

し、人材・資金・システム等の設備の投入規模を複数年度に渡り計画化しているケー

スが多い。特に、取引規模の拡大に伴う投資規模のスケールアップを見込み、経営資

源の再配分基準の設定等、早めの対応姿勢を築いている事例がある。また、ＥＣ事業

領域における品目や展開形態について、選択と集中を定期的に繰返し、ダイナミック

な市場環境の変化に柔軟に対応しているケースもある。いずれのケースでも、収益計

画化をベースとした財務健全性の維持がキーとなっている。これらの成功事例の中に

は、航空会社や宿泊施設の予約仲介等のサービス関連事業者等が含まれている。 
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「売れる仕組みの開発」に関しては、移り気なＥＣ顧客の心理特性に留意し、成功

事業者では、情報発信面と情報交換面の双方で、利用者を飽きさせない工夫が凝らさ

れている。 

まず情報発信面では、常に魅力のある斬新なサービスを提供している事例が見られ

る。例えば、ソニー商品のネット販売等を手掛けるソニースタイルドットコム・ジャ

パンでは、ＥＣでしか購入できない、限定デザインの魅力的な商品（パソコン等）を

提供しており、着実な成果を上げている。その他にも、割引率の高いクーポンやポイ

ント等の特典を付加する例も多く、新着情報やイベント等のエンターテインメント予

告を、いち早く通知するサービスも見られる。大手通販事業者等では、毎週 500万通

以上メールマガジンを配布して、需要を喚起している例もある。 

一方、情報交換面では、ワン・トゥ・ワンでレスポンスのよい双方向コミュニケー

ションや、顧客間コミュニティの形成を促進する工夫が盛込まれている成功事例が多

い。前者では、特に顧客データベースとの連動が重要視されており、顧客からの要望

メールに対し、顔の見える形でのスピーディな対応を、顧客の購買特性や趣向に配意

した上で、適切なメール配信等により実現している事例がある。後者では、主に電子

掲示板やチャットコーナー等をサイト上に併設する事例が増加している。特に、顧客

参加型である商品の共同開発コーナーは、利用者にとり強い参加意欲が働くことが多

く、その後のロイヤリティの向上にも効果的であるため、固定客を獲得する上で戦略

的に導入している事業者もある。 

 

(3) ＢtoＢにおける主要トレンド 

ＢtoＢ分野では、「日本型マーケットプレイスへのチャレンジ」と「既存取引のＥ

Ｃ化」等が、2001年度において注目された。 

「日本型マーケットプレイスへのチャレンジ」では、単なるマッチング機能に特化

したオープン型のマーケットプレイスから、物流や与信・決済サービスを付加した形

態への変換が見られる。日本市場においては、米国市場とは異なり、ＥＣサイトで初

めて出会った新規事業者間で、取引条件等の商談を進めることに事業リスクの面で抵

抗を感じる企業が多い。このような企業マインドに留意し、特に中小規模のＥＣ事業

者が参加する場合に問題となる代金回収リスクや納期・品質に係るリスク等を、代行

して負担する物流・金融事業者が増加している。具体的には、納期を確約したりエス



 23 

クローサービスを提供するトラック運送事業者や、バイヤー企業に取引限度額等の与

信枠を設定し、売掛債権を引受けサプライヤーに先払いし、代金回収を自ら行う商社・

都市銀行系のＥＣ支援サービス事業者等が挙げられる。 

オープン型のマーケットプレイスでは、このような物流事業者や与信・決済事業者

と連携し、新規取引における企業不安を解消する動きが加速化している。更に、日本

の商取引にマッチした匿名取引サービスを提供するマーケットプレイス事業者も増加

しつつある。このような代表的な事例として、石油製品卸売を手掛け、物流・決済サ

ービスも含め完全な匿名取引を実現している（株）イーシーコム等が挙げられる。 

図 2-10  石油製品マーケットプレイス「ＥＣ－ＯＩＬ」のビジネスモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「既存取引のＥＣ化」に関しては、従来ＥＤＩ等のクローズ型で受発注データを行

ってきた事業者グループ等が、系列の中小事業者を含めた取引の電子化を推進するた

めに、より少ないコストで参加できるWebベースのマーケットプレイスやＥＣ調達シ

ステムを整備する動きが加速化してきた。これらには、業界横断的な取組みや大手メ

ーカーを軸とした裾野の広い調達形態が多く含まれ、取引金額ベースで見た活用状況

は、今後も大きく拡大していく方向にある。具体的には、電子・電機機器部品等の大

規模な仲介サイトである TWX-21や、日用品・雑貨・化粧品・ペット用品等の業界横

断的なＥＣ取引インフラであるプラネット等がある。 
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これらのサイトは、従来の取引関係をそのままＥＣ化することが一つの大きな目的

であるため、スポット取引より継続的な取引が中心で、オープン型でなくクローズ型

を主体としたＥＣ展開となっている点に特徴がある。オークション機能も含め、取引

金額が伸び悩むオープン型マーケットプレイスが多い中、継続的な取引部分を取込む

上で注目される。 

 

2.1.2  「ＥＣによる企業革新」に関連した傾向 

本年度、ビジネスモデル・ワーキンググループでは、企業革新におけるＥＣの役割に注

目し、ＥＣトレンド仮説を立て仮説・検証をも行った。ここでは「ｅトランスフォーメー

ション」「クリック＆モルタル戦略」「ｅコラボレーション」という３つのトレンドに関

する最新動向を、特にＢtoＣ分野に関して、本年度調査により検証していくこととする。 

 

2.1.2.1 ｅトランスフォーメーション 

ＥＣ導入を契機として、企業の内部業務・組織形態・事業分野等の変革を促進すること

が、ここで言うｅトランスフォーメーションである。本年度のヒアリング調査では、Ｂto

Ｃ分野において、既存事業を持つ企業から、ＥＣによる販売促進活動により会員数の増加

や１名当りの利用金額の増加等がもたらされたことが確認できた。 

ツタヤオンラインやソフマップでは、顧客データベースを活用したメール配信等により、

１人当りの購買金額が上昇している。特にソフマップでは、ネットと店舗を併用する顧客

の年平均購買額が、昨年度の2倍に当る約 20万円強に増加している。また、ツタヤオンラ

インでは、ＥＣの活用により、物販収入に加えて、有料型情報提供やメール広告による新

たな収入源が確保されている。千趣会においても、カタログ通販事業が低迷する中で、Ｅ

Ｃ売上高は拡大基調であることが述べられている。更に千趣会では、ＥＣ購買履歴の分析

により、本業の紙カタログの配布効率が向上し、仕入サイドでは WebＥＤＩの導入により

納期を 2～3日短縮し、カタログ製作期間を 3ヶ月から 2ヶ月に短縮できる見込みである。 

ただし、販売分野でのＥＣ導入により、業務プロセスが大きく変化したと、事業者自身

が強く感じているとは言い難い。 

 

一方、ＢtoＣ分野のヒアリングからは、他社の展開するリアル事業では実現できない、効

率的なサービス等が提供可能となったことが指摘されている。 
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ECサイトの効果（複数回答）
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マイトリップ・ネットでは、ＥＣの活用により、顧客がリアルタイムの宿泊施設等の価

格情報を一覧比較し、スピーディに予約可能なサービスを提供することが可能となった。

内部処理の面では、宿泊施設が更新した空部屋情報を、自動的に利用者用の閲覧画面に反

映でき、顧客の予約データは、自動的に宿泊施設へＦＡＸ送付される仕組みとなっている。

これにより、利用者数は順調に拡大している。マイトリップ・ネットでは、社内において

情報共有による分業化が促進される点が、ＥＣ導入による変化と考えている。 

また、2000年 10 月に日本初のネット専業銀行としてサービスを開始したジャパンネッ

ト銀行では、本社以外に店舗を持たないローコスト経営により、有利な預金金利や振込手

数料水準を顧客に提供している。また、決済や預金口座の開設・残高照会・取引明細照会・

振替等のサービスを、店頭からＥＣサイト・携帯電話上に移行し、場所や時間にとらわれ

ない顧客サービスを実現している。 

図 2-11  Webアンケート結果：ＥＣサイトの効果＜ＢtoＣ成功＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.2.2 クリック＆モルタル戦略 

ＢtoＣ分野において、クリック＆モルタル型の事業戦略が、リアル店舗等を持つ事業者に

おいても、ＥＣ専業からスタートした事業者においても、重視されていることがヒアリン

グ調査により確認された。 

店舗やカタログ通販等のリアル事業からＥＣに参入したツタヤオンライン、ソフマップ、

千趣会では、ＥＣ事業とリアル事業との相乗効果を特に重視している。 
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ツタヤオンラインでは、ＥＣ販売をあくまでも店舗販売の補完と位置付けている。多忙

な利用者や遠方に住む潜在顧客への対応や、店舗にない商品等を販売する役割を担うもの

として、リアル店舗戦略の延長線上にＥＣ事業を付加した経緯がある。現在、クリック＆

モルタル戦略により、ＥＣ事業には知名度の高さによる会員獲得コストの低減や、ブラン

ド力の活用効果がもたらされている。またリアル／バーチャル事業双方の連携による宣

伝・販促活動が、グループ全体の売上金額の向上に結びついていると認識されている。 

ソフマップでは、ネット上で店舗情報を提供し集客率の向上を図っている。ＥＣ事業を

リアル店舗への集客手段及び、顧客へのコミュニケーション手段の提供と位置付けており、

割引ポイントを店舗・ＥＣ共通で利用可能にしている。 

千趣会では、マルチチャネル通販戦略の一貫としてＥＣ事業を展開している。ＥＣ事業

の第一の目的は、既存会員の満足度やロイヤリティの向上に求めており、紙カタログから

Web に誘導し、より詳細な商品・在庫情報を提供することを狙いとしている。また、Web

上で紙カタログのＰＲを行い、カタログ請求へ誘導することも意図している。リアルのカ

タログ通販での知名度は、ＥＣ事業によい宣伝効果をもたらしており、カタログ通販での

仕入・受注・物流・資金回収等のインフラや画像データベースをＥＣ事業でも共用してい

る。一方で、Web 上での顧客との情報交換をカタログの商品企画等に反映しており、これ

らの相乗効果により、顧客１人当り購買額の最大化を図ろうとしている。 

 

ＥＣ専業からスタートしたマイトリップ・ネットやジャパンネット銀行においても、リ

アル活動が重視されている。ただし、ハイブリッドへの移行という程には、モルタルサイ

ドに傾注していない。 

マイトリップ・ネットでは、自社におけるＥＣ事業の成功要因として、地道なリアルの

営業活動を指摘している。サイトの利用客を拡大するためには、新たな宿泊施設の開拓と

既存の登録施設に対する部屋枠の拡大が必要となり、この点はリアルの営業スタッフによ

る訪問活動等が効を奏している現状にある。この成果により、宿泊施設とその空部屋数等

の情報をＥＣサイトにおいて豊富に提供している。ただし、宿泊予約サービスの提供とい

う事業特性から、物流や Web上での決済が不要なため、対顧客部分のインターフェースで

は、ほぼバーチャルな取引形態を維持している。ＥＣサイトは、Web ならではの一覧表示

や速報性を活かした構成となっており、電子掲示版による利用者間コミュニティの形成に

も力を入れている。 
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ジャパンネット銀行は、法律上の理由により実際には新宿本社を店舗としており、コー

ルセンターによる電話応対サービスも提供している。また、顧客が現金の出入を行う場合

には、リアルの設備が必要となるため、提携により利用できるＡＴＭを拡大している。そ

の他では、ネットを使う環境にない利用者を対象に、郵送申込み等により定期預金の受付

を行っている。このように、ネット専業銀行と言えども、リアル部分の業務を全く回避す

ることは難しい状況にあるが、積極的にリアル設備を拡大していく過程にはない。 

また、今回実施した Webアンケート調査では、成功法人 82サイトで見るとクリック＆

モルタル型の事業展開が 62.2％で、インターネット専業の 20.7％を大きく凌駕している。

全売上の 90％以上がＥＣ事業から得られている事業者の割合も、法人・個人を合せた成功

100サイトでは 19.0％程度となっている。これらのことから現状のＢtoＣ成功サイトでは、

クリック＆モルタル型のＥＣ事業展開が、主流を占めていることが理解される。 

 

図 2 -12  Webアンケート結果：事業展開形態＜ＢtoＣ成功法人＞ 
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図 2 -13  Webアンケート結果：ＥＣ売上割合＜ＢtoＣ成功＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.2.3 ｅコラボレーション 

ＢtoＣ事業者における、他の企業や利用者との連携形態であるｅコラボレーションについ

ては、特に物販分野で、他社の物流や決済サービスを利用するケースが頻繁に見られる。

次に、販路の拡大を目的とした、他のＥＣサイトとの相互リンクや電子モールへの参加等

が多い。また、顧客とのリレーショナルな連携では、主に商品開発分野に展開例が窺える。 

今回のヒアリング調査対象では、物販を行っているツタヤオンライン・ソフマップ・千

趣会の全てにおいて、物流と決済サービスの外部委託が行われていた。ツタヤオンライン

では代金引換サービスを物流事業者に委託し、決済サービスではジャパンネット銀行やク

レジット会社等を利用している。ソフマップでは、与信・決済サービス分野でオリックス

等を利用し、物流サービスもヤマト運輸と佐川急便に委託している。千趣会でも、一部の

物流サービスを主に佐川急便に委託しており、決済サービスではイーバンク銀行やジャパ

ンネット銀行を利用している。 

主に販路拡大のために他サイトとの相互リンクを行っているケースは、物販ではツタヤ

オンラインと千趣会、サービス提供ではマイトリップ・ネットとジャパンネット銀行に見

られる。ただし、親会社を除く社外との直接的なネットワーク結合は、今回のヒアリング

調査対象では、仕入分野を除き皆無である。ツタヤオンラインではエクシング、千趣会で

はキュリオシティと相互リンクを張っている。また、マイトリップ・ネットでは国内大手
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航空会社等とリンクしており、ジャパンネット銀行では、自らのサービスを利用するサイ

トを拡大する必要から多くのＥＣ事業者と相互リンクしている。千趣会では、仕入分野に

おいて他社との接続例があり、WebＥＤＩベースで取引先と情報共有しているが、これは

ＢtoＢ分野に属する。 

本質的なｅコラボレーションとも言える、共同事業の運営にやや近い事例として、ソフ

マップにおけるシーブック 24 との連携によるＰＣ関連書籍のネット販売や、マイトリッ

プ・ネットによる国内及び海外の宿泊施設・レンタカー会社・ゴルフ場経営会社との提携

等がある。また、ジャパンネット銀行では、三井住友銀行やイーネット等との提携により、

ＡＴＭの利用を可能にしている。ただし、サービスアイテムに広がりを持たせるために提

携を拡大しているマイトリップ・ネットや、サービス提供のために必要不可欠なＡＴＭ網

を拡張しているジャパンネット銀行を除き、特に意識してコラボレーションを積極的に展

開している事業者は少ない。Ｂ toＣ分野では、企業アライアンスによる本格的な共同事業の

運営等の出現は、まだまだこれからという感が強い。 

 

Webアンケート調査でも、ＥＣサイトの成功要因等として、他サイトとの連携や他社と

の連携等を重視している事業者の割合は、ごく限られている。 

図 2 -14  Webアンケート結果：成功要因や差別化のポイント＜ＢtoＣ成功＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）上位 5項目とｅコラボレーション関連項目（アンダーライン）を抜粋 

 

 
成功要因や差別化のポイント（5つまで選択）

＜成功100サイト＞

62.0%

46.0%

43.0%

35.0%

35.0%

5.0%

5.0%

2.0%

1.0%

61.0%

45.1%

47.6%

30.5%

35.4%

6.1%

4.9%

2.4%

1.2%

66.7%

50.0%

22.2%

55.6%

33.3%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

わかりやすい商品･ｻｰﾋﾞｽ説明

素早い顧客対応

品揃え/ｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰの豊富さ

閲覧･操作の利便性

商品/ｻｰﾋﾞｽのﾕﾆｰｸさ

他ｻｲﾄ等との連携(相互ﾘﾝｸ､ｱﾌｨﾘｴｲﾄ等)

他社との提携

外注/ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの利用

無記入

全体

法人

個人
他サイトとの連携（相互ﾘﾝｸ、ｱﾌｨﾘｴｲﾄ等）

他社との連携

外注/ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの利用



 30 

2.1.3  ＥＣを取巻く環境変化 

本節では、「ブロードバンド化への対応」「ＥＣインフラ提供サービスの利用」「生活

プロセスの変化への対応」に関し、Ｂ toＣ分野においてヒアリング調査で得た取組み状況を

中心に報告する。 

 

2.1.3.1 ブロードバンド化への対応 

ブロードバンド化を睨み、積極的に対応している事例はＢtoＣ分野ではまだ少なく、今回

のヒアリング調査では、ツタヤオンラインと千趣会において、部分的な取組み状況が見ら

れる程度であった。ツタヤオンラインでは、最新映画の予告映像等を提供しているが、ブ

ロードバンドへの本格的な対応はこれからである。千趣会では、ぬいぐるみ作成キット販

売において、三次元画像による商品説明を実施し、多様な角度からの立体的な商品閲覧を

可能にしている。 

 

2.1.3.2 ＥＣインフラ提供サービスの利用 

ヒアリング調査では、ツタヤオンライン・ソフマップ・千趣会等において、ＢtoＣ分野で

各種インフラサービス（ＸＳＰ）の利用事例が見られた。ツタヤオンラインではサーバー

ハウジングの利用、ソフマップでは電子モールへの参加やサーバーレンタル・ホスティン

グサービスの利用、そして千趣会では、電子モールへの参加と、ＡＳＰやサーバーハウジ

ングの利用が行われている。 

アンケート調査結果を見ると、ＢtoＣの成功 100 サイトにおいて、自社でシステム開発

して運用しているケースが全体の 44.0％と最も多く、外部に運用を委託したり電子モール

を利用しているケースは 25.0％に留まっている。ＡＳＰサービス等は、一部の大手企業が

利用している現状にあるものと考えられる。 
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図 2 -15  ＥＣ（ショップ）の出店／インフラ形態＜ＢtoＣ成功＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.4  生活プロセスの変化への対応 

個人の生活プロセスやスタイルが多様化する中で、それらに対応したサービス展開をし

ている事例は、ソフマップやジャパンネット銀行において見られた。ソフマップでは、顧

客の生活時間軸の変化に対応し、アクセスの増加する午前 7時と 12時、午後 5時以降と深

夜 1時にタイムサービス 等を実施している。ジャパンネット銀行では、サイトの 24時間

サービスに加え、取引によりＡＴＭでの出金手数料を 24時間無料とするサービスを展開し

ている。なお、ネットならではの 24時間サービスは、現在いたるところで見られる状況に

ある。 

 EC（ショップ）の出店／インフラ形態
＜成功100サイト＞

44.0%

40.2%

61.1%

8.0%

9.8%

15.0%

14.6%

16.7%

9.0%

9.8%

5.6%

7.0%

7.3%

7.0%

7.3%

5.6%

9.0%

9.8%

5.6%

0.0% 0.0%

1.2%

1.0%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

法人

個人

自社専用システムを自社で開設（パッ
ケージ利用を含む）・運用

自社専用システムを自社で開発、外部
に運用委託

自社専用シ ス テ ム を 外部 業 者 に 委 託
開発、自社で運用

自社専用システムを外部業者に委託
開発、委託運用

組合・商店街による電子モールへの参
加

民間事業者の電子モールへの参加

その他

無記入

自社専用システムを外部業者に委託
開発、自社で運用 
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2.2 海外ＥＣの動向 

 

2.2.1  米国ＥＣの全般的な傾向 

米国では、ドットコムバブル後のＥＣ企業の倒産も 2001 年の年央にはピークを越え、同

年 8月おける主な倒産企業の内訳を見ると、ＢtoＢ企業がＢtoＣ企業を上回っている。これ

は、ＢtoＣ企業の倒産・破綻、Ｂ toＢ特にＥＭＰブーム、といった流れの中で、収益をあげ

ないＢtoＢ・ＥＣ企業の淘汰が進展してきた結果と見られる。ＥＭＰは、業界のコンソーシ

アム型に集約される傾向にあり、撤退するＥＭＰは他のＥＣ事業者への特定サービスベン

ダーへと転換する傾向が見られた。ＢtoＢにおいては、「ｅ」の活用により全社的な組織・

構造転換（「ｅトランスフォーメーション」）を遂げたＧＥ、３ＰＬのプラットフォーム・

システムを構築して業界協働（「ｅコラボレーション」）を支える Ryder System 等の動向

が注目される。 

2001年度、米国のＢtoＣ・ＥＣ市場は 476億ドルであり、前年比 12.3％増で着実に拡大

を続けている注9。PC・書籍販売が踊り場に達する一方で、旅行・予約仲介は着実な売上拡

大を示した。ドットコム企業の倒産拡大の中で、創業以来黒字を続ける eBay は、社会イン

フラとして定着し、年商 7億 5000万ドル、前年比 74％増と絶好調を続けている。また、

創業以来、赤字を続けてきた Amazon が、10-12 月期、四半期ベースで黒字を達成した。

ＢtoＣ・ＥＣでは、宣伝に大量投資し利用者数を拡大する初期モデルから、真に利益の出る

顧客と事業体質強化に注力するモデルへと成功モデルは転換したといえる。一方、依然と

して広告収入に収益源を頼る Yahoo は赤字を続けるなど、米国においてもビジネスモデル

による明暗が明確となった。 

 

2.2.1.1 引続き淘汰が進むドットコム企業 

2000年より見うけられたインターネットバブルの崩壊は 2001 年に入っても衰えること

なく、中でもドットコム企業の淘汰が引続き顕著になっている。ウェブマージャーズ

（Webmergers.com）の調査（図 2-16）によると、2000年 1月から 2001年 12月のイン

ターネット企業の総倒産件数は762件に上り、そのうち 2001年に入ってからの倒産件数は

約３分の２の 537件となっている注10。 

                                                 
注9） Forester Research推計 
注10） “Year End Shutdowns Report: Shutdowns More Than Doubled in 2001”, Webmergers.com 
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図 2 -16  インターネット企業倒産件数推移 

（2000年 1月～2001 年 12 月） 
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出所）Webmergers.com のデータを基にワシントン・コアにて作成。 

 

また、インターネット企業倒産件数の多かった 2000年 1月から 2001 年 6月までに倒産

した企業 555社の内訳を見ると、ＥＣ関連のインターネット企業が 254件あり、全体の 46％

を占めている。これらＥＣ関連企業が、コンテンツ、インフラ、アクセス、サービスを提

供する企業に比較しても圧倒的に多いことからも、インターネットバブル崩壊の余波を最

も受けていることが判る（図2-17）。ＥＣ関連企業が淘汰されている理由は、2000年に多

く見られた破綻の背景と引続き同様のものであると見られている。すなわち、過度の顧客

獲得コストや、採算を度外視したディスカウント販促方法、経営陣の手腕不足、及びベン

チャーキャピタルの資金集めが困難になったことが大きな原因とされている。また、2000

年をなんとか生き長らえた企業でも、2001年に入ってからの資金繰りが困難になり、その

まま倒産に向かうケースが多かったことから、2001年前半の倒産件数が高いレベルを維持

することになった。 

 



 34 

図 2-17  倒産したインターネット企業の業界別内訳 

（2000年 1 月～2001 年 6月） 
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出所）Webmergers.com のデータを基にワシントン・コアにて作成 

 

表 2 -4  撤退した主なサイト 

（2000 年～2001 年） 

企業・サイト名  事業概要 倒産・事業閉鎖への経緯 

Egghead.com  個人間オークション  2001.8.15に債務超過の為倒産法 11 条の適用により再建
下にあったが、2001.10.25に業務を停止。 

Excite@Home ポータルサイト運営、ISP 事業 @Home に買収されたが、その後にケーブル・インターネット
アクセス事業の失敗により、2001.9.28に破産宣告。 

Homegrocer.com 食料雑貨店 食料品販売・宅配のオンライン・スーパーの Peapod.comに
より買収。 

MotherNature.com  ヘルスケア用品販売 2001.11.8に、戦略的パートナーが見つからないまま閉業。 

Pets.com  ペット用品販売サイト 2000.11.9に同業の PETsMARTへ資産を売却。 

Streamline.com  ハウスキーピング代行 2000 より追加の資金繰りが悪化し、2000.11末に業務を停
止。 

Value America, Inc. コンピュータ中心の小売業 顧客数及び売上のの減少による資金繰りの悪化で、
2000.8.14に破産法 11条を申請、その後業務を停止。 

WebVan Group, Inc. 食料雑貨店 過剰なインフラ投資による資金繰り悪化により、倒産。 

eToys.com おもちゃ販売 

2000 年クリスマス商戦時の収益予測に届かず資金不足に
陥り、2001.3.7に負債を清算し、破産。2001.5.17に個人の
小売業者が著作権及びソフトウェアを買収し、2001.10.10
に事業を再開。 

出所）主要インターネット関連業界雑誌を基にワシントン・コアにて作成 
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2.2.1.2 ＥＣ市場予測値の相次ぐ下方修正 

2001年に入ってから出された各ＩＴ市場調査会社によるＥＣ市場規模の予測においても、

今後５年間の成長は期待されているものの、1999 年並びに 2000年に事前に発表していた

予測値を軒並み下方修正する傾向にある。これは、米国経済全体が低迷していることを受

けたものであり、ＥＣ市場もその煽りを受けて成長が鈍化するとみられている。ＩＴ市場

調査大手のガートナーが 2000年 1月に予測したデータによると、2004年の世界ＥＣ市場

規模は７兆ドルであったが、1年後の 2001年 3月に同予測は６兆ドルへと大幅に下方修正

されている。また、別の大手調査会社ＩＤＣに至っては、2001年 4月に出した 2005年の

ＥＣ市場売上高予測値である 5.3兆ドルを、そのわずか 6カ月後の 2001年 10月には 4.3

兆ドルにまで下方修正している（図 2-18）。 

図 2 -18  大手調査会社による世界ＥＣ市場予測の修正状況 

単位：兆ドル 
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出所）各社データを基にワシントン・コアにて作成。  

 

2.2.1.3 インターネット利用者層の変化 

2000年は、第１四半期に女性のインターネット利用者が初めて男性利用者数を上回った

ことが大きな特徴として挙げられたが、2001年度も引続き女性の利用者数が堅調な増加の

傾向を見せている。ジュピター・メディア・メトリックスが 1999年から継続的に行ってい

る米国における男女別のデジタル・メディアの利用者層の推移をみると、オンラインの総

利用者のうち、18歳以上の女性利用者の占める割合は、1999年 5月の 39.3％から 2001年

5月の時点では 40.9％へと増加している。一方で、18歳以上の男性利用者の占める割合は、
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1999年 5月の 45.7％から 2001年 5月には 39.8％と減少し、女性利用者の占める割合が逆

転していることが判る。インターネットが普及し始めた 1999年 5月に行われた同じ調査で

は、男性ビジネスマン層（同社調査項目における35歳-54歳層、利用者率 20.7％）が最も

多く利用していたが、2001年の調査結果では、女性の 35歳 -54歳層が全体の中でも最も多

く、利用者率は 20.1％であった。 

 

2000年に引続き女性のインターネット利用者が増加しているという傾向を受け、女性利

用者を対象にしたＥＣサイトが引続き好調であり、メディア・メトリックスが 2001年 2月

に行った調査による有力サイトは以下の通りである。 

表 2-5  女性対象サイトの Impression 数注11上位 10 社 

（2001年 2 月） 

順位 サイト名 Impressions 

1 eBay 122,939,000 
2 MSN 28,394,000 
3 mySimon 22,879,000 
4 MP3.com 21,091,000 
5 MSVBC 17,615,000 
6 iVillage 15,821,000 
7 The New York Times 15,734,000 
8 iWon 15,097,000 
9 iVillage ParentsPlace 12,011,000 

10 Yahoo! Shopping 9,066,000 
出所）Media Metrixのデータを基にワシントン・コアにて作成。 

 

絶対数では未だに少数ではあるものの、近年増加しているシニア層もまた、新規ターゲ

ットとして引続き注目が集まっている。調査会社のメディア・オーディット（The Media 

Audit）のアナリストによると、米国の 50歳以上のうち、33％が年収 5万ドル以上あり、

56％以上が現職に就き、8％は事業経営者であるという。また、同アナリストによると、こ

れら 50歳以上の富裕シニア層は電子メールの利用や健康関連に特化した情報収集などイン

ターネットの利用目的が明確であり、今後 15年間で約 8千万人に達することからも、今後

の有効なマーケティング対象として期待されている。 

                                                 
注11） 特定のサイトへの全訪問者が閲覧するページ数の総累計。Web広告効果を計測する一つの手
法。Media Metrixによる指標定義の原文は次の通り。“The number of times an ad is rendered 
for viewing.  A calculation of traffic times rotation.” 
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オンライン・ショッピング利用者層として脚光を浴びることのなかった 10代以下の世代

に対するインターネット利用調査にも、興味深い結果が出ている。ＩＴ専門誌のサイバー

アトラス注12によると、米国内の 5歳から 17歳の若年層のうち、現在家庭でのインターネ

ット環境が整っている 6,500 万人の総可処分所得は 600 億ドルに上り、年間のインターネ

ット利用時間も 50億時間に達するという。また、ジュピター・メディア・メトリックスの

2001年 7月のレポートによると、米国に居住する 13歳から 17歳のうち 89％がオンライ

ン・ショッピングの経験を有さないものの、一方で 29％がインターネットを利用して買物

の事前調査を行っているという。米国に住む 10代の殆どが、クレジットカードなどに代表

されるオンライン・ショッピングでの支払手段がない一方で、彼等の親世代のうち 55％が

子供のインターネット利用に協力的な姿勢を示していることから、今後の大きな潜在マー

ケットとして注目され始めている。 

 

また、マイノリティーのオンライン利用者が増加しているという調査結果も出ており注 13、

米国特有の利用者層の変化として注目できる。同誌によると、ヒスパニック系の成人のイ

ンターネット及び電子メールの利用が 12 カ月間で 25％という速さで急激に伸びている結

果が出ている。また、これらヒスパニック系のインターネット利用者のうち、78％は一週

間に 3～5回、61％はほぼ毎日利用しているという。 

 

2.2.1.4 大企業を中心としたｅトランスフォーメーション 

2001年は、ＥＣを駆使したｅトランスフォーメーションを遂げた米国有力企業の興隆が

シンボリックな年であった。米国大企業は、1980年代には日本企業、1990 年代にはドット

コム企業からの攻勢に遭い、大型リストラなどのさまざまな痛みを伴いながらも、弛まな

い自己改革を経て、トップの座を奪回することができた。とりわけ、2001 年は、ＥＣの持

つパワーとスピードを自社カルチャーに徹底させ、米国の旧来大手企業が経営基盤の強化

を図ったことが注目される。 

                                                 
注12） 2001年８月号。 
注 3） Webmastertechnique（ウェブ業界専門のオンライン雑誌）、July 2001, Pew internet & 

American life Projectによる調査結果。 



 38 

米国と日本経済の明暗を分けているのは、ＩＴ産業そのものではなく、ＩＴ利用企業群

の存在であるといえる。米国の場合、ＧＥを筆頭に、シティバンク、ＧＭ、デュポン、オ

フィスデポ、ウォルマートなどに代表される世界トップクラスの大手企業が存在し、ＩＴ

活用基盤を作り出している。これらの企業は、インターネット技術を企業活動のバックエ

ンドからフロントエンドまで隅々に取り入れ、業務改革、組織改編、経営刷新を繰り返し、

常に自らを取り巻くビジネス環境に応じて変革し続けてきた。米国大手企業は、企業カル

チャーから官僚的振る舞いを取り除き、ＩＴを応用することで、できるだけアントレプレ

ナーのように動くことを目指している。 

 

とくに、旧来大手のｅトランスフォーメーションにおいて注目すべきは、従来のような

単一部門内でのＩＴシステム構築や社内業務プロセスの改革などに見られる“内向きの改

革”ではなく、取引先、顧客、サプライヤーである外部パートナーとのやり取りにおける

“外向きのトランスフォーメーション（革新）”であるという点である。大企業がエクス

ターナル・フォーカスを重視する革新を行うにあたり、外部パートナーを包含するＥＣ（電

子商取引）を根幹に業務革新を成し遂げた結果、シェア奪回、新規受注、顧客満足度など、

さまざまな観点から成果をおさめることができた。ｅトランスフォーメーションの概念が

確立された現在も、米国先駆企業は自らの地位に甘んじず、さらに一歩先に進んだＥＣ戦

略を実践するべき努力を重ねている。 

 

2.2.2  ＢtoＣ・ＥＣに係る動向 

 

2.2.2.1 ＢtoＣ市場概況 

(1) 引続き緩かな成長が予測されるオンライン・ショッピング事業 

2000 年に引続き、2001 年に入っても小売業を中心としたオンライン・ショッピン

グは成長するという見通しが多く出ている一方で、ＥＣ市場全体の見通しと同様に、

若干の下方修正を行なう傾向にある。ＩＴ市場調査会社のジュピター・メディア・メ

トリックス（Jupiter Media Metrix）が 2001年５月に発表した米国内のオンライン小

売業マーケット市場予測は、2001年の 340億ドルから、2005年には 1,180億ドル、

更に 2006年には 1,300 億ドルへと大きく成長するとされていたが、同社は３カ月後の

同年８月に、2005年の市場の成長予測を 1,040 億ドルに引き下げている。ジュピター・
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メディア・メトリックスのアナリストによると、ＢtoＣ市場が今後は衰退していくと

いう多くの業界見解は、インターネット市場の急速な成長とバブルの崩壊に影響され

た一時的な誇張論であり、むしろ長期的なＢtoＣ市場は、オンライン利用者数の堅実

な増加に後押しされて、緩やかながら今後も前向きな成長が見込めるとしている。 

 

(2) 期待されたクリスマス商戦 

2001年度の特徴として、9月 11日に世界貿易センターなどを襲った米国同時多発

テロの影響から米国内の消費者が旅行や買物などの外出を極端に控える傾向が予測さ

れていることもあり、年末のクリスマス商戦に向けたオンライン・ショッピング数が

急激に伸びるという調査予測が多く出された。ＩＴ調査会社大手のフォレスター・リ

サーチ（Forrester Research）は、2001年のクリスマス休暇時におけるオンライン・

ショッピングの売上高を、2000年同期比から大幅増の 110億ドルを予測した。また同

社は、今シーズンには旅行が大きく控えられていることから、行き場を失ったこれら

の資金がオンライン・ショッピングへ流れると予想しており、2001 年第４四半期だけ

で新規に 600 万戸世帯がオンライン・ショッピングを開始すると見込んでいた。また、

ヤフー（Yahoo!）とＡＣニールセン（ACNielsen）の共同調査によると、テロ襲撃の

当日にもオンライン・ショッピング数が増加したという。インターネット調査会社の

コムスコア・ネットワークス（comScore Networks）の調査においても同様の結果が

出ており、環境に左右されないオンライン・ショッピングの強みに大きな期待が寄せ

られた。 

ゴールドマン・サックスの調査によると、2001年 11月と 12月の８週間におけるオ

ンライン・ショッピング支出額の合計は、138 億ドルを記録した注 14。これは、2000

年末の同時期に比較しても 15％増を上回るものであった。また、フォレスター・リサ

ーチの調査によると、2001年 11月のオンライン・ショッピング売上高は 49億ドル、

12月は 57億ドルと増加している注15（図 2-19）。尚、フォレスター社の調査において

は、調査方法の変更があり、2000 年の売上高が下方修正されている注16。但し、新基

                                                 
注14） “Holiday sales slowed for online retailers,” CNET News.com, January 2002 
注15） “December Shopping Up From Last Year In Spite Of Rough Economy, According To The 

Forrester Research Online Retail Index,” Forrester Research, January 24, 2002 
注16） フォレスター社は、新調査基準にもとづき、2000 年 1月-11月の売上高数値も下方修正しているも
のの、調査時点で入手できなかった。 
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準による比較でも、2000年 12月売上高の 50億ドルに対し、2001年 12月の売上高は

57億ドルとなっており、前年比 14％の着実な増加を見た。 

 

図 2 -19  オンライン・ショッピング月間総売上高推移注17 

（2000年～2001 年） 

単位：億ドル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）2001年 12月売上高、110億ドルはForrester 予測値。 

出所）Forester Researchデータを基にワシントン・コアにて加工。 

 

(3) 健闘するドットコム企業 

2001 年に入り多くのＥＣ関連企業が淘汰されている中で注18、老舗のドットコム系

企業の健闘が際立っている。特に、書籍販売のアマゾン・ドットコム（Amazon.com）

とオークションサイトのｅべイ（eBay.com）は、インターネット企業が軒並み打撃を

受けた 2000年も確実にその売上高を伸ばしている（図 2-20）。 

                                                 
注17） 2000年 1月-11月の数値は、フォレスターが後に下方修正しているものの、入手不可能。 
注18） 本報告書 2.1.1（表 2-1 2000年-2001年にかけて撤退した主なサイト）参照。 
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図 2-20  Amazon.com、eBay.com の売上高推移 

（1997年～2000 年） 

単位：千億ドル  

出所）各社決算表を基にワシントン・コアにて作成。  

 

書籍販売業のアマゾン・ドットコムは、純粋なドットコム系企業の先駆者の地位に

甘んじず、ＥＣサイトとして勝ち得たブランド名を駆使してウェブ活用をさらに深め

て様々な新規事業に取組むことで堅実な成長を続けている。同社は、電子出版

（electronic publishing）分野に参画しており、Ｅブックやその他の出版物のオンライ

ン化、並びにそれら文書が瞬時にダウンロードが可能なサービスを提供できるような

取組みを進めている。同時に、図書推薦や書評、ブッククラブの紹介などの情報提供

の質も高めている。最近では、ｅベイのオークション・モデルをもとにした顧客の中

古本などを取引する仕組みや、顧客がデジタル出版できるような仕組みをも整えるな
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ど、オンラインの特徴を活かした多様なサービスの充実を図ることで、ベンチャー系

ドットコムという名以上の確実な成長を遂げている。 

一方で、アマゾン・ドットコムは、創業以来収益が黒字化しないという財務状態が

問題視されており、業界アナリストからは純粋なドットコム企業の収益モデルに対す

る懐疑的な見方も広まっていた。しかし同社は、2002年 1月 22日、2001年第４四半

期の業績で初めて GAAP（米国で一般に認められた会計原則）ベースの純利益で 500

万ドルを計上し、発表当日の株価も前日終値比24％増を記録することとなった。同社

の収益構造の好転には、急速な拡大路線から転換し、社内のコスト削減に注力したこ

とが大きいと見られている。同社は、2001年 10 月に、ＯＳをマイクロソフトからオ

ープンソース・ソフトウェアの Linuxへと切り替え、技術関連コストを 7,100万ドル

から 5,400 万ドルへと 25％削減している。また、注文商品の仕分け作業の効率化で、

配送準備コストを 2,200 万ドル削減し、また物流に関しても直接配送システムを導入

することで費用削減を勤めている。さらに、世界中での事業展開に備え、新たに需要

予測プログラムを導入し、地域別で需要パターンを分析した結果、2001年第４四半期

は在庫を 3,100万ドル削減することにも成功している。 

 

老舗オークション・サイトのｅべイもまた、ドットコムの淘汰の中において自社顧

客ベースの確立と新サービスの展開で、ドットコムの生き残り戦略を示す好例である。

同社は、従来の取引売買の形態を大きく変え、オークションを通じてオンライン・シ

ョッピングを行うという習慣を一般市民に広く普及させ、ＥＣにより生活プロセスを

トランスフォームさせた顕著な例であるとも言える。同じく老舗ドットコム系の成功

者であるヤフーやアマゾン・ドットコムがオークション・サービスに参入し攻勢をか

けてきてはいるものの、新しい販売方法や、売り手・買い手に新規ツールを与えたり

するなどした革新的なオークション・システムをさらに洗練させることにより、ｅベ

イは現時点においてもｅオークション業界のトップの座に君臨している。また、同社

は 2001年に入り、売り手や買い手との新連携体制の構築や、著者・出版社との連携な

ど、さまざまなプレイヤーとのｅコラボレーションを実践することで、更なる成長を

目指している。 

 

例えば、同社は、売り手である個々人にストアフロントを提供することで、競売に
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かけるのではなく、彼らが予め定められた金額で売却できるような売り手市場のサー

ビス形態を立ち上げることで、ｅオークションの新ビジネスモデルの老舗としての地

位を不動のものにしている。また、オークションによって売買が数日間も引き伸ばさ

れるのではなく、その場で契約が成立するBillPointと呼ばれる合弁事業を金融サービ

ス企業の Wells Fargoと立ち上げ、小額の取引においても支払いが簡易になるシステ

ムを開発しており、最近では、ＩＢＭとともにＢtoＢオークション･システムの開発を

進めている。ｅベイはまた、同社サービスの利用者（購買者、販売者）と定期的なミ

ーティングを繰り返してサービスの拡充を図ることで、忠誠心の高いｅベイファンの

支持を得ることを狙っている。 

 

2.2.2.2 堅実な成長が約束されるクリック・アンド・モルタルサイト 

(1) クリック・アンド・モルタル市場概況 

所謂、クリック・アンド・モルタル企業注19は、ドットコム企業の濫立と崩壊の中で、

既存組織とオンライン事業との融合により、クロスオーバーする事業のコスト削減や

相乗効果を導きやすいとの考えから、米国ＥＣ市場の成長の要になるという見方が更

に強まっている。アクティブメディア（ActivMedia）の行った調査によると、現在、

事業を継続しているオンライン企業のうち、半分以上の 76％がオフラインでも店舗を

保有するクリック・アンド・モルタル企業である。この数字は、ＥＣ市場での勝者は

クリック・アンド・モルタル企業であることを明らかに示している。コスト削減の観

点から見ると、返品やフルフィルメントなどの業務、人事・経理といった間接部門の

共有、及び、既存企業の巨大な購買力を活かした原価の縮小が、結果的に高い収益率

へ貢献することが望まれている。また、オンライン・ショッピングにおいて、ブラン

ド名は大きな信用要因であり、純粋なＥＣ企業が悩まされてきた高額なマーケティン

グ・コストを大幅に軽減できる。また、相乗効果の観点では、既存店舗とオンライン・

サイトなど、オフライン／オンラインでの多様な宣伝チャンネルが両店舗の認知相乗

効果をもたらすことや、顧客への多様な接点が提供されることはサービスの充実化と

顧客満足度の向上を可能にするとみられている。 

 

                                                 
注19） 既存の大企業を指して「ブリック・アンド・モルタル」（レンガと漆喰）と呼ぶ。こうした既存企業のうち
ＥＣ又はインターネットをとり入れた事業展開をする企業を指して「クリック・アンド・モルタル」と呼ぶ。 
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2001年の特徴として、店舗を持つ旧来大手の売上に占めるオンライン事業の売上高

が益々増大している。アクティブメディア（ActivMedia）の行った調査注20によると、

クリック・アンド・モルタル企業の 2000年度の売上高のうち、約３分の１がオンライ

ンからの売上であったことがわかった。また、これらクリック・アンド・モルタル企

業の総売上高のうち、インターネットから得る収益が 2001 年には 41％を占めている

が、2003 年には 55％を占め、オンライン事業への収益の依存度が更に高くなる傾向

にあると予測されている（図2-21）。 

図 2 -21  クリック・アンド・モルタル企業の総売上高に占めるオンライン売上の割合 
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出所）ActivMediaのデータを基にワシントン・コアにて作成。  

 

また、2000年にドットコム企業の多くが新規顧客開拓のために過剰にオンライン・

クーポンを発券し、これら企業が淘汰される大きな原因の一つとなっていた。しかし、

ブランド・マーケティング社とグリーンフィールド・オンライン社の共同調査注21によ

ると、米国の消費者の 45％は、引続き企業のウェブサイトのクーポンを利用している。

また同調査によると、これらオンライン・クーポンの利用者の殆どが、過去に購入し

たことのある商品を再度購入する際に最もクーポンを利用している。すなわち、オン

                                                 
注20） “E-survivors! Winning E-commerce Strategies for 2001”, ActivMedia Research, June 

2001。ActivMediaによる、500以上のクリック・アンド・モルタル企業に対するインタビュー調査。本
調査における「クリック・アンド・モルタル企業」とは、店舗を保有している企業のうち、オンライン販売
を行っている企業を指す。 

注21） “The Cyber-Coupon Connection” Brandmarketing, July 2001 
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ライン・ショッピング全体の傾向に見られるように、多くの消費者は未だにオンライ

ンに対して懐疑的な見方を持っているものの、一度信頼を得ることができれば、リピ

ーター顧客として気軽にオンラインを利用するという傾向が表れている。ここでも、

クリック・アンド・モルタル企業の多くが、オフライン（ブリック）で培ってきた信

用を武器に、引続きオンライン・クーポンを積極的に活用している。 

 

例えば、オンラインクーポンを３年前から発行している食料品大手のモットーズ

（Mott’s）は、更に包装消費財企業大手のケロッグ（Kellogg）や、一般消費財大手の

クレアオール（Clairol）、ジョージア・パシフィック（Georgia Pacific）など計 12

社の包装消費財業界企業を集め、バナー広告でオンライン・クーポンを発券する

NestEggzに共同で参加している。このバナー広告では、消費者が参加企業のクーポン

の一覧から利用したいものを選択できる方式になっているため、参加企業側にとって

も、どの企業のクーポンが最も利用されているかという消費者傾向を把握することが

出来るものにもなっている。 

 

また、スーパーマーケット・チェーンのジャイアント・イーグル（Giant Eagle）は、

同社の顧客用アドバンテージ・カードに、オンライン・クーポンである U-pon を導入

して話題になっている。U-pon とは、サンフランシスコにあるインターネット・クー

ポン会社のプラネットＵが開発した仕組みを利用したオンライン・クーポンであり、

顧客がプリントアウトをして店頭に持参する必要が無いことが特徴的である。この

U-pon の利用方法では、まず、顧客は U-pon のウェブサイトから欲しいクーポンを選

び、自分のジャイアント・イーグルのアドバンテージ・カードの番号を入力する。こ

の際に入力された、クーポンと顧客のカード番号は、U-pon のデータベースに保管さ

れる。その後は、顧客がジャイアント・イーグルで買物をする際に、ジャイアント・

イーグルのアドバンテージ・カードをレジで提示すれば、U-pon のデータベース情報

が店頭のレジに送られ、自動的にクーポン割引が利用できるというものである。これ

により、ジャイアント・イーグルは、既存顧客の更なる囲い込みが可能になると共に、

ウェブからプリントアウトされる形式のクーポンに対して不安が残っていた不正利用

も防ぐことができる。 
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この U-pon の仕組みに目をつけたのが、包装消費財業界の大型ｅマーケットプレイ

スのトランソラ（Transora）である。業界内の企業約 50 社から構成されるトランソ

ラは、2001年 1月にプラネットＵを買収し、同社のソリューションをトランソラのサ

ービスとして提供して、さらに消費者の傾向に一歩踏み込んだサービスを提供してい

る。トランソラは、まず、米国のスーパーマーケットの多くが提供している、ジャイ

アント・イーグル・アドバンテージ・カードのような「ショッピング・クラブ」と呼

ばれる会員制カードの割引制度に着目した。Transora は、顧客がスーパーマーケット

の会員制カードを利用する傾向を、スーパーのＰＯＳシステムから割り出して、買物

頻度の高い顧客をお得意様顧客として扱うサービスを構築した。このサービスでは、

Transora に参加している消費財メーカー企業それぞれの製品別にお得意様顧客を割

りだし、これら得意客に対して、消費財メーカーから更なる割引特典が付いたクーポ

ンデータを提供していく。この際も、顧客は会員制カードをスーパーの店頭レジで提

示すれば、自動的に割引特典を受けられるシステムになっている。Transoraに参加す

る消費財メーカーは、この U-pon の仕組みを利用することで、消費者の傾向を把握す

ると共に、自社製品のファンも獲得できると期待している。 

 

このように、これらクリック・アンド・モルタル企業の多くが、オンライン・クー

ポンを自社のウェブサイト上で既存顧客の買物傾向などの情報収集を行うためのツー

ルとして役立てているということも判っており、2000 年度に多く見られた、ドットコ

ム企業が新規顧客開拓や、自社ブランドの新規マーケティングを目的として発券して

いたクーポンとは質が異なっていることが注目される。 

 

(2) ＥＣ事業のスピンオフからスピンオンへ 

躍進するクリック・アンド・モルタル企業に多く見られる 2001年度の傾向として、

分社化されていたＥＣ事業が、本社（親会社）に回帰していることが挙げられる。元

来、オンライン事業に興味を示さなかった大企業がＥＣへ参入したきっかけは、1997

年から目覚ましく成長したアマゾン・ドットコムの成功を目の当たりにしたことであ

る。これら大手企業がＥＣ事業へ参入した当初は、ドットコム系企業の成功要因を分

析した結果、様々な理由からＥＣ事業を本社機能とは別企業として分社し、ベンチャ

ー企業と同様の土壌で運営する形態が良いと見られていた。社外ベンチャー形態を選
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んだ理由には、①小規模ベンチャー企業の柔軟性、②資本市場からの資金調達の容易

性、③ストックオプションなどの提供により、優秀な人材の確保が可能、④ＥＣ戦略

に集中した経営、などが挙げられる。 

しかし、2000 年に入りドットコム企業の株価暴落と相次ぐ淘汰の中で、ＥＣ事業を

取り巻く環境の変化により、ドットコムの強みが逆に弱みとなり、ベンチャー離れが

目立った。ドットコム市場の崩壊によりＩＰＯからの資金調達は望めないことから、

人材離れと親会社への収益貢献度が低下し、結果的にＥＣ事業の推進が望めないどこ

ろかブランド構築すらままならない状況に陥った。これらを受け、多くの企業がＥＣ

事業を本社部門へと回帰させ、本業とＥＣとの融合を目指すことで、ＥＣビジネスの

価値増大に向けて再度挑戦を始めている。 

例えば、米国小売業大手のＫマートは、2001年に入り、同社のオンライン・ショッ

ピングサイト事業会社である Bluelight.com を買収して本社の事業部門ユニットとし

て位置付けてている。現在、Ｋマートのオンライン事業は、最も成功しているサイト

の一つにまで成長している。同様に、米国小売業最大手のウォルマート（Wal-Mart）

もまた、WalMart.com を本社に取りこむことでクリック・アンド・モルタルの更なる

相乗効果を狙っている。金融サービス大手のシティ・グループは、すでにその名を馳

せていたオンラインバンキングの「eＣiti」及び人材を本社機能へと融合させており、

クレディ・スイス・ファースト・ボストン（Credit Suisse First Boston）もまた、1999

年にはＩＰＯも果たしていた同社のオンライン・トレーディング子会社の

CSFBDirect.com の公開株式を全て買収し、本社に併合した。これは、将来的には

E*Tradeやチャールス・シュワブ（CharlesSchwab）に代表される純粋なオンライン

金融機関へ売却することを視野に入れた動きだと言われている。 

 

(3) 躍進する小売業 

2001 年は、純粋なクリック・アンド・モルタル・サイトへのユニーク･ビジター数

が、純粋なドットコム企業のそれを上回った年であった。メディア・メトリックスが

行った 2001年度のユニーク・ビジターの獲得数ランキングにおいて、上位 50社にラ

ンキングしたサイトのうち、過半数の 56％はクリック・アンド・モルタル形式のサイ

トが占める結果になった。2000年度に行われている同様の調査では、純粋なドットコ

ム企業が上位 50社のうちの 62％（クリック・アンド・モルタル企業は 38％）を占め
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ており、クリック・アンド・モルタル・サイトにユーザーの人気が集りＥＣ市場で優

勢に立ったことが伺える。 

 

クリック・アンド・モルタル・サイト市場の中でも、特に大手小売業によるオンラ

イン事業への参入が目覚ましい成長を遂げており、ＥＣ市場における中心的な地位を

確立している。これら大手の小売業は、既存の顧客網を保有していることから、オン

ライン事業へ新規参入する際の顧客開拓コストが必要でなかったことと、多くのドッ

トコム企業が苦戦を強いられたブランド戦略においても、既に確固たる自社ブランド

を持ち合わせていたことからスムーズな事業展開が可能であったことが、急速な市場

形成の成功要因であるとみられている。 

 

2001年、クリック・アンド・モルタル・モデルのリーディング企業として、全米最

大手の文具専門店チェーンのオフィスデポ（Office Depot）に大きな注目が集まってい

る。同社は、既存の店舗とオンライン販売サイトの OfficeDepot.com を完全に統合さ

せる相乗効果により、更なる企業価値の増大に成功している代表的な例といえる。1998

年にｅビジネスに参入した同社は、1999年のオンライン売上げを前年比 400％増の４

億ドルを記録し、2001年には全体収入の約 15％にあたる 17億ドルをオンライン事業

から獲得している。2001年においても同社のオンライン売上及び全体に占める割合共

に、確実に成長している。また、既存顧客を中心としたＢtoＣモデルのみならず、Ｇ

Ｅ、MCI World Com、Procter & Gamble など大企業の顧客を対象にしたＢtoＢビジ

ネスにおいても順調な成功を収めている。同社は、既存の販売・流通・物流網の整備

などのバックオフィスと、長年に渡り蓄積したデータベースとの統合を早急に構築し

たことにより、オンライン販売体制が他社と比較しても迅速に確立できたことが大き

な要因として挙げられる。大手ＩＴ専門誌のインタラクティブ・ウィーク

（InteractiveWeek）が、クリック・アンド・モルタル企業を対象に毎年実施している

オンライン売上高（絶対額）のランキングにおいても、オフィスデポは 1999年の 117

位（４億ドル）から、2000年に 36位（5億 8,000万ドル）、2001年には 30位（17

億ドル）へと大きく躍進している。 

 

オフィスデポは、海外市場においても積極的に展開しており、2001年９月現在にお
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いては世界 16カ国注22で 11店のオンライン・サイトを展開している。また、1998 年

に買収した、ダイレクト・メールでのオフィス用具販売業バイキング（Viking）に関

しても、バイキング・ブランドでオンライン・サイトを展開し、既存顧客を中心に順

調に海外にも展開している注23。 

 

同様に、アマゾン・ドットコムにかなり先をこされただけでなく、オンラインサイ

トの立ち上げではかなりもたついた感があった全米書籍販売最大手のバーンズ・アン

ド・ノーブルも、最近ではようやく店舗とのシナジー効果が現れ、今後のアマゾンと

の戦いが注目されている。アマゾン同様、バーンズ・アンド・ノーブルも電子出版事

業に参入しており注24、デジタル文書・文献の作成と販売を行うプラットフォーム

「Barns & Noble Digital」を打ち出すと同時に、「Barns & Noble University」と呼

ばれるオンライン大学も創設した。当オンライン大学は、専門家、著者、独立系コン

テンツ・プロバイダーによる講義や研修を提供することで、将来的な顧客の獲得を狙

うものであり、同社の既存店舗で展開されている様々なイベント企画注25と同様のもの

をオンラインで実現させるという発想が根底にある。同社は、オンライン事業と店舗

のシナジーによりオンライン書籍販売老舗のアマゾン・ドットコムとの差別化を図る

戦略を取っている。 

 

(4) 既存店舗を活かした金融サービス業の成功 

純粋なオンライン・バンキング業が軒並み苦戦している中で、既存の金融サービス

事業からオンライン事業へと参入したクリック・アンド・モルタルの銀行サイトが、

老舗のオンライン・バンキングをしのぐ勢いで成長し、地位を確立している。 

 

中でも、シティバンクの運営するオンライン・サービス事業は、ブリック・アンド・

モルタル企業のＥＣ活用事例として最も注目されるサイトの一つである。同行は、全

世界に保有する支店網を活用し、電話、ＡＴＭ、支店、ウェブなど、時間・場所を問

                                                 
注22） オフィスデポの日本語ウェブサイト： http://www.officedepot.co.jp 
注23） バイキングの日本語ウェブサイト： http://www.vikingop.co.jp 
注24） 本報告書 2.2.2.1(3)「健闘するドットコム企業」参照。 
注25） レクチャー・シリーズ、ブックツアー（著書の新書サイン会）、児童を対象とした本の読聞かせ、母と
子のブッククラブなど。 
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わず常にサービスが受けられる複合デリバリーチャンネル戦略（multi-tier strategy）

を実践しており、「One Mile, One Click and One Call」戦略と位置付けている注 26。

シティバンクの運営する Citibank Online は、Gomez 誌の主催する「Fall 2000 

Internet Banks Scorecard」ランキングで第一位、Worth Magazine（高所得層向けフ

ィナンシャルプラニング雑誌）や Forbesなどでも同様の賞を受賞しており、そのサー

ビス内容、顧客対応、請求書の支払い機能などの多面的なサービス内容に優れている

との高い評価を受けている。また、2000年末には、チャールズシュワブなどの大手デ

ィスカウントブローカーに対抗するべく、オンライン株式売買の CitiTrade サービス

を投入し、銀行サービスと証券サービスの融合を狙っている。さらに、AOL、

CompuServe、Netscape.com などと提携し、Citibank Onlineや CitiTradeがこれら

のインターネットサービスを経由しても提供できるシステムを構築することで、金融

業界で最強のブランド名を武器に個人向け総合金融ポータルの確立を目指している。 

 

米国サンフランシスコ市に本社を置くウェルスファーゴ（Wells Fargo）は、米国西

部を中心に厚い顧客層を持つ金融サービス事業者であり、オンラインバンキングでは

最先端なサービスを次々に展開することでブリックとクリックのシナジー効果を実現

している。同社のＢtoＣオンライン・サービスは、他の金融機関に先駆けて1995年に

開始されており、その後も着実にオンラインサービスの質・内容・種類・デリバリー

方法を拡充することでオンライン・サービス業界のリーダーの地位を保持してきた。

現在 300 万人のオンライン顧客を持ち、2001年からは、ワイヤレスバンキング（ウェ

ブ対応が可能な携帯電話「Sprint PCS」やハンドヘルド端末機器「PalmVII」などを

利用したサービス）、株式のオンライン投資、口座アグレゲーション（当座預金、定

期預金、金融市場、株投資、401Kなどの金融資産を一括して管理するサービス）など

を矢継ぎ早に提供している。また、金融ポートフォリオの管理や税制対策ソフトなど、

フィナンシャルプラニングの領域に踏み込んだサービスの充実化もはかっており、Ｂ

toＣ金融サービスでは先駆者として、また、現在でも先端を行く存在となっている。 

 

                                                 
注26） One Mile=支店または ATM まで顧客の 1マイル以内に存在すること、One Click＝オンライン、

One Call＝コールセンターへの電話を意味し、多様なアクセスが方法が顧客のニーズに応じて可
能であることを意味する。 
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2.2.3  ＢtoＢ・ＥＣに係る動向 

 

2.2.3.1 ＢtoＢ市場概況 

2000年におけるＥＣビジネスにおいては、インターネット・バブルの崩壊によりＢtoＣ

企業の株価が暴落した一方で、より大きなＢtoＢ市場への期待が高まったことから、ＥＣビ

ジネスチャンスを求めてベンチャーキャピタルやＢtoＣ企業の多くがＢtoＢ市場へとシフ

トした。多くのｅマーケットプレイスが業界リーダーの大企業によって構築されたことに

より注目を集め、これに率いられるように関連ベンチャー企業が濫立したこともあり、2000

年以降も既存企業による業界別のバーティカル・ｅマーケットプレイス構築が進むと予測

されていた。 

2000 年に入り、期待を集めていたＢtoＢサイトにも陰りが見え始め、ＢtoＣの没落ほど

顕著ではないにしろＢtoＢ投資環境も一挙に冷え込み始めた。投資家から大きな期待を寄せ

られていたことを受けて、多くのＢtoＢ企業がＩＰＯによる資本市場からの資金調達を主な

資金源としていたが、米国のマクロ経済の長引く低迷とインターネットバブルの崩壊とと

もに、ベンチャーキャピタルがＢtoＢ、ＢtoＣを問わずＥＣ関連株への投資に慎重になった。

その結果、多くのＢtoＢ企業がＩＰＯを実現させる前に取下げの申請を行わざるを得ない状

況へと陥ることとなった（表 2-6）。 

表 2-6  2000年中にＩＰＯ申請を取下げたＢtoＢサイト 

企業／サイト名 （Ticker） 事業概要 
ＩＰＯ 
取下げ日 

取下げ理由 

LINK2GOV Corp(LNKG)  
ウェブ、電話を利用して政府
と市民のリンクの場を提供。 2000.5.24 資本市場の状況悪化 

DigitalWork.com(DWRK) ウェブ上でのビジネス・ツール
提供 

2000.6.1 資本市場の状況悪化 

Deja.com(DEJA) 
ウェブ上でニュースグループ
の参照サービス提供  2000.6.2 

申請から上場までの期間が開いたた
め、ＳＥＣの提言に基づき申請を取下
げ。その後のＩＰＯ可能性は未定。 

ChemConnect(CMCT) 化学品業界ＥＭＰ運営 2000.6.30 資本市場の状況悪化 
Paperexchange.com(PPEX) パルプ・製紙業界ＥＭＰ運営 2000.9.5 ＩＴ産業 VCからの資本調達に成功。 
ChannelPoint(CHPT) 保険業者向けＥサービス 2000.10.27 資本市場の状況悪化。 

Synchronic ity Inc.(SNCY)  
システムLSI制作用データベ
ース管理のソフトウェア販売 2001.1.23 資本市場の状況悪化 

出所）主要インターネット関連業界雑誌を基にワシントン・コアにて作成。 

 

2000 年に急速に悪化したマーケット環境は、2001 年になっても回復せず、ＩＰＯ市場

も引き続き冷え込んでいる様子である。2001 年におけるＢtoＢ企業のＩＰＯ市場に関する
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総合的なデータは存在しないものの、2001年のＩＰＯ市場が低迷していたという状況は断

片的なデータから読み取ることができる。例えば、ＩＰＯアナリストは、「2000年半ばか

ら 18ヶ月間、ＩＰＯ市場が枯渇していた（18-month dry spell）」とコメントしている注 27。

一方、2001年の市場の低迷は、2002年-2003 年には回復するという意見もある。例えば、

Austin社注 28によると、投資家は、経済環境の回復が期待できる 2002年から 2003年中の

ＩＰＯに的を絞っていると見ているが、上場へのハードルは高いままであると予想してい

る。更に、モルガン・スタンレーのアナリストなどは、2002年にはＩＰＯが再び活発にな

ると予測するものの、すでにある程度の規模にまで成長した企業に限られると予測してお

り注29、2002年中もＢ toＢベンチャーの資金調達環境が低迷すると見ている。 

 

2.2.3.2 ｅトランスフォーメーション 

このように米国では、2001年に入りＢtoＢベンチャーが低迷する中で、ＥＣを業務の全

行程に取り込むことで自らを変革させるｅトランスフォーメーションを成し遂げた旧来大

手の興隆が目立った。旧来大手は、ドットコムの台頭に立ち向かうため、既存の業務プロ

セスを覆し、自らを取り巻く新しい経営環境において新しく生まれ変わり、ｅビジネスを

通じてリエンジニアリングを成し遂げることができた。これらの大企業は、1980年代、主

に日本企業を中心とした海外企業の進出によってさまざまな苦痛を伴いながらも、見事に

国際競争力を回復し、リーディング企業の座を奪回した。同様に、1990 年代、新興ベンチ

ャーの勃興によって、「旧来大手の時代は終わった」と囁かれながらも、厳しい自己改革

を貫き、21世紀にふさわしいビジョンと経営戦略を持った企業に自らを変化させてきた。 

 

その結果、米国では、現在「オールドエコノミーの時代」が回帰し、イノベーションや

新種のビジネスモデルにおいて、大企業がドットコムを退け再びリード役を担う存在にな

っている。ドットコムとの競争に直面した大企業は、ドットコムの武器であるインターネ

ット技術をふんだんに取り入れ、業務改革、組織改正、経営刷新などの分野で、弛まない

努力を続けた。とくに、旧来大手の“逆襲”現象において注目すべきなのは、従来のよう

な単一部門内でのＩＴシステム構築や社内業務プロセスの改革などに見られる“内向きの

                                                 
注27） “Remenber these?” The Austin American Statesman, January 21, 2002 
注28） Austin社は、テキサス州を中心にＩＴ企業のＩＰＯ支援や投資を行う中堅企業。 
注29） “Remenber these?” The Austin American Statesman, January 21, 2002 
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改革”ではなく、取引先、顧客、サプライヤーである外部パートナーとのやり取りにおけ

る“外向きのトランスフォーメーション（革新）”であるという点である。大企業がエク

スターナル・フォーカスを重視する革新を行うにあたり、外部パートナーを包含するＥＣ

技術が基本に据えられている。米国有力企業は、ＥＣの持つエクスターナル・パワー（外

部パートナーを取り組んだ改革）を根幹に業務革新を成し遂げた結果、シェア奪回、新規

受注、顧客満足度など、さまざまな観点から成果をおさめることができた。 

 

ｅトランスフォーメーションを成し遂げた企業には以下のような共通点が挙げられる。 

 

l 大規模組織： 

旧来大手企業、または政府機関、大学、国際機関などの大規模組織であること。業

界またはその分野である程度の地位・知名度を確立し、長らくリーディング企業・

組織として評価されてきた。 

l ＥＣ技術を中心とした組織・業務変革： 

ドットコム企業の攻勢やビジネス環境の変化に対し、ＥＣ導入を中心とした戦略で

巻き返しを図り、業務改革、事業、及び企業自らのトランスフォーメーションを実

現した。 

l エクスターナル・フォーカス： 

組織・企業の一部門に導入された改革や、社内業務プロセスの改革のような内向き

な変革ではなく、外部に焦点をあてた改革を実現。 

l 強力なリーダーシップと実行可能なチーム体制： 

ＣＥＯ、ＣＩＯ、ＣＯＯなどの企業トップのコミットメントのみならず、実際に業

務改革を実践する実行リーダーとそのスタッフが極めて高い能力と意欲を発揮した。 

l 成果やメリットの評価： 

売上げや収益を増大させる、社員の士気を上げる、顧客満足度を高める、意思決定

プロセスを速める、新規商品開発スピードを速めるなど、ｅトランスフォーメーシ

ョンの成果はプロジェクトごとに異なる。 
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l ビジネスゴール優先： 

技術至上主義ではなく、まずビジネスニーズやゴールありきの戦略をとる。特定の

問題を解決するための手段、または特定のゴール実現のための手段としてのＥＣを

導入し、ソリューション（解）を見出し、成果を出す。 

2001年にそのＥＣビジネスモデルを見直し、ＥＣを活用することによって社内外業務を

大きく変革した企業の一つが、世界企業であるゼネラル・エレクトリック（General 

Electric=ＧＥ）である。同社は、長年会長を務めたジャック・ウェルチが 1998年にビジネ

ス・ツールとしてインターネットをＧＥ業務運営に包含してから、ｅビジネスを通じてｅ

トラスフォーメーションを遂げ、あらゆる指標から世界企業が目標とするエクセレントカ

ンパニーとなっている。ジャック・ウェルチが述べるｅビジネス戦略は極めて明快であり、

「Make（製造と社内業務）」「Buy（購入）」「Sell（販売）」の三分野での全てのビジ

ネスプロセスにウェブを適用することで、飛躍的な成果を遂げることを狙うものである。

同社は、戦略下のｅビジネス改革の結果、調達コストを年間 6 億ドル削減し、サプライヤ

ーとの交渉に要する時間を半分に短縮、スタッフの出張時間を大幅に削減することに成功

している。また、社内業務の再構築により 10億ドルの更なるコスト削減を果たすとともに、

人材の大幅なスリム化も遂げている。 

 

ＥＣの導入による社内業務プロセスの大きな改革を遂げたＧＥは、今後は、15億ドルの

コスト削減という大きな目標を掲げている。また、1999 年にはほぼゼロであった同社のオ

ンライン販売高も、2000 年には 70 億ドルと年々大きく増加しているが、一方でこれもウ

ェルチの設定するオンライン販売目標の半分にも達していない。ＧＥのように、ｅビジネ

スの導入に際して、技術至上主義ではなく、極めて高い目標を掲げることでビジネスニー

ズやゴールありきの戦略をとり、特定の問題を解決するための手段として位置付けること

が、ｅトランスフォーメーションの大きな特徴の一つである。ＧＥは、同社のゴール実現

のための手段としてＥＣを導入し、ソリューションを見出しながらもその成果に決して満

足せず、世界のトップ企業としての自覚と弛まない自助努力を常にもって、ｅトランスフ

ォーメーションを目指しつづけている。 
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2.2.3.3 ＥＣからＣＣへ：コラボラティブ･コマース 

2001年に注目されるコンセプトとして、顧客・取引先とのコラボレーション統合による

総合コマースの確立を求める「コラボラティブ･コマース（Collaborative Commerce=ＣＣ）」

が挙げられる。より安価なサプライヤーを見つけ出す“コスト第一主義”を求めた従来の

ＥＣは、期待通りの成果をあげることなく、多くの企業は自社のＥＣ戦略を見直すことに

なった。その結果、ｅプラットフォームをオンライン上での単なる取引の場としてではな

く、既存の顧客やサプライヤーとの更なる信頼関係を築く場としての価値増大を求めよう

とする動きが活発になっている。 

 

2000年、米企業は、Ｂ toＢを通して、コスト削減効果のみに注目する傾向にあったため、

サプライヤーをオンライン上での過当競争に巻込み、また個々の取引プロセスのみにおけ

るコスト削減に集中することになった。従って、オンライン上でのＥＣ取引は、サプライ

ヤーにとっては単に競争を激化し収益を圧迫するだけの結果しかもたらさず、魅力のある

ものになり得なかった。このように、2000年のＥＣ市場に多く見られた、顧客優勢の一方

でサプライヤーに過度の重圧を科すシステムの運営に新たな解決策を見つけるべく、顧客、

自社、納品業者、アライアンス先などとの共通プラットフォームを確立することで、関係

者全員にとって“win-win”になるような体制作りを目指すことが重要であるとの認識が広

まってきた。このように、ビジネスの全体バリューチェーンの価値増大を図る概念は、「コ

ラボラティブ･コマース」と呼ばれ、2001年に入り大きな注目を集めている。 

 

コラボラティブ･コマースは、概念としては注目されているものの、統一された定義はな

く、有力コンサルティング会社やＩＴ業界専門誌などがこぞって独自の解釈を披露し、コ

ンセプトの確立をめぐり現在盛んに検討されている、進行中のテーマである。「コラボラ

ティブ･コマース」の考えで共通しているのは、外部とのやり取りを単なる「トランザクシ

ョン（取引）」としてみなすのではなく、オンライン発注、スケジューリング、ビリング

情報、製品設計にいたるまでのあらゆる情報の流れを共有することで、一連のデータフロ

ーに付加価値をもたせ、新しい価値創造を目指そうとする考えである。基本的な骨格は、

サプライ・チェーンにおける企業間の更なる関係構築のインテグレーションと、顧客と一

体化した総合コマースを目指すＣＲＭの充実の 2点に絞られるといえる。 
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ガートナー・グループは、コラボラティブ･コマースの概念が浸透することで、従来の静

的なウェブベースのサプライ・チェーンからダイナミックなバリューチェンへの構築が進

み、今後３～４年内にこのシフトが起こると予想している。コラボラティブ･コマースへの

変換を怠った企業は取引先から優遇されない可能性が高まり、コラボラティブ･コマースを

実践している企業よりも競争力を２割失うと述べている。大手コンサルティング会社の

Bain&Company によると、企業のトップやＩＴ幹部の７割は、コラボラティブ･コマース

の重要性を認識しているものの、それを実践に移している企業はほとんどない状態である

という。コラボラティブ･コマースの実践が難しい理由として、①顧客や取引先は多くの場

合、情報を共有したがらない、②コラボラティブ･コマースによる成果が見えにくい、③外

部との信頼関係がそこまでできていない、などの理由がでている。 

 

このようにコラボラティブ･コマースの実践が難しい中でも、関係者との共通のプラット

フォームを確立することで、バリューチェンの改革を進めている先端的な例としてシスコ

が挙げられる。シスコは、「Global Networked Business Model」のもと、社内を中心に上

流（サプライヤー）、下流（顧客）の両方向において、エンド・ツー・エンドなネットワ

ーク化を進めている。1998年頃から、シスコのウェブを使ったｅコラボレーション計画が

展開された。まず、社内スタッフを結ぶ「Cisco Employee Connection」、次に、サプライ

ヤーを取り込む「Cisco Supplier Connection」、そして最後に顧客を包含する「Cisco 

Connection Online」を次々に構築していった。顧客を含むサイトには、マーケットプレイ

スや技術アシスタンス機能、顧客サービス（注文、デリバリー、価格などのクレーム処理）

などが含まれている。さらに、大型顧客向けの事前承認済みの簡易注文機能を含む、

Internetworking Product Center の拡充や、顧客のエンジニアを遠隔でトレーニングする

機能を強化するなど、業界でも最先端なＩＴ活用を行っている。また、シスコの M&Aスト

ラテジーである、購買・開発戦略（Acquisition and Development Strategy）を実践し、次々

に傘下におさめるベンチャー企業群をすばやくシスコのオペレーションに統合させるため

にもＩＴが大きな役割を果たしている。シスコは、業務におけるｅビジネス導入により2000

年には 15億ドルの経費を削減し、さらなる業務の効率化を目指している。 
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2.2.3.4 ｅマーケットプレイスの傾向 

(1) 大型コンソーシアム（CoBaM） 

2000 年は、大手自動車メーカーによって設立されたコビシントのように、よりオー

プンな業界ごとのバーティカル・マーケットプレイスが濫立した年であった。同時に、

これらｅマーケットプレイス・ビジネスの台頭に敏感に反応したベンチャー企業も次々

と参入し、なかでも、ChemMathch、SciQuest、Vertical.netなどはｅマーケットプレ

イスの運営や支援に特化した事業展開を行っていた。しかし、濫立したこれらｅマーケ

ットプレイスのほぼ全てに、以下のような共通の問題点が浮上することとなった。 

 

l マーケットプレイス参加企業の勧誘コストを低く見積りすぎた。 

l サプライヤー及び買い手側への利点（インセンティブ）に魅力がない。 

l 売り手と買い手をオープンに結びつけることにより期待されていた取引価値の

増大も、当初の予想を遥かに下回るものになった。 

l 価格体系が十分に整備されておらず、ビジネスモデルが未熟だった。 

l コラボレーション（企業間連携）やコミュニケーションなど、従来の商慣習に

おいて最も重視されていた事項よりも、マーケットプレイスそのもののコンテ

ンツに焦点をあてていた。 

 

これら問題点に直面したｅマーケットプレイス運営事業者は、ｅマーケットプレイ

スを運営すること自体からは高い収益が望めないことを覚ることになった。同時に、

ｅマーケットプレイスの運営を、支援ベンチャー企業へ外注することなく、お互いが

共有する技術や仕組みを業界内の競合同士で提供し合うことでコストを削減するとい

う概念が生まれ、2001年には、業界ごとに集まった大手企業による自前の巨大コンソ

ーシアムである「CoBaM（Consortia of Brick-and-Mortar Firms）」という形態が確

立されるに至った。ただし、2001年に台頭し、大きな期待を集めている多くの CoBaM

モデルｅマーケットプレイスにもまだ、以下のような欠陥が見られている。 

 

l 導入に際して長い時間を要する。 

l ステークホルダー（利害者）の要求が競合する。 

l ビジネスプロセス並びに技術面において、業界スタンダードが存在しない。 
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l 参加企業間での信頼関係の構築が難しい。 

 

これら問題点からも判るように、2001 年のＢtoＢのＥＣ市場全体トレンドと同様、

CoBaMやｅマーケットプレイスも、製品調達において低コストだけを求めるＥＣモデ

ルから、関係者全員にとってwin-winの結果になるコラボラティブ・コマースモデル

へとシフトしている。 

 

消費財業界のトランソラ（Transora）が、コラボラティブ･コマースへとシフトして

いるｅマーケットプレイスのモデルの一例である。トランソラは、消費財関連の大手

企業 50社以上からなる老舗のｅマーケットプレイスであり、ＩＴ専門の調査・コンサ

ルティング会社アバディーン・グループ（Aberdeen Group）は、業界ｅマーケットプ

レイスにおいて最も優秀なビジネス・プラクティスとして同社を表彰している注30。中

でも、ｅマーケットプレイスが台頭し始めてから約１年半の間に、大きく変化したビ

ジネス経済環境に柔軟に対応し、更に業界スタンダードの確立にも寄与したことが高

い評価を得ている。 

トランソラは、多くのｅマーケットプレイスに見られたオークション形式の取引の

みのビジネスモデルではなく、参加企業間のサプライチェーン管理を効率化するシス

テム・ツールや、共同のマーケティング機能などを取り入れ、業界の全体効率を見極

め、ハブとしての位置付けを確立するべく事業を展開している。トランソラは、現在

包装消費財業界の製造業から小売業者までの調達、生産、物流、販売などのサプライ・

チェーンに係わる全ての情報を、売り手と買い手が共有し、将来的な需要予測と、在

庫の補充を行っていくことを目指し、新しい仕組みとしてＣＰＦＲ（Collaborative 

Planning Forecasting and Replenishment）を築いている。トランソラの提供するＣ

ＰＦＲシステムである SyncraXtでは、ものの流れに関する情報が、統一されたフォー

マットでリアルタイムで共有されるため、サプライ・チェーンの効率を挙げると共に、

企業間のコラボレーションも高めることが出来るものである。 

例えば、トランソラは、2001年７月に消費財業界の国際標準のデータ・カタログを

企業間で共同開発しており、製造者と小売業間における商品情報のオンラインでの共

有化を実現した。これにより、オーダーやインボイス発行時に起こる企業間の情報の
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差違や入力ミスを避けることで、コストの大幅削減に成功している。このように、ト

ランソラは、業界内で共通するビジネスプロセスを共有することで企業間でのコラボ

レーションを高めながら、同時に取引コストも削減するなど元来ｅマーケットプレイ

スに求められていた機能も可能にしており、今後も業界標準のマーケットプレイスと

して躍進することが期待されている。 

 

(2) ＢtoＢtoＢモデル 

大型企業の巨大コンソーシアムである CoBaM の台頭のもとに、ｅマーケットプレ

イス運営を手掛け、雨後の筍のごとく濫立していたベンチャー企業は、ニッチなサー

ビス企業へと転身することで業界内での生き残りをかけて健闘している。 

 

ｅマーケットプレイス専門のベンチャー企業は、CoBaMや、CoBaM から取り残さ

れた比較的小規模なｅマーケットプレイスにターゲットを絞り、自社開発のソフトウ

ェアやマーケットプレイス支援サービスを提供するといった、ＢtoＢビジネス支援事

業（ＢtoＢtoＢ）において、活路を見出している。海産物業界のｅマーケットプレイス

の運営を手掛けていたベンチャー企業のゴー･フィッシュ（GoFish.com）は、競合す

るシーフード･アライアンス（SeafoodAlliance.com）が CoBaM モデルとなり業界内

で大きな力を持つことになったため、自らはｅマーケットプレイスの運営から撤退し、

シーフード･アライアンスなどへの金融や取引事務、技術などを支援するバックボー

ン・サービス事業へとシフトしている。また、化学品取引ｅマーケットプレイス運営

のベンチャー企業として起業したベントロ（Ventro）も、ソフトウェア開発・提供に

特化した事業形態へと転身している（表 2-7）。 

表 2-7  ｅマーケットプレイス運営ベンチャー企業の 2001 年の状況 

2000年に構築された、 
ベンチャー企業運営の 
ｅマーケットプレイス 

業  界 2001 年における事業の状況 
業界内の関連 

ｅマーケットプレイス（CoBaM） 

GoFish.com 海産物 ｅマーケットプレイス・ビジネスより撤退 SeafoodAlliance.com 
Ventro 化学品 ＢtoＢソフトウェア開発事業へと転身 

CheMatch.com 化学品 継続して成功を収めている 
Envera  

FreeMarket.com  産業用品 ｅマーケットプレイス・ビジネスより撤退 Grainger 

出所）主要ＩＴ業界専門誌を基にワシントン・コアにて作成。  

                                                                                                                                               
注30） 2001年 11月。 
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2.2.3.5 ＥＣ支援サービス産業 

取引形態が多岐に渡り、また複雑な仕組みやシステムを要するＢtoＢビジネスは、その取

引自体を単純にオンライン化したところで、取引の必須要因である発注フルフィルメント、

物流、ファイナンス、与信管理業務などは決して免れない。同様に、ＥＣ市場でもＢtoＢビ

ジネス支援サービス業への需要が高まっており、調査会社のＡＭＲリサーチによると、Ｂ to

ＢでのＥＣサプライ・チェーンにおいて、4,650億ドルものマーケット規模があると予測さ

れている。このため、オフラインの世界で支援業務代行を行っていた以下のような代表的

な企業が、ＢtoＢのＥＣ取引においても同様にそれぞれの知見を活かしたサービスを提供し

ており、2001年にはＥＣ市場において目覚ましく地位を確立してきている。 

 

l 発注フルフィルメント代行業務 Fingerhut 

l 物流事業（３ＰＬ）   Ryder、UPS 

l ファイナンス事業   GE Capital 

l 取引先及び顧客与信管理  Dun & Bradstreet、Standard & Poors  

 

ＢtoＢ取引代行サービス業を得意とする企業群が、ＢtoＢのＥＣに係わる標準ＩＴ技術を

開発するべく編成した大型のコンソーシアムの「ロゼッタ・ネット（RosettaNet）」は、

支援企業が重要な役割を果たすことを示す最適な例である。このコンソーシアムでは、既

存のｅマーケットプレイス・モデルのような買い手側のメリットを追求するのではなく、

ベンダー側企業も参加しており、また全ての参加企業に共通の金融、物流、配送サービス

を手掛けるサード・パーティ事業者（３ＰＬ）も加わり、エンド・ツー・エンドのＢtoＢの

ＥＣ支援サービスを狙うことに大きな特徴がある。また、このサード・パーティ事業者は、

ＢtoＢのＥＣインフラを構築支援することにより、市場の更なる活性化を目的として、利用

者が比較検討出来る商品群やサービスの仕組作りなどを支援している。 

 

尚、ロゼッタ・ネットで利用しているウェブ上の記述言語は、ＢtoＢ取引市場での XML

の世界標準を目指す団体である ebXML の開発する言語へ、将来的には段階を踏んで移行し

ていく方針であるとしている。ebXML 側は、ロゼッタ・ネットのような大型コンソーシア

ムによって利用されることで、ebXML を世界標準化させる戦略に拍車がかかることを期待

しており、ロゼッタ・ネットによる利用を切望している。しかし、ロゼッタ・ネット側は、
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現在はサプライ・チェーンの構築に注力している段階であり言語開発まで手が回らないた

め、ebXML の言語を実際に導入する時期は、次にロゼッタネットが技術更新を行う頃合を

目処にしていると述べており、具体的な動きは未だに不透明なままである。 

表 2 -8  ロゼッタ・ネット参加企業 Managing Board 28社 

ロゼッタ・ネット参加企業 Managing Board 28社一覧 

製造業 Cisco, Compaq, HP, ＩＢＭ, Intel, 東芝 
金融業 Deutsche financial 
卸売業 C2000, CHS, Ingram Micro, Tech Data, Tech Pacific 
配送業 FedEx, UPS 
小売業 CompUSA, Computacenter, EDS, Insight, MicroAge 
ソフトウェア開発 Microsoft, Netscape, Oracle, SAP 
技術提供 GEIS, pcOrder 
エンドユーザー支援 ABB, AMEX, GSA 

出所）主要インターネット業界雑誌を基にワシントン・コアにて作成。 

 

ＥＣ支援へと参入している企業の中でも、物流事業大手のライダー・システムス（Ryder 

Systems）は、自社のｅトランスフォーメーションを遂げた後、ｅビジネスに参入して、目

覚ましい活躍をしている。同社は、従来より米国内のトラック輸送を得意としている老舗

企業であったが、1997年に低収益に悩まされていたトラック事業を再構築する際に、アク

センチュア（当時はアンダーセン･コンサルティング）及びＩＢＭグローバル・サービシズ

によってコンサルティングを受け、ＩＴを活用した社内改革を実施したことがｅビジネス

参入のきっかけとなっている。同社は、eCredit Global Financing Network と提携し、イ

ンターネットを利用してリアルタイムで顧客の与信管理を行うことで、顧客一人当りのリ

スク･リターン管理を徹底することで不採算な顧客を割り出した。 

また、ライダーは、サプライチェーン･ベンダーの i2 Technologiesとの技術提携により、

調達、トラック管理、キャリア・パフォーマンス、貨物請求書管理、監査機能、支払機能

など、全ての事業プロセスをオンラインで対応できる物流プラットフォームを構築した。

更に、このプラットフォームを利用する顧客は、システムのカスタマイズをする必要ない

ままライダーの物流プラットフォームを利用し、同社と取引を行えるように設計を施して

ある。顧客との取引をオンライン化し、業務プロセスを大幅に削減したライダーは、2001

年も前年比 15％増の１億ドルのＩＴ予算を投入し、自らのＥＣ化を進めると同時に、今後

もクライアント企業のＥＣ事業の支援企業としての役割も担っていく方針である。 
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自社のｅマーケットプレイス設立を遂げたライダーは、最大の顧客である大手自動車部

品メーカーのアービンメリトール（ArvinMeritor）に対し、北米・欧州の全ての物流取引

を、オンラインでの３ＰＬ注31で提供する契約を結ぶことに成功した。この契約では、ライ

ダーが社内改革で培ったＩＴ技術を駆使することで、調達支援、キャリア・パフォーマン

ス、貨物請求書、監査、支払、運送価格の交渉を含む、全ての物流事業プロセスを、アー

ビンメリトールへオンラインで提供することになる。ＡＭＲリサーチによると、2001年の

３ＰＬ市場は 500 億ドルから 550億ドル規模にのぼると予測されており、年間の成長率も

15％から 20％に達すると見られており、トラックや人的資源を必要としないオンラインで

の３ＰＬ事業の成長にも、大きな期待が寄せられている。 

 

同様に、自社のｅトランスフォームを行いながら、顧客へもＥＣ支援を提供している企

業に、ＧＥの子会社であるＧＥキャピタル（GE Capital）がある。ＧＥキャピタルは、親

会社であるＧＥが 1998 年に元会長のジャック・ウェルチが唱えた通り、Buy、Make、Sell

全ての過程にインターネットを活用することで、コスト削減や時間短縮に大きな成果を得

ている。 

同時に、ＧＥキャピタルは、自社のウェブサイトも大幅に見直し、2001年 3月に、顧客

向 け の 総 合 金 融 支 援 ポ ー タ ル サ イ ト で あ る 「 GE CFO Solutions

（www.gecfosolutions.com）」を立ち上げた。このサイトは、特に顧客企業のＣＦＯ（財

務最高責任者）が、ＧＥキャピタルの提供する様々なサービスの中からそれぞれの企業に

最も適したソリューション・サービスを自動的に検索する機能が搭載されていることが大

きな特徴である。ＧＥキャピタルは、その歴史と共に事業内容が多岐に渡っており、特に

中・大企業の財務担当者にとっては同社のサービス事業内容が判りにくいものとなってい

た。こうした背景から構築された総合ポータルサイトでは、同社のサービス内容を判りや

すく類型化することはもちろんのこと、ウェブ上でのファイナンス・ソリューションの提

供や、顧客企業のマーケティング・プラットフォームとしての場を提供するサービスも備

えており、Buy、Make、Sellを越えたウェブの活用を遂げている。 

 

                                                 
注31） ３ＰＬ＝Third Party Logisticsの略。荷主の立場に立って物流改革を提案し、包括的に物流業
務を受託する業務。荷主から、運送業務を個別に請負うだけでなく、物流システムの設計、調達から
輸送管理、在庫管理、輸配送までの全物流業務を包括的に請負い、自社あるいは他社の物流手段
を用いて業務を行う。 
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取引先や顧客の企業情報を提供する、与信管理サポート事業大手のダン･アンド･ブラッ

ドストリート（D&B）もまた、早い段階からＥＣ取引支援業務に参入して成功を収めてい

る。同社は、1999 年に安全で信頼度の高いＢtoＢのＥＣビジネスを支援する事を目的とし

た 100％子会社のエクセレレート･ドットコム（eccelerate.com）を設立した。エクセレレ

ート・ドットコムは、D&Bのもつ膨大なデータを活用した与信管理業務を、ＢtoＢのＥＣ

事業に特化してオンラインで提供することで、スピードと信頼性が要求されるＥＣビジネ

スを円滑に進める支援を行っている。 

 

2.2.3.6 結果重視ＥＣ（Result-Oriented ＥＣ） 

最近、米国では、ＥＣプロジェクトをやみくもに立ちあげるのではなく、ＥＣの成果を

評価しようとするＲＯＩ（Return on Investment=投資効果）ムードが企業トップの中で高

まりつつある。ＥＣが注目され始めた当初は、同業他社がＥＣを導入したからという理由

だけでＥＣを導入したり、明確なゴールや目標を掲げずにＥＣプロジェクトを立ちあげる

企業が多かった。しかし、ＥＣに対する当初の過剰期待が消え去るにつれ、ＥＣ導入によ

るメリットを厳しくチェックし、評価体制を整えようとする考え方が浸透してきている。

とりわけ、長引く米国経済の低迷により企業収益が伸び悩んでおり、今までのように潤沢

なＩＴ投資が行えなくなってきていることからも、ＲＯＩ重視がより顕著になっている。

ＩＴ投資の中でも、ＥＣ関連プロジェクトは優先順位の高い案件としてみなされ、企業は

次々にＥＣ事業を立ちあげてきたが、このようなＥＣ全盛時代は終わり、投資効果を見極

めたＥＣ戦略が取られるようになってきている。 

インターネットウィークによる、米国企業のＩＴマネージャー1,000人を対象に行った調

査注32によると、すでに 34％がＲＯＩモデルの指標を構築してＥＣの投資効果を計測してい

るという結果が出ている。以前のようにＥＣ事業を「必要コスト」と考えるのではなく、

一定のＥＣ投資効果を期待する「プロフィットセンター」または「コスト削減手段」とし

て位置づけている。このように、ＥＣ事業は、導入後の企業経営に対する経済的効果を重

視する結果ありき（＝Result -Oriented）の考えをもとに展開されるべきものになっている。

ＥＣのＲＯＩモデルのほとんどが『コスト対効果分析（Cost Benefit Analysis）』を利用し、

その他『経済指標モデル（Economic Value Addedまたは、Net Present Value）』や『比

重スコアリング（Weighted Scoring Methods）』などが使われている。 
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ＥＣのＲＯＩを見極める上で、評価の計測が難しいと言われている。販売チャンネルの

多様化などＥＣ事業による売上げの増大や、ｅ調達事業などに見られるようにコストの削

減など、費用対効果が比較的容易に計測できるものもあれば、ｅマーケットプレイスなど

数値化されにくい効果を生み出すプロジェクトもある。ＲＯＩ測定基準として、リピート

顧客の数、顧客満足度の向上、顧客データの拡充、ブランド認識の高まり、サイクルタイ

ムの短縮、市場でのプレゼンスの増大、生産性・効率性アップなどが使われている。例え

ば、先述のインターネットウィークの調査で、ＥＣ導入により最も効果が現われた分野に

ついて、「顧客サービスの向上」を挙げた企業が 60％、また「顧客への認知度向上」を挙

げた企業が 56％という結果が出ている。 

 

ＥＣ事業のＲＯＩを導入している先行的事例としてゼネラル・モーターズ（General 

Motors＝ＧＭ）が挙げられる。ＧＭのＣＩＯ、Ralph Szygenda 氏によると、「（ＧＭの）

手がける全てのＥ関連プロジェクトに対し、投資効果を測っている」と言う。ＥＣを手が

けるＩＴ担当部署は、それを行うことで同社のＩＴ部門だけがメリットを受けるのでなく、

ＧＭ全体にとって価値のある投資であることをマトリックス（指標）で示さなければいけ

ない。「ＥＣを導入した最初の頃は、それがＧＭの収益にどう影響するのかなどはあまり

考えもしなかった。しかし、ＥＣがサプライヤーや顧客など関係者全体を取り込むように

なるにつれ、ＥＣが事業の中核部に影響する存在となり、どのように収益改善、コスト削

減などの具体的な数値に貢献してきているのかを見極める必要性が出てきた。」ＧＭは、

ハードウェアの購入から、設計支援ツール、車両デリバリーシステム、ポータル構築まで

多岐にわたるＥＣ関連プロジェクトを手がけており、過去３年にわたり、約 20億ドルの投

資を行ってきた。これら一つ一つに対し、ＲＯＩを算出し、その効果を評価している。 

ＧＭのＲＯＩを示す例として、ロジスティックス関連ＥＣサイトが挙げられる。ＧＭは、

車両輸送キャリアのＣＮＦ社と、ＧＭ車をディーラーまで効率的に輸送するためのロジス

ティック事業をウェブ上で共同で立ちあげた。ＧＭによると、この共同ロジスティックス

サイトの構築により、10億ドルの経費節約が実現できたと言う。今後、同サイトを拡充す

ることで、現在ＧＭが支払っている在庫管理コスト 400 億ドルを半減し、自動車のデリバ

リー時間を 13日間から 8日間に縮めることを今後 3年間の目標にしている。また、ＧＭは、

2000年秋に、リースやレンタカーとして使われていたＧＭの中古車のオンライン再販事業

                                                                                                                                               
注32） Internet Week, October 15, 2001, “Transformation 2001 ” 
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Smart Auction を設立した。ディーラーの場所によって購入可能な中古車を地域別に分け

て情報提供することで、ディーラーは最寄りのロケーションで中古車を購入できるように

なり、その結果ディーラーにとって一台あたり 500 ドルの経費節約につながっていると言

う。このＥＣ事業 Smart Auction を使って、すでに 15万台が売買されており、ディーラー

購入費および輸送コストを合わせると 7,500 万ドルのコスト削減が実現できた。ＧＭは、

ＥＣプロジェクトを「車のデリバリーを行うという中核事業」に直接関わるための重要プ

ロジェクトであると捉えており、コスト削減に加えて、中核事業の支援強化という基準か

らもＥＣ活動に力を入れている。 

 

2.2.4  ＥＣを取り巻く新しい動き 

 

2.2.4.1 Ｍコマースへの期待と足踏み 

携帯電話を利用したＭコマースビジネスは、過去数年にわたり大きく注目されてきたが、

2001年末現在、米国でのＭコマースの将来的な成長予測は明確に把握できない状態である。

ＩＴ市場調査会社のイーマーケッターが、全米に 100 社以上ある調査機関やコンサルティ

ング機関が発表したデータを集計した結果、2004年の米国におけるＭコマース事業の総売

上高予想値は、７億ドルから 270 億ドルまで幅広い数値が出ていることが判った。Ｍコマ

ース事業は今後も成長する市場と見られているものの成長規模は未だに不透明であり、成

長への大きな障壁の一つとして、米国内での関連技術の標準化が遅々として進まないこと

が挙げられている。 

また、世界市場に占める北米のＭコマース市場の割合は比較的小さく、現状ではアジア

や欧州がＭコマースでは先行していると見られている。これらの背景には、米国内におけ

る各通信事業者の熾烈な競争の結果、固定電話の通話料金が定額制となり、同時にインタ

ーネットプロバイダーのサービス料金も低下したことから、インターネット・サービスが

定額の低料金で提供されていること、携帯電話自体の通話料金やサービス料が高額なため、

携帯電話の利用数そのものも伸び悩んでいること、などが米国においてＭコマース事業が

足踏みをしている要因として挙げられる。 
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図 2 -22  地域別Ｍコマース市場予測 

（2000 年～2005 年） 
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出所）Jupiter Researchのデータを基にワシントン・コアにて作成。 

 

2.2.4.2 ｅマーケットプレイス活動に対する反トラスト懸念 

米国企業の間でオンライン協同プロジェクトが次々に立ち上がる中で、反トラスト法違

反に対する懸念が浮上してきている。ＦＴＣ（Federal Trade Commis sion=連邦取引委員

会）は、すでにいくつかのオンライン協同購買や交渉について取り調べを実施している。

特に、ｅマーケットプレイスなどの大手企業の協力が顕著な場においては、談合取引が行

われる可能性が高いという懸念が高まっているものの、ＥＣ市場における明確な反トラス

ト法をめぐる基準は整備されている段階である。2000 年、ＦＴＣは、ｅマーケットプレイ

スにおける反トラスト法のガイドラインとして「Entering the 21st Century: Competition 

Policy in the World of ＢtoＢ Electronic Marketplaces」、及び、連邦司法省との共同報

告書の「Antitrust Guidelines for Collaborations Among Competitors」を発表した。この

中で、１）消費者価格を上げるために情報を操作していないか、２）競合他社の参入を妨

げる様な排他的な行為はないか、などのチェック項目を挙げている。 

 

ＦＴＣが、反トラスト法ガイドラインを作成するにあたり、ガイドライン発表の直前に

自動車業界の大型ｅマーケットプレイスのコビシント（Covis int）に対する反トラスト法違

反をめぐる取り調べを実施した経緯がある。本調査において、ＦＴＣは、コビシントは開
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発途上であること、参入資格が明確でないこと、また参加企業の産業占有率が非常に高い

ことなどを理由に、反トラスト法違反に抵触するかの判断を下すには時期尚早であるとの

結論を出している。 

これまでの取引市場においては、「情報が見えない」ことが最大の問題であったことに

対し、ｅマーケットプレイスは「情報の公開・共有」が前提であったため、反トラスト法

をそのまま適用することは困難とされてきていた。しかし、2001年の新ｅマーケットプレ

イスの形態は、既存の取引形態に近い「閉鎖的環境での特定企業間での情報の共有」に回

帰する傾向にあり、今後のＦＴＣの動向が慎重に見守られている。一方で、これら反トラ

スト法違反審査に対して、急速なオンライン経済活動の発展に法制度が追いつかない状態

であることも指摘されている。さらに、反トラスト法審査において、新技術に関する専門

的な知識やオンライン活動を理解できる専門家の絶対数が不足していることも問題視され

ている。このように、米国では、反トラスト法審判に対する懐疑的な意見も後を絶たない。

今後、企業間のオンライン上での協同作業が浸透する上で、新時代にあった反トラスト法

の整備・運用が課題となろう。 

 

2.2.4.3 伸び悩むブロードバンド・サービスの現状と将来性 

革新的なサービスが提供できることで、長らく大きな成長が見込まれていたブロードバ

ンド・サービスではあるが今のところ不振に終わっており、米国においては、ブロードバ

ンド・サービスのインフラ事業者数、ＥＣサイト事業者数、利用者数ともに大きく伸びて

いないのが現状である。伸び悩みの原因としては、まず、利用者にとってブロードバンド

の魅力がまだ見出せず、需要が喚起できなかったことが挙げられる。ブロードバンド提供

事業者は、新規加入者が増えていることを誇張したがるが、一方で、いち早く加入はした

ものの、料金に見合うだけのメリットがないとしてサービスの価値を見出せず、キャンセ

ルする利用者が相次いでいる。 

 

ＥＣサイト事業者にとって、ブロードバンド技術はＥＣ利用を伸ばすツールとして多く

の潜在性を秘めていると見られていた。ブロードバンドが整備されれば、音声・映像スト

リーミングやMacromediaの Flash や Shockwave Systemsを使用したマルチメディア・

プレゼンテーション、あるいはバーチャルリアルティー・ソフトを駆使し鮮明で迫力のあ

るウェブ体験をユーザーに提供できると期待されていた。しかし、このようなマルチメデ
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ィア機能を整備したウェブサイトを構築するには多額のコストがかかるため、広範囲な利

用が期待できなければコスト回収は難しい。現在、ブロードバンド機能を持つ家庭は2001

年 12 月の時点で 10%以下と言われており注 33、ＥＣ事業者にとってブロードバンドへの投

資はとても採算が取れない状態である。ブロードバンド・サイトが数多く存在しないため、

利用者にとっては益々ブロードバンドサービスの魅力はなくなり、ＥＣサイト数も利用者

も増えないという悪循環を招いている。 

 

このような状態は、インフラ提供側の財務状況の悪化をもたらし、過度の投資を行った

ブロードバンド・キャリアは、次々に事業閉鎖に追い込まれている。例えば、米国の大手

ケーブル・インターネット事業の Excite@Home、ＤＳＬベンチャーの Covadや Northpoint 

Communications などは、倒産もしくは事業の清算に追い込まれており、ケーブルやロー

カル･テレコム系などのブロードバンド ISP 事業者のサービスはほぼ不振に終わっている。

大手テレコム系の AT&T ブロードバンド、ベライズン（Verizon）、ＳＢＣなども資金難に

見舞われ、ブロードバンド事業を積極的に展開できるだけの財力を持ち合わせていない。

また、ＤＳＬは未だ技術的問題が解決されておらず、電話会社は、ＤＳＬ回線事業から全

く収益を上げることができない状態であることを認めている。 

ブロードバンドサービスの普及をさらに妨げている問題として、著作権問題が挙げられ

る。ソフトウェア、音楽、映像などデジタル商品が最もブロードバンドＥＣに適応してい

るのだが、著作権侵害や海賊版の対応など、訴訟にまきこまれているケースが多発してい

る。著作権問題が解決しない限り、ブロードバンドの爆発的な成長は見込めないという懐

疑的な見方もある。 

 

このようなマイナス要因をいくつか抱えているものの、ブロードバンドの時代は必ずや

ってくるとして、その潜在性に対する期待は衰えていない。調査会社の ActivMediaによる

と、ほとんどのビジネスはブロードバンド対応済みであることから、Ｂ toＢサイトの多くは

マルチメディア・ウェブサイトをすでに提供していると言う。今後、ブロードバンドの波

がＢtoＣに移るにつれ、ＢtoＣのＥＣ事業者にとって、いかにパワフルなＥＣ体験を利用者

に提供できるかが次なる課題となろう。 

                                                 
注33） “Telecom Equipment Industry 2002 Preview: Issues, Opportunities, And Outlook”, SG 

COWEN, December 2001 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ＥＣ事業者の詳細分析 
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3 ＥＣ事業者の詳細分析 

第３部は、ＥＣ事業環境及び事業者の全体動向に関する詳細分析である。第３部では、

ビジネスモデル・ワーキンググループのメンバー自身が、特に国内ＥＣ事業者に関するデー

タを活用して分析を行った。 

本ワーキンググループでは 2001年度、基礎調査として「国内ＥＣサイト事業者実態調査」

「米国ＥＣ事業者のビジネスモデル調査」を実施した。第３部の分析は、このうち前者の

アンケートデータ注1を基礎とし、事例調査や一般公開情報を活用して、国内ＥＣ事業者の実

態を多方面から分析したものである。「第４部 国内ＥＣ事業者の動向」がアンケート分

析に基づく実態把握のための基礎情報であるとすれば、第３部の詳細分析は、さらに一歩

踏み込んだ傾向・特徴の抽出・分析である。 

 

本年度は、過去３年間の蓄積によるＢtoＣ事業者の分析に加え、Ｂ toＢ事業者の実態につ

いても、特に販売・調達といったマーケット･フロントに注目しつつ、本格的検討を行なっ

た。本編では、以下５つの視点から、深化・分析している。 

 

１．ビジネスモデルの検討 

２．ＥCノウハウの検討 

３．経年変化の分析 

４．ＢtoＣ事業者の成功要因分析 

５．ＢtoＢ事業者の成功要因分析 

 

以下では、こうした詳細分析により、我が国ＥＣサイト事業者のビジネスの展開形態、

促進ノウハウを整理した。また、経年変化を見ることでその発展段階を考察し、さらに成

功要因を抽出することで、ビジネス展開のための知見を提示することができたと考える。 

 

                                                 
注1） 「第４部 国内ＥＣ事業者の動向」に記載 
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3.1 ビジネスモデルの検討 

 

3.1.1  ビジネスモデルの類型化 

ここでは2001年度Webアンケート調査の対象の内から、企業-消費者間（ＢtoＣ）事業者の国内

100サイト及び企業-企業間（ＢtoＢ）事業者の国内 75サイトについて、以下の３つの視点からビジ

ネスモデルの類型化を行った。 

 

3.1.1.1 ＢtoＣ ビジネスモデルによる分類  

企業-消費者間（ＢtoＣ）の取引において、製品によって対価を得るのか、仲介等のサー

ビスによって対価を得るのかなど、ビジネスの形態に着目し分類している。下記分類で有

料か無料であるかの別は、消費者から料金を徴収している場合は有料とし、事業者からの

み料金を徴収しており消費者から徴収していない場合は無料としている。 

なお、ビジネスモデルのＡからＦに属さないモデルはＧのその他に、ビジネスモデルの

ＡからＦの複数を兼ね備えるサイトについては、Ｚの複数モデルに分類した。 

 

表 3-1  ビジネスモデルによる分類 

  No.             ビジネスモデル 
  Ａ   商品・サービス販売モデル 
  Ｂ   有料型情報提供モデル 
  Ｃ   無料型情報提供モデル 
  Ｄ   予約型仲介サービスモデル 
  Ｅ   有料型仲介サービスモデル 
  Ｆ   無料型仲介サービスモデル 
  Ｇ   その他 
  Ｚ   複数モデル 
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3.1.1.2 ＢtoＢ 取引形態による分類 

企業間の取引きにおいて、売り手／買い手それぞれの取引参加企業が１企業か複数企業

を対象とするかに着目し分類している。 

表 3-2  取引形態による分類 

  No.               取引形態 
  α   １：１（特定企業間コラボレーション） 
  β   Ｎ：１（ネット調達） 
  γ   １：Ｎ（ネット販売） 
  δ   Ｍ：Ｎ（ｅマーケットプレイス） 

 

3.1.1.3 収入モデルによる分類 

  収入モデルの分類は、収入の名目によって分類している。収入モデルの１から６に属さないサイ

トは７のその他に、収入モデルの１から６の複数を兼ね備えるサイトについては０の複数モデルに分

類した。ＢtoＣ、ＢtoＢを同じ分類により分類している。 

表 3-3  収入モデルによる分類 

  No.                収入モデル 
  １   商品・サービス販売 
  ２   会費・購読料 
  ３   広告収入 
  ４   販売・仲介手数料 
  ５   ライセンス料 
  ６   ホスティング 
  ７   その他 
  ０   複数モデル 

 



72 

3.1.2  ＢtoＣビジネスモデル 

3.1.2.1 商品・サービス販売モデル 

モ デ ル の 特 徴 ：このモデルでは、ＥＣサイトは、商品を消費者に販売し、その

対価を得るという、最も単純な取引のモデルである。 

ＥＣ事業者中の比率 ：63％ 

成 功 要 因 ：わかりやすい商品・サービス、品揃え、素早い顧客対応、商品

のユニークさ 

代 表 的 サ イ ト ：ベルメゾン・ネットスクエア、ＪＴＢ、ネットプライスモール 

 

3.1.2.2 有料型情報提供モデル 

モ デ ル の 特 徴 ：消費者・顧客に情報を商品として提供して対価を得る。一定期

間の会費を消費者から徴収するタイプ、デジタルコンテンツを

提供して対価を得るタイプ等がある。消費者からの課金以外に、

広告収入を得るケースの多いことが特徴である。 

ＥＣ事業者中の比率 ：３％ 

成 功 要 因 ：閲覧・操作の利便性、高いセキュリティ、品揃え、早期参入 

代 表 的 サ イ ト ：ぷろ家、関西銀行（複数モデルの一部） 

サイバーモール ウエブサイト

配達

注文￥

卸売業者
ディストリビューター

注文￥
商品情報

倉庫または
配送センター

出荷

配達

モデル図

会費

（プレミアムサービス）

広告主

ウエブサイト

広告スペース
情報

広告料

モデル図
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3.1.2.3 無料型情報提供モデル 

モ デ ル の 特 徴 ：消費者・顧客に対しては無料で情報を提供し、広告主や、提携

ライセンスサイトから収入を得る。スポーツなどの多数の利用

者が見込める情報やデジタル地図情報などのライセンス料を

徴収できるコンテンツを持っているサイトに多い。 

ＥＣ事業者中の比率 ：３％ 

成 功 要 因 ：高頻度な更新、早期参入 

代 表 的 サ イ ト ：ネットプライスモール（複数モデルの一部）、Dear Mam 

 

3.1.2.4 予約型仲介サービスモデル 

モ デ ル の 特 徴 ：消費者・顧客に対しては無料で情報を提供し、航空会社やホテ

ルからコミッション（仲介料、会費等）を得る。 

ＥＣ事業者中の比率 ：５％ 

成 功 要 因 ：素早い顧客対応、品揃えの豊富さ、わかりやすい商品・ｻｰﾋﾞｽ 

代 表 的 サ イ ト ：旅の窓口、ベストリザーブ 

ウエブサイト

ライセンス
サイト

広告主

情報

コンテンツまたは
技術・ソフト

広告

検索 広告料

モデル図

モデル図

予約￥

ＣＲＳ

ウエブサイト
発券

旅行情報

提携サイト

フライト、ホテル
レンタルカー情報

旅行情報サイト

航空会社
ホテル

予約

旅行情報．

コミッション

モデル図

予約￥

ＣＲＳ

ウエブサイト
発券

旅行情報

提携サイト

フライト、ホテル
レンタルカー情報

旅行情報サイト

航空会社
ホテル

予約

旅行情報．

コミッション
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3.1.2.5 有料型仲介サービスモデル 

モ デ ル の 特 徴 ：顧客紹介等の商品取引の仲介を行い、その仲介の対価として消

費者、利用顧客から手数料を得る。 

ＥＣ事業者中の比率 ：２％ 

成 功 要 因 ：高頻度な更新、素早い顧客対応 

代 表 的 サ イ ト ：ストリートウェアショップタッチソウルエンジン、ファミネット 

 

3.1.2.6 無料型仲介サービスモデル 

モ デ ル の 特 徴 ：消費者・顧客と事業者の商取引を仲介し、事業者から紹介手数

料を得るモデルである。（利用者へのサービスは無料） 

ＥＣ事業者中の比率 ：３％ 

成 功 要 因 ：関連情報の提供、ターゲットの明確化 

代 表 的 サ イ ト ：白鳩わくドキＢＯＸ、テディベアと雑貨の専門店（いずれも有

料仲介と併用）、チケットオークション@finally 

 

 

ウエブサイト

仲介サービス

注文￥

業者

顧客紹介

手数料

モデル図

モデル図

ウエブサイト

仲介サービス

注文￥

商品提供者
（証券取引所
　保険会社など）

商品

手数料

注文￥
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3.1.3  ＢtoＢ取引モデル 

3.1.3.1 1：1（特定企業間コラボレーション） 

モ デ ル の 特 徴 ：販売・マーケット情報・生産情報、共同開発情報を共有し、バー

チャル企業を組成する特定企業間のコラボレーション取引形態で

ある。 

事業者ＥＣ中の比率：なし（クローズされたＥＣとして、今回の対象範囲外） 

 

3.1.3.2 Ｎ：1（ネット調達） 

モ デ ル の 特 徴 ：e Procurement、WebEDI等、特定バイヤー企業が、複数取引先

から、物、サービスを調達する取引形態である。 

事業者ＥＣ中の比率 ：9.3％ 

成 功 要 因 ：閲覧・操作の利便性、高頻度な更新、低コスト 

代 表 サ イ ト ：フィード・デジタルカタログウェブオーダー、電子調達システム 

 

モデル図

Buyer
seller

ウエブサイト
（ＥＤＩ）

販売・ﾏｰｹｯト情報
      在庫情報
       発注￥

製品情報
生産情報

情報

情報
発注￥

配達

モデル図

ウエブサイト
（ＥＤＩ）

Buyerseller

調達情報
調達情報
    発注￥

配達

検索
商品情報

商品情報
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3.1.3.3 1：Ｎ（ネット販売） 

モ デ ル の 特 徴 ：販売サイト、カタログ販売等、特定サプライヤー企業の不特定多

数販売先へのネット販売形態である。 

事業者ＥＣ中の比率 ：49.3％ 

成 功 要 因 ：わかりやすい商品・サービス、閲覧・操作の利便性、低価格、素

早い顧客対応 

代 表 サ イ ト ：ＨＪＣﾈｯﾄﾄﾞｯﾄｺﾑ、hanawa-steel.com、おもしろ倶楽部ときわ 

 

3.1.3.4 M：N（eマーケットプレイス） 

モ デ ル の 特 徴 ：不特定多数の企業のバイヤーとサプライヤーが参加するオープ

ンな取引形態である。 

ＥＣ事業者中の比率 ：29.3％ 

成 功 要 因 ：閲覧・操作の利便性、早期参入、低価格、品揃え 

代 表 的 サ イ ト ：ELISshop.com、ＭＴＳＣ留学センター、Ｍマート 

モデル図

Buyer

seller

ウエブサイト
検索
発注￥

商品情報
   ｻｰﾋﾞｽ

配達

倉庫または
配送センター出荷

配達

発注￥

会費￥
商品情報

モデル図

サイバー
モール

seller Buyer商品情報

リンク
  検索

配達

提携サイト
ウエブサイト

商品情報

リンク

仲介料￥

発注￥

広告主
広告

広告料会費￥

発注￥
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3.1.4  国内の代表事例 

本節では、国内ＢtoＣ、Ｂ toＢ事業者それぞれについて、特徴ある事業者を代表事例とし

て抽出し、その傾向を分析した。 

 

3.1.4.1 ＢtoＣの代表事例 

ＢtoＣ分野では、多彩な商品構成からリアル連携（リアル店舗とＥＣサイトの連動）、ター

ゲットの絞り込みによる差別化へと移行する傾向が顕著になっている。占い（No.２）、婦

人科系薬品販売(No.３)、海外赴任・出張（No.５）など、ターゲットを絞った情報提供事例

が注目され、プライバシー重視や決済手段の多角化(No.２)の傾向が見られる。また、商品

販売においても、低価格、品揃えだけでなく、収入モデルの多チャンネル化が進められて

いる。一方、サイト運用にあたっては、高頻度な商品・サービス更新、閲覧の容易性など、

サイトを訪れた顧客の関心を如何に引くかに努力が払われていることも注目される。 

表 3 -4  ＢtoＣの代表事例 

No   ｻｲﾄ名 商品・ｻｰﾋﾞｽ    ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ  収入ﾓﾃﾞﾙ       特徴       成功要因 

1 ﾍﾞﾙﾒｿﾞﾝﾈｯ
ﾄｽｸｴｱ 

衣料品 
生活雑貨 

商品ｻｰﾋﾞｽ販売 販売 ｶﾀﾛｸﾞ通販との連動 早期参入、分かり易さ 
低価格、品揃え 

2 ぷろ家  ｹﾞｰﾑ、占い、
診断、競馬 

有料型情報提供 販売 決済機能充実、ｾｷﾘ
ﾃｨ重視 

分かり易さ、閲覧容易、
品揃え、早期参入 

3 Dear 
Mam 

医薬品 無料型情報提供 
（商品販売） 

販売 
 

情報提供・問診によ
り、医薬品販売・医
院誘導 

高頻度更新、関連情報
の提供､素早い顧客対応 

4 ﾍﾞｽﾄﾘｻﾞｰ
ﾌ゙ 

ﾎﾃﾙ予約 予約型仲介ｻｰﾋﾞｽ 仲介料 設備・客室仕様、   
ﾎﾃﾙ環境での検索 

低価格、品揃え 
素早い顧客対応 

5 ﾌｧﾐﾈｯﾄ 本、雑誌 
教育教材 

有料型仲介ｻｰﾋﾞｽ 販売 海外赴任、留学、出
張情報提供、ﾘﾝｸ 

高頻度更新、素早い対
応、関連情報の提供 

6 ﾁｹｯﾄｵｰｸ
ｼ ｮ ﾝ ＠
finally 

ﾁｹｯﾄ 無料型仲介ｻｰﾋﾞｽ 仲介料 
広告 

ｺﾝｻｰﾄ、演劇に絞っ
た運用 

閲覧容易、高頻度更新 
分かり易さ 

7 ﾈｯﾄﾌﾟﾗｲｽ
ﾓｰﾙ 

食料品、衣料
品、家電 

複数（販売、無料
情報・仲介） 

仲介料、広
告料、販売 

多彩な商品構成 
ｷﾞｬｻﾞﾘﾝｸ  ゙

高頻度更新、ﾓﾊﾞｲﾙ対応 
低価格、品揃え 

   

3.1.4.2 ＢtoＢの代表事例 

ＢtoＢ分野では、業務プロセス改善や調達コスト低減を目的とした調達サイトの運用（No.

１、２）がみられる。一方、販売系では、ＢtoＣ分野と同様に、リアル連携や簡便で安全な

決済が重視されており、複数モデルによる収入モデルの多チャネル化の傾向がある（No.５）。 
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表 3-5 ＢtoＢの代表事例 

No   ｻｲﾄ名 商品・ｻｰﾋﾞｽ    ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ  収入ﾓﾃﾞﾙ        特徴       成功要因 

1 ﾌｨｰﾄﾞﾃﾞｼﾞ
ﾀﾙｶﾀﾛｸﾞｳ
ｴ ｯ ﾌ ﾞ ｵ ｰ
ﾀﾞー  

医療用具、医
薬品、医療関
連用品 

N ：１ 業務ﾌﾟﾛｾｽ
改善 

ｶﾀﾛｸﾞ販売と連携 ﾍﾙﾌﾟｻﾎﾟｰﾄ、低ｺｽﾄ 
素早い顧客対応、技術
力 

2 電子調達ｼ
ｽﾃﾑ 

電子機器 
事務用品 
情報ｻｰﾋﾞｽ 

N ：１ 
（一般汎用品） 

調達ｺｽﾄ低
減、業務ﾌﾟﾛ
ｾｽ改善 

調達支援ｼｽﾃﾑをｻ
ﾎﾟｰﾄ 

操作容易、低ｺｽﾄ  
汎用製品調達に活用 
継続的取引に活用 

3 HJC ﾈｯﾄ
ﾄﾞｯﾄｺﾑ 

事務用品 
電子機器 
精密機器 

１ ：N 
（仲介） 

販売 ﾈｯﾄ購入に加えて
ｻｰﾋﾞｽ提供、個人も
対象 

簡便安全決済、低価格、
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力、素早い顧客対
応、ﾘｱﾙ連携 

4 Hanawa-
steel.com 

鉄鋼関連製
品 

１ ：N 
（完成製品） 

販売 特定ﾕｰｻﾞ対象 閲覧容易、高頻度更新、
分かり易さ、品揃え、   ﾘ
ｱﾙ連携 

5 ELSshop.
com 

電子機器 
電気機械 
一般機械 

M ：N 
(生産財、完成製
品、ｻー ﾋ゙ｽ、仲介） 

販売、ﾎｽﾃｨ
ﾝｸ゙、広告 
会費、仲介 

複数ﾓﾃﾞﾙで収入ﾓ
ﾃ゙ﾙも多い  

魅力あるﾍﾟｰｼﾞ、閲覧容
易、関連情報提供、 
品揃え、簡便安全決済 

6 M ﾏｰﾄ 食料品 
飲料 

M ：N 
（仲介） 

会費、販売 関連業界ﾘﾝｸ、 
ﾓﾊﾞｲﾙ対応 

商品ﾕﾆｰｸさ、顧客ﾆｰｽﾞ
取入れ、適切な広告 
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3.1.5  国内ビジネスモデルの分析 

 本節では、前節で定義したビジネスモデルによる分類結果を分析する。 

 

3.1.5.1 ＢtoＣビジネスモデルの分析 

(1) ビジネスモデルの分布 

図 3-1は、今回調査した国内ＢtoＣ100サイトのビジネスモデルの分布を表している。

商品・サービス販売モデル（63％）と有料型情報提供モデル（ 3％）を合計すると66％

となり、利用者に対して商品やサービスを直接的に有料販売するサイトが圧倒的多数

を占めている。複数のビジネスモデルを展開する事業者（18%）においても、商品・

サービス販売モデルを実施しているところが最も多く（16サイト）、１サイト当たり

2.3モデルとなっている。このことより、複数モデルでは商品・サービス販売モデルを

核に、他のモデルを１～２モデル付加している構造が見てとれる。 

図 3-1  ＢtoＣビジネスモデルの分布 

 

(2) ビジネスモデルの経年変化 

1999 年度、2000 年度の調査結果と今年度の調査結果を比較することにより、経年

による傾向を比較したのが、図 3-2のグラフである。全体的には、大きな変動はなく、

相変わらず商品・サービス販売モデルの割合が非常に高いことが分かる。しかし、商

品・サービス販売モデルは若干減少傾向（64.2％→65.3％→63.0％）にあり、予約型

仲介サービスモデルが若干増加傾向（3.5％→2.0％→5.0％）にある。前者は販売サイ

トの「コスト競争の課題」の表れであり、後者は予約型仲介サービスモデルの代表事

ビジネスモデルの分布
＜全体100サイト＞

商品・ｻｰﾋﾞｽ販売ﾓﾃﾞﾙ
63.0%
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(ﾏﾙﾁﾓﾃﾞﾙ)
18.0%

有料型情報提供ﾓﾃﾞﾙ
3.0%

無料型仲介ｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ
3.0%

有料型仲介ｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ
2.0%

無料型情報提供ﾓﾃﾞﾙ
3.0%
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複数モデル(ﾏﾙﾁﾓﾃﾞﾙ)
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無料型情報提供ﾓﾃﾞﾙ
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例とも言える「旅の窓口」成功の影響の表れとも解釈できるが、差別化の流れを含め

今後の推移を見守る必要がある。 

図 3-2  ビジネスモデルの経年変化 
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3.1.5.2 ＢtoＢビジネスモデルの分析 

図 3-3は 2001年度ＢtoＢ国内 75サイトのビジネスモデルの分布を表している。１：Ｎ

の販売モデルが約 50%と半数を占めている。サイト上の取引形態に着目し、Ｍ：ＮのＥＭ

Ｐ注2専業業者における「取引仲介」専業も、仮に販売サイトとして分類すれば、ＢtoＣにお

ける傾向（商品・サービス販売 63%、情報提供６％、仲介サービス 10％の合計が 79％）と

同様に、不特定多数の参加を前提としたＢtoＢサイト事業者の 78.6％（販売 49.3％、ＥＭ

Ｐ29.3%）が、販売系サイトとして分類できる。従って、ＢtoＣとＢtoＢに販売先などの多

少の差異はあっても、本質的に同じ販売構造であるように思われる。このことは、表 3-4

と表 3-5の特徴、成功要因が類似していることからも、その販売構造の類似性が裏付けられ

る。 

なお、「その他」には、プライベート・エクスチェンジ機能の提供、会員企業への情報

提供、特定企業への物・サービスの提供、提供側の複数企業のポータルサイトがある。 

 

                                                 
注2） ＥＭＰ：e-Market place（ｅマーケット・プレイス） 
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図 3-3  ＢtoＢビジネスモデルの分布 

Ｎ：１（調達）
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49.3% その他
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Ｎ：Ｍ（ｅ－ＭＰ）
29.3%

ビジネスモデルの分布
    （全体75サイト）

 

 

3.1.6  国内収入モデルの分析 

この節では、前節で定義した収入モデルによる分類結果を分析する。 

 

3.1.6.1 ＢtoＣ 収入モデルの分析 

図 3-4は、今回調査した国内ＢtoＣ成功 100サイトの収入モデルの分布を表している。

利用者に対して商品・サービス販売のみで収入を得ているサイトが 67％と圧倒的多数を占

めている。複数の収入モデルを展開するサイトにおいても、商品・サービス販売から収入

を得ているところが最も多い。また、広告料や販売仲介料のみで収入を得ているサイトも

存在するが、会費購読料、ライセンス料、ホスティングのみで収入を得ているサイトは存

在しない。しかし、複数モデルではこれらの収入モデルも存在し、商品・サービス販売を

核とした収入モデルの多チャンネル化の手法として用いる構図が読み取れる。 

 

 

 

 

 

Ｍ：Ｎ（ＥＭＰ） 

29.3％ 
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図 3 -4  ＢtoＣ収入モデルの分布 
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(1) 収入モデルの経年変化 

昨年度（2000 年度）及び今年度（2001 年度）のＢtoＣ事業者の調査結果を比較す

ることにより、経年による傾向を検討したのが、図 3-5 のグラフである。相変わらず

商品・サービス販売から収入を得ているサイトが非常に多いことが分かる。しかし、

詳細に見ると、商品・サービス販売や販売仲介料のみで収入を得ているサイトがやや

減少（前者：71％→67％、後者：6％→4％）し、複数モデルから収入を得ているサイ

トが若干増加（21％→24％）している。昨年度は会費購読料のみで収入を得ているサ

イトが存在していたが、今年度は存在していない。 

以上の傾向や「その他」と回答したサイトの詳細調査で調査料やサイト製作サービ

スによる収入チャネルが判明しており、収入チャネルの多角化の傾向が見てとれる。 

図 3 -5  収入モデルの経年変化
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3.1.6.2 ＢtoＢ 収入モデルの分析 

図 3-6はＢtoＢ国内 68サイト（調達サイトを除く）の収入モデルを表している。ＢtoＢ

収入モデルの特徴は、ＢtoＣ収入モデルと比較し、商品・サービス販売の割合が約 31%と

半分以下であり、複数モデルの割合が 41%と２倍近くも多いことである。また、複数モデ

ルの構造も、商品・サービス販売を核にした収入モデル多角化の傾向は同じであり、その

平均モデル数は、ＢtoC の 2.3モデルに対して、ＢtoＢの 2.7モデルと多い。この点からも、

ＢtoＢにおいては、複数モデル化による経営安定化指向の強いことが分かる。 

また、「その他」回答サイトの詳細調査結果を分析すると、コンサルティング料、サイ

ト構築料、代行サービス料、ＡＳＰ料などへの取り組みが見られる。これらのことから、

収入モデルの“多角化の傾向”と、価格競争から主に技術をベースにした“差別化への転

換の傾向”が、今年度の調査結果から明らかになった。 

 

図 3 -6  ＢtoＢ収入モデルの分布 
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3.2 ＥＣノウハウの検討 

本章では「ＥＣビジネス成功のためのとるべき対応」を模索する事業者に対し、成功事

業者がどのようなノウハウを利用しているかを検討し、その特徴と活用方法を提示する。 

 

3.2.1  ＥＣノウハウの位置付け 

ＥＣを成功させるには、以下のようにいくつかの方法が想定できる。 

・ＥＣを使って新しい産業・市場を創造する。（コンテンツビジネスなど） 

・既存産業にＥＣを持ち込み、ビジネスモデルを改革する。（旅行業界など） 

・ＥＣの販売、マーケティングなどに新しい方法を取り入れる。（ﾒｰﾙﾏｰｹﾃｲﾝｸﾞなど） 

・ＥＣの販売、マーケティングの現在の実行方法に工夫を加える。（店長の写真を載せ

るなど） 

その中で、販売、マーケティングなどに“新しい方法を取り入れること”をノウハウと

定義する。以下では、個別事例調査で抽出されたノウハウに加えて、公開情報から一般的

に知られているノウハウを抽出して、ＥＣノウハウとして整理した。 

図 3-7  ＥＣ事業を成功に導く要素と構成 
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3.2.2  ＥＣビジネスの構成とノウハウの活用場所 

企業活動におけるＥＣビジネスの構成を検討すると、下のように図示することができる。 

図 3 -8  ＥＣのビジネス構成とノウハウの場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、ＥＣビジネスの要素の中でノウハウが集中する販売・マーケティング・サービ

スのノウハウをより明確にするために、消費者との対応の流れである購買プロセス（ＡＩ

ＤＭＡ）を明確化し、その個々のプロセスに対応する代表的なノウハウを下図（図 3-9）の

ように整理した。 

図 3-9  購買プロセスでのノウハウ 
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3.2.3  購買プロセス上のＥＣノウハウの紹介 

本節では、前節で整理した販売プロセスに対応する具体的ノウハウ（図 3-9）を整理・紹

介する。 

 

3.2.3.1 広告のノウハウ 

利用者にサイトを訪問してもらうためのノウハウである。既存事業との連動、メール、

工夫されたバナー広告が代表的なノウハウとして挙げられる。 

表 3-6  広告のノウハウ 

※）塗りつぶしなしのノウハウは一般性の高いノウハウを表わす。（以下、共通） 

 

3.2.3.2 集客・囲い込みのノウハウ 

利用者をサイトに集め、利用してもらい、サイトのファンになってもらい、以降も継続

的に利用してもらうためのノウハウである。メールでの情報提供やファン化の推進、クー

ポンによるサイト利用の習慣化などが代表的なノウハウとして挙げられる。 

 

 

 

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
オンラインイベント ネット上で短期的にイベントを立上げ、話題

性を喚起して集客しその中でロゴやバナ－を
露出する。

短期集中露出によ
るサイトへの集中し
た集客

事例外（ｎｅｎｇ
ａ.co.jp）

サーチエンジン登録 サーチエンジンでの検索で検索されるよう
に、各種のサーチエンジンのシステムに登録
する。

サーチエンジン経
由での集客の増加

旅の窓口

リアルでの広告（例：シー
ルでネット誘導）

リアル商品のキャップ部分にシールを貼り、
そこに会員制のコーナーにアクセスするため
のパスワードを記入する。

リアルとｅの融合で
のＥＣへの集客の
増加

事例外（エアーサ
ロンパス・ネット）

テキスト広告（ターゲテイ
ングメール）

ユーザーの年令、居住地域、職業などを指
定してメールを配信する。ユーザーが希望し
たジャンルだけの情報配信ではない点がオ
プトインメールと決定的に異なる。

マス広告による集
客の増加

事例外

電子オリコミ広告 郵便番号の入力でスーパーなど地域性の高
いチラシ広告をネット上に検索表示する。

地域密着広告によ
る集客の増加

事例外（オリコミ
－オ）

アファリエイトプログラム ホームページオーナーがバナーを張りマー
チャントサイトへ誘導し、商品が売れたら成功
報酬を支払うプログラム。

他サイトからの集
客の増加

ベルメゾン

バナ－広告（ここでは、
応用例で、バナ－エクス
チェンジを紹介）

他社バナ－広告が一回露出される毎に見返
り（クレジット）として０．５回自社バナ－広告を
他社ホームページに露出する。

広告バーターによ
るコスト効果

事例外（CSJバナ
－エクスチェン
ジ）
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表 3-7  集客・囲い込みのノウハウ 

 

3.2.3.3 ショッピング・プロモーションのノウハウ 

ＥＣサイトで利用者に楽しくかつ快適にショッピングしてもらうためのノウハウである。

さまざまな検索機能やシュミレーション機能が代表的なノウハウとして挙げられる。 

表 3-8  ショッピング・プロモーションのノウハウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
複数でのショッピング機
能（サイトでの名称：ＳＨ
ＯＰ Ｗｉｔｈ A FRIEND）

同時に２人の人間が同じショッピング
カートを使った買い物できる。

ショッパーテイメントでの
顧客の定着率向上

事例外（ＬＡＮＤ
Ｓ’ＥＮＤ）

顧客専用ﾍﾟｰｼﾞ機能（サ
イトでの名称：「ＭＹ　ＡＳ
ＫＵＬ」）

定期配送の指定、予算管理、オリジナル
ロゴの登録、購買履歴のダウンロード等
カスタマイズ可能な顧客用ページを提供
する。

顧客専用画面での顧客
の定着度向上

ｱｽｸﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
ｼｮｯﾌﾟ

質問形式での商品推薦
機能（サイトでの名称：Ｍ
ｙ　Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｓｈｏｐｐｅｒ）

提示された２つの服装のどちらが好みが
を答えることにより、個人の好みに合わせ
た商品を推薦する。

質問形式での商品推薦
機能での顧客の購入率
向上

事例外（ＬＡＮＤ
Ｓ’ＥＮＤ）

シュミレーション機能（サ
イトでの名称：Ｍｙ　Ｖｉｒｔｕ
ａｌ　Ｍｏｄｅｌ）

顧客が体型、紙などを入力し３Ｄのモデ
ルをつかい似合うかどうか判断。また、似
合う服を推薦する。

シュミレーションによる商
品選択機能での顧客の
購入率向上

事例外（ＬＡＮＤ
Ｓ’ＥＮＤ）

ニーズ別検索機能（サイ
トでの名称：コト検索）

オフィス用品の必要なシーンに合わせた
検索機能。

利用ケース別検索機能
での顧客の購入率向上

ｱｽｸﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
ｼｮｯﾌﾟ

商品比較機能 キーワード、メーカー、価格、商品番号、
サイズで検索できる。

商品詳細情報による比
較検索機能での顧客の
購入率向上

事例外（ＩＱＶＣ）

価格比較機能 製品価格だけでなく、送料、在庫の有無
など比較できる。
（ＣｌｉｃｋＴｈｅＢｕｔｔｏｎ．Comのソフト）

商品付帯条件を含めた
比較検索機能での顧客
の購入率向上

事例外（ＣＮＥＴ）

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
オンラインクーポン（イン
センテイブ／ポイントシス
テム）

オンラインクーポンによる割引、購入や
利用・参加ごとにマイレージやポイントを
賦与する。マイレージやポイントは商品と
交換できる。

会員は３倍し、十数回
のキャンペーンで値引
後売上は概ね２０～３
０％増加

tsutaya

試供品サンプリング 試供品を企業から集め登録メンバー属
性により提供する。アンケートを回収し商
品開発に活用する。

よりターゲットを絞った
効果的サンプリング

事例外（でもこ
む）

リアルタイムリコメンデー
ション

顧客専用ページの表示、購買履歴の追
跡・分析データによる顧客に適した商品
やサービスの提供。

顧客の細かい希望へ
の対応による得意客確
保

ｱｽｸﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
ｼｮｯﾌﾟ

新着メールサービス 会員の希望する商品カタログのデータが
登録・更新された時点でその情報を配信
するサービス。

顧客の細かい希望へ
の対応による得意客確
保

インファ

オプトインメール ﾕｰｻﾞー が希望したジャンルの情報（広
告）のみを配信するメール媒体。

メールに対するアクショ
ン率１０％

tsutaya

リコメンドメール たとえば、お中元、お歳暮を購入してい
るﾕｰｻﾞーに対しては、時期到来に応じて
これまでﾕー ｻ゙ｰが購入してきたものと関
連する商品リストを準備し、アプローチし
ていく。

サイトアクセス数が15万
／日から３０万／日へ
急増の例、メール開封
率１５～１６％

Ｓｏｆｍａｐ
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3.2.3.4 コミュニケーションのノウハウ 

利用者とサイト事業者のコミュニケーションとサービス提供を通じて会員化していき、

友好関係を維持していくノウハウで、集客・囲い込みにも通ずる。会員サービスやコミュ

ニテイ、掲示板などを通じた会員間、サイトと会員間のコミュニケーション、メールマガ

ジンが代表的なノウハウとして挙げられる。 

表 3-9  コミュニケーションのノウハウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.3.5 購買サポートのノウハウ 

ＥＣサイト上での個人情報登録、決済など利用者がＥＣを利用する際、特に実際に商品

を購入する際に、サイト利用者が最も不安視する、または手間と感じる部分を補うノウハ

ウである。決済のトラブルに対する保証、注文時のワンクリック化などが代表的なノウハ

ウとして挙げられる。 

表 3 -10  購買サポートのノウハウ 

 

 

 

 

 

 

 

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
メールでのお知らせ機能
（サイトでの名称：ＴＥＬＬ－
ＡーＦＲＩＥＮＤ）

友人などにメールで商品情報を通知する。 メンバー間の交流による
顧客定着率の向上

事例外（Ｏｕｔｐｕ
ｔ.com）

メールマガジン 顧客の嗜好性や購買行動を把握し、顧
客にあった情報や広告を配信する。

顧客への情報提供を通
じて顧客のサイトへの定
着率の向上

tsutaya

会員交流掲示板 会員同士のネット上のコミュニテイを通じ
た情報交換と会話を通じてサイトへの帰
属度の向上を図る。

ネット上での会員同士の
交流を通じたファンの獲
得

インファ

会員サービス 利用ポイント蓄積、プレゼント企画、ポイ
ント加算率の設定、優先的予約受付等
会員向けサービスを提供する。

会員サービスを通じた会
員の定着率の向上

Ｓｏｆｍａｐ

コミュニケーションツール ブロードバンドにて売り手／買い手企業
のコミュニケーションツールを提供する。

取引先間の取引の効率
化推進によるサイト定着
度の向上

ﾌｰｽﾞｲﾝﾌｫﾏｰﾄ

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
１－Ｃｌｉｃｋ注文機能 予めクレジットカード番号などの個人情

報を登録しておくと、マウスを一度クリック
するだけで注文を完了する。

面倒な個人情報の入力
をシステム化し、ＥＣでの
買い物を手軽にする。

ＡＭＡＺＯＮ

カード悪用保証 カードが悪用された場合の保証をおこな
う。

カード決済の悪用保証
することで、ＥＣでのカー
ド決済の不安を排除す
る。

事例外（ＤＲＵＧ
ＳＴＯＲＥ.ＣＯＭ）
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3.2.3.6 顧客サポートのノウハウ 

ＥＣサイトでの商品・サービスを購入いただいた後、アフターケアなどさまざまな対応

を行い、利用者をファンとして維持していくためのノウハウである。特別な問合せ対応や

ONEtoONEの密着した対応などが代表的なノウハウとして挙げられる。 

表 3 -11  顧客サポートのノウハウ 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.3.7 その他、テクノロジーなどノウハウ 

ＥＣサイトの構築や運営でシステムの安全性を確保する基盤となるテクノロジーのノウ

ハウである。負荷分散やＡ（アプリケーション）toＡの対応でのＸＭＬなどが代表的なノウ

ハウとして挙げられる。 

表 3 -12  その他のノウハウ 

 

 

 

 

 

3.2.4  オークションサイトのＥＣノウハウの紹介 

本節では、特に、ＥＣとして特徴あるオークションサイトにおけるノウハウを検討し、

以下のようにまとめた。オークションサイトでは通常の販売や調達のサイトにマッチング

の機能が追加されており、そのマッチング機能にいくつかのノウハウを挙げることができ

る。オークションのノウハウはマーケットプレースのノウハウとしても適用できよう。 

 

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
オンライン注文配送状況
トラッキング

商品の配達経過を電子メールで詳細に
連絡する。

配送の詳細情報を提供
することで、ＥＣでの配送
の不安を排除

ＡＭＡＺＯＮ

専門家による対応サービ
ス

ｵﾍﾟﾚｰﾀ3000人のうち、60人は特別な質
問に答えるスペシャリテイショッパーを準
備する。

顧客への特別な質問対
応を通してファン化させ、
サイトへの定着率を向上

事例外（ＬＡＮＤ
Ｓ’ＥＮＤ）

１対１顧客対応サービス 顧客からの問い合わせに１対１で回答す
るサービス。

顧客とのＯＮＥtoＯＮＥ対
応の実現による顧客定着
率の向上

インファ

自動応答システム 顧客サービス電話の７０％以上を自動応
答システムで対応し効率化する。

顧客対応の省力化 事例外（Ｃｈａｒｌｓｓ
Ｃｈｗａｂ）

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
負荷分散機能 ＲＥＳＯＮＡＴＥのデイスパッチャーシステ

ム。（負荷分散システム）
システムの安全性確保 ｅＢＡＹ

アプリケーション連動機
能（ＸＭＬ）

顧客のバックエンドシステムの自社シス
テムへの統合開始。注文をＷＥＢで入力
しなくても、サーバ間で自動的に送信す
る。技術的にはＸＭＬを使用する。

テクノロジーを利用した
顧客の囲い込み、定着
率向上

事例外（ＤＥＬＬ）
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図 3-10  オークションのモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-13オークションのノウハウ 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.5  ＥＣを差別化するためのサービス 

さらに、今回のノウハウ分析を通じて抽出されたＥＣサイト上でのビジネスモデルの差

別化のためのサービスについて紹介したい。 

下記はＥＣノウハウとは次元を異にするが、ＥＣサイトを繁栄させる差別化のための

サービス・機能である。ビジネスモデルをよりよくするためは、上記のようにサービス・

機能を選択して導入を検討することが有効である。 

 

ＢtoＢ

購　買
物　流

購　買

ﾏｰｹﾃｲﾝｸﾞ

サービス

調達事業者

ＢtoＢ

販売事業者

出　荷
物　流

販　売

ﾏｰｹﾃｲﾝｸﾞ

サービス

オークション運営事業者

会　計会　計

コミュニテイ

参加者の管理

販売×購買
マッチング

商　談

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
リアルタイムモニタ機能
（サイトでの名称：Ａｕｃｔｉｏ
ｎＷａｔｃｈ）

同じスクリーンでリアルタイムの落札状況
がモニタでき、入札できる。

オークションのエンター
テイメント性向上による参
加者の定着化

事例外（Ｅｇｇｈｅａ
ｄ）

メール連絡機能（サイトで
の名称：ＡｕｔｏＭａｒｋｄｏｗ
ｎＬｉｓｔ）

価格が落ちる度、価格が一定のレベル
に達したとき　などメールで通知が受けら
れる。

オークションのエンター
テイメント性向上による参
加者の定着化

事例外（ＪＣＰｅｎｎ
ｅｙ）

自動入札機能（サイトで
の名称：Ｂｉｄｍａｋｅｒ）

最高値を設定しておくと自動入札を繰り
返す。

オークションのエンター
テイメント性向上による参
加者の定着化

事例外（Ｅｇｇｈｅａ
ｄ）

取引支援サービス（サイト
での名称：ＳａｆｅＨａｒｂｏｒ
プログラム）

円滑な取引を推進するために、取引ガイ
ドライン、ユーザー間争議解決のアドバ
イスを提供する。

オークションの品質維持
によるサイトの信頼性向
上

ｅＢＡＹ
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表 3-14差別化のための提供サービス・機能 

 

3.2.6  今後の課題 

本章では、ＥＣノウハウをＢtoＢ、ＢtoＣを問わず、販売、サービス、マーケテイングの

要素を中心に整理してきた。最後に、ＥＣノウハウの実際の活用方法とＥＣノウハウの調

査研究についての今後の課題についてあげておきたい。 

 

事業者がＥＣノウハウの適用を検討する際には、それぞれの要素における問題点に合わ

せて適用を検討することがふさわしい。 

利用者がサイトに集まらない場合には、アファリエートプログラムやリアルの営業・販

促活動との連動など広告のノウハウの適用を検討してみてはどうだろうか。また、利用者

をサイトで継続的に維持できない場合、オプトインメールやオンラインクーポンなど集

客・囲い込みのノウハウの適用を検討してみてはどうだろうか。そして、利用者がサイト

に訪問しているにも関わらず購買につながらない場合、各種の検索機能の充実やショッ

パーテイメントの導入など、ショッピング・プロモーションのノウハウの適用を検討して

一般的ノウハウ・名称 概要 効果 サイト一例
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ製作・運用
サービス（会員向）

「Ｔｒａｐａｃｋトラパック」のサービスで会員か
らの依頼より会員毎のホームページを作
成する。

会員向けのホームペー
ジﾞ作成サービス

トラボックス

ビジネス支援サービス（サ
イトでのサービス例：海外
商品調達に必要なサービ
ス提供）

サンプル入手申込サービス、輸入経費試
算サービス、貨物保険料試算サービス、
経路検索サービス、カタログ手配代行、
顧客からの依頼によるアライアンス先の紹
介等特別サービスを提供する。

会員向けのビジネスサ
ポートサービス

インファ

ＡＳＰサービス 求荷、求車システムのレンタル提供。(今
後、運行管理、ＧＰＳを用いた位置情報管
理等　機能追加も検討）

（会員向け）業務ビジネス
システムのＡＳＰサービス

トラボックス

イベントプランニング 結婚式の場合、結婚関連ホームﾍﾟｰｼﾞ作
成、写真搭載などイベントのプランニン
グ、予算、業者管理、検索やギフト登録な
どを提供する。

特定ニーズに対するワン
ストップサービス

事例外（ＪＣＰｅｎｎ
ｅｙ）

サイト内電子モール 「トラ商店街」（自動車部品等の運送業関
連資材を販売）とのモールをサイト内に構
築し、利用者のニーズに対応する。

会員向けのワンストップ
サービス

トラボックス

広告反応モニターシステ
ム

広告主がインターネットベースマーケテイ
ングプログラムの効果をトラッキングおよ
びテストできる。

広告効果測定機能による
広告の効果向上を支援

事例外（ＣＮＥＴ）

限定受注生産サイト 消費者が欲しい商品とそれを作ってくれ
る相手（企業）をマッチングさせる。

消費者起点の商品開
発。市場開拓につなが
る。

事例外（たのみこ
む）

アトリエネット 自分のデザインの時計を作ることができ、
そのデザイン時計が売れるとデザイナー
としてデザイン料が入る。

より強い顧客リレーション
構築

事例外（シチズ
ン・時計工房・マ
イクリエーション）
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みてはどうだろうか。このように、各プロセスまたは機能に応じたＥＣノウハウの選択的

適用が効果的である。 

最後に、今回のＥＣノウハウの調査研究の課題を挙げておきたい。ＥＣはビジネス要素

の中で販売、マーケテイング、サービスのチャネルとして活用されるケースが多い。その

ため、今回のＥＣノウハウ抽出において、物流、管理などのＥＣノウハウは抽出できてい

ない。物流、管理などのチャネルでのＥＣノウハウは、次回以降の調査研究に向けたテー

マとしたい。 
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3.3 ＥＣサイトにおける経年変化の分析 

 

3.3.1  経年変化の概観 

本章では、国内ＥＣサイト事業調査の対象となったＢtoＣサイト事業者について、1999

年、2000年、2001 年の経年変化を分析する。国内サイト調査では、成功、未成功合わせて、

1999年 262サイト、2000年 249サイト、2001年 447 サイトの情報がアンケート調査など

により回収されている。これらサイトについて３年間の変化をみていく。なお、Ｂ toＢサイ

ト事業者については、本年度よりの調査のため、次年度以降の分析に期待したい。 

1999年と 2000 年の比較では、全体的に、零細サイトの減少、売上・収益の縮小、廃業

サイトの増加などの分析がされていた。傾向としては、景気低迷が続く 2001年も同様であ

るが、ＥＣ専任要員数の減少、売上減少にも関わらず、収益増加といった点が新たな傾向

として見てとることができる。多少の主観を交えていえば、景気低迷下にも関わらす、経

費圧縮・運営内容の見直しなどを通じ、着実に収益をあげる事業者が定着してきたともい

える。また、黒字を増加させる企業と赤字を増大させる企業の二極分化が進んでいること

が、法人損益状況からうかがい知ることができる。 

 

表 3-15  1999 年経年変化の概略比較 

 2001 年の分析 
（2001 年と 2000 年の比較） 

2000 年の分析 
(1999 年と 2000 年の比較) 

法人個人比率 法人割合減少(1999 レベル) 法人割合増加 
ＥＣ要員 減少 増加 
運営者男女比 変化なし 変化なし 
取扱商品 食料品復活、美容健康の増加 低価格商品減少 
売上高 減少傾向 減少傾向 
損益状況 好転 悪化 

 



94 

表 3 -16 法人損益状況 

1999年 2000年 2001年 2002年見通し
大幅黒字 11.3% 7.8% 11.6% 16.9%
やや黒字 27.4% 17.2% 21.9% 32.2%
とんとん 21.8% 20.0% 18.9% 19.3%
やや赤字 10.3% 19.4% 13.6% 9.3%
大幅赤字 15.1% 12.8% 15.0% 4.7%
不明 5.6% 6.1% 8.0% 6.0%
無回答 8.6% 16.7% 11.0% 11.6%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  

注）調査対象サイトに占める各カテゴリーの比率（以下同じ） 

 

3.3.2  運営事業者の変化 

 

3.3.2.1 法人・個人比率 

３年間の法人・個人比率の変化をみると、大企業の参入がみられた2000年に比べて、2001

年に入ると、法人の割合が減少していることが分かる。不景気で参入者が少なかった、あ

るいは撤退が多かったなどの理由が考えられる。 

図 3-11  サイト運営者、法人・個人比率 

 

 

67.3%

73.5%

66.1%

32.7%

26.5%
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95 

3.3.2.2 ＥＣ要員 

以下では、ＥＣ要員数と、個人サイトの運営者の男女構成比から、ＥＣサイトがどのよ

うな人員で運営されているのかを明らかにする。 

 

(1) ＥＣ専任者要員数 

2000年度同様、無回答が多いために単純比較は難しい。しかし、傾向としては、専

任要員が１人又は２人というサイトが増えている。2000年度は２人～５人のサイトが

増加し、要員割り当てが増えたと分析されていたのとは対象的である。原因としては、

①個人サイトが増えた、②アウトソースの普及、③効率的な管理ツールの導入、など

が考えられる。収益環境が厳しい中、より少ない要員でＥＣサイトを運営していこう

としているように読みとることもできる。 

表 3-17 ＥＣ専任要員数 

 ２００１年 ２０００年 １９９９年 
   除 無回答   除 無回答   除 無回答 
1人 26.2% 64.3% 37.4% 52.0% 53.3% 56.5% 
2人 10.3% 25.3% 17.9% 24.9% 20.3% 21.5% 
3人 1.6% 3.8% 6.1% 8.5% 7.3% 7.7% 
4人 1.1% 2.7% 2.8% 4.0% 3.8% 4.1% 
5人 0.2% 0.5% 2.4% 3.4% 3.8% 4.1% 
6人 0.7% 1.6% 0.4% 0.6% 0.4% 0.4% 
7人 0.0% 0.0% 1.2% 1.7% 1.1% 1.2% 
8人 0.0% 0.0% 0.4% 0.6% 0.4% 0.4% 
9人 0.0% 0.0% 0.4% 0.6% 0.0% 0.0% 
10 人以上 0.7% 1.6% 2.8% 4.0% 3.8% 4.1% 
無回答 59.3% - 28.0% - 5.7% - 
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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8人
9人
10人以上

図 3 -12  ＥＣ専任要員数(無回答除く) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 個人運営サイト・運営者男女比 

ほぼ 2000年同様の値がでており、変化は見られなかった。 

表 3-18  個人運営サイト・運営者男女比 

  2001年 2000 年 1999年 
男性 84.9% 84.8% 72.4%
女性 11.6% 13.6% 14.9%
無回答 3.4% 1.5% 12.6%

 

図 3-13  個人運営サイト・運営者男女比 
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男性

女性

無回答
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3.3.3  取扱商品・サービスの変化 

 

3.3.3.1 取扱商品・サービス 

国内のＥＣサイトが扱う商品・サービスを複数回答により調査した結果を３年分比較す

ることで、変化の傾向を分析する。ここでは、2000年の分析と同様、経営規模などに応じ

て異なる商品構成をより鮮明にするため、法人サイトと個人サイトを個別に分析する。 

この３年間のサイト取扱商品の推移をみると、1999 年から 2000 年にかけて減少した食

料品を扱うサイトが、2001年には再び増加していることがわかる。 

 

(1) 法人サイトの取扱商品・サービス 

３年間続けて取り扱いサイトが増加しているのは、美容健康だけであり、コンピュー

タ関連、文具、航空鉄道、モールは減少を続けている。航空鉄道チケットやモールに

ついては、大規模サイトへ集約されて行ったものと予想される。 

図 3-14  法人サイト取扱商品・サービス 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

衣料品
生活雑貨

服飾・貴金属

家電

趣味

コンピュータのハード

ソフト

美術品・工芸品

音楽CD

美容健康
花

本雑誌

文具

食料品

航空鉄道

コンサートチケット

通信教育

情報サービス

コンテンツ

自動車

不動産住宅

金融商品
モール

その他

99年法人
00年法人
01年法人
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(2) 個人サイトの取扱商品・サービス 

取扱うサイト数が３年連続で増加しているのは、本雑誌、モールだけである。一方、

減少を続けているのは、生活雑貨、趣味、コンピュータソフト、情報サービスなどで

ある。法人で伸びていた、美容健康に関しては、これといった傾向はなく、食料品を

扱うサイトが 2001 年に入り急激に増加していることが分かる。 

図 3-15  個人サイト取扱商品・サービス 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

衣料品

生活雑貨

服飾・貴金属

家電

趣味

コンピュータのハード

ソフト

美術品・工芸品

音楽CD

美容健康

花

本雑誌

文具

食料品

航空鉄道

コンサートチケット

通信教育

情報サービス

コンテンツ

自動車

不動産住宅

金融商品

モール

その他

99年個人
00年個人
01年個人

 

 

3.3.4  経営状態の変化 

 

3.3.4.1 売上高 

ここでは、売上高の変化を分析することで、ＥＣサイトにおける実際の取引規模の変化

を見ていくこととする。 

今回の分析では、前年大幅に増加した無回答は、前々年の割合程度に減少した。よって

今回は、無回答を除いた売上高の割合のみの分析を追加した。 
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(1) 法人ＥＣ売上金額（月商） 

法人のＥＣ売上規模は、景気低迷の影響もあり、全体的に低下傾向が継続している。

各分類毎に細かく割合変化を分析すると、500 万円以上の大規模に売上げるサイトの

比率が低下し、売上減少が激しいことが予測される。 

表 3-19  法人ＥＣ売上金額（月商） 

1999年 2000年 2001年
1万円未満 0.8% 1.7% 3.3%
1万～5万円未満 5.1% 7.8% 10.3%
5万～10万円未満 5.0% 3.9% 5.6%
10万～50万円未満 23.1% 15.6% 22.6%
50万～100万円未満 10.9% 10.0% 11.6%
100万～500万円未満 26.2% 16.1% 21.6%
500万～1000万円未満 6.3% 5.6% 3.3%
1000万～5000万円未満 6.7% 6.7% 6.0%
5000万～1億円未満 0.6% 1.1% 0.7%
1億円以上 1.1% 4.4% 1.7%
無回答 14.1% 27.2% 13.3%
合計 100.0% 100.0% 100.0%  

図 3-16  法人ＥＣ売上金額（月商） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1999年

2000年

2001年

1万円未満
1万～5万円未満
5万～10万円未満
10万～50万円未満
50万～100万円未満
100万～500万円未満
500万～1000万円未満
1000万～5000万円未満
5000万～1億円未満
1億円以上
無回答

 



100 

図 3 -17  法人ＥＣ売上金額（月商）（無回答除く） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1999年

2000年

2001年
1万円未満
1万～5万円未満
5万～10万円未満
10万～50万円未満
50万～100万円未満
100万～500万円未満
500万～1000万円未満
1000万～5000万円未満
5000万～1億円未満
1億円以上

 

(2) 個人ＥＣ売上金額（月商） 

法人サイトと同様に個人サイトにおいても、売上規模は全体的に低下傾向が継続し

ている。各分類毎に細かく割合変化を分析すると、売上 500万円以上のサイトが若干

であるが増加傾向にあり、法人と比べて成功と失敗の二極化が進む傾向にある。 

表 3-20  個人ＥＣ売上金額（月商） 

1999年 2000年 2001年
1万円未満 1.1% 1.5% 3.4%
1万～5万円未満 9.5% 4.5% 17.8%
5万～10万円未満 10.8% 7.5% 12.3%
10万～50万円未満 28.3% 22.4% 31.5%
50万～100万円未満 19.9% 13.4% 9.6%
100万～500万円未満 16.4% 19.4% 12.3%
500万円以上 1.3% 0.0% 1.4%
無回答 12.8% 31.3% 11.6%
合計 100.0% 100.0% 100.0%  
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図 3-18  個人ＥＣ売上金額（月商） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1999年

2000年

2001年 1万円未満
1万～5万円未満
5万～10万円未満
10万～50万円未満
50万～100万円未満
100万～500万円未満
500万円以上

 

図 3 -19  個人ＥＣ売上金額（月商）（無回答除く） 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1999年

2000年

2001年

2002年見通し 大幅黒字
やや黒字
とんとん

やや赤字
大幅赤字
不明
無回答

 

3.3.4.2 損益状況 

景気低迷の下で、設備投資や経費の圧縮の効果からか、売上の悪化と比べて損益は法人・個

人ともに好転している。但し、売上規模は縮小しているので、好転の絶対額はさほど良いとは言え

ないことも付記しておく。 

 

(1) 法人損益状況 

法人サイトでは、赤字と黒字の二極化が大きく進んでいる。運営内容の見直しが図

られているのは確かであるが、それが取扱商品の絞り込み等の運営戦略による効果な

のか、人件費や設備投資削減等の運営戦術による効果なのかについては、引き続き観

察が必要と思われる。2002年の見通しでは、全体的な底上げを期待しているように見

えるが、単なる期待感と確信の差が生じてくるのか、次年度の分析に委ねたい。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1999年

2000年

2001年

2002年見通し

大幅黒字
やや黒字
とんとん
やや赤字
大幅赤字

表 3-21  法人損益状況  

 

図 3-20  法人損益状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 -21  法人損益状況（無回答、不明除く） 

 

 

1999年 2000年 2001年 2002年見通し
大幅黒字 11.3% 7.8% 11.6% 16.9%
やや黒字 27.4% 17.2% 21.9% 32.2%
とんとん 21.8% 20.0% 18.9% 19.3%
やや赤字 10.3% 19.4% 13.6% 9.3%
大幅赤字 15.1% 12.8% 15.0% 4.7%
不明 5.6% 6.1% 8.0% 6.0%
無回答 8.6% 16.7% 11.0% 11.6%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1999年

2000年

2001年

2002年見通し 大幅黒字
やや黒字
とんとん
やや赤字
大幅赤字
不明
無回答
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(2) 個人損益状況 

個人サイトでは、赤字であるサイトが極端に減少したことにより、全体の底上げが

されている。これは、個人サイト向けの低価格なモールやツールの整備により、運営

の効率化は法人に比べると行いやすかったことが理由にあげられると思われる。しか

し、一方で全てのサイトが全体的に改善されたと言うよりは、むしろショップとして

の IT 技術以外でのノウハウ的な本質が見極められつつあり、失敗サイトが閉鎖されて

いることによるとも考えられる。全体の底上げもあり、2002年の見通しでは、法人に

比べて全体的に強気の見通しを持っている。 

表 3-22   個人損益状況 

図 3-22  個人損益状況 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1999年

2000年

2001年

2002年見通し 大幅黒字
やや黒字
とんとん
やや赤字
大幅赤字
不明
無回答

 

1999年 2000年 2001年 2002年見通し
大幅黒字 16.3% 9.0% 7.5% 12.3%
やや黒字 36.5% 22.4% 34.2% 41.8%
とんとん 15.1% 23.9% 17.8% 18.5%
やや赤字 14.4% 10.4% 16.4% 6.8%
大幅赤字 8.4% 13.4% 4.8% 1.4%
不明 1.0% 7.5% 8.9% 7.5%
無回答 8.3% 13.4% 10.3% 11.6%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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図 3 -23  個人損益状況（無回答、不明除く） 
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3.4 ＢtoＣ・ＥＣ事業者の傾向と成功要因 

 

3.4.1  ＢtoＣ・ＥＣの事業傾向 

以下では、ＢtoＣ・ＥＣ事業者 447 サイトから主要８業種を抽出し、「事業展開形態」

「ビジネスモデル」「ＥＣ損益状況（過去１年）」について、クロス分析により各業種の

事業の特徴と傾向を考察する。 

 

なお、図表の業種表記は以下のように略記する。また、全体 447 サンプル中、８業種よ

り抽出されたサンプル数は 242 サイトであり、以後の分析標本の母数は 242である。 

表 3-23  業種の省略表 

業種項目 内容 
1.情報ｻｰﾋﾞｽ  情報ｻｰﾋﾞｽ(電子ﾓｰﾙ/ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ運営含む)  
2.その他ｻｰﾋﾞｽ その他ｻｰﾋﾞｽ 
3.卸売業 卸売業 
4.その他小売業 その他小売業(医薬品,書籍,文具,玩具等) 
5.各種商品小売 各種商品小売(百貨店等) 
6.食品製造業 食品製造業 
7.衣服系小売業 繊維・衣服・服飾雑貨小売業 
8.食料品小売業 飲・食料品小売業 

 

3.4.1.1 業種による事業展開形態の傾向 

殆どの業種において、「リアル店舗と兼業」という形態を取っている。しかし医薬

品、書籍、文具、玩具等のその他小売業では、「インターネット専業」が 50%を超え

ている。小物であり在庫がかさばらないものに関しては、専業として参入しやすいも

のと考えられる。 
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図 3 -24  業種×事業展開形態のクロス集計 

 

3.4.1.2 業種によるビジネスモデルの傾向 

殆どの業種において、ビジネスモデルとしては「商品・サービス販売」型が圧倒的

に多い。異なっているのは卸売業、その他小売業である。卸売業では「商品・サービ

ス販売」と同程度に「仲介サービス」が多い。これは業種の性格によるものと考えら

れる。その他小売業では、「複数モデル」が一番多い。これは、基本としてのモデル

は「商品・サービス販売」ではあるものの、「情報提供」や「仲介サービス」の付加

価値を付け、集客を図っていると考えられる。 

図 3-25  業種×ビジネスモデルのクロス集計 

 

 

 1.情報ｻｰﾋﾞｽ
2.その他ｻｰﾋﾞｽ
3.卸売業

4.その他小売業
5.各種商品小売
6.食品製造業
7.衣服系小売業
8.食料品小売業
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商品・サービス販売
無料型情報提供(利用者に対して無料)
無料型仲介サービス(販売事業者が手数料等を負担)
有料型情報提供(利用者に対して有料)
有料型仲介サービス(購入者が手数料等を負担)
予約型仲介サービス(旅行の予約代行等)
その他
複数モデル

n=242

1.情報ｻｰﾋﾞｽ
2.その他ｻｰﾋﾞｽ
3.卸売業

4.その他小売業
5.各種商品小売
6.食品製造業
7.衣服系小売業
8.食料品小売業

0 10 20 30 40 50 60

インターネット専業

リアル店舗等と兼業

その他

n=242
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3.4.1.3 業種によるＥＣ損益状況（過去１年）の傾向 

殆どの業種で「とんとん」か「赤字」であり、「黒字」のサイトが多い業種は情報

サービスと衣料系小売業だけである。情報サービスでは、汎用プログラムを利用する

事により投資が安く済むため、「黒字」になりやすいと考えられる。衣料系小売業は、

品物自体の下代が低く、専門店でのコストの大半が人件費、テナント費で占めており、

そのコストのかからないＥＣサイトでは、利益を取りやすいと考えられる。 

図 3 -26  業種×ＥＣ損益状況（過去１年）のクロス集計 

 

3.4.2  ＢtoＣ・ＥＣの成功要因 

本節では、国内で実施した「ＥＣサイト事業者調査」に基づき、キーワード分析による

成功要因の抽出・分析と各種収集データに基づく差別化要因・特徴の検討を行う。 

 

3.4.2.1 成功サイトの成功要因分析 

成功要因としては、「わかりやすい商品・サービスの説明」がトップにあがり、続いて

「素早い顧客対応」「品揃え／サービスメニューの豊富さ」「高頻度な更新」「閲覧・操

作の利便性」「商品／サービスのユニークさ」が１／３以上のサイトからあがっている。

2001年度調査では、成功要因の１位が昨年の「品揃えの豊富さ」から「わかりやすい商品・

サービスの説明」に変わった。これは、より顧客の視点に近づいた見方がされているとい

えよう。また、「品揃えの豊富さ」が大きく順位を下げたことは、成功サイトのほとんど

が品揃えを充実させ、“新規顧客の獲得”から“固定客／リピート客の確保・定着”へと

目標がシフトしていると考えられる。 

 

 
1.情報ｻｰﾋﾞｽ 
2.その他ｻｰﾋﾞｽ 
3.卸売業 

4.その他小売業 
5.各種商品小売 
6.食品製造業 
7.衣服系小売業 
8.食料品小売業 

0 10 20 30 40 50 

大幅黒字 
やや黒字 
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大幅赤字 
不明 
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図 3 -27  成功要因キーワードのランキング 

 

(1) わかりやすい商品・サービスの説明 

成功要因としてもっとも多かったのが「わかりやすい商品・サービスの説明」であ

り全体の 62%を占めている。これは既存店舗での商品説明／接客にあたり、各サイト

は顧客指向の買い物のしやすさを追求するようになってきたことを示している。売上

高の大きいサイトよりも小さいサイトの方がこの項目を挙げてきており、自らのサイ

トの商品をいかにアピールするかに力を入れているかがわかる。小売業でも、豊富な

商品は用意するが接客はしないといった業態が経営悪化していることからも、同様な

ことがわかる。 

 

(2) 素早い顧客対応 

昨年の成功要因と同様２番目にあがってきており、「素早い顧客対応」に重きを置

 成功要因（主なもの５つ選択） 
  ＜成功１００サイト＞ 

10 20 30 40 50 60 70 (件) 
わかりやすい商品・サービス説明 

素早い顧客対応 
品揃え／サービスメニューの豊富さ 

高頻度な更新 
噂覧・操作の利便性 

商品／サービスのユニークさ 
魅力あるページデザイン 
簡便で安全な決済 

低価格 
早期参入 
ブランド力 

ターゲットの明確化 
顧客ニーズの取入れ 
リアル店舗との連携 
関連情報の提供 
アフターサービス 
低コスト 

ヘルプ・サポート 
顧客情報の蓄積・活用 
高いセキュリティ機能}
｠ ・A 特典付与 
返品の受付 

モバイルECへの対応 
他サイト等との連携 
適切な広告戦略 
他社との提携 

ネット限定サービス 
社内の組織改革 
自社流通網の活用 

技術力 
外注／アウトソ[シングの利用 

その他 

n=554 
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くサイトは多い。注文後の納期連絡のフォロー・納期の遵守・返品対応等を、素早く、

適正に行うことが顧客満足度を向上させ、固定客化につながる。話題性の短期ビジネ

スでなく、長期のビジネスを目指す場合には、必要不可欠のものであると考えられる。  

 

(3) 品揃え／サービスメニューの豊富さ 

昨年の成功要因から順位は下げたものの、昨年同様 40%以上占めており、重要な要

素であることに変わりはない。いろいろなサイトを回り一つ一つ探しまわり注文する

より、ここに行けば必ず手に入るという、認知度の高い品揃えの豊富なサイトがあれ

ば、ＥＣ消費者に利便性を提供して集客につながる。集客力が上がることで、売上も

上がる。成功 100サイトの売上上位サイトを中心にこの項目が挙がっている点を見て

も、「品揃えの豊富さ」が重要な成功要因の一つであることがわかる。 

 

(4) 高頻度な更新 

昨年の成功要因では上位にランクされていないが、今年度調査では上位に上がって

きた。リピート客も更新がないと必要なときにしかアクセスしない。常に更新されて

いれば、アクセスの度に新しい発見ができるので自然とアクセス頻度も上がり、売上

も上がると考えられる。 

 

(5) 閲覧・操作の利便性 

昨年の成功要因では下位にランクされていたが、今年は上位にランクされている。

インターネットが広く浸透してきたことにより、集客への注力から実際の購入への誘

導（「コンバージョン」）への注力へと、事業者の成功要因がシフトしてきたことが

推察される。また、ＥＣ利用者の側でも、利用頻度の高まりで、例えば、買い物時に

同じ登録内容を毎回入力しなければならないという不便さに気づいてきたものと考え

られる。 

 

(6) 商品／サービスのユニークさ 

昨年の成功要因と同様に上位にランクされており、重要な要因と考えられる。今年

はこの要因を挙げたサイトは、全体的に分散しており、売上高によらず必要要素とさ

れている面が伺われる。これは、売上上位のサイトでは、リピート客を飽きさせない
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要素となり、売上の低いサイトではユニークさにより集客を目指している要素になる

と考えられる。 

 

(7) その他 

昨年の成功要因で上位にランクされていた「低価格」「ブランド力」が大幅に順位

を下げている。「低価格」においては、価格比較サイトもあり自分のサイトの商品価

格がどこに位置付けられているか明確であり、値付けも大差ない状況である。事業者

の側では、「低価格」という初期の競争条件から脱皮し、他の差別化要因へと競争条

件が変化したこと、また、顧客の側では、「品揃え」や「商品のユニークさ」といっ

た「価格」を超えた付加価値に目が向いてきたものと考えられる。「ブランド力」は

初期の集客要因として有力であったが、競争条件の変化に伴い、重要ではあるが必要

条件ではなく、現在は、商品を中心とした集客が重要となっていると考えられる。 

 

3.4.2.2 セグメント別成功要因分析 

以下では、成功 100サイトをセグメント化し、セグメント別成功要因について考察する。  

 

(1) 個人・法人別 

成功要因として「個人」「法人」すべてにおいて「わかりやすい商品説明」が第１

位に挙げられている点が共通している。第２位以降の成功要因を見てみると「個人」

では、ページに惹きつけようとする「魅力あるページデザイン」が挙がっている。「法

人」では売上拡大を目指した「品揃え・サービスメニューの豊富さ」が挙がっている。 
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図 3-28  個人・法人別の成功要因 

 

(2) 購買率上位サイト 

図 3 -29  購買率上位サイトの成功要因 

購買率が 10％以上のサイトについて

の成功要因では「わかりやすい商品説

明」が圧倒的に多い。商品に対する訴

求力の高いサイトで購買率が上がると

考えられる。 

 

 

(3) ＥＣ損益上位サイト 

図 3-30  ＥＣ損益上位サイトの成功要因  

月間のＥＣ損益が 100 万円以上のサイトについ

ての成功要因では、「わかりやすい商品説明」・「素

早い顧客対応」が挙げられており、訪問者への対応

が損益に出ていると考えられる。 
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(4) ウェブ成約率上位サイト 

図 3-31  ウェブ成約率上位サイトの成功要因 

ウェブのみで完結した成約の割合が 50%

以上のサイトについての成功要因では、「わ

かりやすい商品説明」・「素早い顧客対応」

が挙げられている。 

 

 

 

 

3.4.2.3 要素別成功要因分析 

以下では、成功 100サイトから主要な７つの成功要因について、「業種」「事業展開形

態」「ビジネスモデル」「ＥＣ損益状況（過去１年）」「サイトの開始時期」のそれぞれ

について、その特徴と傾向を考察する。 

 

(1) 業種による成功要因分析 

業種による成功要因をみると、情報サービス業では「閲覧・操作性の利便性」が重

要な要素となっており、業種による特殊性が表れている。卸売業と衣料系小売業では

「わかりやすい商品説明」の割合が非常に低い。これは卸売業では商品は既知のもの

であり、商品説明は、重要な要素ではない可能性がある。また、衣料系小売業では、

説明よりも見た目が重要であるという傾向が考えられる。 

図 3 -32  成功要因×業種のクロス集計 
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(2) 事業展開形態による成功要因分析 

事業展開形態での成功要因をみると、インターネット専業とリアル店舗と兼業では、

両方とも「わかりやすい商品説明」が重要な要素となっている。リアル店舗と兼業で

は「素早い顧客対応」が重要な要素となっているが、インターネット専業では重要な

要素になっていない。これは、顧客の顔が見えている方が、より「素早い顧客対応」

が重要と考える意識が高いと考えられる。 

図 3 -33  成功要因×事業展開形態のクロス集計 

 

(3) ビジネスモデルによる成功要因分析 

ビジネスモデルごとの成功要因では、「無料型情報提供」「無料型仲介」「有料型

情報提供」「有料型仲介」では母集団が少ない為、「商品・サービス販売」「予約型

仲介」「複数モデル」について考察する。「予約型仲介」では、他社が持っている商

品の土俵で勝負している為、「商品のユニークさ」が要素になっていない。最も重要

な要素が「素早い顧客対応」になっているのは、「予約」＝「素早い回答」であるこ

とがわかる。「複数モデル」が「商品・サービス販売」に近い構成になっているのは、

「商品・サービス販売」を基本モデルとし、他のモデルも加わっているパターンが多

い為であると考えられる。 

図 3 -34  成功要因×ビジネスモデルのクロス集計 

 

 

インターネット専業 n=44

リアル店舗等と兼業 n=143
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注：その他とはカタログ通販と兼業、卸と兼業、工場と兼業、デザイン等を示す
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(4) ＥＣ損益状況（過去１年）による成功要因分析 

ＥＣ損益状況によるカテゴリー別成功要因をみると、大幅赤字のサイトでは「高頻

度な更新」「魅力あるページデザイン」が成功の要因に入っていない。これが「赤字」

と「黒字」の分岐になる要素とも考えられる。 

図 3-35  成功要因×ＥＣ損益状況（過去１年）のクロス集計 

 

(5) サイトの開始時期による成功要因分析 

サイト開始時期による成功要因をみると、顕著に現れているのが「高頻度な更新」

と「閲覧・操作の利便性」である。古くからあるサイトほど「高頻度な更新」を重要

視しており、新しく立ち上がったサイトほど「閲覧・操作の利便性」を重要視してい

る。このことは「高頻度な更新」はリピート客を中心とした考え方であり、かなりの

体力と工夫が必要なため、長い間の努力が必要であることが考えられる。「閲覧・操

作の利便性」は、最初に来た客にサイトの中身を知ってもらうことを目的としており、

新しく立ち上がったサイトほど必要な要件と考えられる。 

図 3-36  成功要因×サイトの開始時期のクロス集計 
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3.4.2.4 投資金額別の収益状況 

以下では、さらに細目にわたる分析として、投資金額別の収益状況を分析する。 

投資金額別に全体 447サイト、成功 100サイト毎に過去１年の収益の黒字／赤字に分類

して集計した。この表から、成功 100 サイトでは、初期投資コストにかかわらず黒字サイ

トは、赤字サイトの約２倍存在している。 

全体 447サイトでは、「黒字」サイトが多いのは初期投資コストが「20万円未満」の場

合だけである。このことから投資コストをできるだけ押さえサイトを立ち上げることによ

り、黒字化しやすいと言える。 

表 3-24  投資金額別収益状況 

黒字計 赤字計 黒字計 赤字計
20万円未満 83 66 16 8
100万円未満 59 80 20 11
1000万円未満 10 34 13 6
1億円未満 4 15 8 5
1億円以上 1 3 1 1

初期投資コスト 全体447サイト 成功100サイト

 

注）収益が「とんとん」のサイトは赤字に分類した 

 

3.4.3  成功要因と今後の課題 

 

3.4.3.1 成功要因の新しい特徴 

前節の分析から成功要因は、昨年度と今年度では大きな差があることが分かる。昨年度

は、成功要因として「品揃えの豊富さ」や「商品／サービスのユニークさ」など、商品に

着目した項目が上位を占めていた。今年度は、「わかりやすい商品・サービス説明」や「素

早い顧客対応」などサービスに着目した項目が上位を占めている。また、「高頻度な更新」

や「閲覧・操作の利便性」など、ＥＣサイトを利用者が離れていかないための気遣いなど

が次の３位４位となっている。 

そこから、Ｂ toＣが成熟期を迎え、各ＥＣサイトがどこも基本的な要件をすでに備えてお

り、サービス面、利用者が離れていかない気遣いが成功のキーとなってきたことが伺える。  
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3.5 ＢtoＢ・ＥＣ事業者の傾向と成功要因 

 

3.5.1  ＢtoＢ・ＥＣの事業傾向 

今年度の「ＥＣ事業者実態調査」では、はじめてＢtoＢに関する本格的調査を行った。本

節では、調査サイトの多くを占める、販売系またはマーケットプレース系のＢtoＢサイト事

業者について考察する。注3 

アンケート結果から事業者の業種を調べると、電機系の事業者ばかりでなく、紙や鋼材

などの素材系、食料品、工具備品系、さらに物流系など多様な業種に広がっていることが

わかる。業種の性格という点で分析すると、ＢtoＢ・ＥＣの活用は、旧来の EDI利用を含

む部品という特殊仕様を含みやすい製品から、素材や備品などの汎用性の強い製品の売買

を中心とする事業者に広がってきている。汎用的な製品の方がインターネットによる取引

／情報交換に適しているためであろう。また、オープンなサイトでの取引では、間接材取

引が主体になりつつあることも示している。この理由は直接材の場合、安定供給、固有仕

様などの理由からクローズドな取引となりやすく、むしろバイヤー主導型のプライベート

購買サイトに吸収されてしまうためと考えられる。ただ間接材の販売サイトという点では、

個別事業者事例にみられるアスクル社のように、ＢtoＥさらには顧客購買部門の一種のアウ

トソーシングを行っている事業者も出現してきている。これは購買サイトまたはマーケッ

トプレースの代替という見方が可能であり、事例として成功していることが明らかなため、

今後注目していくべきである。 

 

3.5.1.1 ＢtoＢ事業者の成功傾向 

本節ではＢtoＢサイトの現在の成功状況を考察する。直接の目的である、サイトに関する

収益という観点では、図 3-37にみられるように、まだ黒字化しているサイトは少なく、大

幅赤字を計上している事業者もある。 

 

 

 

 

                                                 
注3） 調達系サイトは、回収サンプル数が相対的に少なかったため、検討は次年度以降の課題としたい。 
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図 3-37  ＢtoＢサイトの現状の収益 

 

 

 

 

 

 

従って、業種の拡大もあわせて、Ｂ toＢ全体としては伸びが期待できるとＥＣ事業者の多

くが考えている。 

ただし、図 3-38にみられるように今後１年を見ての損益の見込みとしては大半の事業者

が好転を予想している。 

図 3-38  ＢtoＢサイトの今後の損益見込  

 

 

 

 

 

 

 

3.5.1.2 ＢtoＢ成功の総合評価 

単純な販売の収益だけでＢtoＢサイトを評価することは、ＢtoＢの特性を考えると片手落

ちであると考えられる。たとえば、販売収益上は黒字ではなくとも顧客満足の維持や業務

プロセスの革新などが実現できれば何らかの意味で成功であるといえる。そこで表 3-25に

示すようなＢtoＢの多様な目的をその効果という点から総合的に評価することとする。 
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表 3 -25  ＢtoＢサイトの目的 

 

ＢtoＢ・ＥＣサイトの目的と効果の関係を総合評価するため、スコア方式を用いた。すな

わち、上記の表 3-25「ＢtoＢサイトの目的」の各項目それぞれに対して、アンケート結果

で「期待をはるかに上回る効果」という回答には＋３点、以下「期待以上の効果」に２点、

「期待どおりの効果」に１点、「どちらともいえない」に０点、「期待以下」に－１点、

「期待をはるかに下回る効果」に－２点、をつけて、総計した指標でＥＣサイトの目的達

成の成否＝ＥＣサイトの効果を総合評価した（総合成功指標）。この分布を図 3-39に示す。  

図 3-39  総合成功指標の度数分布 

図 3-39 から、68サイト中 40サイトまでが＋側の総合評価をしており、ＥＣサイトは、

目的に対する効果については、まずまずの成果をあげつつあることがわかる。 

情報収集・マーケティング力のアップ 
顧客満足度・ロイヤリティの向上 
新規顧客の開拓 
売上や手数料収入の拡大 
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次に、ビジネスモデルごとに、この指標と製品のタイプの相関を調べることにより成功

の要因を検討した。その結果、ビジネスモデルごとにより製品のタイプと成功指標の間で

正のものとなる相関が得られた（表 3-26）。今回の範囲では統計的に有意という明確な結

論を指示するにはいたらないが、次年度以降の調査で検証していくべきであろう。 

表 3-26  ＢtoＢサイト成功の方向性の傾向 

ビジネスモデル 成功の方向性 成功指標との相関 
1:N（販売モデル） 完成品の販売  ０．２５ 
同上インターネット専業 完成品の販売  ０．３ 
Ｍ：N マーケットプレース 生産財および部品  ０．４２ 

 

表 3-26に示したように、ビジネスモデルにより扱うべき製品が異なるという傾向がみら

れる。１：N の形態すなわち販売モデルでは、「完成品の販売のケース」が成功指標との

相関係数が 0.25。特にインターネット専業に限った場合には相関係数 0.3 である。一方、

Ｍ:N のマーケットプレースモデルでは、「生産財または部品」が成功の指数と 0.4以上の

相関が得られた。これは、「生産財および部品」の汎用品の場合には、マーケットプレー

スのオープンという特性が生かせることを示唆している。一方、完成品の場合は、提供者

の保証がなされる１：Ｎの販売モデルが適していることが推察される。 

 

3.5.2  ＢtoＢ・ＥＣの成功キーワード 

本節ではアンケート調査において、各サイトがあげた成功要因に基づいて成功キーワー

ドを詳細に検討する。この場合にもビジネスモデルにより成功要因が異なるという結果を

得た。 

 

3.5.2.1 ＢtoＢサイトの成功要因分析 

まず、成功要因全体についての度数分布を図 3-40に示した。上位項目をあげると、「低

価格」「わかりやすい商品・サービス説明」「閲覧・操作の利便性」「素早い顧客対応」

「品揃え／サービスメニューの豊富さ」「商品／サービスのユニークさ」「顧客ニーズの

取入れ」「高頻度な更新」がならび、一般的ビジネスの成功要因とほぼ同じような傾向が

見られる。その中で「閲覧・操作の利便性」はＥＣサイトならではの成功要因である。 
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図 3 -40  ＢtoＢサイトの成功要因 

 

3.5.2.2 ビジネスモデル別成功要因分析 

さらに詳細に検討するとビジネスモデルによる成功要因の違いを見ることができる。 

ビジネスモデル及び取引形態ごとに成功要因の相対度数を調べたものが表 3-27 である。

このとき、１：N の販売モデルと M：N のマーケットプレースの違いに加え、インターネッ

ト専業／兼業の業態でクロス分析をすると、それぞれの形態／モデルごとに成功要因が変

化する。１：N の販売サイトでは「わかりやすい商品・サービス説明」「閲覧操作の利便
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性」がより重要であり、そのうち兼業サイトではさらに「低価格」であることがポイント

となる。一方、M：N のマーケットプレースでは「品揃え／サービスメニューの豊富さ」

がより重視される。しかも専業のサイトでは「低価格」が重要になってくる。 

以下、重要な成功要因についてビジネスモデルとの関係を考察する。 

表 3 -27  ビジネスモデルごとの成功要因の想定の割合 

成功要因と考えること 全体 M:N 内専業 内兼業 １：N 内専業 内兼業 

魅力あるページデザイン 4.3% 1.7% 1.6% 1.9% 5.6% 6.4% 5.4%
閲覧・操作の利便性 8.3% 9.6% 8.2% 11.1% 8.2% 8.5% 8.1%
高頻度な更新 5.2% 2.6% 3.3% 1.9% 6.7% 6.4% 6.8%
わかりやすい商品・サービス説明 8.6% 6.1% 4.9% 7.4% 11.3% 12.8% 10.8%
関連情報の提供 3.1% 4.3% 8.2% 0.0% 2.1% 2.1% 2.0%
高いセキュリティ機能 0.9% 1.7% 3.3% 0.0% 0.5% 0.0% 0.7%
簡便で安全な決済 3.4% 2.6% 3.3% 1.9% 3.6% 0.0% 4.7%
ヘルプ・サポート 2.8% 4.3% 4.9% 3.7% 2.1% 2.1% 2.0%
他サイト等との連携 1.2% 1.7% 1.6% 1.9% 0.5% 0.0% 0.7%
低価格 7.7% 7.8% 9.8% 5.6% 7.7% 4.3% 8.8%
品揃え／サービスメニューの豊富さ 6.1% 7.0% 8.2% 5.6% 5.1% 4.3% 5.4%
商品／サービスのユニークさ 5.5% 6.1% 4.9% 7.4% 4.6% 2.1% 5.4%
ブランド力  2.8% 1.7% 1.6% 1.9% 3.6% 4.3% 3.4%
特典付与・ネット限定の有利な条件 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
顧客ニーズの取入れ 4.9% 5.2% 1.6% 9.3% 4.6% 4.3% 4.7%
アフターサービス 2.1% 1.7% 3.3% 0.0% 2.6% 4.3% 2.0%
汎用製品・部品の提供 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.7%
余剰在庫を主体に提供 0.9% 2.6% 0.0% 5.6% 0.0% 0.0% 0.0%
早期参入 4.9% 7.0% 6.6% 7.4% 4.1% 8.5% 2.7%
低コスト 1.8% 2.6% 4.9% 0.0% 1.5% 2.1% 1.4%
素早い顧客対応 6.7% 3.5% 3.3% 3.7% 7.7% 8.5% 7.4%
顧客情報の蓄積・活用 1.8% 3.5% 4.9% 1.9% 1.0% 2.1% 0.7%
ターゲットの明確化 4.9% 6.1% 3.3% 9.3% 4.1% 6.4% 3.4%
適切な広告戦略 1.2% 1.7% 3.3% 0.0% 1.0% 2.1% 0.7%
自社流通網の活用 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
リアル店舗・営業拠点等との連携 3.1% 2.6% 0.0% 5.6% 3.6% 0.0% 4.7%
他社との提携 1.5% 1.7% 1.6% 1.9% 1.5% 2.1% 1.4%
自社系列以外との取引開始 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.7%
自社バックエンドシステムとの連携 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
技術力 2.8% 1.7% 1.6% 1.9% 3.6% 2.1% 4.1%
外注／アウトソーシングの利用 1.5% 1.7% 0.0% 3.7% 1.5% 4.3% 0.7%
社内の組織改革 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
その他 0.6% 0.9% 1.6% 0.0% 0.5% 0.0% 0.7%
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(1) 低価格 

価格がより低価格に設定できることはビジネスの成功の基本であり、多くの事業者

（約８％）が成功要因にあげている。ただし、低価格を実現するためには、低コスト

での生産／調達が必要であり、社内事務、物流の合理化、仕入コストの低減、投資の

最適化が要求されることは必然である。そのため、単なる経営努力はもちろん、いわ

ゆる e-化、IT 化などによる改善が重要である。 

ここで興味深い傾向として、１：Ｎの販売モデルと M：Ｎのマーケットプレース・

モデルで、専業/兼業での「低価格」に対する重視の度合いが逆転している点が上げら

れる。１：Ｎの販売モデルでは兼業で「低価格」というキーワードを重視しているサ

イトが 8.8％。一方、専業モデルでは 4.8％となっており、兼業のサイトの方が、より

「低価格」を成功要因として重視している。これに対して、Ｍ：Ｎのマーケットプレー

ス・モデルでは兼業 5.6％、専業 9.8%と専業の方がより「低価格」を重視しているこ

とである。 

表 3-28 「低価格」重視頻度 

 インターネット兼業 インターネット専業 

１：Ｎ 8.8％ 4.8％ 

Ｍ：Ｎ 5.6％ 9.8％ 

            （表 3-27より抜粋） 

１：Ｎの販売サイトの場合には、兼業の場合にネット以外のビジネスを展開してい

るため、実ビジネスでも要求されている「低価格」を重視するのに対して、専業の場

合は別な差別化要素を重視しているとみられる。一方、Ｍ：Ｎのマーケットプレース、

特に専業のマーケットプレースを利用する目的の重要なものとして「どこからでもよ

いから安く買いたい」というニーズがある。そのため、専業の方が「低価格」という

キーワードを重視するのであろう。 

 

(2) わかりやすい商品・サービス説明、閲覧・操作の利便性 

表 3-27をみると「わかりやすい商品・サービス説明」「閲覧・操作の容易性」を成

功のキーワードにあげているサイトが全体としてそれぞれ 8.6％、8.3％もあることが

わかる。 
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さらにビジネスモデルごとの重要性を表 3-29に示す。Ｂ toＢのＥＣサイト特に販売

サイトでは、ＢtoＣのサイトとは異なり、取り扱い品目の種類、点数が多いので、単

純に商品を指定するだけでも操作がかなり煩雑になる。そのためいかに容易に商品を

指定できるかは成功要因というよりも、ビジネスの必須要件となると考えられる。し

たがって、今後、あいまい検索、検索パターン学習、仕様表現方法論などの技術開発

も成功のキーとして重要となるであろう。 

表 3-29 操作容易性重視頻度 

取引形態 重視頻度 
１：Ｎ（販売）  11％ 
Ｍ：Ｎ（マーケットプレース）  ６％ 

                    （表 3-27より抜粋） 

(3) 品揃え、ユニークな商品サービス 

ＢtoＢの比較的オープンなサイトを利用するケースとして、定常取引で手に入れら

れる商品の範囲では満足できない場合、すなわち、通常取引業者が取り扱わない物品、

サービスを手に入れたいというケースが想定できる。このニーズに応えるには、より

手に入りにくい商品という意味で、通常の事業よりも「品揃え」「サービスのユニー

クさ」が期待されているのであろう。仕入れ対象がパブリックとなるＭ：Ｎのマーケッ

トプレースモデルでこの期待が顕著となることが伺われ、実際、表 3-30に示すように

マーケットプレース事業者がより「品揃え」を重視している。 

表 3 -30  「品揃え」重視頻度の違い 

取引形態 重視頻度 
１：Ｎ（販売）  5.2％ 
Ｍ：Ｎ（マーケットプレース）  7.0％ 

                      （表 3-27より抜粋） 

 

(4) 素早い対応 

表 3-27よりＭ：Ｎのマーケットプレース・モデル、１：Ｎの販売モデルともに７％

程度の事業者が「素早い顧客対応」を成功要因として重視していることが分かる。ア

スクル社の成功がこの典型的な例と考えられる。インターネットを用いての物品など

の手配においては、緊急用途が重要な位置をしめる。これに対応する「素早い顧客対
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応」を実現するためには、物流などの合理化が必須であり、クリック＆モルタルの実

ビジネスを伴う事業者が、実ビジネスでも差別化可能な経営資源を生かしかつ、

e-Bussiness化することで、成功をもたらすことができる。 

 

3.5.3  成功要因と今後の課題 

「低価格」「品揃え」「素早い対応」などのためには、いわゆる e-Businessによる社内

全体の改善が必要であり、個別事例で紹介するアスクル社などにおいても既存物流網、代

理店網、仕入網を生かすためのシステム的、経営的努力が重要になっている。このため、

つぎの図に示すような e-Bussiness化が成功のための重要なキーである。 

図 3-41 e-Business のモデル 

 

図 3‐41は、製造業での e-Business のイメージである。図の左側にあるのが、販売を中

心とした、ＢtoＢ・ＥＣチャンネルである。また図の上側は調達（直接資材、間接資材、外

注）を中心としたＢtoＢ・ＥＣチャンネルである。 

販売、調達の２つのＢtoＢ・ＥＣチャンネルと、さらに社内システムを有機的に連動させ、

最短のリードタイム、過不足のない調達、極小の在庫、付帯する作業負荷の可能なかぎり

の低減、を実現すること、つまりは企業内外のトータルなバリューチェーン全体をみて

e-Business化することこそがビジネスの成功のキーといえよう。 
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今年度のＢtoＢ・ＥＣ調査は、初回調査としては多くの内容的に有効な回答を得たものと

考える。しかし、アンケートの回収数も 68とまだまだ少なく、明確な成功のキーを結論づ

けるほどの情報を十分に集めたとはいいがたい。しかし、今回の調査結果の範囲からでも

ビジネスモデルによって成功のキーが異なるという傾向を見出すことができた。一方、Ｂ to

Ｂ分析に固有な対応が今後の課題として浮かび上がってきている。 

ＢtoＢの場合には、Ｂ toＣの場合とは異なり、調達サイトという形態が存在する点を強く

意識しておく必要がある。今回調査では、調達サイトのサンプルが７サイトと少ないため

アンケート結果に基づく考察を省いたが、一般情報として大手電機、自動車などの組立メー

カ中心にサイトが構築されている。これらのサイトの取引高はすでにかなりの規模（兆円

規模）に達して、ＢtoＢ全体の市場規模を押し上げる柱となっている。その中でも、米国の

コビジントのような共同で資材を調達するいわゆる「プライベート・マーケットプレース」

の形態での調達サイトが運用されている。こうした「プライベート・マーケットプレイス」

は、汎用的なマーケットプレースよりも取扱い高の伸びが期待されているモデルとなって

いる。これらの調達系のサイトでは、まさに調達の合理化すなわち、コストダウン（購買

価格、社内事務負荷軽減）、リードタイム短縮、付帯情報共有などが効果であり、今後の

調査は別な切り口で調査をしていく必要がある。 

さらに、今回の分析で試みたように、顧客フロントのみの、いわゆる、売上向上等に注

力した分析を超えて、企業内部との連携を含めた、企業のバリューチェーン全体への分析

が必要である。ＥＣ或いはインターネットは、顧客フロントとの有力なチャンネルとして

販売を中心とする商取引を推進してきた。しかし、ＥＣが日常チャンネル化する中で、外

部資源／情報と内部リソースとの連携による企業組織／事業全体での活用が重要となって

いる。トータル eカンパニーとしての分析が、今や最も重要な課題であるといえよう。 
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4 国内ＥＣ事業者の動向 

2001 年度、ビジネスモデル・ワーキンググループでは、国内調査として、ＢtoＣとＢto

Ｂ分野の双方について、各々調査を実施した。 

まず、ＢtoＣ分野では、昨年度同様に次の 3 種類の調査を実施した。①無作為近似抽出

による Webアンケート調査、②作為抽出による成功 100サイト事業者の調査、③成功サイ

トや先進サイト事業者の事例調査、である。さらに、本年度新たに対象としたＢtoＢ分野で

は、①無作為近似抽出による Webアンケート調査、②成功サイトや先進サイト事業者の事

例調査という 2種類の調査を行っている。 

 

第４部では、Web アンケートに係る上記ＢtoＣ分野の①及び②とＢtoＢ分野の①につい

て、その分析結果を記述し、国内ＥＣサイト事業者の現状を明らかにしていく。 

特にＢtoＣでは、有効回答を得たサイト事業者全体サンプルと、そこから抽出した成功

100サイトのサンプルの比較分析を通じて成功サイトの特徴を検討する。 

調査項目は、ＢtoＣとＢtoＢの双方に付き各々30 項目程度からなり、顧客フロントに注

目しつつ、ＥＣ事業者の経営の現状等についても総合的に調査・分析した。なお、調査対

象の選択に関しては、本年度はほぼ無作為に近い形で、実際にＥＣを展開しているサイト

をランダムに抽出することができたものと考えている。ただし、Ｂ toＢについては、抽出の

過程でＭ：Ｎ型のマーケットプレイスが、実状に比べやや高い割合で含まれた可能性があ

る。 

 

4.1 国内ＥＣサイト事業者調査の概要 

 

4.1.1  目的 

日本におけるＥＣビジネスの事業者動向の全体を、大局的な視野から客観的に把握する

ことを目的とする。更に、収集データを基礎に成功サイトを抽出し、その特性等の分析を

通じて、既存ＥＣ事業者、新規ＥＣ参入者の双方に対し、事業展開と成功のための参考情

報を提示することを目的とする。こうした情報が、国内ＥＣ事業の普及・活性化を支援す

ることとなれば幸いである。 
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4.1.2  調査の構成 

本編のアンケート分析は、次の２段階のフェーズにより構成されている。 

1. マクロ調査 

無作為近似抽出により選択された、総計 5,232サイトに対する Web アンケート調査と

結果分析 

l 日本のポータルサイトに登録されているＥＣサイトから無作為に抽出 

l 実施時期：2001年 10月 9日～10月 18日 

l 有効回答 522、回収率 10.0％ 

2. ミクロ調査 

Webアンケートの有効回答より、作為抽出により「成功 100サイト」事業者を抽出し

結果分析 

l ＥＣ売上高、サイトアクセス数、ＥＣ損益や収益率、ＥＣ購買率の各上位から

作為抽出 

l 実施時期：2001年 11月 1日～11月 30日 

 

4.1.3  調査対象 

次のようなＥＣサイトを運営するＢtoＣ及びＢtoＢ事業者を対象とした。 

1. 一般消費者を対象としたサイトを運営するＢtoＣ事業者 

2. 法人の利用者を対象としたサイトを運営するＢtoＢ事業者 

3. 企業内個人が最終的な利用者となる場合（ＢtoＢtoＣ）は、ＢtoＣ事業者に分類 

4. ＷＷＷホームページを介して、ネットワーク上で有形・無形の財やサービス（情報

コンテンツを含む）を、有料もしくは無料で提供する企業・団体・個人 

5. 受発注をオンラインで行うＥＣサイトの運営事業者を対象とするが、サイト上での

決済機能の有無は問わない。また、消費者から直接、料金を徴収している必要はな

い（広告収入等のケース含む）。 

6. 接続事業者やポータルサイト運営事業者の場合、提供サイト上で財・サービスの受

発注ビジネスを展開している事業者のみを対象（電子モール運営事業者も対象） 

7. 不特定多数の利用者に、取引機会を提供するオープン型のサイト運営事業者のみを

対象 
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4.1.4  調査方法 

l 検索エンジンによる調査対象サイトの無作為近似抽出と確認 

l Webサイトへの回答入力式アンケート調査 

 

4.1.5  調査項目 

ＢtoＣ及びＢtoＢ分野の双方に関し、企業プロフィール以外に以下の大項目に対応する全

30程度の調査項目を設け、ＥＣ事業者からの回答を得た。 

＜ＢtoＣ＞ 

1.  事業者の概要 

2.  商品／サービスとＥＣ（ショップ）の現状 

3.  ＥＣ顧客・マーケット特性と顧客関係 

4.  経営の現状 

5.  システム等のインフラストラクチャー 

6.  事業運営および成功要因 

7.  新規ＥＣトレンドへの対応 

＜ＢtoＢ＞ 

1.  事業者の概要 

2.  生産財／製品／サービスとＥＣサイトの現状 

3.  ＥＣ顧客・マーケット特性と顧客関係 

4.  経営の現状 

5.  システム等のインフラストラクチャー 

6.  事業運営および成功要因 
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表 4-1  Web アンケート項目＜ＢtoＣ＞ 

＜企業プロフィール＞ 
a. サイト名 
（例：地方の特産品ショップ とくさんや） 

b. ＵＲＬ 
c. 会社名 
d. 最高責任者（例：社長等代表者の氏名） 
e. ＥＣサイト担当者 
f. 担当者Ｅmail 
g. 郵便番号 
h. ご住所 
i. 電話番号 
j. ＦＡＸ番号 
 

(1) 事業者の概要 
1. 法人／個人 
法人の場合（法人の場合のみ記入） 

1-1 会社設立年月 
1-2 資本金 
1-3 事業展開形態 
1-4 業種 
1-5 従業員数 
個人の場合（個人の場合のみ記入） 

1-6 男・女 
1-7 年齢 
1-8 職業 

2. ＥＣ専任要員数 
 

(2) 商品／サービスとＥＣ（ショップ）の現状 
3. サイト（ＥＣショップ）の開始時期 
4. 商品／サービス 

4-1 最も売れている商品／サービス 
4-2 最も多く取扱っている商品／サービス 
4-3 全ての取扱っている商品／サービス 

5. 商品／サービスの価格帯 
5-1 最低価格 
5-2 最高価格 
5-3 平均単価 

6. ビジネスモデル 
7. 収入モデルとその割合 
8. 物流サービス提供方法 
9. 決済方法 

9-1 最も頻繁に使われている決済方法 
9-2 全ての決済方法 

(3) ＥＣ顧客・マーケット特性と顧客関係 
10. アクセス状況 

10-1 ページビュー（月間） 
10-2 カウンター（月間） 

11. 平均客単価 
12. 購買率 
13. Web のみで完結した成約の割合 
14. 販促方法 
15. 営業コスト 
16. 顧客情報の利用方法 

 
(4) 経営の現状 

17. 初期投資コスト 
18. ＥＣ売上 

18-1 ＥＣ売上金額 
18-2 ＥＣ売上の推移（過去1年間を見て） 
18-3 ＥＣ売上の見通し（1年後を見て） 

19. ＥＣ事業の損益 
19-1 ＥＣ損益金額 
19-2 ＥＣ損益状況（過去 1年間を見て） 
19-3 ＥＣ損益の見通し （1年後を見て） 

20. 全売上に対するＥＣの割合 
 

(5) システム等のインフラストラクチャー 
21. ＥＣ（ショップ）の出店／インフラ形態 
22. 外注利用状況 
 

(6) 事業運営および成功要因 
23. ＥＣサイト設立の主な目的 
24. ＥＣサイトの効果 
25. 成功要因や差別化のポイント 
26. ＥＣ事業への今後の投資規模 
27. ＥＣ成功への課題 
28. 最近注目しているＥＣ動向 
 

(7) 新規ＥＣトレンドへの対応 
29. モバイルＥＣへの取組み 
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表 4-2  Web アンケート項目＜ＢtoＢ＞  

 

＜企業プロフィール＞ 
a. サイト名 
b. ＵＲＬ 
c. 会社名 
d. 最高責任者 
e. ＥＣサイト担当者 
f.  担当者Ｅmail 
g. 郵便番号 
h. ご住所 
i. 電話番号 
j. ＦＡＸ番号 
 

(1) 事業者の概要 
1. 企業概要 

1-1 会社設立年月 
1-2 資本金 
1-3 事業展開形態 
1-4 業種 
1-5 従業員数 

2. ＥＣ専任要員数 
 
(2) 生産財／製品／サービスとＥＣサイトの現
状 

3. ＥＣサイトの開始時期 
4. ＥＣサイト運営組織 
5. ＥＣサイトで取扱う（あるいは仲介してい
る）生産財／製品／サービス 

5-1 最も売れている物／サービス 
5-2 最も多く取扱っている物／サービス 
5-3 全ての取扱っている物／サービス 

6. 生産財／製品／サービスの取引単価 
6-1 最低単価 
6-2 最高単価 
6-3 平均単価 

7. ＥＣ展開形態 
7-1 ビジネスモデル 
7-2 主な取引パターン 
7-3 主なＥＣ取引 

8. 収入モデルとその割合 
9. 物流サービス提供方法 
10.  取扱う（あるいは仲介している）物／サー
ビスの決済方法 

10-1 最も頻繁に使われている決済方法 
10-2 全ての決済方法 

(3) ＥＣ顧客・マーケット特性と顧客関係 
11. アクセス状況 

11-1 ページビュー（月間） 
11-2 カウンター（月間） 

12. 販売先の総件数 
12-1 サイト開設前（年平均） 
12-2 サイト開設後（年平均） 

13. 平均客単価 
14. 購入率 
15. Web のみで完結した成約の割合 
16. 販促方法 
17. 営業コスト 
18. 顧客情報の利用方法 

 
(4) 経営の現状 

19. 初期投資コスト 
20. ＥＣ売上 

20-1 ＥＣ売上金額 
20-2 ＥＣ売上の推移（過去 1年間を見て） 
20-3 ＥＣ売上の見通し （1年後を見て） 

21. ＥＣ事業の損益 
21-1 ＥＣ損益金額 
21-2 ＥＣ損益状況（過去 1年間を見て） 
21-3 ＥＣ損益の見通し（1年後を見て） 

22. 全売上に対するＥＣの割合 
 
(5) システム等のインフラストラクチャー 

23. ＥＣサイトのインフラ形態 
24. 外注利用状況 

 
(6) 事業運営および成功要因 

25. ＥＣサイト設立の主な目的 
26. ＥＣサイトの効果 
27. 成功要因や差別化のポイント 
28. ＥＣ事業への今後の投資規模 
29. ＥＣ成功への課題 
30. 最近注目しているＥＣ動向 
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4.2 ＢtoＣ：成功ＥＣサイト事業者の特徴と比較分析 

本章では、無作為近似抽出によるアンケート調査で回収した「一般サイト」447 サンプ

ルと、その 447 サンプルより抽出した「成功 100サイト」の傾向を、昨年度の調査結果を

踏まえながら比較検討し、特に「成功 100サイト」の特徴にフォーカスして紹介する。 

「成功 100 サイト」は、①売上高上位、②アクセス数（カウンター数、ページビュー数）

上位、③損益・収益率・購買率の各上位より、恣意的に抽出している。 

 

4.2.1  ＢtoＣ：成功サイトの概観 

2001年度調査においても、昨年同様「成功 100サイト」に法人及び新興企業の比率が高

い傾向があり、「一般サイト」447の全体傾向に比べＥＣ専業者がやや多く見られた。また

「成功 100 サイト」において、最も売れている商品／サービスとして食料品が多いことに

変化はないが、続いて衣料品、趣味・娯楽関連商品、美容・健康・医薬・医療関連品等の

割合が高い点が、昨年とはやや異なる結果となっている。価格の面では、「成功 100 サイ

ト」の方が全体傾向より高価格の商品／サービスを提供しており、平均単価でも上回って

いる。 

展開しているビジネスモデルでは、昨年同様に商品・サービス販売モデルが 60％以上を

占めているが、「成功 100 サイト」では全体傾向に比べ、複数モデルを採用する事業者が

やや多く、昨年と比較しても若干増加している。また「成功法人サイト」においては、主

に旅行関連に該当する予約型仲介サービスモデルが比較的多い。 

「成功 100 サイト」は、決済方法の選択肢を多く提供する傾向がある。また顧客情報を、

蓄積するのみでなく分析し、ダイレクトマーケティング、アフターケアやクレーム処理、

配送管理や会員サービス等に幅広く活用する傾向が強い。 

売上金額では、「成功 100 サイト」において、平均月商が 500 万円以上の事業者が40％

近くに達しており、今後の売上見通しも個人・法人共に強気なところが多い。設立の主な

目的として、新規顧客の開拓や売上・手数料収入の拡大以外に、「成功 100 サイト」では

顧客満足度・ロイヤリティの向上を挙げる事業者が全体傾向より多い。また成功要因につ

いては、昨年と異なり「分かり易い商品・サービスの説明」が最も多く、続いて「素早い

顧客対応」「品揃え・サービスメニューの豊富さ」が重視されている。このように、顧客

重視の姿勢が色濃く反映された結果となっている。 
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4.2.2  事業者の概要（運営主体） 

 

4.2.2.1 対象の区分 

国内の対消費者ＥＣサイト全体を見てみると、法人が約 7 割（67.3％）を占めており、

これは昨年（72.9％）に比べ若干少なく、個人の展開するサイトがやや増加する結果となっ

ている。一方「成功 100サイト」では法人が約 8割（82.0％）を占め、昨年（80.0％）よ

りもやや増加しており、成功サイトに法人が多く含まれる傾向は昨年と同様である。 

図 4-1  法人／個人－全体 

法人/個人
＜全体447サイト＞

法人
67.3%

個人
32.7%

 

図 4 -2 法人／個人－成功 

法人/個人
＜全体100サイト＞

法人
82.0%

個人
18.0%

成功 
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以下(1)～(8)では、一般サイトの全体傾向を示す「全体 447サイト」サンプル中の「法人

301サイト」「個人 146サイト」（それぞれ「全体法人 301サイト」「全体個人 146サイ

ト」と表記）と、成功サイトの傾向を示す「成功 100サイト」サンプル中の「法人82サイ

ト」「個人 18サイト」（それぞれ「成功法人 82サイト」「成功個人 18サイト」と表記）

を比較検討する。 

 

(1) 会社設立年（法人） 

法人サイト全体の会社設立年では、1996年～2000年に約 3割（26.6％）と比較的

新興企業の多い傾向が見られる点と、また「成功法人 82サイト」の方に若干その傾向

が強い（29.3％）点が昨年と同様である。「全体法人 301サイト」では、サイトを持

続している法人事業者に、2000年会社設立のところが最も多いが、「成功法人 82サ

イト」では、1998年～1999年会社設立のところも多い。また、「成功法人 82サイト」

では、1965年以前の設立企業も 22.0％含まれている。 

全体として、新興企業がサイトを開設しているケースが多いものの、成功している

点では、新興企業と歴史のある企業との明確な区別はつけられないものと考えられる。 

なお、本Webアンケートの実施が 2001年 10月であるため、当年のデータはカテ

ゴリー上分離してある。 

図 4-3 法人：会社設立年－全体 

 法人：会社設立年
＜法人301サイト＞
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図 4-4  法人：会社設立年－成功 
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(2) 資本金別（法人） 

「成功法人 82サイト」を資本金で見ると、「全体法人 301 サイト」の場合より規

模が全般的に大きい。3,000万円未満が約 7割と比較的小規模な法人の実態が色濃く反

映されている点は同様（全体法人 70.8％、成功法人 65.8％）だが、資本金 10億円以

上の企業が「全体法人 301 サイト」では 5.3％である一方、「成功法人 82サイト」で

は 12.2％を占めている。昨年調査と比較すると、資本金 3,000 万円未満の企業は 10

ポイント程度増加している。 

図 4-5 法人：資本金－全体 

法人：資本金
＜法人301サイト＞

300万円以上1000
万円未満
30.6%
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1000万円以上
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図 4-6  法人：資本金－成功 
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＜成功法人82サイト＞
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137 

(3) 事業展開形態別（法人） 

ＢtoＣ法人事業者はリアル店舗等と兼業するクリック＆モルタル型企業が 6 割以上

を占めるが、「全体法人 301サイト」（ 65.1％）に比べ「成功法人 82サイト」（62.2％）

の方が若干少ない傾向がある。一方ＥＣ専業（インターネット専業）であるドットコ

ム企業の割合は「全体法人301サイト」12.3％、「成功法人 82サイト」20.7％となっ

ている。 

図 4-7 法人：事業展開形態－全体 

法人：事業展開形態
＜法人301サイト＞
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図 4-8 法人：事業展開形態－成功 
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(4) 業種別（法人） 

法人を業種別に見ると、「全体法人 301サイト」と「成功法人 82 サイト」に顕著

な差はないものの、小売業（各種商品小売からその他小売業まで）の占める割合は「全

体法人 301サイト」（46.8％）よりも「成功法人 82サイト」の方が 51.2％とやや高

い。その中では特に、繊維・衣服・服飾雑貨小売業が 5.6 ポイント多く見られる。ま

た「成功法人 82サイト」には、情報サービスも 14.6％含まれており、昨年調査におけ

る 6.3％よりかなり増加している。 

図 4 -9 法人：業種－全体 

法人：業種
＜法人301サイト＞
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図 4 -10 法人：業種－成功 
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(5) 従業員数（法人） 

従業員数では昨年同様 10名未満が「全体法人 301サイト」で 58.8％、「成功法人

82サイト」で 47.6％と多数を占め、10名以上 50名未満も 2～3割（全体法人 22.6％、

成功法人 29.3％）を占めており、(2)「資本金」で見たのと同様に当調査結果には比較

的小規模な法人の実態が色濃く反映されている。また昨年（「10名未満」全体法人47.8％、

成功法人 42.5％）と比較すると小規模企業がやや増加している。 

図 4 -11 法人：従業員数－全体 

法人：従業員数
＜法人301サイト＞
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図 4 -12 法人：従業員数－成功 

法人：従業員数
＜成功法人82サイト＞

10名未満
47.6%

10名以上50名未満
29.3%

50名以上100名未
満
6.1%

100名以上300名
未満
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(6) 性別（個人） 

ＢtoＣ個人サイトの運営者は、「全体個人 146サイト」「成功個人 18サイト」共に

男性の比率が 8割以上と高く、これは昨年と同様である。一方女性の比率に関しては、

昨年は全体個人よりも成功個人の方が少ない結果となっていたが、今回調査では成功

個人サイトの方が 5ポイント程度多い結果となった。 

図 4 -13 個人：性別－全体 
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＜個人146サイト＞
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図 4 -14 個人：性別－成功 
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＜成功個人18サイト＞
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(7) 年齢別（個人） 

個人サイト運営者は、「全体個人 146サイト」では概ね各年齢に分散しているが、

「成功個人18サイト」では 40歳以下の運営者が多くなっており、特に 30歳代が50.0％

を占めている。逆に 40歳以上の中高年齢層は減少傾向にあり、ＥＣ事業において苦戦

していると推測される。 

図 4 -15 個人：年齢－全体 
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図 4 -16 個人：年齢－成功 
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(8) 職業別（個人） 

ＢtoＣ個人サイト運営者の職業構成は、昨年同様自営業が多数を占め、「全体個人

146 サイト」で 69.2％、「成功個人 18サイト」で 50.0％となっている。これは、自

営業の場合ＥＣにおいて販売するコンテンツや指針を比較的容易に見出し易く、結果

参入し易いためと思われるが、それが即事業利益に結びつくわけではないことが、全

体個人－成功個人の差に現れていると言える。なお「成功個人18サイト」に「全体個

人 146サイト」よりもＥＣ専業（インターネット専業）、会社員（事務系と営業系）

が多く見られる点も、昨年の調査結果と同様である。 

図 4 -17 個人：職業－全体 

個人：職業
＜個人146サイト＞
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図 4 -18 個人：職業－成功 
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4.2.2.2 ＥＣ専任要員数 

「全体 447サイト」「成功 100サイト」共に、昨年同様サイト運営を専任 1～2名で行

う事業者が多くを占めているものの、有効回答サンプルが「全体 447 サイト」で 40.7％、

「全体法人 301 サイト」に至っては 15.0％にしか満たないため、正確な実態とは言い難い

（成功サイトも同様）。 

図 4-19  ＥＣ専任要員数－全体 
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図 4 -20 ＥＣ専任要員数－成功 

 

4.2.3  商品／サービスとＥＣ（ショップ）の現状 

 

4.2.3.1 サイト（ＥＣショップ）の開始時期 

(1) 年 

「全体 447 サイト」についてＢtoＣサイトの開設年をみると、現存しているところ

では 2000年にサイトをスタートした事業者が 35.1％と最も多い。続いて、2001年ス

タートの事業者が 19.5％、1999 年スタートが 18.1％を占めている。調査時期が本年

10 月のため、2001 年に更に事業者によるサイト開設が進むことを勘案する必要があ

るが、この比率からして 2000年スタートのところが最も多い結果となる公算が高い。

しかし、「成功 100サイト」で見ると、1999年スタートが 27.0％と最も多く、2000

年は 22.0％となっている。 

「全体 447 サイト」では、2000年～2001 年スタートの事業者の比率が 54.6％と高

EＣ専任要員数
＜全体100サイト＞

11.0%

12.0%

2.0%

4.0%

1.0%

1.0%

2.0%

67.0%

2.4%

7.3%

2.4%

3.7%

1.2%

1.2%

2.4%

79.3%

50.0%

33.3%

5.6%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1人

2人

3人

4人

5人

6人

7人

8人

9人

10人

11～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100人～

無記入

全体

法人

個人

成功 



145 

いが、昨年度調査では 1996年～1999年スタートが 70.4％を占めていたことから、サ

イトの参入・淘汰が早いスパンで展開されていることが窺える。また、実在している

サイトでは、2000 年～2001年にスタートした事業者が多いものの、2001年での参入

ケースは 2000年より減少する見込みであり、新規参入ラッシュはやや一段落した模様

が窺える。一方、「成功 100 サイト」の結果より、1999年スタートの事業者が業績の

面では善戦している様子が窺える。 

図 4 -21 サイトの開始時期（年）－全体 

サイトの開始時期(年)
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図 4 -22 サイトの開始時期（年）－成功 
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(2) 月 

サイト開設時期を月別に見てみると、年中ほぼ平均して開設されているが、「全体

法人 301サイト」は 4～6月及び 10月、「全体個人 146 サイト」は 3～4月、7月、

10月に小さなピークがあるように見え、一方「成功 100サイト」における開始月は法

人で 10月、個人 3月に多く観察され、決算期の節目でＥＣ事業を開始するケースが多

いと考えられる。 

図 4 -23 サイトの開始時期（月）－全体 

サイトの開始時期(月)
＜全体447サイト＞
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図 4 -24 サイトの開始時期（月）－成功 
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4.2.3.2 商品／サービス 

(1) 最も売れている商品／サービス 

最も売れている商品／サービスは、「全体 447 サイト」と「成功100サイト」共に

食料品である。しかし、「成功 100サイト」では続いて衣料品、趣味・娯楽関連商品、

美容・健康・医療関連商品が多く、各々10.0％以上を占めているが、「全体 447 サイ

ト」では全て 10.0％未満となっている。また「成功 82法人サイト」では、1位食料品

14.6％と 2位趣味・娯楽関連商品 13.4％の差が殆どない。 

図 4 -25 最も売れている商品／サービス－全体 

最も売れている商品／サービス
＜全体447サイト＞
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図 4 -26 最も売れている商品／サービス－成功 
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(2) 最も多く取扱っている商品／サービス 

最も多く取扱う商品／サービスは、全体・法人・個人共(1)「最も売れている商品／

サービス」とほぼ同じ結果となっており、顧客ニーズに即した商品／サービスを多く

取揃えているものと考えられる。全体的にサービス（無形）よりも商品（有形）を取

扱っている事業者が多くみられ、ＢtoＣ事業では商品販売が主流であることがわかる。

なお、「その他」が 10％以上を占めていたため、次回調査では「その他商品」「その

他サービス」に分離するなどカテゴリーの再考が必要であろう。 
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図 4-27 最も多く取扱っている商品／サービス－全体 
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図 4-28 最も多く取扱っている商品／サービス－成功 
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(3) 全ての取扱っている商品／サービス 

一方取扱う商品／サービスを全て見てみると、「全体 447サイト」の 3割が、(1)(2)

で最も回答の多かった食料品を取扱っているが、ほぼ同割合で生活雑貨（家具・家庭

用品・小物類等）を取扱っており、これは法人／個人共同様であるが、「成功法人82

サイト」においては生活雑貨を取扱う事業者が食料品よりも多く見られる。また衣料

品、服飾雑貨、趣味・娯楽関連商品も多く観察される。 

図 4 -29 全ての取扱っている商品／サービス－全体 
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図 4 -30 全ての取扱っている商品／サービス－成功 
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4.2.3.3 商品／サービスの価格帯 

(1) 最低価格 

ＢtoＣ事業における最低価格は「全体 447 サイト」において法人／個人共に同様の

結果となっており、5,000円未満に設定する事業者が 8割以上を占め、その中でも 100

円以上 500 円未満、1,000 円以上 3,000円未満に多い。「成功 100 サイト」と「全体

447 サイト」を比較すると、大きな差はないものの、成功法人は全体法人より若干低

め、成功個人は全体個人より若干高めに設定しているように観察できる。 

図 4-31 商品／サービスの価格帯（最低価格）－全体 

図 4-32 商品／サービスの価格帯（最低価格）－成功 
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(2) 最高価格 

最高価格を「全体 447サイト」でみると、1万円以上 5万円未満に設定する事業者

が 3割強と最も多く、次いで 10万円以上 100万円未満に多く見られ、個人よりも法

人の方が高く設定する割合が大きい。また「成功 100サイト」の方が最高価格を高く

設定しており、これは特に成功法人について言える。 

図 4-33 商品／サービスの価格帯（最高価格）－全体 

図 4-34 商品／サービスの価格帯（最高価格）－成功 
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(3) 平均単価 

平均単価のピークにおける比率は、法人／個人共に「全体 447サイト」と「成功 100

サイト」を比較すると、全般的に成功サイトの方が平均単価をやや高めに設定する傾

向がある。「全体 447 サイト」で 5万未満に設定する事業者は 8割前後を占めており、

その中でも「全体法人 301サイト」は 1万円以上 5万未満に、「全体個人 146 サイト」

は 3,000 円以上 5,000円未満に最も多く見られている。 

図 4-35 商品／サービスの価格帯（平均単価）－全体 

図 4-36 商品／サービスの価格帯（平均単価）－成功 
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4.2.3.4 ビジネスモデル 

ビジネスモデルでは、「全体447サイト」「成功 100サイト」共、商品・サービス販売

モデルが 63.0％程度を占め最も多い。しかし、「成功 100サイト」では、複数モデルを展

開している事業者の割合が 18.0％とやや高まっており、その内容は商品・サービス販売モ

デルに続いて無料型情報提供モデルを展開しているケースが昨年同様に多い。更に「成功

法人 82 サイト」と「成功個人 18サイト」を比較しても、50.0％以上が商品・サービス販

売モデルに該当しており、その次に複数モデルが続いていることは同様である。「成功法

人 82 サイト」には、予約型仲介サービスモデルが 6.1％と比較的多く、旅行関連事業者が

善戦している様子が窺える。 

図 4 -37 ビジネスモデル－全体 

図 4 -38 ビジネスモデル－成功 
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図 4 -39 ビジネスモデル－法人 

図 4 -40 ビジネスモデル－成功法人 

 

ビジネスモデル（法人）
＜成功法人82サイト＞

商品・ｻｰﾋﾞｽ販売ﾓ

ﾃﾞﾙ

65.9%

無記入

2.4%

複数ﾓﾃﾞﾙ

17.1%

有料型情報提供ﾓ

ﾃﾞﾙ

2.4%

無料型仲介ｻｰﾋﾞｽﾓ

ﾃﾞﾙ

2.4%

有料型仲介ｻｰﾋﾞｽﾓ

ﾃﾞﾙ

2.4%

無料型情報提供ﾓ

ﾃﾞﾙ

1.2%

予約型仲介ｻｰﾋﾞｽﾓ

ﾃﾞﾙ

6.1%

複数モデル(ﾏﾙﾁﾓﾃﾞﾙ)

13

4

7

1

1

4

3

0 5 10 15

商品・ｻｰﾋﾞｽ販売ﾓﾃﾞﾙ　

有料型情報提供ﾓﾃﾞﾙ

無料型情報提供ﾓﾃﾞﾙ

予約型仲介ｻｰﾋﾞｽ ﾓﾃ ﾞ ﾙ

有料型仲介ｻｰﾋﾞｽ ﾓﾃ ﾞ ﾙ

無料型仲介ｻｰﾋﾞｽ ﾓﾃ ﾞ ﾙ

その他

(件)

ﾓﾃﾞﾙ 

ﾓﾃﾞﾙ 

ﾓﾃﾞﾙ 

ビジネスモデル 

ビジネスモデル（法人）
＜法人301サイト＞

商品・ｻ ﾋー゙ｽ販売ﾓ

ﾃﾞﾙ

61.8%

無記入

7.0%

その他

1.3%

複数ﾓﾃﾞﾙ

14.3%

有料型情報提供ﾓ

ﾃﾞﾙ

2.0%
無料型仲介ｻｰﾋﾞｽﾓ

ﾃﾞﾙ

1.7%

有料型仲介ｻｰﾋﾞｽﾓ

ﾃﾞﾙ

2.7%

無料型情報提供ﾓ

ﾃﾞﾙ

6.3%

予約型仲介ｻｰﾋﾞｽﾓ

ﾃﾞﾙ

3.0%

複数モデル(ﾏﾙﾁﾓﾃﾞﾙ)

34

8

27

3

9

14

4

0 10 20 30 40

商品・ｻｰﾋﾞｽ販売ﾓﾃﾞﾙ　

有料型情報提供ﾓﾃﾞﾙ

無料型情報提供ﾓﾃﾞﾙ

予約型仲介ｻｰﾋﾞｽ ﾓﾃ ﾞ ﾙ

有料型仲介ｻｰﾋﾞｽ ﾓﾃ ﾞ ﾙ

無料型仲介ｻｰﾋﾞｽ ﾓﾃ ﾞ ﾙ

その他

(件)

ﾓﾃﾞﾙ 

ﾓﾃﾞﾙ 

ﾓﾃﾞﾙ 

ビジネスモデル 



158 

図 4 -41 ビジネスモデル－個人 

図 4 -42 ビジネスモデル－成功個人 
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4.2.3.5 収入モデルとその割合 

収入モデルは、ビジネスモデル（2.2.3.4）を反映して「物・サービス販売」モデルを中

心に置く事業者（収入の割合 80％以上）が法人／個人共に 8割前後であり、殆どのＢtoＣ

事業者において販売のみの収入、または中心収益としていることが分かり、このことは「成

功 100サイト」でも同様である。一方補助的な収入源（収入の割合20％未満）としては広

告収入または販売・仲介手数料が他のモデルに比べて若干多く採用されており、「成功 100

サイト」では法人が広告収入モデル、個人が販売・仲介手数料モデルを補助収入とする傾

向が観察される。 

図 4 -43 物・サ－ビス販売－全体    図 4 -44 物・サ－ビス販売－成功 

図 4 -45 会費・購読料－全体        図 4-46 会費・購読料－成功 
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図 4-47 広告収入－全体         図 4 -48 広告収入－成功 

図 4-49 販売・仲介手数料－全体     図 4-50 販売・仲介手数料－成功 

図 4 -51 ライセンス料－全体        図 4-52 ライセンス料－成功 
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図 4-53 ホスティング－全体     図 4-54 ホスティング－成功 

図 4 -55 その他－全体         図 4-56 その他－成功 
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図 4-57 物流サービス提供方法－全体 
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図 4-58 物流サービス提供方法－成功 
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4.2.3.7 決済方法 

(1) 最も頻繁に使われている決済方法 

ＢtoＣ事業において最も頻繁に利用されている決済方法は、「全体 447サイト」と

「成功 100サイト」とで有意な差はなく、法人／個人共に代金引換（宅配業者）が約

4割と、他の決済方法に比べて圧倒的に多く、昨年後払い（郵便）や事前振込（銀行）

と並んで 20％前後であったことを考えると、決済における代引サービス利用割合の大

きな増加が窺える。なお、次いで後払い（郵便）、事前振込（銀行）、及びクレジッ

トカードが 10％前後の割合で多くなっているが、クレジットカード決済を提供する事

業者は法人に限られ、個人では存在しない。 
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図 4-59 最も頻繁に使われている決済方法－全体 
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図 4-60 最も頻繁に使われている決済方法－成功 
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(2) 全ての決済方法 

ＢtoＣ事業で準備されている決済方法でもやはり代金引換を採用している事業者が

多く見られ、「全体 447サイト」「成功 100サイト」共に 7割強を占め、特に法人に

おいては 8割に達しようとしている。次いで事前振込（銀行）が約 6割と多くなって

いるが、(1)「最も頻繁に～」と比較すると、利用者自身が代引決済を選択している現

状が窺える。「成功 100サイト」は全般的に複数の決済方法を提供していると見られ、

「成功法人 82サイト」においてクレジットカード提供の割合が 6割と多い点は昨年と

同様である。なお、Webに特化した決済方法（アコシスからｉＲＥＧｉまで）はＳＭ

ＡＳＨ等一部を除くと現状では殆ど提供されていない。 
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図 4 -61 全ての決済方法－全体 
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図 4 -62 全ての決済方法－成功 
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＜成功100サイト＞

64.0%

38.0%

60.0%

36.0%

42.0%

20.0%

77.0%

23.0%

31.0%

14.0%

3.0%

59.8%

34.1%

24.4%

3.7%

64.6%

35.4%

43.9%

15.9%

78.0%

26.8%

31.7%

8.5%

11.0%

1.2%

1.2%

1.2%

2.4%

12.2%

3.7%

15.9%

3.7%

83.3%

55.6%

33.3%

38.9%

38.9%

33.3%

38.9%

72.2%

5.6%

27.8%

5.6%

11.1%

5.6%

5.6%

3.0%

8.0%

11.0%

1.0%

1.0%

1.0%

2.0%

10.0%

4.0%

26.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

事前振込（銀行）

事前振込（郵便局）

現金書留

小為替等

クレジットカード

後払い（銀行）

後払い（郵便）

代金引換（郵便）

代金引換（宅配業者）

コンビニ収納代行

自社店頭決済

アコシス

ＳＭＡＳＨ

ビットキャッシュ

ウェブマネー

ＱＱＱシステム

Ｕ－ＣＡＲＤ

サイバーチップシステム（ＣＣＳ）

Ｅ－ＭＹＣＡＳＨ（ＢＩＧＬＯＢＥ）

ｉＲＥＧｉ　（＠ｎｉｆｔｙ）

デビッドカード

その他

無記入

全体

法人

個人

 



168 

4.2.4  ＥＣ顧客・マーケット特性と顧客関係 

 

4.2.4.1 アクセス状況 

(1) ページビュー 

月間のページビューは、「全体 447サイト」において有効な回答サンプルが 6割弱

であり有効回答が少ない。有効回答の範囲で見ると、 1,000 以上 5,000 未満の層で

16.3％と、昨年度調査の 13.4％よりやや高まっている。さらに、法人で 1万以上 5万

未満（13.0％）、個人で 100 以上 1,000未満（11.6％）にもう一つのピークを形成し

ている。一方「成功 100 サイト」のピークは、法人で 10万以上 50万未満（20.7％）、

個人で 1万以上 5万未満（22.2％）となっている。 

 

図 4 -63 アクセス状況：ページビュー（月）－全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクセス状況：ページビュー(月)
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図 4 -64 アクセス状況：ページビュー（月）－成功 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) カウンター  

月間のカウンター数は、「全体 447 サイト」において法人／個人共に 1,000 以上

5,000 未満で約 3割弱と最も多くなっており、次いで 100以上 1,000未満に多く（2

割前後）、ＢtoＣサイトのアクセス数は概ね平均数十名／日と考えられる。一方「成

功 100サイト」は 1万以上 5万未満で最も多く（約 3割）、およそ数百～千数百名／

日のアクセス数を得ていることがわかる。特に成功個人サイトにおいて、1 万以上 5

万未満の層（38.9％）へ回答が集中している点は、昨年調査結果と同様である。 

図 4-65 アクセス状況：カウンター（月）－全体 
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図 4-66 アクセス状況：カウンター（月）－成功 

 

4.2.4.2 平均客単価 

顧客が支払う平均的な単価は、「全体 447 サイト」「成功100サイト」いずれを見ても、

昨年同様 1,000円以上 5万円未満に集中しており、その中でも法人は 1万円以上 5万円未

満（全体 25.2％、成功 32.9％）、個人は 1,000円以上 5,000円未満（全体 32.2％、成功 38.9％）

の層に多く見られる。なお、正確には詳細な分析が必要となるが、この結果は 2.2.3.3(3)「商

品／サービスの価格帯：平均単価」とおよそ同様の傾向があり、概ね平均単価＝平均客単

価であることが推測され、現状として１顧客に付き１商品／サービスの購入・利用のケー

スが殆どであると解釈できる。 

図 4 -67 平均客単価－全体 
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図 4 -68 平均客単価－成功 

 

4.2.4.3 購買率 

ＢtoＣ－ＥＣサイトに訪れた顧客が実際に購入する確率は、「全体 447 サイト」では昨

年同様 5割近くが 3％未満であり、10％以上も 1割強となっている。一方「成功 100サイ

ト」での購買率 3％未満は 3割強に留まっている。特に成功個人サイトでは購買率３％未満

は 2割弱、購買率 20％以上が 3割を占めるに至っている。特に個人の成功サイトにおいて、

何度もサイトに訪れ、数度に渡り購入するコアユーザーが育ってきたことが推測される。 

図 4-69 購買率－全体 
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図 4-70 購買率－成功 

 

4.2.4.4 Webのみで完結した成約の割合 

Web完結率を見ると、「全体 447 サイト」では全体、法人において、Web上で直接的に

受注しているサイトと、Web 以外の手段で最終的に受注しているサイトが各々多く二極化

しており、サイトにより利用者の購入過程が異なっていることが推測される。ただし、個

人サイトの方がWeb完結率が 90％以上のところが 34.3％と多い。この二極分化の現状は、

「成功 100 サイト」でも同様に見られる。 

図 4-71 Webのみで完結した成約の割合－全体 
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図 4-72 Webのみで完結した成約の割合－成功 

 

4.2.4.5 販促方法 

販売促進の方法としてサーチエンジンへの登録を挙げる事業者は「全体 447 サイト」「成

功 100サイト」共に 7割前後（個人では 8～9割）と去年同様の結果となっており、ＥＣ事

業における基本作業と言える。成功法人サイトでは、ＰＣ上のメールマガジンを 4 割弱挙

げているが、雑誌等または自社の紙媒体も用いており（約 3 割）、ＥＣ事業でも紙媒体に

よる宣伝が多く利用されている。個人サイトでは、全体、成功とも、昨年同様相互リンク・

ネットコミを利用するケースが多く（約 4割）見られる。 
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60％以上70％未満

70％以上80％未満

80％以上90％未満

90％以上100％未満

100%

無記入

0.0% 
0.0% 
0.0% 
0.0% 
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図 4-73 販促方法－全体 

 

販促方法（複数回答）
＜全体447サイト＞

20.6%

6.3%

30.0%

6.5%

6.3%

0.4%

0.4%

2.7%

0.7%

0.2%

24.4%

3.8%

72.5%

33.1%

16.3%

6.3%

17.0%

32.9%

3.4%

22.6%

8.3%

31.9%

6.6%

6.3%

0.3%

0.7%

3.7%

0.3%

0.3%

26.6%

5.0%

67.4%

29.6%

13.3%

7.3%

19.3%

35.9%

15.6%

6.0%

4.3%

16.4%

2.1%

26.0%

6.2%

6.2%

0.7%

0.7%

1.4%

19.9%

1.4%

82.9%

40.4%

22.6%

4.1%

12.3%

26.7%

6.8%

6.8%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

PCﾈｯﾄ上の広告/ﾊﾞﾅｰ

PCﾈｯﾄ上の広告/ｵﾌﾟﾄｲﾝﾒｰﾙ

PCﾈｯﾄ上の広告/ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ

PCﾈｯﾄ上の 広告/ｱ ﾌ ｨ ﾘ ｴｲﾄ ｻｲ ﾄ活 用

PCﾈｯﾄ上の広告/その他

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/ﾊﾞﾅｰ

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/ｵﾌﾟﾄｲﾝﾒｰﾙ

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ

ﾓﾊﾞｲﾙ上の 広告/ ｱ ﾌ ｨ ﾘ ｴ ｲ ﾄ ｻｲ ﾄ活 用

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/その他

広告（雑誌等紙媒体）

広告（テレビ／ラジオ）

サーチエンジン登録

相互リンク・ネットコミ（ネット上の同業異業の互助）

掲示板書き込み

ネットニュース

店頭告知

自社媒体（カタログ、ちらし）

その他リアルの営業活動（営業マン等）との連携

その他

無記入

全体

法人

個人

PCﾈｯﾄ上の広告 /ｱﾌｨﾘｴｲﾄｻｲﾄ活用 

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告 /ｱﾌｨﾘｴｲﾄｻｲﾄ活用 
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図 4-74 販促方法－成功 

 

販促方法（複数回答）
＜成功100サイト＞

29.0%

15.0%

37.0%

15.0%

5.0%

1.0%

2.0%

6.0%

1.0%

1.0%

29.0%

5.0%

71.0%

28.0%

12.0%

5.0%

21.0%

33.0%

5.0%

30.5%

17.1%

37.8%

13.4%

4.9%

1.2%

2.4%

7.3%

1.2%

1.2%

31.7%

6.1%

67.1%

24.4%

9.8%

6.1%

22.0%

35.4%

14.6%

3.7%

6.1%

22.2%

5.6%

33.3%

22.2%

5.6%

16.7%

88.9%

44.4%

22.2%

16.7%

22.2%

11.1%

11.1%

14.0%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

PCﾈｯﾄ上の広告/ﾊﾞﾅｰ

PCﾈｯﾄ上の広告/ｵﾌﾟﾄｲﾝﾒｰﾙ

PCﾈｯﾄ上の広告/ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ

PCﾈｯﾄ上の広告/ｱﾌｨﾘｴｲﾄｻｲﾄ活用 

PCﾈｯﾄ上の広告/その他

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/ﾊﾞﾅｰ

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/ｵﾌﾟﾄｲﾝﾒｰﾙ

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/ｱﾌｨﾘｴｲﾄｻｲﾄ活用 

ﾓﾊﾞｲﾙ上の広告/その他

広告（雑誌等紙媒体）

広告（テレビ／ラジオ）

サーチエンジン登録

相互リンク・ネットコミ（ネット上の同業異業の互助）

掲示板書き込み

ネットニュース

店頭告知

自社媒体（カタログ、ちらし）

その他リアルの営業活動（営業マン等）との連携

その他

無記入

全体

法人

個人
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4.2.4.6 営業コスト 

月間の営業コストは、「全体 447サイト」では 5万円未満に抑える事業者が多く見られ、

法人で 50.8％、個人で 79.5％を占めている。一方「成功 100サイト」は全体的に多くの営

業コストをかけており、特に成功法人では 10万円以上 50万円未満の層で 3割弱を占めて

おり、成功個人の場合は全体同様 5万円未満が多いものの、61.1％に留まっている。 

図 4 -75 営業コスト（平均月額）－全体 

図 4 -76 営業コスト（平均月額）－成功 

 

営業コスト(平均月額)
＜全体447サイト＞

33.8%

27.2%

47.3%

26.4%

23.6%

32.2%

7.8%

10.0%

13.0%

16.6%

14.1%

15.9%

10.3%3.4% 5.5%

0.7%

2.0%

1.6%

0.7%

3.7%

2.7%

0.0%

1.0%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

法人

個人

1万円未満

1万円以上5万円未満

5万円以上10万円未満

10万円以上50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上5000万円未満

5000万円以上1億円未満

1億円以上

無記入

営業コスト(平均月額)
＜成功100サイト＞

20.0%

17.1%

33.3%

21.0%

19.5%

27.8%

6.0%

4.9%

11.1%

27.0%

29.3%

16.7%

4.0%

3.7%

5.6%

7.0%

8.5%

3.0%

3.7%

12.0%

13.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

法人

個人

1万円未満

1万円以上5万円未満

5万円以上10万円未満

10万円以上50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上5000万円未満

5000万円以上1億円未満

1億円以上

無記入
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4.2.4.7 顧客情報の利用方法 

顧客の情報は、「全体 447サイト」において法人／個人共にダイレクトマーケティング

に利用するケースが半数近くを占め、「成功 100 サイト」では、法人で 53.7％と、更に多

く見られる。特に法人事業者では顧客情報を積極的に活用する姿勢が見られ、成功法人で

は「蓄積・分析」を行っている事業者が過半数を占め、またアフターケアやクレーム処理

にも 4割強利用している。 

図 4 -77 顧客情報の利用方法－全体 

顧客情報の利用方法（複数回答）
＜全体447サイト＞

48.8%

40.9%

32.7%

47.2%

20.1%

33.6%

1.6%

0.9%

9.8%

2.7%

48.2%

43.5%

32.2%

49.2%

23.6%

35.2%

2.0%

1.3%

6.6%

3.0%

50.0%

35.6%

33.6%

43.2%

13.0%

30.1%

0.7%

16.4%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

蓄積のみ(住所管理等)

蓄積･分析(購買履歴も含む蓄積とその分析) 

配送管理

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ(DM･お知らﾒｰﾙ送付等)

会員ｻｰﾋﾞｽ(利用ﾎﾟｲﾝﾄ蓄積､ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ企画等)

ｱﾌﾀｰｹｱやｸﾚｰﾑ処理

ﾘｺﾒﾝﾃﾞｰｼｮﾝ･ｴﾝｼﾞﾝ等のｼｽﾃﾑを利用 

その他

特に管理･利用していない

無記入

全体

法人

個人

 

図 4 -78 顧客情報の利用方法－成功 

顧客情報の利用方法（複数回答）
＜成功100サイト＞

46.0%

52.0%

37.0%

51.0%

31.0%

45.0%

6.0%

3.0%

5.0%

2.0%

42.7%

56.1%

36.6%

53.7%

32.9%

45.1%

6.1%

3.7%

1.2%

2.4%

61.1%

33.3%

38.9%

38.9%

22.2%

44.4%

5.6%

22.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

蓄積のみ(住所管理等)

蓄積･分析(購買履歴も含む蓄積とその分析) 

配送管理

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ(DM･お知らﾒｰﾙ送付等)

会員ｻｰﾋﾞｽ(利用ﾎﾟｲﾝﾄ蓄積､ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ企画等)

ｱﾌﾀｰｹｱやｸﾚｰﾑ処理

ﾘｺﾒﾝﾃﾞｰｼｮﾝ･ｴﾝｼﾞﾝ等のｼｽﾃﾑを利用 

その他

特に管理･利用していない

無記入

全体

法人

個人
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4.2.5  経営の現状 

 

4.2.5.1 初期投資コスト 

初期投資コストを 50万未満に抑えた事業者は、「全体447サイト」で約 6割を占める一

方、「成功 100 サイト」においては約 4割に留まり、開設当初から事業に対して投資する

姿勢が窺える。「全体法人301サイト」は 20万円以上 100万円未満にピークがあるのに対

し、「成功法人 82サイト」では 50万円以上 500万円未満にピークがある。個人サイトは

100万円未満の事業者が殆どであるものの、成功個人の方がより多くの投資を行っているこ

とが観察できる。 

図 4 -79 初期投資コスト－全体 

初期投資コスト
＜全体447サイト＞

4.0%

7.5%

17.4%

14.0%

24.7%

10.5%

10.6%

10.3%

9.6%

9.0%

11.0%

20.1%

19.6%

21.2%

16.3%

17.6%

13.7%

6.0% 3.3%

2.3%

6.2%

6.0%

6.0% 4.5%

1.4%

1.8%

0.0%

2.7%

1.3%

0.0%

2.0%

0.9%

0.7%

1.0%

0.4%

0.0%

0.7%

0.0%

0.4%

0.7%

1.6%

0.0%

2.3%

1.6%

0.0%

2.3%

3.4%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

法人

個人

０円

１円以上５万円未満

５万円以上１０万円未満

１０万円以上２０万円未満

２０万円以上５０万円未満

５０万円以上１００万円未満

１００万円以上２００万円未満

２００万円以上５００万円未満

５００万円以上１０００万円未満

１０００万円以上２０００万円未満

２０００万円以上３０００万円未満

３０００万円以上４０００万円未満

４０００万円以上５０００万円未満

５０００万円以上１億円未満

１億円以上

無記入
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図 4 -80 初期投資コスト－成功 

 

4.2.5.2 ＥＣ売上 

(1) ＥＣ売上金額 

平均月商で 500万円以上（年商で 6,000 万円以上）のＥＣ売上を得ている事業者は、

「全体 447サイト」では 8.2％にも満たないが、「成功 100サイト」では 37.0％も存

在している。また、「成功個人 18サイト」には、月商 100万円～1,000万円未満の事

業者が 50.0％含まれている。 

図 4-81 ＥＣ売上金額（平均月商）－全体 

EC売上金額(平均月商)
＜全体447サイト＞

49.4%

41.9%

65.1%

11.0%

11.6%

9.6%

18.6%

21.6%

12.3%

6.0%

12.8%

13.3%

1.4%

3.3%

2.7%

4.0%

0.7%

0.4%

1.7%

1.1%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

法人

個人

50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上

無記入

0.0% 
0.0% 
0.0% 

初期投資コスト
＜全体100サイト＞

9.0%

7.3%

16.7%

8.0%

16.7%

5.0%

6.1%

14.0%

9.8%

33.3%

19.0%

22.0%

6.0%

4.9%

11.1%

11.0%

13.4%

11.1%

4.9%

6.0%

6.1%

0.0%

5.6%

3.7%

3.0%

6.1%

5.0%

3.0%

2.4%

5.6%

1.2%

1.0%

7.3%

6.0%

3.0%

3.7%

1.0%

1.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

法人

個人

０円

１円以上５万円未満

５万円以上１０万円未満

１０万円以上２０万円未満

２０万円以上５０万円未満

５０万円以上１００万円未満

１００万円以上２００万円未満

２００万円以上５００万円未満

５００万円以上１０００万円未満

１０００万円以上２０００万円未満

２０００万円以上３０００万円未満

３０００万円以上４０００万円未満

４０００万円以上５０００万円未満

５０００万円以上１億円未満

１億円以上

無記入

成功 

0.0% 

0.0% 0.0% 
0.0% 
0.0% 

0.0% 
0.0% 
0.0% 
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図 4-82 ＥＣ売上金額（平均月商）－成功 

 

EC売上金額(平均月商)
＜成功100サイト＞

13.0%

9.8%

27.8%

11.0%

8.5%

22.2%

34.0%

32.9%

38.9%

12.0%

12.2%

11.1%

18.0%

22.0%

5.0%

6.1%

5.0%

6.1%

0.0%
0.0%

2.0%

2.4%

0.0%
0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

法人

個人

50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満

5,000万円以上1億円未満

1億円以上

無記入
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(2) ＥＣ売上の推移  

過去 1年間で、ＥＣ売上が非常に増加（10％以上）したと回答している事業者は、

「全体 447サイト」で 30.0％を占めており、減少したと認識している事業者 5.1％を

はるかに上回っている。この傾向は「成功 100サイト」になると更に顕著となり、59.0％

が非常に増加、26.0％がやや増加（5～9％）としており、合わせて 85.0％がＥＣ売上

が拡大したと回答している。 

図 4-83 ＥＣ売上の推移（過去 1年間を見て）－全体 

図 4-84 ＥＣ売上の推移（過去 1年間を見て）－成功 

 

ＥＣ売上の推移（過去1年間を見て）
＜全体447サイト＞

30.0%

31.9%

26.0%

26.2%

25.6%

27.4%

19.0%

18.6%

19.9%

4.0%

13.2%

11.3%

17.1%

6.5%

6.3%

6.8%

1.4%

3.1%

1.4%

2.3%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

法人

個人

非常に増加（＋10％以上）

やや増加（ ＋ ５％ ～ ＋ ９ ％ ）

ほぼ横這い（＋４％～－４％）

やや減少（－５％～－９％）

非常に減少（－10％以下）

その他（開業して間もない）

無記入

 

やや増加（＋５％～＋９％） 

ＥＣ売上の推移（過去1年間を見て）
＜成功100サイト＞

59.0%

59.8%

55.6%

26.0%

23.2%

38.9%

5.0%

4.9%

5.6%

0.0%

2.0%

2.4%

0.0%

2.0%

2.4%

0.0%

4.0%
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(3) ＥＣ売上の見通し 

ＥＣ売上が、今後 1 年で増加すると考えている事業者は、「全体 447 サイト」で

66.3％おり、そのうち法人では 35.9％が非常に増加（10％以上）すると予想している。

「成功 100 サイト」では、10％以上増加という強気の予想を立てる事業者が 58.0％も

おり、減少すると見込んでいる個人事業者は 1名もいない。 

図 4 -85 ＥＣ売上の見通し（1年後を見て）－全体 

図 4 -86 ＥＣ売上の見通し（1年後を見て）－成功 
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4.2.5.3 ＥＣ事業の損益 

(1) ＥＣ損益金額 

ＥＣ損益状況が月平均で黒字化している事業者は、「全体 447サイト」で 55.1％を

占め、法人では 10～50 万円未満／月の黒字（19.6％）、個人では 1～10万円未満／

月の黒字（29.5％）が中心となっている。「成功 100サイト」では、月平均で黒字化

している事業者が 64.0％、法人では 100～500 万円／月 の黒字（20.7％）、個人では

10～50万円／月 の黒字（50.0％）が最も多い。 

図 4 -87 ＥＣ損益金額（月）－全体 

図 4 -88 ＥＣ損益金額（月）－成功 
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184 

(2) ＥＣ損益状況 

過去 1年間のＥＣ損益が黒字化している事業者は、「全体 447 サイト」で 36.3％を

占め、個人の場合 41.7％に達しているが、全体の 45.1％は赤字・不明・無記入である。

一方で、「成功 100サイト」では 59.0％が黒字であり、赤字・不明・無記入の割合は

27.0％しかない。特に個人事業者では、黒字の割合が 77.8％と群を抜いて高い。 

図 4 -89 ＥＣ損益状況（過去1年間を見て）－全体 

図 4 -90 ＥＣ損益状況（過去1年間を見て）－成功 
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(3) ＥＣ損益の見通し 

1年後のＥＣ損益が黒字と予想する事業者は、「全体 447サイト」でも 50.7％とな

っており、「成功 100サイト」となると 69.0％に達している。特に「成功 18個人サ

イト」の場合では、88.9％が黒字を予想している。 

図 4 -91 ＥＣ損益の見通し（1年後を見て）－全体 

図 4 -92 ＥＣ損益の見通し（1年後を見て）－成功 
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4.2.5.4 全売上に対するＥＣの割合 

総売上に占めるＥＣの貢献度は、「全体 447サイト」の場合、10％未満の事業者が 49.4％

となっており、法人の方が 55.8％と割合が高い。反対にＥＣ貢献度が 90％以上であるＥＣ

専業的な事業者は、全体の 12.8％を占めている。「成功 100サイト」でも、10％未満の事

業者が最も多いがその比率は 27.0％に減少しており、ＥＣ貢献度が90％以上である事業者

の割合が 19.0％に上昇している。 

図 4-93 全売上に対するＥＣの割合－全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-94 全売上に対するＥＣの割合－成功 
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4.2.6  システム等のインフラストラクチャー 

 

4.2.6.1 ＥＣ（ショップ）の出店／インフラ形態 

ＥＣ事業におけるインフラ形態では、自社専用システムを自ら開設し運用している事業

者が最も多く、このことは「全体 447サイト」（ 45.2％）及び「成功 100サイト」（ 44.0％）

共に同様である。ただし、「全体 447サイト」では次に多いのが電子モールへの参加（17.9％）

だが、「成功 100 サイト」の場合は、外部に委託開発後に自らがシステム運用している事

業者（15.0％）が多い。「全体 447サイト」よりも「成功 100サイト」の方で割合が高ま

っているのは、開発または運用の委託であり、これはシステム規模が大きくなった場合、

何らかの委託をし、コアコンピタンスに集中することで成功しているものと考察できる。 

図 4 -95 ＥＣ（ショップ）の出店／インフラ形態－全体 
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図 4 -96 ＥＣ（ショップ）の出店／インフラ形態－成功 

 

4.2.6.2 外注利用状況 

2.2.3.7「決済方法」に見た代引決済に対する顧客ニーズの高さを反映し、ＢtoＣ事業に
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割前後を占めている。また「成功 100 サイト」において、システム運営の一括外注やホー
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図 4-97 外注利用状況－全体 

外注利用状況（複数回答）
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図 4-98 外注利用状況－成功 
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4.2.7  事業運営および成功要因 

 

4.2.7.1 ＥＣサイト設立の主な目的 

ＥＣサイト設立において新規顧客の開拓を主な目的とした事業者は「全体 447サイト」

「成功 100 サイト」共に多く、6割以上を占めている。次いで認知度・知名度の向上や、昨

年調査時に多かった売上や手数料収入の拡大を各々5 割弱の事業者が挙げている。「成功

100サイト」において「全体 447 サイト」よりも多く見られたのは、顧客満足度・ロイヤ

リティの向上（全体 2割強、成功 4 割弱）であり、顧客と事業者とのチャネルとしてのＥ

Ｃサービスが強く要求されるようになってきたことが背景にあると考えられる。 

図 4-99 ＥＣサイト設立の主な目的－全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ECサイト設立の主な目的（3つまで選択）
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図 4-100 ＥＣサイト設立の主な目的－成功 
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4.2.7.2 ＥＣサイトの効果 

ＥＣサイトの活用効果として、「成功 100サイト」では、①新規顧客の開拓と②売上や

手数料収入の拡大に、期待通り以上のポジティブな効果があったと回答している事業者が

かなり多い。一方で、業務処理コストや業務処理プロセスの改善等で、ポジティブな効果

を得ている事業者の数は少なく、内部処理の効率化面で満足しているところはやや限られ

ている。なお、当設問は各項目についての効果の度合を選択式で問うたものであり、図 4-101、

図 4-102はその回答総数を示したグラフである。 

図 4-101 ＥＣサイトの効果－全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ECサイトの効果（複数回答）
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図 4-102 ＥＣサイトの効果－成功 
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図 4 -103 情報収集マーケティング力   図 4-104 情報収集マーケティング力 

のアップ－全体                のアップ－成功 

図 4 -105 顧客満足度・ロイヤリティの   図 4-106 顧客満足度・ロイヤリティの 

向上－全体               向上－成功 
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図 4-107 新規顧客の開拓－全体    図 4 -108 新規顧客の開拓－成功 

図 4 -109 売上や手数料収入の拡大－全体 図 4-110 売上や手数料収入の拡大－成功 

図 4 -111 業務処理コストの低減－全体  図 4-112 業務処理コストの低減－成功 

図 4-113 業務処理プロセスの改善－全体  図 4-114 業務処理プロセスの改善－成功 
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図 4-115 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの刷新・変革－全体  図 4-116 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの刷新・変革－成功 

 

 

 

 

 

 

図 4 -117 認知度・知名度の向上－全体  図 4-118 認知度・知名度の向上－成功 

図 4-119 実験的な運用－全体  図 4 -120 実験的な運用－成功 

図 4-121 その他－全体   図 4-122 その他－成功 
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4.2.7.3 成功要因や差別化のポイント 

ＥＣサイトの成功要因等として、「全体 447サイト」では①分かり易い商品・サービス

説明、②素早い顧客対応、③商品・サービスのユニークさ、④品揃え・サービスメニュー

の豊富さが上位。「成功 100 サイト」では、ユニーク性を除く前記３要因が上位となって

いる。一方で、いずれにおいても低価格を成功要因等と捉えている事業者の割合は、25.0％

前後に留まっている。 

図 4 -123 成功要因や差別化のポイント－全体 

成功要因や差別化のポイント（5つまで選択）
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図 4 -124 成功要因や差別化のポイント－成功 
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4.2.7.4 ＥＣ事業への今後の投資規模 

今後の投資規模に関しては、「全体 447サイト」において現状維持の割合が約半数を占

め、3割前後であった昨年よりも多くなっており、また拡大を予定する事業者は 3割に留ま

り、「成功 100 サイト」でも拡大と回答した事業者は 5割前後に留まる。自由記述部であ

る「その理由」を見たところ、ＥＣ事業の更なる普及を見込んではいるものの、予想以上

にコストがかかることや新技術への対応等のリスクを挙げ、慎重な姿勢で望む事業者が多

く見られた。 

図 4 -125 ＥＣ事業への今後の投資規模－全体 

図 4 -126 ＥＣ事業への今後の投資規模－成功 
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4.2.7.5 ＥＣ成功への課題 

ＥＣ成功への課題を自由に記述してもらった結果、全体的に慎重な姿勢が見て取れた。

サイトの内容面では顧客サービスの充実（品揃えやサービスの充実、迅速な対応等）が多

く挙げられており、運用面ではＥＣ事業を実店舗同様の事業と捉え、リアルと連動しつつ

全社的に取組むこと等の回答があった。また外部要因として、通信費の値下げやネットイ

ンフラの更なる整備の必要性を挙げる事業者も見られ、ブロードバンド普及に対し期待す

る声も少なくなかった。 

 

4.2.7.6 最近注目しているＥＣ動向 

同様にして注目しているＥＣ動向について自由な記述を求めた結果、特にブロードバン

ドや次世代携帯電話に対する関心が高いことがわかった。その他決済面（エスクローサー

ビスやインターネット銀行等）や、リアル媒体やメールによる販促活動、リアル店舗との

連動等に関する回答も多く見られた。 

 

4.2.8  新規ＥＣトレンドへの対応 

 

4.2.8.1 モバイルＥＣへの取組み 

モバイルＥＣへの対応状況は、「全体 447サイト」では対応済みが 15.0％と少なく、対

応予定なしが反対に 56.6％を占めている。「成功 100 サイト」では、対応済みが 29.0％と

格段に高くなっており、更に対応予定ありを含めると、法人／個人共に 60.0％程度の比率

となっている。昨年と同様に、「成功 100 サイト」ではモバイルＥＣに対する取組み意欲

が高い。なお、モバイルＥＣへ対応する事業者は 1999－2000年を境に増えており、これに

は 1999 年よりｉモード、EZweb、Ｊ－スカイ等のサービスが順次開始されたことが背景に

あると思われる。 
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図 4 -127 モバイルＥＣへの取組み－全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 -128 モバイルＥＣへの取組み－成功 
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図 4 -129 モバイルＥＣへの取組み／既に対応済み－全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 -130 モバイルＥＣへの取組み／既に対応済み－成功 
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図 4 -131 モバイルＥＣへの取組み／対応予定あり－全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 -132 モバイルＥＣへの取組み／対応予定あり－成功 
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4.3 ＢtoＢ：ＥＣサイト事業者の特徴と分析 

企業間ＥＣ（ＢtoＢ）に関する今回の Webアンケート調査では、ＢtoＣと同様に無作為

近似抽出により対象を選定し回答を回収した。その結果、「販売／取引仲介サイト」では

68サンプル、「調達サイト」では 7サンプルの有効回答を得ている。「調達サイト」は充

分なサンプル数を得られなかったため、ここでは「販売／仲介サイト」68 サンプルについ

てのみ集計結果の検討を行うこととする。 

 

4.3.1  ＢtoＢ：ＥＣサイトの概観 

企業を対象としたＥＣ販売／取引仲介（以下、ＢtoＢとする）事業に対する新規参入は、

2001 年も引続き多く見られる。現状のＢ toＢサイトを見る限り、サイトスタートが 1998

年以降であるケースが多く、ＢtoＣと比較するとおよそ 2年遅い。運営主体で見ると、クリ

ック＆モルタル型の企業が半数強を占めているが、ドットコム企業も 30％程度含まれてい

る。最も販売されている物／サービスでは、回答企業の業種分布をそのまま反映し、情報

サービスが多くを占める。物販では、電子・通信機器やその部品等の取引と、オフィス家

具・文具等の事務用品の占める割合が比較的大きい。 

複数のビジネスモデルを同時に実施するサイトは 40％弱とＢtoＣよりも多く、その中で

はサービス提供モデルを採用している割合が比較的高い。また、不特定多数の企業を対象

とした１：Ｎ型の販売サイトが 54％を占めているものの、マーケットプレイスを営む事業

者も 30％程度ある。ただし、もともとの調査対象サンプル自体に、実態よりやや高い割合

でマーケットプレイスが含まれていた可能性がある。継続的な取引形態を中心とする事業

者の割合が 50％程度であるのに対し、スポット的な取引形態を中心とする事業者の割合は

40％程度となっている。 

ＢtoＢでは、サイト取引の推進のために、リアルの人的営業活動を行っているケースが

50％以上ある。また、決済方式では、銀行を介した直接決済を利用する割合が圧倒的に高

い。顧客情報は、ダイレクトマーケティングや会員サービス等でよく使われている。 

ＥＣ売上金額では、月商 1,000万円以上の事業者が約 10％存在している。ただし、無記

入のところも多く、必ずしも実態を正確に反映しているとは言い難い。今後の見通しにつ

いては、強気なところが目立つものの、ＥＣ損益で見ると現状苦戦している事業者も多い。

ＡＳＰサービスを利用しているケースは、全体の9％程度でありまだまだ少ない。 

ＥＣサイト設立の目的では、認知度・知名度の向上が最も多いが、顧客満足度・ロイヤ
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リティの向上も実現効果の面から評価されている。また、成功要因や差別化のポイントに

関しては、説明の分かり易さ等が多く挙げられ、全般的に顧客優先の姿勢が強い。 

 

4.3.2  事業者の概要（運営主体） 

 

4.3.2.1 企業概要 

(1) 会社設立年 

ＢtoＢ調査に対する回答事業者は全て法人で、会社設立年は 1996年以降が半数弱を

占めており、約 3 割であるＢtoＣ事業者に比べて多い。この背景として、ビジネス顧

客を対象とするＢtoＢ事業においては、業界の現状を把握した従業員がＥＣをビジネ

スチャンスと見て企業をスピンアウトし、ＥＣ事業を開始したケースが増えているこ

とが考えられる。また、新たに設立した企業の方が、ＥＣという新たなビジネス形態

に対応し易い側面も窺える。 

図 4 -133 会社設立年 
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(2) 資本金別 

ＢtoＢ販売・仲介事業者を資本金別に見ると、4割強が 3,000万円未満の中小企業で

あるが、1 億円以上 10 億円未満の事業者も約 18％を占めている。ＢtoＣサイトでは

3,000万円未満の中小企業が全体法人・成功法人共に 7割前後を占めることを考えると、

ＢtoＢ-ＥＣ事業に参入する企業の規模は、ＢtoＣよりも大きい傾向があると言える。 

図 4-134 資本金 

 

(3) 事業展開形態別 

ＢtoＢ事業者の事業展開形態は、リアル店舗と兼業するクリック＆モルタル型企業

が半数強を占めＢtoＣ同様多い。ただし、ＥＣ専業（インターネット専業）であるド

ットコム企業が約 3割と、ＢtoＣ（全体法人 12.3％、成功法人 20.7％）よりも高い割

合を示している。 

ＢtoＢを、ＥＣ専業形態で展開する事業者が比較的多い背景には、ＥＣ事業リスク

を新規子会社等に分離するモルタル企業の存在や、取引主体の数が多く取扱規模が大

きなサイトの運営を、別会社に託すケース等があるものと考えられる。 

資本金
＜全体68サイト＞
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図 4-135 事業展開形態 

 

(4) 業種別 

業種別に見ると、情報サービス業におけるＢtoＢ-ＥＣ事業の展開が 3割強と目立っ

て多い傾向があり、この中にはマーケットプレイスを運営する事業者が多く含まれる

と推測される。また、多いと予想された製造業はコンピュータ等を含む電子機器製造

（8.8％）以外殆どなく、むしろ小売業が行うケース（ 10.3％）がやや多く観察される。

ＢtoＣ事業は小売業が約半数を占めることを考えると、ＢtoＣの事例を参考に従業員を

対象としたビジネスモデル（ＢtoＥ）を組立てた企業の参入が考えられる。 

図 4 -136 業種 
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(5) 従業員数 

従業員数 300 名以上が約 15％を占めている点で、ＢtoＣ（全体法人 5.6％、成功法

人 9.8％）とやや異なっているものの、10名未満が 6割弱、10名以上 50名未満が 2

割強を占めるなど、ＢtoＣ全体法人とほぼ同様の傾向がある。 

図 4-137 従業員数 

 

4.3.2.2 ＥＣ専任要員数 

ＥＣサイト運営に対する専任要員数をＢtoＣサイトと比較すると、1～2 名で行うサイト

が多数（半数強）を占める点は同様であるが、10名以上で行うサイトも約 1割を占める点

はＢtoＣ（全体 0.6％、成功 2.0％）よりも多い結果となっている。ただし、比較対象であ

るＢtoＣの有効回答数が充分でないため、有意な比較分析は難しい。 
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図 4 -138 ＥＣ専任要員数 

 

4.3.3  生産財／製品／サービスとＥＣサイトの現状 

 

4.3.3.1 ＥＣサイトの開始時期 

(1) 年 

現存しているＢtoＢサイトについて、サイトスタートが1998年以降であるケースが

多い。ＢtoＣ事業者の場合、1996 年や 1997年のスタートが各々10％以上は含まれて

いたことに比べて、ＢtoＢ事業では 2 年程後ろにずれている。この背景として、Ｂto

Ｂ事業者は、企業におけるインターネットの普及率を慎重に見ながら、ＥＣ事業への

参入・投資を徐々に開始したこと等が考えられる。 

また、2000年～2001年に参入したＥＣ事業者の割合が 63.3％と高く、昨年ほどで

はないにしろ、本年も新規参入が続いている現状が窺える。 

なお本 Webアンケートの実施時期は2001年 10月であり、実際に 2001年にサイト

を開設した事業者割合は、この結果より増加する点に留意する必要がある。 
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図 4-139 ＥＣサイトの開始時期（年） 

 

(2) 月 

ＢtoＢサイトの開始時期を月別にみると、ばらつきはあまりないとはいえ、4月に開

始するサイトがやや多いように見えており、これは 10月にも多く開始されるＢtoＣサ

イトとやや異なっている。顧客企業がより対応し易いように配慮した結果と考えられ

る。 

図 4-140 ＥＣサイトの開始時期（月） 

ECサイトの開始時期(年）
＜全体68サイト＞

1.5%

2.9%

13.2%

13.2%

41.2%

22.1%

4.4%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

～1993年

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

2000年

2001年

無記入

サイトの開始時期(月)
＜全体68サイト＞

10.3%

4.4%

8.8%

14.7%

2.9%

11.8%

8.8%

5.9%

7.4%

8.8%

4.4%

4.4%

7.4%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

無記入



210 

4.3.3.2 ＥＣサイト運営組織 

ＥＣ非専業会社が自らサイトを運営するクリック＆モルタル型企業が半数以上を占

めるのは 2.3.2.1(3)「事業展開形態別」で見た通りであるが、その中でもＥＣ専門部署

を持たない企業が全体の 38.2％と多く見られる。これは既存事業の延長上にＥＣを位

置付けるところが多いためと考えられる。またドットコム企業の中では、設立当初か

らＥＣ専業である事業者と非専業会社の分社化による事業者とが、およそ同数を占め

ている。 

 

図 4 -141 ＥＣサイト運営組織 

ECサイト運営組織
＜全体68サイト＞
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4.3.3.3 ＥＣサイトで取扱う(あるいは仲介している)生産財／製品／サービス 

(1) 最も売れている物／サービス 

最も売れている物／サービスでは、回答事業者の業種（2.3.2.1(4)参照）をそのまま

反映して、情報サービスが約 3 割と目立って多い。物販では、電子・通信機器やその

関連部品が多く、オフィス家具・文具等の事務用品がそれに続いている。 

情報サービスの割合が高い背景には、回答事業者の中に、物販等を直接的に行って

いないサイト運営者等が多く含まれていることがあるものと推測される。実際、

2.3.3.5(2)「ＥＣ展開形態：主な取引パターン」で見るように、全体の回答者のうち、

約 3割がマーケットプレイスの運営事業者である。 

図 4-142 最も売れている物／サービス 
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(2) 最も多く取扱っている物／サービス 

最も多く取扱う商品／サービスは、(1)「最も売れている物／サービス」と殆ど同様

な結果となっている。情報サービスが 32.4％を占め、続いて電子・通信機器やその関

連部品が 8.8％と多い。 

 

図 4 -143 最も多く取扱っている物／サービス 
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(3) 全ての取扱っている物／サービス 

一方取扱う物／サービスを全て見てみると、(1)(2)で回答の多かった情報サービスが

44.1％を占めているとはいえ、商品／サービス共に比較的幅広く取扱っていることが

わかる。取扱商品／サービスを総合的に分析すれば、提供側も行い易くまた利用する

顧客企業側にも抵抗の少ない物／サービス（コンピュータ、情報サービス等）の取扱

が現在主流であるが、実際には幅広い業種が参入しているものと推測される。 

 

図 4-144 全ての取扱っている物／サービス 
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専門サービス（法律・会計・土木建築・デザイン等）

電力・ガス

教育サービス

医療・福祉サービス

社員向け福利・厚生サービス全般

その他サービス

無記入

全ての取扱っている物／サービス（複数回答） 
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4.3.3.4 生産財／製品／サービスの取引単価 

(1) 最低単価 

取引における最低単価は、無効回答が 3割以上を占めているものの、100円未満の

割合がＢtoＣ（全体 3.4％、成功 5.0％）と比較するとかなり多く（16.2％）観察され

る。これは、小ロット取引や直販による値引の結果とも考えられるが、ＥＣ事業を顧

客企業に受入れ易くするための配慮という側面も大きいと思われる。 

 

図 4-145 生産財／製品／サービスの取引単価（最低単価） 

生産財／製品／サービスの取引単価（最低単価）
＜全体68サイト＞

16.2% 13.2% 8.8% 8.8% 35.3%5.9%

2.9% 5.9%
0.0%
1.5%

0.0%

0.0%1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

100円未満

100円以上500円未満

500円以上1000円未満

1000円以上3000円未満

3000円以上5000円未満

5000円以上1万円未満

1万円以上5万円未満

5万円以上10万円未満

10万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上

無記入
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(2) 最高単価 

最高単価を 100万円以上に設定する事業者が 4分の 1を占めており、これはＢtoＣ

（全体 10.1％、成功 19.0％）に比べ多い。なお、無記入が 4割を超える原因として、

一律の価格設定（会員費等）であることや特定企業に対してのみ行う取引（非公開）

があること等が考えられる。 

 

図 4-146 生産財／製品／サービスの取引単価（最高単価） 

生産財／製品／サービスの取引単価（最高単価）
＜全体68サイト＞

8.8% 41.2%

1.5%
0.0%
2.9%
0.0%
1.5%2.9%4.4%

11.8% 16.2%

2.9%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

100円未満

100円以上500円未満

500円以上1000円未満

1000円以上3000円未満

3000円以上5000円未満

5000円以上1万円未満

1万円以上5万円未満

5万円以上10万円未満

10万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上

無記入
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(3) 平均単価 

平均単価では、ピークの価格帯はＢtoＣ同様 1万以上 5万未満であるものの、全体

的にＢtoＣよりも高い。取引単価についてまとめると、全体的に有効な回答サンプル

が少なく観察可能な範囲での分析となるが、幅広い価格帯を設定する傾向が見られ、

多くの企業をターゲットとするオープンな姿勢が窺われる一方、サイト全体の平均的

な単価としては、企業を対象とするためＢtoＣよりも高めに設定しているように見ら

れる。 

 

図 4-147 生産財／製品／サービスの取引単価（平均単価） 

 

生産財／製品／サービスの取引単価（平均単価）
＜全体68サイト＞

14.7% 10.3% 42.6%

4.4%
2.9%
1.5%
5.9%

0.0%

4.4%

10.3%

1.5%

0.0%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

100円未満

100円以上500円未満

500円以上1000円未満

1000円以上3000円未満

3000円以上5000円未満

5000円以上1万円未満

1万円以上5万円未満

5万円以上10万円未満

10万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上

無記入
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4.3.3.5 ＥＣ展開形態 

(1) ビジネスモデル 

ＢtoＢでは、複数のビジネスモデルを展開している事業者がＢtoＣ（全体 13.6％、

18.0％）よりも多い 36.8％を占め、そのうちおよそ 4分の 3がサービス提供モデルを

採用している。また、複数モデルを採用しているところでは、取引仲介サービスモデ

ルや完成製品提供モデルを採用している割合も比較的多い。 

一方で、単一のビジネスモデルを採用しているケースでは、回答事業者の業種を反

映したためか、生産財を提供する事業者が際立って少ない。その他のビジネスモデル

については、概ね同様な比率を占めている。 

 

図 4 -148 ビジネスモデル 

 

(2) 主な取引パターン 

ＢtoＢの取引パターンとしては、不特定多数の企業を対象として物・サービスを提

供する場合が半数以上（ 54.4％）を占めるものの、マーケットプレイス型のサイトも 3

割強（32.4％）存在している。ただし、調査対象サンプル自体に、マーケットプレイ

スが現状に比べやや高い割合で含まれていた可能性がある。なお、その他（自由記述

部）には特定ユーザーに限った取引を行う事業者も見られた。 

ビジネスモデル（複数回答）
＜全体68サイト＞

生産財（部品含

む）

提供モデル

1.5%

無記入

1.5%

完成製品提供モ

デル

16.2%

複数モデル

(ﾏﾙﾁﾓﾃﾞﾙ)

36.8%

その他

1.5%

サービス提供モ

デル

22.1%

取引仲介サービ

スモデル

20.6%

複数モデル(ﾏﾙﾁﾓﾃﾞﾙ)

10

14

19

15

1

0 5 10 15 20

生産財（部品含む）

提供モデル

完成製品提供モデル

サービス提供モデル

取引仲介サービスモデル

その他

(件)
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図 4-149 主な取引パターン 

 

(3) 主なＥＣ取引 

ＥＣでの取引を時間的な視点で見ると、継続的に行うサイトの方が半数強（51.5％）

を占めているもののスポット的な取引も約 4 割（39.7％）を占めており、その他には

両方の形態をとる事業者も見られる。スポット型取引は、ＥＣを既存取引の補填とし

て利用されていると推測されるが、今後ＥＣ普及に伴い継続型取引の割合が増加する

のか、それともＢtoＢ-ＥＣ事業の大きな特色としてスポット型取引も多数を占めてい

くのか、動向が注目される。 

図 4-150 主なＥＣ取引 

主な取引パターン
＜全体68サイト＞

１：N（不特定多数
の企業に物・サー
ビスを提供）
54.4%

N：Nのマーケットプ
レース
32.4%

その他
5.9%

無記入
2.9%

提供側の複数企業
のポータル（紹介）
サイト
4.4%

主なEC取引
＜全体68サイト＞

継続的な取引形態
51.5%スポット的な取引形

態
39.7%

その他
4.4%

無記入
4.4%
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4.3.3.6 収入モデルとその割合 

ＢtoＣ事業同様、ＢtoＢ事業でも物・サービス販売の収入割合を 80％以上とする事業者

が中心であるものの、その割合は全回答者の 4割強で、8割弱を占めるＢtoＣに比べかなり

少ない。ビジネスモデル（2.3.3.5(1)参照）を反映して複数の収入モデルを採用する事業者

が多く、物・サービス販売に続き会費・購読料を中心収益に据える事業者もやや多く見ら

れ、補助的な収入源としては広告収入や販売・仲介手数料を採用している事業者が多い。 

図 4 -151 物・サービス販売    図 4 -152 会費･購読料 

図 4 -153 広告収入   図 4 -154 販売･仲介手数料 

図 4 -155 ライセンス料   図 4 -156 ホスティング 

物･ｻｰﾋﾞｽ販売＜全体68サイト＞

44.1% 36.8%

8.8%
1.5%
2.9% 5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20％未満

20％以上40％未満

40％以上60％未満

60％以上80％未満

80％以上

無記入

会費･購読料＜全体68サイト＞

11.8% 79.4%

4.4%
1.5%
1.5%
1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20％未満

20％以上40％未満

40％以上60％未満

60％以上80％未満

80％以上

無記入

広告収入＜全体68サイト＞

14.7% 83.8%

0.0%
0.0%
0.0% 1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20％未満

20％以上40％未満

40％以上60％未満

60％以上80％未満

80％以上

無記入

販売･仲介手数料＜全体68サイト＞

13.2% 73.5%

4.4% 0.0%
0.0%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20％未満

20％以上40％未満

40％以上60％未満

60％以上80％未満

80％以上

無記入

ライセンス料＜全体68サイト＞

92.6%

5.9%
1.5%

0.0%
0.0%
0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20％未満

20％以上40％未満

40％以上60％未満

60％以上80％未満

80％以上

無記入

ホスティング＜全体68サイト＞

89.7%

1.5%
4.4%
0.0% 1.5%2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20％未満

20％以上40％未満

40％以上60％未満

60％以上80％未満

80％以上

無記入
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図 4 -157 その他 

 

4.3.3.7 物流サービス提供方法 

ＢtoＢ事業者の物流サービス提供方法がＢtoＣ事業者と大きく異なっている点は、オンラ

インのみで完結するサービスが4割弱（38.2％）と多い点（ＢtoＣ全体 12.8％、成功 23.0％）、

物流事業者に委託する割合が約半数（52.9％）と少ない点（ＢtoＣ全体及び成功共に 8割以

上）、また、自社による直接配達は 10ポイント程度高い点にある。ＢtoＣ事業よりも情報

やその他サービスの提供等、物の移動を伴わない事業が多く、また配達は自社で行うケー

スがやや多いと考えられる。 

 

図 4-158 物流サービス提供方法 

 

その他＜全体68サイト＞

85.3%

7.4%
1.5%

0.0%
1.5%
4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20％未満

20％以上40％未満

40％以上60％未満

60％以上80％未満

80％以上

無記入

物流サービス提供方法（複数回答）
＜全体68サイト＞

38.2%

30.9%

14.7%

11.8%

2.9%

52.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

オンラインのみで完結

自社による直接配達

郵便局に委託

物流事業者に委託

その他

無記入
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4.3.3.8 取扱う（あるいは仲介している）物／サービスの決済方法 

(1) 最も頻繁に使われている決済方法 

ＢtoＢサイトの利用者は決済方法として銀行での振込・口座引落を最も頻繁に利用

すると 4分の 3 の事業者が回答しており、代金引換が最も多いＢtoＣ事業との相違が

明確に現れている。これもまた、対象とする顧客が個人／企業で異なるためであろう。

なお、間接決済に焦点を当てると、代引の利用がやや多い。 

 

図 4-159 最も頻繁に使われている決済方法 

 

(2) 全ての決済方法 

ＢtoＢ事業で準備されている決済方法は、やはり銀行での振込・口座引落が 8 割以

上を占めるが、代引サービスもおよそ 3分の 1の事業者が提供しており、(1)「最も頻

繁に～」と考え合わせると、間接決済も利用可能であるものの実際には直接決済を利

用するケースが殆どであることが窺える。なお、自由記述部（その他の決済方法）に

クレジットカード決済を提供する事業者も見られることを考えると、企業という組織

体ではなく、中には従業員を対象とした事業（ＢtoＥ）も含まれていることが推測さ

れる。 

 

 

 

最も頻繁に使われている決済方法
＜全体68サイト＞

75.0%

2.9%

2.9%

1.5%

1.5%

8.8%

1.5%

4.4%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

直接決済／振込・口座引落し（銀行）

直接決済／振込・口座引落し（郵便局）

直接決済／小切手・手形

直接決済／法人カード

直接決済／自社配達網による代金引き換え

間接決済／ファクタリング（預入れ債権等の割引）

間接決済／エスクローサービス

間接決済／代金引き換え（物流事業者等の代引サービス）

間接決済／立替払い（提携金融機関等が立替え）

間接決済／取引信用保険

その他

無記入
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図 4 -160 全ての決済方法 

 

4.3.4  ＥＣ顧客・マーケット特性と顧客関係 

 

4.3.4.1 アクセス状況 

(1) ページビュー 

月間のページビューは、有効な回答サンプルが 6 割弱であり正確な実態とは言い難

いが、100 未満、1万以上 5 万未満で 13.2％とやや高まっているように見える。これ

はＢtoＣに比べ若干少ない傾向ではあるが、業種や業態により、対象とするページや

利用層を限定しているケース等も背景として考えられる。 

図 4 -161 アクセス状況：ページビュー（月） 

アクセス状況：ページビュー(月)
＜全体68サイト＞

13.2% 10.3% 13.2%

7.4% 1.5% 4.4%5.9%
0.0%
2.9%

41.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

100未満

100以上1000未満

1000以上5000未満

5000以上1万未満

1万以上5万未満

5万以上10万未満

10万以上50万未満

50万以上100万未満

100万以上

無記入

全ての決済方法（複数回答）
＜全体68サイト＞

85.3%

33.8%

27.9%

10.3%

4.4%

7.4%

4.4%

33.8%

5.9%

1.5%

10.3%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

直接決済／振込・口座引落し（銀行）

直接決済／振込・口座引落し（郵便局）

直接決済／小切手・手形

直接決済／法人カード

直接決済／自社配達網による代金引き換え

間接決済／ファクタリング（預入れ債権等の割引）

間接決済／エスクローサービス

間接決済／代金引き換え（物流事業者等の代引サービス）

間接決済／立替払い（提携金融機関等が立替え）

間接決済／取引信用保険

その他

無記入
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(2) カウンター  

カウンター数は、5,000 未満の事業者で半数弱を占め、特に 100 以上 1,000未満が

約 2割と最も多いように見える。4割弱を占める無効回答数を仮に無視した場合、Ｂ to

Ｃ全体とほぼ同様の傾向と見ることができる。 

 

図 4-162 アクセス状況：カウンター（月） 

 

4.3.4.2 販売先の総件数 

(1) サイト開設前 

販売先の総件数のグラフを見ると、サイト開設前は 10社未満に留まっていた事業者

がビジネス向けのＥＣ事業に乗出したケースが多いように見えるが、ここ 1～2年に設

立した企業は回答者中約 3割であり（2.3.2.1(1)参照）、また無効回答数が 6割弱を占

めていることから、正確にはわからない。 

アクセス状況：カウンター(月)
＜全体68サイト＞

11.8% 20.6% 16.2%

4.4%
5.9%
1.5%
1.5%
1.5% 0.0%

36.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

100未満

100以上1,000未満

1,000以上5,000未満

5,000以上1万未満

1万以上5万未満

5万以上10万未満

10万以上50万未満

50万以上100万未満

100万以上

無記入
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図 4-163 販売先の総件数：サイト開設前（年平均） 

 

(2) サイト開設後 

サイト開設後の販売先総件数は、全体的に増加の方向にシフトしており、10社以上

50社未満が 2割弱で最も多くなっている。ＢtoＢ-ＥＣ事業の展開により販売先が増加

した企業が多いと考えられるものの、5割強が無効回答であるため、やはり正確な実態

は把握し難い。 

 

図 4-164 販売先の総件数：サイト開設後（年平均） 

販売先の総件数：サイト開設前(年平均)
＜全体68サイト＞

22.1% 8.8% 57.4%

2.9% 5.9%

0.0%
1.5%
1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

10社未満

10社以上50社未満

50社以上100社未満

100社以上500社未満

500社以上1000社未満

1000社以上5000社未満

5000社以上

無記入

販売先の総件数：サイト開設後(年平均)
＜全体68サイト＞

17.6% 10.3% 52.9%

4.4% 2.9% 4.4%5.9% 1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

10社未満

10社以上50社未満

50社以上100社未満

100社以上500社未満

500社以上1000社未満

1000社以上5000社未満

5000社以上

無記入
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(3) 増減 

販売先総件数の増減を見ると、減少した事業者が 1 社であるのに比して増加が 26

社となっているが、有効な回答サンプルが少なく不明が多いため、正確な実態は把握

し難い。なお、当データはアンケートにおいて販売先数を(1)「サイト開設前」、(2)「開

設後」それぞれについての自由記述を促し、そのデータの差を求めることにより作成

しているが、カテゴリーによる選択式にするなど、来年以降設問方法を工夫する必要

があろう。 

 

図 4-165 販売先の総件数：増減 

 

4.3.4.3 平均客単価 

平均客単価もまた無効回答が半数弱を占めており、正確な実態の反映とは言い難いが、

有効回答での傾向では１万円以上５万円未満に集中しており（20.6％）、その他の価格帯は

10％未満に留まっていることから、１～５万円での取引が多いことが推測される。 

 

販売先の総件数：増減
＜全体68サイト＞

38.2% 57.4%

1.5% 2.9%
0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

増加

減少

変化なし

不明

無記入
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図 4 -166 平均客単価 

 

4.3.4.4 購入率 

ＢtoＢ -ＥＣサイトに訪れた顧客が実際に購入する確率は 3％未満が最も多く、約 3割を

占めているが、購入率 10％以上の事業者も 2割弱を占めており、傾向としてはＢtoＣ全体

と同様に見える。なお、無記入が 4 割強を占める原因として、会員制サイト（マーケット

プレイス等）の場合実際の取引数を把握していないケースが多いこと等も考えられる。 

 

図 4-167 購入率 

平均客単価
＜全体68サイト＞

20.6%

5.9%
5.9%

1.5%

1.5%

7.4%

5.9%

1.5%
1.5%
0.0%
1.5%

47.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

100円未満

100円以上1000円未満

1000円以上5000円未満

5000円以上1万円未満

1万円以上5万円未満

5万円以上10万円未満

10万円以上50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上

無記入

購入率
＜全体68サイト＞

30.9% 42.6%

2.9%

7.4%

0.0%

8.8%

0.0%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

3％未満

3％以上5％未満

5％以上7％未満

7％以上10％未満

10％以上15％未満

15％以上20％未満

20％以上

無記入
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4.3.4.5 Webのみで完結した成約の割合 

Webのみで完結した成約の割合は10％未満の事業者が 4分の 1を占めており、情報提供

は Webで行うものの、実際の成約には電話／ＦＡＸや直接取引を行っているケースが多く

を占めていると推測され、その背景として、クリック＆モルタル型企業がリアル・ビジネ

スと協調しているケースと、また従来の商習慣に合わせたケースが考えられる。なお、や

はり無効回答が半数弱を占めているため、推測の範囲を超えない。 

 

図 4 -168 Webのみで完結した成約の割合 

 

4.3.4.6 販促方法 

サーチエンジンへの登録を主要な販促方法（60.3％）としている点はＢtoＣ事業での傾向

と同様であるが、顕著に異なる点はリアルの営業活動との連携を図っている点（51.5％）で

あり、ＥＣサイトであるにせよ、リアルでの営業活動が極めて重要であることがわかる。

ＰＣネット上の広告や、紙媒体による広告も多数観察され、的を絞りつつもリアル／バー

チャル共に販売促進に取組む姿勢が窺われる。 

Webのみで完結した成約の割合
＜全体68サイト＞

26.5%

2.9%
4.4%
2.9%

1.5%
2.9%
1.5%

0.0%
2.9%
2.9%
2.9%

48.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

10％未満

10％以上20％未満

20％以上30％未満

30％以上40％未満

40％以上50％未満

50％以上60％未満

60％以上70％未満

70％以上80％未満

80％以上90％未満

90％以上100％未満

100％

無記入
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図 4-169 販促方法 

 

4.3.4.7 営業コスト 

月間の営業コストを 1万円未満に抑える事業者は19.1％で最も多いものの、10万円以上

50万円未満の事業者も 14.7％を占め、50万円以上を投入している事業者も 13.3％存在し

ている。2.3.4.6「販促方法」と考え合わせると、営業コストの多くはリアルの営業活動に

投入しているものと推測される。 

 

図 4-170 営業コスト（平均月額） 

 営業コスト(平均月額)
＜全体68サイト＞

19.1% 11.8% 14.7%

7.4% 1.5% 7.4%
1.5%
2.9%
0.0%
0.0%

33.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

1万円未満

1万円以上5万円未満

5万円以上10万円未満

10万円以上50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上5000万円未満

5000万円以上1億円未満

1億円以上

無記入

販促方法（複数回答）
＜全体68サイト＞

50.0%

1.5%

33.8%

2.9%

60.3%

36.8%

16.2%

19.1%

14.7%

42.6%

51.5%

4.4%

13.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

広告（PCネット上）

広告（携帯電話／携帯端末上）　

広告（雑誌等紙媒体）

広告（テレビ／ラジオ）

サーチエンジン登録

相互リンク・ネットコミ（ネット上の同業異業の互助）

掲示板書き込み

ネットニュース

店頭・営業所等で告知

自社媒体（カタログ、ちらし）

その他リアルの営業活動（営業マン等）との連携

その他

無記入
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4.3.4.8 顧客情報の利用方法 

顧客情報を管理・利用していない事業者は殆ど存在せず、その活用方法としては「ダイ

レクトマーケティング」及び「購買履歴を含む蓄積とその分析」（共に半数強）が主要な

ものとなっている。顧客情報を、販売促進のための貴重なデータとして活用するケースが

多いことが窺える。 

 

図 4 -171 顧客情報の利用方法 

 

4.3.5  経営の現状 

 

4.3.5.1 初期投資コスト 

ＥＣ事業開始時の初期投資額を 200万円未満に抑えた事業者は、ＢtoＣの場合 7割前後

（全体 83.9％、成功 67.0％）を占めるのに比して、Ｂ toＢは 4割強（42.6％）に留まり、

2,000万円以上 3,000万円未満の事業者も 1割強（11.8％）存在する。企業を対象とする事

業としての取組み姿勢の相違が窺える。 

 

 

 

 

 

顧客情報の利用方法（複数回答）
＜全体68サイト＞

35.3%

51.5%

16.2%

55.9%

38.2%

33.8%

1.5%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

蓄積のみ（住所管理等）

蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析）

配送管理

ダイレクトマーケティング（DM・お知らメール送付等）

会員サービス

アフターケアやクレーム処理

リコメンデーション・エンジン等のシステムを利用

その他

特に管理・利用していない

無記入
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図 4 -172 初期投資コスト 

 

4.3.5.2 ＥＣ売上 

(1) ＥＣ売上金額 

ＥＣの売上に関しては、平均月商 50 万未満の企業が約 3割と多く、続いて 100万

円以上 500万円未満が 2割弱となっている。月商 1,000万円以上売上げる事業者は約

1 割であり、ＢtoＣ全体（5.5％）よりは多くの売上を得ていると思われる。なお、無

効回答が 3割を占めているため、必ずしも正確な実態とは言えない。 

図 4 -173 ＥＣ売上金額（平均月商） 

EC売上金額(平均月商)
＜全体68サイト＞

33.8% 17.6%

2.9% 2.9%

4.4%

2.9%

2.9% 0.0%
0.0%

32.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上5000万円未満

5000万円以上1億円未満

1億円以上50億円未満

50億円以上100億円未満

100億円以上

無記入

初期投資コスト
＜全体68サイト＞

42.6% 7.4%

4.4%
0.0%

11.8%

4.4%
1.5%
2.9%
4.4%
0.0%

20.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

２００万円未満

２００万円以上 ５ ００ 万 円 未 満

５００万円 以 上 １ ０ ０ ０万 円 未 満

１０００万円以上２０００万円未満

２０００万円以上３０００万円未満

３０００万円以上４０００万円未満

４０００万円以上５０００万円未満

５０００万円以上１億円未満

１億円以上２億円未満

２億円以上

無記入
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(2) ＥＣ売上の推移 

過去 1年でＥＣ売上が増加したと回答している事業者は 42.6％存在しており、非常

に増加（10％以上）と回答した事業者だけでも 3 割強を占め、売上が減少した事業者

3％をはるかに上回っている。 

図 4-174 ＥＣ売上の推移（過去1年間を見て） 

(3) ＥＣ売上の見通し 

6 割を超す企業（63.3％）が今後 1 年で売上が増加すると回答しており、非常に増

加（＋10％以上）すると見込む企業だけでも 4割強（41.2％）存在する。一方減少を

予想する事業者は唯 1社である。 

図 4 -175 ＥＣ売上の見通し（1年後を見て） 

ＥＣ売上の推移（過去1年間を見て）
＜全体68サイト＞

33.8% 8.8% 16.2% 17.6% 20.6%

1.5% 1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

非常に増加（＋10％以上）

やや増加（ ＋ ５％ ～ ＋ ９ ％ ）

ほぼ横這い（＋４％～－４％）

やや減少（－５％～－９％）

非常に減少（－10％以下）

その他（開業して間もない）

無記入

やや増加（＋５％～＋９％） 

ＥＣ売上の見通し（１年後を見て）
＜全体68サイト＞

41.2% 22.1% 10.3% 19.1%

0.0%
1.5%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

非常に増加（＋10％以上）

やや増加（ ＋ ５％ ～ ＋ ９ ％ ）

ほぼ横這い（＋４％～－４％）

やや減少（－５％～－９％）

非常に減少（－10％以下）

その他 

無記入

やや増加（＋５％～＋９％） 
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4.3.5.3 ＥＣ事業の損益 

(1) ＥＣ損益金額 

ＥＣ事業の月間損益では、黒字を計上している事業者は 10万円以上 50万円未満／

月の黒字（13.2％）を中心に約 3割であり、赤字事業者の約 2倍に相当しているもの

の、無効回答が約半数を占めており、正確な実態とは言い難い。 

 

図 4 -176 ＥＣ損益金額（月） 

 

(2) ＥＣ損益状況 

年間の損益状況では、赤字の事業者が約 3 割（32.4％）と黒字（22.1％）よりも多

く、大幅赤字と回答している事業者も 16.2％存在している。売上は増加しつつある

（2.3.5.2(2)参照）ものの、初期投資や営業コストがかさみ、現状では充分に利益を得

ているサイトは少なく、苦戦している事業者が多いことが見て取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

EC損益金額(月)
＜全体68サイト＞

48.5%

0.0%
2.9%
1.5%

8.8%

1.5%5.9% 0.0%

8.8% 13.2%

5.9%
1.5%
0.0%

1.5%

0.0%
0.0%
0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

1000万円以上赤字

100万円以上1000万円未満赤字

50万円 以 上1 0 0 万 円 未 満 赤 字

1万円以上50万円未満赤字

1万円未満赤字

0円

1万円未満黒字

1万円以上10万円未満黒字

10万円以上50万円未満黒字

50万円以上100万円未満黒字

100万円以上500万円未満黒字

500万円以上1000万円未満黒字

1000万円以上5000万円未満黒字

5000万円以上1億円未満黒字

1億円以上50億円未満黒字

50億円以上黒字

無記入
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図 4 -177 ＥＣ損益状況（過去 1年間を見て） 

 

(3) ＥＣ損益の見通し 

一方、1年後において黒字を見込んでいる企業は 4割弱存在し、赤字を予想してい

るところ（13.3％）よりかなり多い。売上の見通し（2.3.5.2(3)参照）の割合と比較す

ると、売上が非常に増加することでようやく黒字化する事業者が多いと見られる。 

 

図 4 -178 ＥＣ損益の見通し（1年後を見て） 

 

ＥＣ損益状況（過去1年間を見て）
＜全体68サイト＞

20.6% 11.8% 16.2% 16.2% 10.3% 23.5%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

大幅黒字

やや黒字

とんとん

やや赤字

大幅赤字

不明

無記入

ＥＣ損益の見通し（1年後を見て）
＜全体68サイト＞

7.4% 30.9% 17.6% 11.8% 23.5%

1.5%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

大幅黒字

やや黒字

とんとん

やや赤字

大幅赤字

不明

無記入
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4.3.5.4 全売上に対するＥＣの割合 

全売上に対するＥＣの割合は、10％未満である企業が 3割強を占めている。また、事業

展開形態（2.3.2.1(3)参照）を反映し、100％と回答する事業者（ドットコム企業）の比率が

ＢtoＣの場合より 10％程度高くなっている点に特徴がある。 

 

図 4 -179 全売上に対するＥＣの割合 

 

4.3.6  システム等のインフラストラクチャー 

 

4.3.6.1 ＥＣサイトのインフラ形態 

ＢtoＢでは、システムの開発をアウトソーシングしているケースがかなり多く、Ｂ toＣが

2割弱であるのに対して半数以上を占めている。これはＢtoＣに比較して、開発規模が大き

いことが起因しているものと想定され、2.3.5. 1「初期投資コスト」の結果もこれを裏付け

ている。また、運用を他社に委託する場合も 25％程度見られる。 

全売上に対するECの割合
＜全体68サイト＞

32.4% 8.8%7.4%

1.5%
1.5%
4.4% 0.0%
0.0%
2.9% 1.5%

14.7% 25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

１０％未満

１０％以上２０％未満

２０％以上３０％未満

３０％以上４０％未満

４０％以上５０％未満

５０％以上６０％未満

６０％以上７０％未満

７０％以上８０％未満

８０％以上９０％未満

９０％以上１００％未満

１００％

無記入
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図 4 -180 ＥＣサイトのインフラ形態 

4.3.6.2 外注利用状況 

代金回収やサーバーレンタル、及び配送業務をアウトソーシングする傾向はＢtoＣと同様

であるが、ホームページの制作及びメンテナンス、サーバーハウジングの外注割合が高い

点に特徴がみられる。2.3.6.1「インフラ形態」でも見たように、システムの規模が大きい

こと等が主因と考えられる。 

図 4-181 外注利用状況 

 

ECサイトのインフラ形態
＜全体68サイト＞

32.4% 30.9% 20.6%

4.4%

10.3%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

自社専用システムを自社で開

設（パッケージ利用を含む）・
運用
自社専用システムを自社で開
発、外部に運用委託

自社専用システムを外部業
者に委託開発、自社で運用

自社専用システムを外部業

者に委託開発、委託運用

その他

無記入

外注利用状況（複数回答）
＜全体68サイト＞

20.6%

7.4%

7.4%

20.6%

25.0%

17.6%

14.7%

29.4%

16.2%

23.5%

33.8%

32.4%

14.7%

8.8%

4.4%

2.9%

8.8%

7.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

広告業務

販売活動

仕入れ業務

配送業務

代金回収

与信サービス

システムの運営を一括して外注

サーバーレンタル

ホスティングサービス（バーチャルドメイン）

サーバーハウジング

ホームページ制作

ホームページのメンテナンス

サーチエンジンへの登録

ASP（アプリケーション・サービス・プロバイダー）の利用

経営・財務コンサルティング

その他

外注／アウトソーシングはしていない

無記入
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4.3.7  事業運営および成功要因 

 

4.3.7.1 ＥＣサイト設立の主な目的 

ＥＣサイト設立において、ＢtoＣ同様「新規顧客の開拓」を主な目的とした事業者が多い。

続いて、認知度・知名度の向上、情報収集・マーケティング力のアップ等を主目的とする

回答が多かった。また、ビジネスモデルの刷新・変革を目的とする事業者が、32.4％とＢto

Ｃに比べかなり高い点が注目される。 

 

図 4 -182 ＥＣサイト設立の主な目的 

ECサイト設立の主な目的（3つまで選択）
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4.3.7.2 ＥＣサイトの効果 

活用効果の面では、認知度・知名度の向上や顧客満足度・ロイヤリティの向上、業務プ

ロセスの改善にＥＣサイトが貢献したと捉えている企業が多いが、注目すべきは自社のビ

ジネスモデルの刷新・変革において期待以上の効果を得たと考える企業が比較的多い点で

あり、Ｂ toＣと大きく異なっている。一方新規顧客の開拓、売上や手数料収入の拡大におい

てはネガティブな回答の方が多かった。なお、当設問は各項目についての効果の度合を選

択式で問うたものであり、図 4-183はその回答総数を示したグラフである。 
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図 4-183 ＥＣサイトの効果 

ECサイトの効果（複数回答）
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図 4-184 情報収集・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ力のアップ   図 4 -185 顧客満足度・ロイヤリティの 

    向上 

図 4-186 新規顧客の開拓     図 4 -187 売上や手数料収入の拡大 
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図 4 -188 グローバル取引の実現   図 4-189 業務処理コストの低減 

図 4-190 業務処理プロセスの改善    図 4 -191 ビジネスモデルの刷新・変革 

図 4 -192 認知度・知名度の向上  図 4 -193 実験的な運用 

図 4 -194 その他 
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4.3.7.3 成功要因や差別化のポイント 

ＥＣサイトの成功要因等に関しては、説明の分かり易さやサイト操作の利便性に加え、

素早い顧客対応等が多く挙げられており、全面的に顧客優先の姿勢が強い。一方で他社等

との連携に関する評価は高くない。低価格による製品／サービス提供に回答した事業者も

多く、これはＢtoＣと大きく異なっている。 

 

図 4-195 成功要因や差別化のポイント 

 

成功要因や差別化のポイント（5つまで選択）
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4.3.7.4 ＥＣ事業への今後の投資規模 

2.3.5.3「ＥＣ事業の損益」で見たように現状でのＢtoＢ-ＥＣ事業の損益状況は芳しくな

いが、今後投資規模を拡大すると回答した事業者は約 4 割と、現状維持と回答した事業者

とほぼ同割合である。自由記述部である「その理由」をみても、将来性を見越して投資拡

大とする企業と、様子を窺いつつ事業を継続していく企業とに大別される。 

 

図 4-196 ＥＣ事業への今後の投資規模 

 

4.3.7.5 ＥＣ成功への課題 

ＥＣ成功への課題を自由に記述してもらった結果、顧客ニーズの反映（ページの分かり

易さ等）やサービスの充実（迅速な対応等）といった、顧客の立場に立った工夫の必要性

を挙げた事業者が多く見られ、またリアル・ビジネスとの効果的な連携を強調する意見も

目立った。その他有料情報に対する抵抗感の払拭等、利用者側の意識改革を課題とする声

も見られた。 

 

4.3.7.6 最近注目しているＥＣ動向 

同様に注目しているＥＣ動向について自由な記述を促したが、特に傾向は見られなかっ

た。回答内容をいくつか挙げると、ＡＳＰ、ＰＫＩ、電子政府（Web 上での債権譲渡等の

処理）等であり、ここでは他サイトや同業他社との連携に注目する事業者もいくつか見ら

れた。 
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５ 特徴ある事業者の成功モデル 
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5 特徴ある事業者の成功モデル 

第５部は、日米の特徴あるＥＣ事業者の詳細事例分析である。第５部では、日米の注目

されるＥＣ事業者を少数抽出し、ワーキンググループのメンバー自身が分析を行った。分

析にあたっては、日米における基礎調査注1のデータを活用し、また一般情報を収集しつつ、

メンバー自身がそれぞれの専門の立場から分析し、より詳細な知見の発見・抽出に努めて

いる。「第６部 内外ＥＣ事業者の実態」を多方面にわたる各事例の基礎情報とすれば、

第５部の事例深耕分析は各事例に代表される典型的なＥＣビジネスの理論・モデルの抽出

である。 

それぞれの事例は、本年度の日米ＥＣ事業の各事業・業種における傾向・特徴を代表し

ており、分析はその成功事例としての成功要因に焦点を当てている。各分析は、多様な事

業展開、バリューチェーンにおけるＥＣ又はインターネット活用の視点・方策を提示して

いる。以下の視点から、各事例の分析、特徴抽出を行った。 

 

＜国内事業者のビジネスモデル＞ 

１ 業界変革を促す市場創造：旅の窓口 

２ 通販事業者のオンライン優位性：ベルメゾン・ネットスクエア 

３ クリック＆モルタルのＣＲＭ戦略：ソフマップ 

４ ＥＭＰ注目株：オンライン激安問屋 

５ パートナー戦略とワンストップ・サービス：フーズインフォマート 

 

＜海外事業者のビジネスモデル＞ 

１ eトランスフォーメーション：Genaral Electric Company（ＧＥ） 

２ 創業経路と成功要因：Amazon vs Barns&Noble 

３ ドットコムの優良企業の展開：eBay 

４ インターネットバンキングの成功要因：ジャパンネット B、CitiB、WellsFargo 

 

                                                 
注1） 「第６部 内外ＥＣ事業者の実態」に掲載 
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5.1 国内事業者のビジネスモデル 

 

5.1.1  業界変革を促す市場創造：旅の窓口 

 

5.1.1.1 分析の視角 

インターネットによる「場」の提供、いわゆる「マッチング」機能は、様々な形態のビ

ジネスに大きな変革をもたらした。中でも、「空室にしておくくらいなら安くても売り切

りたいホテル」と「その日に泊まりたい客」を繋げるという「市場が求めていながら実現

していなかった場」を、世に先駆けて提供した「旅の窓口（www.mytrip.net）」は、ネッ

ト上でのマッチングビジネス開発の代表例として、広く世に知られるところである。 

本章では、その「成功要因」を、「旅の窓口」登場以前の日本における旅行流通の姿、

そこでの問題点等から改めて浮き彫りにするとともに、参入障壁が低く追随が一見容易な

このビジネスモデルにおいて、今後、同社がいかに勝ち続けていくか、その方向性にまで

踏み込んだ考察を試みる。 

 

5.1.1.2 「旅の窓口」の現況 

(1) 実績 

「旅の窓口」は、前身である日立造船情報システム（株）による 96年のサービス開

始から、その後この事業に特化し、分離独立したマイトリップ・ネット（株）による

今日の運営に至るまで、順調に登録会員数、宿泊施設数を伸ばしてきた。2002年 4月

現在、登録会員数約 168万人、宿泊施設数 1万 3千軒を数える。取扱も年間約 480万

泊、200 億円以上（推定）、更に収入・利益ベースでも「大幅黒字」の損益状況を呈

し、2位事業者（推定年間 24万泊）に大きく水をあけている。10兆円規模といわれる

旅行市場全体から見れば、まだまだ大きな数字とはいえないが、ネット専業のビジネ

スプレーヤーとしては、まさに堂々たる実績といえよう。 

 

(2) 基本的ビジネスモデル 

ここで改めて「旅の窓口」のビジネスモデルを簡単に整理してみよう。 

同社はホテルに対し、一日単位でその日の空室状況、価格などを自由に設定できる

「場」をインターネット上に提供する。宿泊者はそれをチェックし、条件に見合うホ
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テルに対してその画面から直接予約を申し込む。その後、宿泊者が宿泊当日現地で払

いを済ませれば、その 6％を基本とするシステム利用料という名目の手数料を、ホテル

が同社に払い込む、という仕組みである。この流れの中で、契約主体は「宿泊者」と

「ホテル」であり、「旅の窓口」は単なる「仲介者」に過ぎない。一方、旅行業者を

通じて宿泊を申し込む場合、契約主体は旅行業法上「宿泊者」と「旅行業者」になる。

契約当事者ではなく、“仲介者として旅のマッチングの場を提供する”という方法で、

同社は旅行業と「似て非なる」ビジネスを、インターネットを活用して創造したこと

になる。 

 

図 5-1  旅の窓口のビジネスモデル 

 

5.1.1.3 「伝統的」旅行業者の動き 

(1) 代表的存在 

ホテル販売を含む日本の旅行流通全体において、その中核的存在は言うまでもなく

旅行業者である。売上高 1兆 2千億円超、「ガリバー」として名高い業界トップのＪ

ＴＢを始めとする「大手 4社（ほかに近畿日本ツーリスト、日本旅行、東急観光）」、

新聞募集など独自の路線で伸張する阪急交通社（トラピックス）、駅を中心とした立

地優位な店舗展開で市場を築くＪＲ各社などを代表格に、大小さまざまな旅行業者が、

名実ともに日本のリーディング産業のひとつとしての旅行業の発展を担ってきた。 

 

 

 
旅の窓口 

宿泊者 ホテル 

情報提供 情報提供 

情報閲覧・申込 

利用・支払 

サービス提供 

申込仲介 

仲介手数料支払 
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(2) 「伝統的」ホテル販売手法 

彼らの「伝統的な」ホテル販売手法は、「ブロック」と呼ばれるホテルの在庫仕入

れに基づいている。例えばあるホテルは、Ａ社に毎日 100室、Ｂ社に 50室、Ｃ社に

30室といった具合に、会社毎に年間を通じて自施設の部屋を「提供する」。旅行各社

はそれを自らの「在庫（ブロック）」として、「手仕舞（てじまい）」と呼ばれる在

庫返却日（販売形態により宿泊日の 14日～1日前など異なる）まで、パッケージツア

ーやホテル単品商品などで販売する。売れ残った部屋は、手仕舞時にホテルに返却さ

れるが、返却に対するペナルティは無い。たとえ預かった 100室全部売れ残っても、

ホテルに対し一切収入保証は無いのである。これは、個別の日でみれば「売れ残り」

が多くあっても、年間を通じてみると「団体・個人を問わず安定的に送客をして頂い

ている」「自前で部屋を販売するには手間・コストがかかり過ぎる」という、旅行業

者とホテルとの間で、長きに渡り培われてきた「力関係」に基づく商習慣である。更

に、その力関係と昨今の「価格破壊」により、仕入価格は常に値下げを求められると

いう事情もある。かくして、ホテルは自らの部屋でありながら、その在庫・価格のコ

ントロールを他者（旅行業者）の手に大幅に委ねざるを得ない、という「受身」の状

況に陥ってきた。 

 

5.1.1.4 「旅の窓口」の革新性 

そうした中、全くの異業種からホテル販売分野に参入してきた「旅の窓口」には、ホ

テル側が販売面で「攻め」に転じるための仕組みを含め、以下のような魅力的な装備がな

されていた。 

 

(1) ホテル側に自由な在庫・価格設定 

「旅の窓口」において、ホテルは売りたい部屋数と価格を、一日単位で細かく、ホ

テル個別の事情に応じ自由に設定（ネット上に登録）することができる。また、設定

後、販売状況に応じ部屋の「出し入れ」も自由である。これにより、「空いている日」

「空きそうな日」、あるいは「高くても必ず埋まる日」、つまり季節変動・曜日パタ

ーン・地域事情などはもとより、「急な団体のキャンセルでぽっかり空いてしまった

日」のような特殊・個別の状況にも対応するかたちで、ホテルが直接市場に部屋（商

品）を投入することができるようになった。このような、戦略的でキメの細かい設定
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数（在庫）・価格を、ホテルが自らの裁量で、機動性高く、市場に広く打ち出せると

いう「ありそうでなかった」仕組みの提供が、「旅の窓口」の革新性の本質である。

急な出張が決まったビジネスマンなどに対し、すこぶる有効な施策として注目される

「バーゲン」的な売り方（直前になって価格を大幅に下げる）の実現も、この効果の

一例といえよう。 

 

(2) キャッシュフローの改善 

旅行業者によるホテル販売では、「クーポン」による精算が依然として主流である。

宿泊者や添乗員などがクーポン券を持参し、ホテルはそれを証憑として旅行業者に請

求する（あるいは銀行に持ち込み現金化する）。支払い約定日は会社によりまちまち

であるが、いわゆる後払い（売掛）方式に変わりはない。しかし、「旅の窓口」では、

宿泊者がその日にその場で直接ホテルに支払いを済ませて行く。「旅の窓口」に対す

るシステム利用料（手数料）支払いは、ホテルにとって「入金後」となる。また、旅

行業者に対するクーポンの発券手数料が通常 10～20％程度である中、「旅の窓口」の

6％という「低い」手数料率も、ホテルにとっては大きな魅力となった。 

 

(3) ＥＣ運用負荷の軽減 

インターネット販売の波はホテル業界にも押し寄せたが、自前でのサイト構築につ

いては、他の業界同様、運用に係わるマンパワーやシステム維持・改修コストなどが

大きな負担となり、本格導入には二の足を踏むところも少なくない。「旅の窓口」を

利用すれば、同社が謳う「3つの無料（入会金・利用料・年会費）」で、成約報酬（出

来高）の 6％を払うだけ、という「安価な」コストで上記のような機能を有することが

でき、システム運用、いわゆる「お守り」も人任せで済む。新たな販売チャネル開拓

として、他社との対抗・差別化施策として、手軽にＥＣの「バスに乗り遅れずに」対

応することができる訳である。 

 

5.1.1.5 「旅の窓口」のモデルの課題 

そのようなモデルを世に先駆けて構築し、順調に市場を拡大してきた「旅の窓口」であ

るが、今後の更なる発展に向けては幾つかの課題がある。 
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(1) 競合の濫立 

こうしたマッチング・ビジネスは参入障壁が低いため、多くの新規参入者が現れる。

当業界 2位事業者で、高級ホテル・旅館に絞込み差別化を図る「一休ドットコム」、

国内ｅショッピングモールの雄「楽天市場」が設立した「楽天トラベル」、更には「旅

の窓口」から分離独立した「ベストリザーブ」等々である。 

もちろん、既存旅行業界からの巻き返しも盛んである。ブロック在庫の優位性を活

かしたネットでのホテル販売では、ＪＴＢの「インフォクルー」やＪＲ東日本とＪＡ

Ｌの「えきねっとトラベル」など、大手・中小を問わず各社ラインナップの充実が図

られている。また、「旅の窓口」同様「ブロックでない在庫出し入れ自由」方式を併

用し、品揃え面・価格面等で相乗効果を図ろうとする取り組みも顕在化しつつある。 

 

(2) ホテル自社サイトの伸張 

一方、ＥＣが市場に定着し、ページ立上げ・運用管理等がＡＳＰなどにより簡便化

が進む中、ホテルの自社サイトも徐々に充実、「インターネット特別プラン」などの

「自前」展開も盛んになってきている。「旅の窓口」と同価格か、場合によってはそ

ちらの方が安い、という状況もある。「旅の窓口」でホテルを認知した旅客が、ホテ

ルの自社サイトへ飛び、そこで価格メリットのある「特別プラン」の方を予約する、

という流れも生まれつつあり、「旅の窓口」出店を広告宣伝と割り切る考え方も見え

隠れする。 

 

(3) コストの圧迫 

登録施設も会員数も多いに越したことはないし、サービス機能も充実している方が

良いに決まっているが、そこに注力すればするほど、ホスト・サーバの設置・運用・

管理コストや開発コストなどが重くのしかかるのも、また事実である。更に、競合他

社が手数料を低く設定し（楽天トラベルの 3.7％など）、それを起爆に取扱施設の拡大

を図る中、当初喜んで迎えられた 6％の手数料についても、ホテルから見直しの声があ

がり始めている。そうしたコストの圧迫をどう賄っていくかは、他のＥＣ同様「永遠

の」課題になっている。 
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5.1.1.6 今後の方向性 

(1) 現状の対応 

現在「旅の窓口」は、既にかなり市場に定着してきた同社の名前をますます浸透さ

せ、自社ブランドの確立を図り、それにより先行優位を更に確固たるものとする戦略

に出ているように見受けられる。航空機内誌を始めとする雑誌媒体や、電車（いわゆ

る交通媒体）への広告出稿など、自社のコア層であるビジネスマンへの訴求を中心と

したネット以外での露出の拡大が顕著である。また、ゴルフ場・レンタカー等ホテル

以外の品揃えの拡大、携帯からのアクセス可能等サービス面での拡充、更にはホテル

サイト運営のＡＳＰサービス開始、など余念のないところで、ビジネスの裾野を着実

に広げようとしている。 

 

(2) 考えうる今後の方向・施策 

① 特色付けの推進 

「何でも揃う百貨店に何も買いたいものがない」という指摘がかつてあった。同

様に、1万 3千軒のホテルを有していても、本当に買いたい「中身」が揃っていない

と、先述のようにホテルの「自前」サイトへの誘導をお手伝いするだけ、というこ

とにもなり兼ねない。同サイトの現状は、「日本最大の登録ホテル数・会員数」と

いう「百貨店的要素」以外に、他競合サイトに比べて眼に見える特色が相対的に薄

いように感じられる。業界 2位の「一休ドットコム」が、契約を 240 の高級ホテル・

旅館に限定して特色あるブランド造りに腐心しているように、あるいは現在リアル

小売業において「総合店」から「カテゴリー・バリューセンター（ＣＶＣ）」への

業態変革が叫ばれるように、抜群の登録ホテル数・会員数を誇る「旅の窓口」なれ

ばこその「特色付け」が、更に必要とされるところであろう。「宿泊プレゼント」

や「オークション」といった「一般的」キャンペーンの取り組みは既に見受けられ

るが、もう一歩踏み込んだ、例えば「一律 5000円コーナー」「ルームアップグレー

ド特集」といった、ユーザーの「遊び心」をくすぐるような常設のキラーカテゴリ

ー造りを、今以上に考慮していく必要があるのではないだろうか。 

 

② 多角的経営基盤 

ホテルに対してネットでの予約機能・顧客管理等を提供するＡＳＰサービスの開
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始は、ホテル直販の支援であり、一見自己矛盾に陥るようであるが、同社は成長維

持には不可欠と判断してこの分野に参入した。これは、システム運営費などで一定

の固定費収入がみこめること、ホテルに対して「旅行業者を通じない直販支援のパ

イオニア」としての一貫したスタンス（理念）を強く示せること、そのためのワン

ストップサービスプロバイダとしてのポジションを築けること、などのメリットが

あると考えられ、戦略的な意義は大きいと考えられる。このように、ノウハウ・技

術など自社の「強み」を活かしつつ、一貫した理念に基づいた形で展開可能な多角

化の方向については、可能な限り積極的かつスピーディに行っていくべきと考えら

れる。 

 

③ アライアンスの充実 

同社は、ゴルフ場予約でアラン、レンタカーでジャパレンといった企業と提携し、

コンテンツにおいて自社に不足している部分について、積極的にアライアンスを推

進してきている。また、国内線の航空予約としては、ジャルパック、アルキカタド

ットコム、国内線ドットコム、等と組んでいる。このような、強みを高め弱点を補

い合うアライアンス戦略は、ともすれば経営基盤の脆弱なネット企業における成功

の要諦である。 

今後は、旅行業者との更なるアライアンスも、センシティブながら、不可避の課

題であろう。一方では「旅の窓口」を「迎え撃つ」かたちとなる「伝統的」旅行業

者であるが、旅行業という業態そのものが、航空会社のダイレクトマーケティング

化なども含めた厳しい「中抜き包囲網」にさらされる中、「旅の窓口」のノウハウ

や実績は、取り込むべき大きな魅力として映る。同社としても、まだ不充分なパッ

ケージツアー需要への対応や、航空のみならずＪＲ等地上交通との複合販売など、

周辺市場の取り込みを睨めば、いくつかの旅行業者との連携は重要なテーマである

と考えられる。現在の競合関係に囚われることなく、最強連合を目指していくこと

こそ、顧客主義・顧客満足向上最優先に根差した勝ち残り戦略といえるのではない

だろうか。 

更に、顧客囲い込み施策としてのポイントプログラム（いわゆるＦＳＰ＝Frequent 

Shoppers Program）をどうするか、というテーマもある。「旅の窓口」自らがＦ

ＳＰを立ち上げる方法ももちろんあるが、むしろ航空各社のマイレージ、あるいは



 249 

ネット上でさまざまに立ち上がっているネットマイレージなどとの協業が、より実

効性の高いロイヤル顧客の維持・育成・拡大への戦略となってくるのではないだろ

うか。 

 

5.1.1.7 結語 

「旅の窓口」は従来の商習慣に一石を投じ、ホテル側が「攻め」に転じる機会を提供す

ることで、新たな市場を創り出すことに成功した。もちろんこの背景には、本章では詳し

く触れていないが、お仕着せのパッケージ旅行では飽き足りない消費者たちの伸張、つま

りホテルなど「旅のパーツ」を自由に組み合わせ自分だけの旅行を作りたいといった、い

わゆるニーズの多様化・細分化環境があり、その傾向は更に加速されていくであろう。ま

すます眼が肥えてくる顧客、その奪い合いが激化していく中で、ネット上のホテル販売市

場にも恐らく幾度かのヤマ場（例えば新規参入、アライアンス、分離・統合など）が来る

であろうし、そこからまた、更なる市場創造・旅行業界そのものの変革がありうる。 

同社の柿崎社長には「ネットの世界は一位しか生き残れない」という危機感がある。そ

れは「あくなき拡大への意向」と読むこともできる。その意味では、ネットモールの先駆

的存在として「オークション」「ブックス」「トラベル」「ビジネス」など、一気に専門

特化・多角化・アライアンスを図りつつ拡大する「楽天（www.rakuten.co.jp）」の歩み・

戦略（「出店コストが低く中小店舗からの参入バリアが低い、かつネット上のマーケティ

ング指導を含め、出店者に手厚く優しい」という自社の「強み」を存分に活かしてきた）

などが、「旅の窓口」に多くの示唆を与えるものかも知れない。例えば将来的に、対旅行

業者を睨んだ「旅の窓口―楽天トラベル連合」などもありえるのが、「業界」「競合」と

いった従来の枠組みに囚われない、この世界の「面白さ」であろう。 

2001年発表された、社内情報共有のグループウエア開発で評価の高いサイボウズとの提

携は、サイボウズのパッケージ上ビジネス情報コーナーに「旅の窓口」ボタンを設け、予

約ホテルがスケジュール上に自動登録される機能を提供する、というものであった。これ

などは顧客接点拡充・利便性向上のための施策として、派手さは無いながら効果の高い取

り組みと考えられる。このように、「ドッグイヤー」といわれる市場変化スピードに惑わ

されることなく、着実に、しかしフットワーク良く、やれるところからきちんと積み上げ

ていくというスタイルこそが、同社の特筆されるべき「勝ち組み」戦略なのかも知れない。 
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5.1.2  通販事業者のオンライン優位性：ベルメゾン・ネットスクエア 

 

5.1.2.1 分析の視点 

日本における通信販売事業の業界団体である JADMA（社団法人 日本通信販売協会）

によると、通信販売業界全体の2000年度売上合計は推定 2兆 3900億円であり、前年と比

較して 1200億円の増加となっている。対前年度比較で5.3％の伸びであり、調査開始（ 1991

年）以来最大の伸びとなっている。この内 JADMAの会員企業の売上合計は 2兆 300億円

で 3.6％の増加となっている。さらにその内のインターネットによる売上はおおよそ 380億

円（会員売上高の 1.9％）であると報告されている。 

本章では、特にＢtoＣを牽引する通販事業者にフォーカスし、通販事業者の優位性につい

て考察を加え、5つの分析視点を立ててポイントを摘出した。その際、通販事業者の最大手

である（株）千趣会（‘99売上全国 5位、総合通販では 1位、2位はシャディ、3位はニ

ッセン：日経調査）におけるインターネット販売を事例に、通販事業者のオンライン優位

性を考察した。 

 

図 5 -2  通信販売売上高の推移 

 

出所） 社団法人 日本通信販売協会 HP 
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5.1.2.2 ＥＣ事業の展開と５つの分析視点 

（株）千趣会では、全売上の 7％をインターネット販売によって達成している。これは前

述の JADMA 会員の平均 1.9％を大きく上回る値であり、同社では、次期のインターネット

売上を全売上の 10％を目標にしている。同社は従来からの紙カタログによる顧客獲得とイ

ンターネットを利用した販売において、それら相乗効果を狙った種々の販売プロモーショ

ンにより着実に業容の拡大を図っており、販売系（Sell Site）のみでなく調達系（Buy 

Site）についてもインターネットＥＤＩを適用し、自社内の業務効率化ならびに仕入れ先に

対するサービスについてもインターネットをうまく利用している国内有数のｅ-Commerce

事業者であるといえる。そのＥＣ展開においては、以下５つの特徴がみられる。 

 

(1) 対象顧客のセグメント化 

（株）千趣会では、会員のプロフィールを分析し、インターネット会員 33万人のう

ち女性が 92％、そのうち 9割が 20～30代である、というところに着目して、扱い商

品の特定化を進めた。ここに成功の一因がある。同社では、従来より、紙カタログに

おいてもすべてを一冊にまとめ、分厚いカタログを作成するのではなく、顧客購買動

向、商品販売状況などを分析し、22種類のカテゴリに分冊して消費者の購買意欲を高

める戦略をとっている。通販事業においては、カタログの配布先という最良の顧客デ

ータの入手が、既存通販プロセスの中で獲得できるわけである。従って、顧客データ

を最大限に活用する、とういう観点からｅ-Commerce事業参入について当初から一歩

リードしていたといえる。 
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表 5-1  （株）千趣会のカタログ&サービス分類 

主ｶﾃｺﾞﾘ # ｶﾀﾛｸﾞｼﾞｬﾝﾙ名  特徴 
ﾌｧｯｼｮﾝ 1 ﾌｧｯｼｮﾝｸﾞｯｽﾞ ﾌｧｯｼｮﾝｸﾞｯｽﾞのﾄｰﾀﾙｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 
 2 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ i ｲﾏﾄﾞｷ OLの好感度ﾌｧｯｼｮﾝｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ提案 
 3 ｽﾀｲﾙﾉｰﾄ 大人の女性の服、小物をﾄｰﾀﾙｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ  
 4 ｶｼﾞｭｱﾙﾗｲﾝ ｶｼﾞｭｱﾙﾏｲﾝﾄﾞ、ﾘｱﾘﾃｨの追求 
 5 ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｳｪｱ ｲﾝﾅｰｶﾀﾛｸﾞ 
 6 ﾍﾞﾈﾋﾞｽ ｺﾝﾌｫｰﾄｼｭｰｽﾞ、履く人が主役 
 7 ｽﾎﾟｰﾂ ｱｸﾃｨﾌﾞ派のためのｽﾎﾟｰﾂﾌﾞﾗﾝﾄﾞ 
 8 Feel＆Ease ﾍﾞｰｼｯｸｶｼﾞｭｱﾙｳｪｱ 
ｲﾝﾃﾘｱ収納家具 9 ﾎｰﾑﾍﾞｰｽ  暮らしのﾍﾞー ｽｱｲﾃﾑを千趣会ﾌﾞﾗﾝﾄﾞで 
 10 新／生活感 ｲﾝﾃﾘｱから実用雑貨、ｳｪｱ  ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ探しに  
 11 すまいと雑貨 生活応援ｶﾀﾛｸﾞ 
ｽﾍﾟｼｬﾙ 12 ﾍﾞﾙﾒｿﾞﾝﾐｯｸｽ 毎日の暮らしをｾﾝｽｱｯﾌﾟ  
 13 ﾏﾏ＆ﾍﾞﾋﾞ  ー 初めてﾏﾏになる方に 
 14 ﾁｬｲﾙﾄﾞ 1歳から12歳、子供生活用品 
 15 ｺｽﾒｷｭｰﾌﾞ ﾃﾞｲﾘｰに使えるｺｽﾒ  
 16 ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾌｧﾝﾀｼﾞｰｶﾀﾛｸﾞ ﾃﾞｨｽﾞﾆｰを中心にｵﾘｼﾞﾅﾙも 
 17 愛着ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ 普段の生活で愛着を感じるｵﾘｼﾞﾅﾙ商品 
 18 ﾙﾎﾞﾝﾃﾞｨｰﾙ 自然体のおしゃれがしたいﾄﾚﾝﾄﾞﾌｧｯｼｮﾝｶﾀﾛｸﾞ  
ﾊｰﾄｼﾞｮｲｸﾗﾌﾞ 19 みんなが欲しい物を頒布会形式で販売 
ﾏﾝｽﾘｸﾗﾌﾞ 20 手作りﾎﾋﾞｰやｱｸｾｻﾘ、小物などｼｮｰﾄｻｲｸﾙの頒布会 
ﾍﾞﾙﾏﾘｴ 21 海外も含めたｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞ応援ｶﾀﾛｸﾞ 
ｅ-Shop 22 米、ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟー ﾊﾟなど生活必需品を翌日お届け  
ｵｰｸｼｮﾝ 23 ｷｬﾘｵｼﾃｨへ接続 
わっ！食べたい 24 全国の産直などこだわりの味をお届け 

 ＊）項番 221までが紙カタログベースのセグメントであり、項番23、24はネットｼｮｯﾌﾟのみの対応になる。 

 

(2) 既存通販業務との連携 

（株）千趣会では、既存通販業務において年間のカタログ配布部数が 1億冊にも及

ぶ。このカタログにインターネットショップのＵＲＬを掲示することにより、インタ

ーネットショップ運営の最大の課題であるサイトへの集客を解決している。また、イ

ンターネットショップは注文をうけてからの決済、配送等、従来の通販業務とまった

く同じ業務プロセスで運営が可能であり、他の業種とは異なる最大のメリットを持ち

合わせている。その点においても通販事業者のＥＣにおける優位性は非常に高い。 
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図 5-3  既存通販業務とインターネットショップ 

 

(3) インターネット販売の多角化 

（株）千趣会は、インターネットショップ「ベルネ」のほかに日常生活用品の販売

に特化した「e-shop」サービスも実施している。このサービスは、あまり時間の取れ

ないＯＬや子育てのための主婦などを想定したサービスで、米やティッシュペーパー

などの重いものや大きいものを注文の翌日に配達するサービスである。このサービス

も、顧客プロフィールなどから分析した結果生まれたサービスであり、「ベルネ」よ

り若干上の顧客層を狙って、精緻な分析によるマーケティング戦略のもとに実施され

ている。（表 5-1の項番 22を参照） 

さらに（株）千趣会では、取り扱い商品の多角化として、こだわりの産地直送品の

専用サイト「わっ！食べたい」（表 5-1 項番 24）を構築したり、頒布会なども短い

期間で自由設定可能な「マンスリクラブ」（表 5-1 項番 20）など、サービス形態の

多様化を進めている。 

 

                            ここから 

                            ほぼ同様 

 

 

 

 

 

既存通販業務とインターネットショップとの業務プロセスは図中番号④以降はほぼ同一業務である 

顧客          通販業者 
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(4) ショップの継続的運営 

インターネット・ショップは、一度開店すると運営において継続的な投資が発生す

るが、一般の多くのショップは投資対効果を評価され、閉店を余儀なくされる場合が

多い。リアルショップでも同様であると推測される。それは常にショップ自体の鮮度

が要求されるという点に起因する。一度訪問した顧客が次に訪問したときに何も変化

がないショップに対しては再度おとずれなくなるという傾向があり、ゆえに訪問客が

減り、売上がさがり、再投資が不可能になり、閉店する、といったサイクルに陥って

しまう。通販事業者は従来から季節別（春夏秋冬）にカタログを作成したり、ターゲ

ット別にカタログを用意したりしており、これをインターネットショップに反映すれ

ばショップの鮮度維持に有効であり、継続運営の観点においても優位である。（株）

千趣会のサイトにおいても 22種類のカタログ最新号の内容が掲示されており、既存の

カタログ通販の強みをうまくインターネット・ショップに反映している。 

 

(5) ｅBusiness（フルサポート）への展開 

今後、インターネットショップでは、販売手段としての環境のみならず、調達手段

としてのインターネット適用も進んで行くと考えられる。（株）千趣会の場合、いわ

ゆる販売系（Sell Site）のみではなく、調達系（Buy Site）に関しても、インターネ

ット EDIによる仕入先政策を実施しており、よりコストのかからない調達の手段を駆

使している点も注目に値する。通販業務で培った顧客管理のノウハウを、調達先であ

るサプライヤにも応用してゆくことが可能である。 

また（株）千趣会は決済手段においてもいち早くネット専業銀行（イーバンク、ジ

ャパンネット銀行）とのあいだで決済業務を連結させ、ユーザ満足度をあげている。 



 255 

図 5 -4  各業務プロセスにおけるインターネットの適用 

（e-Commerceからｅ-Businessへ） 

 

5.1.2.3 環境・事業分析 

通販事業者の事業環境はインターネット・ショップ事業がもっとも適している業態の一

つであるといえよう。注文の窓口が一つ増えただけで、注文以後の業務処理においてはほ

とんど現状の業務プロセスが利用できる。またインターネット・ショップ成功の最大の要

因であるショップへの集客においても、従来のカタログへのＵＲＬ表示により、比較的容

易に集客が可能になる。さらにＴＶショッピングを併設している企業であれば、ＴＶのＣ

Ｆ内で電話番号とともにＵＲＬを流すことで宣伝・告知でき、いずれも新たな投資が必要

ないことが最大の強みである。以下では、通販事業者のＥＣにおける優位性を、前節で考

察した５つの分析視点のいくつかを適用しつつ、事業環境に絞って更に分析を加えた。 

注文受付 

決済 

配送指示 

入金・売上 

ｶﾀﾛｸﾞ配布 

ｶﾀﾛｸﾞ要求 

受発注 

仕入先選択 

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｮｯﾌﾟはすべてのｶﾀﾛｸﾞをﾈｯﾄｼｮｯﾌﾟ上にもち、紙ｶﾀﾛ

ｸﾞとの相乗効果をあげている。（常に新鮮、紙で十分検討し注文

はｲﾝﾀｰﾈｯﾄで…という形態も可能） 

・注文受付は既存の TEL、FAX、はがき等すべてを可能とし、ﾈ

ｯﾄからの注文についても同様の業務ﾌﾟﾛｾｽで進めることが可能  

・ｶｰﾄﾞ決済に加えて、ﾈｯﾄ専業銀行での支払いも可能 

・配送は従来ﾙｰﾄを利用、さらにｺﾝﾋﾞﾆ受取ｻｰﾋﾞｽも可能  

・今後は更なる顧客ﾃﾞｰﾀの活用により、的確な顧客開拓をすす

めることが課題 

・仕入先との受発注ﾃﾞｰﾀのやりとりはｲﾝﾀｰﾈｯﾄ EDI の適用を進

めている。今後は仕入先の選定や、価格折衝などの商談行為の

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ適用が課題である。  

BuySite（調達サイト） 

SellSite（販売サイト） 
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(1) リアル事業との関連（分析視点 2） 

インターネットショップの開設企業はほとんどの場合、現在の事業であるリアル・

ビジネスが存在し、希望的観測で新たな販路としてのインターネット販売を始めるこ

とが多い。これは企業がホームページを作成して、最初はカウンタなどを見ながら満

足しているが、サイトの継続的エンハンスに費用的に耐えられなくなり、やがては不

要なものになってしまうことと同様な危険を孕んでいる。その原因として以下のこと

があげられる。 

・集客できない（手段がわからない、ノウハウがない）＝売れない 

・サイトのリニューアル費用がでない。(投資対効果が説明できない)＝人が来ない 

この二つの繰り返しである。 

先にも述べたが通販業界の集客手段は、従来のコマーシャルベース（具体的には通

販カタログや、ＴＶショッピングである）にのせればよいわけで比較的スムースに進

む。またいわゆるネームバリューがある千趣会などは、過去の事業活動の中で培った

集客手段を利用するだけでインターネットショップへの集客が可能であり、インター

ネット販売業態への参入障壁はきわめて低い。 

 

(2) 集客（分析視点 4） 

インターネット販売事業において、ショッピングサイトへの集客は、すべてに勝る

ほど重要である。一口に集客といっても新規におとずれる顧客とリピート顧客とはそ

の手段において若干異なる。 

新規の場合、先に述べているように、ネームバリューや既存広告媒体によりＵＲＬ

を知らしめて集客するが、リピート顧客の場合、再度おとずれるための施策が必要で

ある。（株）千趣会の場合もいくつかその対策がなされている。マイレージサービス

がそれで、購入ごとにポイントを付与し、次回の価格割引に適用可能とする（5,000

円以上の買い物に対して特別ポイント付与、ボーナスポイントあり）。 
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5.1.2.4 成功分析 

（株）千趣会においては全売上の 7％をインターネットショップで挙げている。またコン

バージョン率が 13％に達している。こうした点からも、国内のインターネットショップに

おいて最も成功しているサイトのひとつといえる。以下５つの分析視点との関係を考慮し

つつ、その優位な成功の諸要素を列挙した。 

 

(1) 商品・顧客のセグメンテーション（分析視点 1） 

リアル・ショップにしてもインターネット・ショップにしても、どの商品を誰に売

るか、が商品販売の原点である。（株）千趣会の場合、この点は非常に明確である。

紙カタログにしても他社とは違いセグメントごとに分冊形式をとり、必要な人に必要

なものを配布することを意識的に進めている。 

また、「ベルネ」のみではなく日常生活用品専門サイト「ｅShop」を構築し別顧客

層へのアプローチをとっている。また産直品をあつめたサイト「わっ！食べたい」サ

イトや、頒布会専用サイト「ハートジョイクラブ」も開設しそれぞれのターゲット顧

客にたいしてサービスを実施し、更なるセグメンテーション戦略を進めている。 

 

(2) エンターテイメント(分析視点 3) 

ただ単に商品を並べるだけではなく、オークション機能や着せ替え機能など、趣味

性を強調したコーナーを設定したり、3次元ＣＧなどにより商品をアピールするなどサ

イト訪問者を飽きさせない工夫がみられる。 

 

(3) 決済手段の豊富さ（分析視点 5） 

通常のショッピングサイトではクレジットカード、銀行、郵便局、コンビニ、代引

きなどが主流であるが、（株）千趣会ではネット専用銀行（イーバンク、ジャパンネッ

ト銀行）についてもいち早くサポートしている注2。代金回収の早期化などで今後他の

ショップでも増加してゆくであろうが、早い時期のサポートに意味がある。代金回収

においては基本的に通販事業者であれば必ず決済手段をもっており、それをそのまま

使えば良いわけであるが、この点においても（株）千趣会は一歩進んでいるといえる。 

                                                 
注2） 競合のニッセンはイーバンクのみ対応 
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5.1.3  クリック＆モルタルのＣＲＭ戦略：ソフマップ 

 

5.1.3.1 分析の視点 

ＰＣ販売業界は、低価格化、家電量販店との競争の激化、最近の不景気による需要の減

少等による売上・収益の低下傾向が続いている。また、顧客の流動化、取扱い商品の家電

化により、優良顧客の獲得・維持が益々困難になってきている。 

その中で、ソフマップでは、インターネットショップでの即時性・個別対応機能等を活

用し、既存店舗との互いの利点を効果的に組み合わせるクリック＆モルタルにおいて、顧

客囲い込み、買い替え促進、優良顧客の育成等を推進している。ソフマップでは、顧客の

ＬＴＶ（ﾗｲﾌﾀｲﾑ･ﾊﾞﾘｭｰ）の極大化が図られ、売上の向上と、収益の確保を実現した。これ

らの基礎になっているのが、全社的ＣＲＭ（顧客管理一元化）と顧客データによるデータ

マイニングであり、ＣＲＭの先進的且つ実践的な事例として多方面から注目されている。 

図 5 -5  ソフマップのクリック＆モルタル戦略 

狙い・効果

•大型店舗（ギガストア）をインター
ネット利用者が多い地域に展開

•インターネットショップ利用の促進

• お勧め商品の提示（レコメンデーショ
ンサービス）

• 実店舗への誘導

優良顧客の育成
（利用額・利用頻度の増加）

買い替え促進•中古パソコン市場でトップの実績• 下取り価格の表示

顧客囲い込み
顧客管理の一元化

データマイニング（顧客ニーズ・特性分析） 顧客データ
250万人

モルタルクリック

•Webショップを含めた全店共通のポイントシステム

・信頼性の高いシステム
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5.1.3.2 マーケティング戦略 

(1) ソフマップの発展経緯 

ソフマップが本格的に新品・中古パソコン販売を開始したのは 1984 年である。その

後、東京・秋葉原、大阪・日本橋の電気街を中心に専門店を多数出店し、新品販売の

取扱い量を延ばすと同時に、中古販売においては、世界でも稀に見るパソコン中古市

場を築いた。 

インターネットショップについては、1995年 12月に、野村総合研究所のＥＣ実験

サイトに「ソフマップバーチャルストア」の名称で開店し、インターネット通販を開

始した。なお、この少し前の 1994年に「ソフマップカード」をスタートさせている。 

さらに 1997年には、「ソフマップバーチャルストア」を自社のサイトに移行し、本

格的なインターネットショップに乗り出した。 

その後、2000年１月に過去の経験を活かして、現在のインターネットショップ「ソ

フマップ・ドットコム」を立上げ、レコメンデーション・サービスを提供するための

カスタマイズドページである「マイソフマップ」をスタートさせた。その２ヶ月後の

2000年３月に「ソフマップカード」を「ソフマップ・ドットコム」にも導入している。

また、この時期から、総合大型店「ギガストア」を積極的に出店している。最近では

2001年 10月に「ソフマップ・ドットコム」で法人向けサービスがスタートした。 

表 5-2  ソフマップの展開 

期 インターネットショップ 実店舗 
84/3-85/2 新品・中古パソコン販売を中心に 

85/3 
～92/2 

東京・秋葉原、大阪・日本橋の電気街を中心
に、新品中古パソコン店を出店 

92/3-93/2 中古パソコン出張買取サービス開始 
93/3-94/2  
94/3-95/2 

 

「ソフマップカード」スタート 
大型店「ギガストア」出店開始 

95/3-96/2 野村総研ショップサイトに出店  
96/3-97/2   
97/3-98/2 自社サイト立上げ 「ソフマップワランティ」開始 

「ソフマップカード」会員100万人 
98/3-99/2   
99/3-00/2 インターネットショップ リニューアル 

「マイソフマップ」開始 
 

00/3-01/2 「ソフマップカード」をWebショップに導入 
インターネットショップに中古買取査定を開始 

「ソフマップカード」会員200万人 
「ギガストア」京都・梅田・厚木開店 

01/3-02/2 法人向けサービス開始 「ギガストア」港北・大阪堺東・川越・「有楽町ソ
フマップ」開店 
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(2) 顧客囲い込み・顧客管理の一元化 

ソフマップの顧客囲い込みツールである「ソフマップカード」は現在、会員数 250

万人（2002年 2月期）を超えているが、以下のような特徴を持っている。 

 

○入会金 500円 

○「ルビーポイント」 

・購入毎にポイントが貯まる。 

・通常は、購入価格の 1％分がポイントになる。特定の商品は 10％以上のポイン

トがつく場合もある。 

○ 「プールシステム」 

・中古買取金額をポイントとしてプールする。 

・下取り価格をポイントとして貯める。 

・現金で下取り価格を受け取るよりも、ソフマップで新しい商品に買い替えをす

るほうが 1割有利になる。 

○ 「ソフマップ・ドットコム」を含め、全店で共通に使用できる。 

 

特に特徴的な点が、入会金の相対的な低さにある。「ソフマップカード」は、入会

時に 500円を支払っても、それ以上のメリットを利用者に提供しており、これによっ

て確固たる顧客囲い込みの基盤を作り出している。 

一方、「ソフマップ・ドットコム」においても、「ソフマップカード」は実店舗と

同様に、且つ共通に使用できる。インターネットショップと実店舗での共通環境を作

り出すことで、クリック＆モルタルにおける相乗効果を生んでいる。また、インター

ネットショップと実店舗での顧客情報を一元化することで、質の高い顧客情報を蓄積

し、ＣＲＭにおける効果的なデータマイニングを実現している。 

 

(3) 買い替え促進 

ソフマップはパソコン中古市場を開拓してきたが、既存店舗では、自社販売分の下

取りと下取り後の自社再購入に有利な下取り制度を充実させることで、長期的な顧客

の囲い込みを実現した。ソフマップが持っているこの優位性を「ソフマップ・ドット

コム」の「マイソフマップ」にも導入し、顧客別に、所有機器の下取り価格の随時表
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示や買い替え時期の案内などを行なっている。 

車をディーラーに下取りに出して同じディーラーから新車を買うのと同じような購

入サイクルを、パソコン関連商品を購入した顧客にも促すことで、長期にわたって顧

客を囲い込むことに成功している。 

図 5-6  下取り制度（プールシステム）と買い替え促進サイクル 

プール
システム

下取り制度（プールシステム）と買い替え促進サイクル

マイソフマップ
・持ち物帳
・買取差額表示

新規購入

下取買替

ソフマップ内

 

 

以下の画像は、「マイソフマップ」の「持ち物帳」に登録した商品の買取価格が表

示されているところである。 

図 5-7  マイソフマップ「持ち物帳」 

 

出所）ソフマップ・ホームページより 
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画面の例では、下取り金額は¥6,000であるが、プールポイントは 6,600ポイント（1

ポイント 1円）となっている。つまりプールポイントを使ってソフマップで商品を買

うと、下取り価格を現金でもらうのに比べて、10%高く下取りに出すことができる。 

こうした「持ち物帳」の買い取り価格表示のほかにも、「マイソフマップ」では、

買い取り価格が指定した金額になったときにメールの送信で知らせる「売りどきメー

ル」や、買いたい商品と売りたい商品を組み合わせて差額を表示する「買い取り差額

表示シミュレーション」など、中古売買ノウハウを活かしたサービスを提供している。  

 

(4) 優良顧客の育成（利用額・利用頻度の増加） 

ソフマップでは、一元化された過去からの膨大な顧客情報を元にしたデータマイニ

ングにより、インターネットショップと実店舗の両方を利用する顧客（「クリック＆

モルタル」型顧客）は、どちらか一方をのみを利用する顧客よりも、購入頻度・購入

額ともに高いことを導き出した。そして、既存顧客および新規顧客をこの「クリック

＆モルタル」型顧客に誘導するために、インターネットショップと実店舗双方で有機

的にアプローチを行なっている。 

「ソフマップ・ドットコム」の「マイソフマップ」では、購入履歴から顧客別のレ

コメンデーション・サービスを行っており、顧客に「ソフマップ・ドットコム」と実

店舗の一体感・連動性を訴えている。以下はその具体策である。 

 

○購入履歴・参照ページのデータを元に顧客別にお勧め商品やお勧め記事の表示。 

○「ソフマップ・ドットコム」だけではなく実店舗全店の購入履歴の表示 

○「ソフマップ・ドットコム」だけではなく実店舗全店で購入した商品の保証状況

の表示他 

 

また、「ソフマップ・ドットコム」と総合大型店「ギガストア」とは、出店や取扱

商品などにおいて、以下のような協調関係により、「クリック＆モルタル型」購買に

誘導しやすい環境を作っている。 

 

○「ギガストア」出店時の要件の一つに、インターネット利用率の高い地域である

ことをいれている。 
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○「ソフマップ・ドットコム」と「ギガストア」は、基本的に同じレベルの品揃え

をすると同時に、「ドットコム」では、ソフトウェアのダウンロード販売、一万

アイテムの書籍を展示・販売している。 

 

5.1.3.3 クリック＆モルタルを支える基盤 

前節の「ソフマップ・ドットコム」における戦略は、ＣＲＭと顧客情報のデータマイニ

ング、および安定したシステムを基盤として成り立っている。 

 

(1) ＣＲＭとデータマイニング 

「ソフマップ・ドットコム」のそれぞれの戦略は、「ソフマップカード」により実

現したインターネットショップを含む全店舗一元化された膨大な顧客情報により成り

立っている。同時に、各戦略の効果を的確に把握することも可能にしている。 

ソフマップでは、この顧客情報を、顧客窓口業務の効率や品質の向上を目的とした

オペレーショナルなＣＲＭへの活用だけではなく、先進的なデータマイニング手法を

用いた顧客特性の解析を行い、優良顧客の発見・維持・育成において大きな成果をあ

げている。 

顧客特性の解析により、「クリック＆モルタル」型顧客という優良顧客を特定した

ことと、独自の尺度を用いて優良顧客をセグメント別けしその嗜好性をその他の購買

傾向が類似する顧客向けのレコメンデーション・サービスに応用することで優良顧客

を育成することに成功した。 

「クリック＆モルタル」型顧客とは、既存店舗とインターネットショップの両方を

利用する顧客のことで、ソフマップでは購入頻度・購入金額とも、既存店舗だけを利

用する「モルタル」型顧客やインターネットショップだけを利用する「クリック」型

顧客よりも、非常に高くなっている。ソフマップでは、「クリック＆モルタル」型顧

客は、金額・回数とも、「クリック」型顧客の３～４倍、「モルタル」型顧客の２倍

以上となっている。 
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図 5 -8  一人当たりの累計金額と精算回数 

 
出所）ソフマップ・ホームページからの抜粋 

(2) 信頼性の高いシステム 

「ソフマップ・ドットコム」における先進的な顧客サービスの展開は、信頼性の高

いシステムによって支えられている。的確なサービスを提供しても、利用できないこ

とがあったり、レスポンスが遅かった場合は、そのサービスの質や効果を台無しにし

てしまい、結局コスト高になってしまうであろう。 

ソフマップでは、長年のショッピングサイト運営の経験から、アクセス集中、取扱

データ増加、ＯＳ、ＤＢ、ソフトウェア障害、ネットワーク障害等による機能低下・

サービス停止を防止するため、多重化による安全性の実現と、負荷分散と冗長性の向

上を行ない、効率的にシステムの信頼性向上を実現している。 

全店共通のソフマップカードやポイントシステムなどを実現するため、システムの

統合化・データの一元化を行なう一方で、Webアクセス数の増大・データ量の増加に

対処する手法として、個々の要素のスケールアップではなく、多重化による負荷分散

と冗長性の向上を行なっていることは、効果的で且つ将来を見据えた現実的な選択と

して評価される。 
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5.1.4  EＭP注目株：オンライン激安問屋 

 

5.1.4.1 はじめに 

ｅマーケットプレイスは、2000 年度に急速な立ち上げブームを迎え、2001 年度には若

干伸びが鈍化したものの増加を続けている。2001 年度には、その総取引高が 39,754 億円

となり、前年比約 4.4倍以上の大幅な増加を示した注3。扱われている商品も食品、衣料品、

日用品といった生活用品から電子・情報関連機器、自動車といった産業関連や保険・旅行・

放送といった各種サービスなど多種多様である。このように急激な立ち上がりを見せる一

方、すべてのｅマーケットが成功しているわけではない。ここでは、多くの失敗したｅマ

ーケットがある中、ｅマーケットプレイスの成功事例として、（株）ラクーンが運営して

いる「オンライン激安問屋」に着目し、成功要因と取り巻く環境について考察する。 

 

5.1.4.2 分析の視角 

「オンライン激安問屋」は一般にも成功サイトであると言われる。サイトが成功したか

否かの判断にはいくつかの着目点があるが、ここでは「オンライン激安問屋」が成功サイ

トである判断根拠として、次の３つのポイントに注目した。 

 

(1) アクセス数 

アクセス状況は 90万ページビュー／月であり、１日平均にすると３万ページビュー

となる。後述するように購入側の会員数が 1.2 万人であることを考慮すると、非常に

高いアクセス頻度であることが分かる。 

 

(2) 抜群の消化率 

通常のオンライン販売により、取り扱い商品の５～６割を処分している。扱ってい

る商品が小売による身引き取り品や型落ち品、季節終了後の過剰在庫品などの余剰在

庫品であることを考えると、この数字は十分、高い消化率であると考えられる。さら

に、売れ残りそうな商品に関してはオークション形式で、販売することにより 100％

                                                 
注3） 「平成１３年度電子商取引に関する市場規模・実態調査」経済産業省、NTTデータ経済研究所、

Ecom。尚、前年比は、定義の変更により、前年度調査に基づいている。 
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の消化率を達成している。この消化率は、2000年９月より記録更新中であり、過去約

400,000 点が販売されている。 

 

(3) 利用会員数 

販売側の企業数560社、購入側小売店数 13,500社という多数の会員を獲得している。

取扱商品がアパレルを中心とした特殊マーケットであるにも拘わらず、わずか１年半

で 10,000社以上の会員増加を達成しており、これは後述する競合サイトである「いい

在庫ドットコム」の 2003年度の目標値であることを考えると、多くの会員を抱えてい

ると言える。 

 

5.1.4.3 事業内容 

「オンライン激安問屋」は、小売店向け仕入れ専用サイトである。企業の中には、季節

限定品や短期サイクル商品を扱う中で過剰在庫を抱え、処分に困っている場合がある。ま

た、地方にあるディスカウントショップなどは、多様な商品の仕入をするためにわざわざ

上京するなど仕入れに様々な手間とコストがかかっている。「オンライン激安問屋」は、

この過剰在庫処分のニーズに着目し、過剰在庫を取扱商品とした、ＥＣによる販売や仲介

を行うサイトとして立ち上った。 

「オンライン激安問屋」では取引の形態を、受発注型と消化仕入型の２形態とし、売り

手は都合にあわせて使いやすい方法を自由に選択することができる。 

受発注型とは、注文がされてから売り手に発注する方式である。但し、売り手から得た

商品のスペックや販売数の情報からそのまま掲載するのでなく、商品を買い手が購入しや

すい量に小分けしてからサイトに掲載し、注文がされてから売り手に発注している。売り

手から納入された商品の検品梱包をした後で、買い手に発送する。 

消化仕入型は、売り手の商品を前もって倉庫に預かった後、受発注型と同様に商品を買

い手が購入しやすい量に小分けしてからサイトに掲載する。買い手からの注文に対し、す

ぐに商品を発送する。これにより、買い手は納品までのタイムラグを軽減することが出来

る。更に売れ残った商品はオークションにかけて売り尽くすことが可能である。オークシ

ョンにおける値付けはゼロ円からスタートし、値を上げてゆく方式をとるため、100％消化

することが可能になっている。 
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図 5-9  取引の流れ 

 

 

       出所）「オンライン激安問屋」ホームページより  

 

取扱商品は、衣料、雑貨、家電、食品、日用品が主であるが、衣料関係がほぼ５割、雑

貨が４割を占める。商品の継続供給に主眼を置いているため、倒産品や中古品は扱ってい

ない。 
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「オンライン激安問屋」は、買い手を地方のショップ中心に考え、これに合わせた小分

けや消化仕入型といった販売方法を確立させ、オフラインのサービスを含む精緻な顧客対

応を行って急激に売上を伸ばしている。 

一方、競合サイトとして「いい在庫ドットコム」があげられる。このサイトは2000年９

月にオープンし、伊藤忠商事、三井物産、オリックス、東京海上火災保険といった大手企

業が母体となって設立された『いい在庫ドットコム（株）』が運営しているサイトである。

「いい在庫ドットコム」は、売り手及び買い手の“仲介”を主業務としており、売り手や

買い手が主体的にオークションを行い、価格提示し、自主的に在庫を処分している。この

点で多くのリアルを含む付加サービスを加える「オンライン激安問屋」と異なっている。 

 

5.1.4.4 成功分析 

「オンライン激安問屋」の成功要因として、ビジネスモデルの確立と人材活用があげら

れる。顧客との接点を重視し、痒いところに手が届く木目細かなサービスを提供している。  

 

(1) ビジネスモデルの確立 

「オンライン激安問屋」は、オフライン／オンライン双方での在庫処分の経験を積

んで、常により良いビジネスモデルへと改善し、モデルを確立している。 

 

① One to One マーケティングによるきめ細かいサポート 

「オンライン激安問屋」の顧客は、販売側と購入側の会員に大きく分けられる。

その両者に対して、「オンライン激安問屋」は、それぞれに適切なサービスを提供

しているといえる。例えば、購買側には中小の小売店が多く、販売品数が多いと購

買できないという問題がある。これに対し、自社で顧客が購入しやすいように小分

けし、より多くの顧客に購買してもらえるようにした。また、販売側では販売元が

分かると在庫処分でのブランドイメージの低下など問題になることが多い。そのた

め、販売側が匿名になるようにすると同時に、販売品の管理を自社で行い、自社で

納入から検品、発送までを行うようにした。更に、「オンライン激安問屋」では完

全成功報酬制を取っており、会員登録も無料のため、利用者の利用への敷居を下げ

ることにも成功している。 

また、顧客との別な接点であるクレーム処理に関しても、非常に丁寧な対応を行
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っている。クレームの中には顧客の声があると考え、また、クレーム処理は自社の

誠意を見せることの出来るチャンスと捉え、熱心誠意を旨としてクレーム処理を行

っている。これが優良顧客の獲得にもつながっている。さらに、会員へのプッシュ

型の情報提供を行い、オークション情報などを逐一提供している。 

 

② フィージビリティ調査（Feasibility Study）によるモデルの最適化 

「オンライン激安問屋」も最初から成功したわけではない。リアルでの経験を生

かしてビジネスモデルを策定しても、環境が異なればそのまま通用するわけではな

い。そこで、常に Feasibility Studyを行い、問題点をクリアにして改善を行う必要

がある。「オンライン激安問屋」でも、最初は上記の受発注型ＥＣサイトで出発し

た。その後、より迅速な発送、確かな商品保証を行うべく、消化仕入型ＥＣサイト

も平行して立ち上げた。売り手は自分の都合に合わせ、このどちらかの方法で商品

を販売する。さらに、この消化仕入型ＥＣサイトで売れ残った商品はオークション

により消化している。消化仕入型サイトの立ち上げにあたっては、2000 年 10月よ

りオークションを試験的に運用し、そこでの消化率が 100％で、かつ価格下落率も

心配されたほどではないことを確認した上で、消費仕入型の導入に踏み切った。こ

のように、問題点や顧客の要求を汲み、Feasibility Studyや試験運用を行いながら、

ビジネスモデルをより良い形に変化させてきている。 

図 5-10  ビジネスモデルの高度化 

例えば、前節で述べたように、販売元から提供される商品を小分けするために、

すべての商品に対して、値付け、検品、納品、決済等のバックヤード作業を自社の

受発注型
ECサイト

消化仕入型
ECサイト

ｵｰｸｼｮﾝ型
ECサイト

・納入期間短縮
・品質アップ ・販売率アップ
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責任において実施する必要がある。このサービスの質の高さが、取引額の４割強の

手数料が妥当であるという顧客の理解を得るための原点となっている。 

 

(2) 人材活用 

人材活用も重要なポイントである。適材適所を心がけ、各自のモチベーションを

上げることである。例えば「オンライン激安問屋」では、「本当に必要と思うこと

には、部下の反発を恐れず行う。しかし部下に対しては、何故行うのか、行わない

とどうなるかといった納得のいく説明をし、やる気を出させる。」また、「部下の

提案に対して旧来の範疇で捉えずに、実際に行ってみる」などの対応を行っている。

また、自社での検品を行うために、対応分野の専門家を起用して、適切な値付けと

商品チェックを行っている。正社員・アルバイト問わず、自分達でこの会社を盛り

上げなくてはいけないという気持ちを持たせるよう努力している点も成功に寄与し

ているかもしれない。 

 

5.1.4.5 成功要因 

以上の検討から、「オンライン激安問屋」の成功要因を以下のようにまとめられよう。 

 

(1) ニーズの発掘 

すべてのユーザが同じ事を求めているはずもなく、多くのニーズが存在する。自

分達のアンテナ感度を高くし、常日頃ユーザが何を求めているかに気づくことが大

切である。 

 

(2) ビジネスモデルの確立と最適化 

最初から最適なビジネスモデルがあるわけではなく、時代に応じてビジネスモデ

ルは変化する。このため、常に自身のビジネスモデルを見直し、その時々に最適な

ビジネスモデルを発見し、実行することが大切である。 

 

(3) 人材活用 

従業員に会社のビジョンを提示し、やる気を出させ、自分達の仕事に誇りを持た

せることが大切である。 
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5.1.5  提携戦略と One-Stopサービスの提供：フーズインフォマート 

 

5.1.5.1 分析の視点 

ｅマーケットプレイス（以下ＥＭＰと略記）の国内市場規模は、図 5-11に示すとおり 2002

年から 2003年頃に本格的な市場形成が始まり、2005 年には企業間（ＢtoＢ）ＥＣ全体の

約 40％を占めると推定されている。一方、2001 年現在、国内ＥＭＰの主な取扱い商品は、

ＭＲＰ（間接消費財）用品や余剰在庫品であり、「フーズインフォマート（主催者：株式

会社インフォマート）」が対象とする食品・食材（直接消費財）での成功例は稀である。 

 

図 5-11  ＢtoＢ ＥＣ市場規模 
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（株）インフォマートは、現実の業務慣行、効率的・効果的な会員募集の仕掛けを盛り

込んだ現実性の高いＥＭＰサイトの展開を行っている。そこには、参加会員（売り手、買

い手）のニーズを分析し、会員にとっての最大効果・利益を導くことを着実に実行すると

いうビジネス・コンセプトが根底にある。本章では、（株）インフォマートの運営するＥ

ＭＰ：「フーズインフォマート」の特徴を以下２つの分析視点を柱として検討する。 

●分析視点１：パートナー提携戦略 

●分析視点２：One-Stopサービスの提供 

 

5.1.5.2 パートナー提携戦略 

活発な商取引を進めるには、①参加プレーヤーの存在（魅力的な商品と情報を提供する

売り手、購買意欲の高い買い手）、②商取引を完結する決済手段、③商品を受け渡す物流

の基盤、が必要となる。（株）インフォマートのＥＭＰでは、「商流の取引を行う会員開

拓」「金流を担う決済手段」「物流対応の物流システム」を整えるために積極的にパート

ナーとの提携を図り共同事業化を推進している。 

 

(1) 会員開拓 

（株）インフォマートでは、活用マインドが高く優良な売り手と買い手を数多く見

つけだし、会員に取り込むことが重要課題であると考え、注力している。会員開拓で

は、全国的なセミナー・講習会による地道な会員募集以外に、潜在的に会員となりう

る事業者を保有したトップ企業や団体と業務提携を図り、会員を増やす施策を継続し

て行っている。この点が会員数拡大の大きなファクターとして挙げられる。 

 

① 売り手の開拓（品質、隠れた良品の提供策） 

売り手の開拓では、（株）農業技術通信社と提携し「高品質」の農産物を提供す

る生産者を会員とし、ＥＭＰ上で紹介している。（株）農業技術通信社が月刊誌「農

業経営者」の発行を通じて得た全国の優良農業経営者（6万件以上の優良生産者ＤＢ

あり）をベースに、毎月売り手としてフーズインフォマートに紹介している。その

試みは成功取引事例として紹介されている。近年の食品不祥事や健康志向を反映し

て、買い手のみならず一般消費者も食品・食材の品質には敏感になっている。「高

品質」の食品生産者を紹介するこの取り組みは、品質が「買い手の利益」に直結す
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ることを意識したものであり、取引を活性化させる意味で評価される。また、この

試みは、農業経営者にとって新たな販路と利益を生み出し、自給率低下の一途を辿

っている日本の農業政策に活路を見出すヒントとなろう。 

 

② 買い手の開拓（取引量の増加策） 

買い手、売り手の開拓では、（社）日本フードサービス協会と提携し、フードサ

ービス業を営んでいる法人としての正会員（「不特定多数の者に対し、フードサー

ビスを行う者で、かつ、年間の売上高が 1 億円以上である者とする。」）及びフー

ドサービスに関連する各種業界の企業または団体である賛助会員を対象に会員を募

集している。同協会は、「フーズインフォマート」を推奨（お墨付き）し、協会略

称の冠名（ブランド）「JF FOODS Info Mart」を使用させている。このアプローチ

は、第三者である協会の推奨により安心感を与え、会員加入の意思決定を早める策

として有効である。また、業務用食材の取り扱い企業の加入促進は、取扱量（料）

を増加させる策としても有効である。また、（社）日本フードサービス協会以外に

も、ほぼ同様の形で、（社）日本セルフ・サービス協会と提携し、正会員のスーパ

ーマッケート・チェーン220社、3,150 店舗を対象に会員を募集している。 

 

③ 売り手／買い手の開拓（取引企業数の増加策） 

売り・買い両者の効率的な開拓では、全国の商工会議所のビジネスモール「The 

Business Mall」の運営者と提携し、互いのＢtoＢサイト間でビジネスチャンスのマ

ッチングを図っている。この取り組みは、前述の推奨されたＥＭＰとして冠名で利

用させる以外に、商工会議所会員 26万社への加入アピールが行えるため会員開拓と

取引先数を増やす意味で有効である。また、（株）ジェービーピー注4と提携し、会

員加入前に「ビジネスマッチング診断」を行い、取引の可能性と取引成功の秘訣を

コンサルティングしており、新規加入希望者の安心感と信頼性向上に寄与している。 

                                                 
注4） 中小企業向け有料会員制ビジネスポータルサイトを運営。 
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表 5-3  会員開拓の業務提携 

区分 提携先 提携ポイント 
売り手開拓 （株）農業技術通信社 農業生産者の紹介 

・優良な農産物提供 
・6万件の優良生産者情報 

（社）日本フードサービス協会 
[略称：JF] 

フードサービス会員 
・約 500社強 
・Ｗｅｂサイト 
・ＪF冠名（ブランド）で利用 

買い手開拓 
（一部売り手） 

（社）日本セルフ・サービス協会 
[略称：ＪＳＳＡ] 

スーパマーケットチェーン会員 
・220 社 3,150 店舗 
Ｗｅｂサイト 
・ＪＳＳＡ冠名（ブランド）で利用 

全国の商工会議所 
[事務局：大阪商工会議所 情報
経営センター内] 

中小企業会員 
・112 企業団体、約 26万社 
Ｗｅｂサイト 
・The Business Mall とのリンク 
・ｂ－mall 冠名（ブランド）で利用 

（株）ジェービーピー 
[略称：ＪＢＰ] 

中小企業会員 
・9,000 社 
Ｗｅｂサイト 
・J－MOTTOとのリンク 
・J－MOTTO冠名（ブランド）で利用 

売り手／買い手
開拓 

（株）有線ブロードネットワークス 
（株）フォーバル 

代理店として営業力を活用 

 

(2) 決済手段 

スポットや短期の商取引も想定されるＥＭＰでは、与信→取引請求→支払→入金・

回収、といった金流サイクルが確立されていることが活性化を図る上で重要課題であ

る。「フーズインフォマート」では、与信から回収までの機能と多様の決済手段を提

供し、決済のリスク回避と回収コストの削減を実現している。この仕組みは、ＢtoＢ

サイトの商取引としては、国内有数の高レベルに位置付けられる。 

 

① 売り手のリスク回避 

売り手は、「フーズインフォマート」が提供する決済代行サービスにより買い手

の与信調査の対応が不要となり、また大手取引先との間の決済のための新規口座開

設の手間が省ける。決済メニューとしての金融ファクタリングの提供は、売買債権

業務のリスク回避になり、100％回収率を実現する。これにより、保証され管理され
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た環境下で安心して商取引を行うことが可能となり、商取引のスピードアップ、売

上げ増大が期待できる。 

 

② 買い手の事務コスト削減 

買い手にとっては、ＥＭＰサイト内の取引口座が一本化され、支払いの事務処理

コストが軽減される。これは、決済の効率化による利益還元にもつながる。また、

立替払いやコーポレートカードのサービス提供により、買い手は資金繰りの柔軟性

を図ることができる。これにより、より多くの買い手が参加し易い環境を提供して

いると言える。 

表 5-4  決済関連の業務提携 

区分 提携先 提携ポイント 
与信・回収 （株）クオーク 小額から多額取引までカバー 
決済 住銀ファイナンス（株） 金融ポータルの決済サービス 
決済 三和ビジネスクレジット

（株） 
ファクタリングの決済サービス 

決済 イー・ギャランティ（株） 立替払い、コーポレートカード決済サービス 

 

(3) 物流システム 

（株）インフォマートでは、会員企業向けの物流支援にも着手した。サイトオープ

ン当初より会員から要望があった物流の「仕組」と「ネットワーク構築」を目的に進

めている。2001 年 11月より「フーズインフォマート」上にこれらの機能の提供を開

始した。 

「フーズインフォマート」では、大量発注（買い手の取引量大）-大量仕入（売り手

の取引量大）の物流以外で発生する「商流-物流」事象を分析し、物流課題の対応策を

講じている点が評価される。物流の基本的な問題点として、「商品価格に対し物流コ

ストが見合わない」「商取引（発注）-仕入のタイミングに合う物流が手配できない」

といった点があげられる。「食品、食材」を扱うＥＭＰでは、その上さらに「温度・

鮮度管理」「時間指定」「頻度対応」、産地直結の取引もあるため「地域条件」、と

いったクリアすべき重要課題がついて廻る。図 5-12では、ＥＭＰで発生する商流－物

流事象に「取引量の大小」と「物量条件を掛け合わせた事象パターンを示した。本図

は、取引きされる物量を増やしつつ、物流単価コストの低減を目指す「事象１」を一
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つの理想的な物流状態と想定し、様々な事象を分類している。事象２～３の取引パタ

ーンから、さらにＥＭＰ以外の至近物流の取込みも加味して、物量を増やすことで物

流単価コストを下げている。こうした分析と物流対応が「フーズインフォマート」の

優位性につながっている。 

図 5-12  商流-物流関連事象 

① 買い手側に立った物流施策 

先に述べた物流課題のうちには、食品・食材を扱うため、電子的な商取引の仕掛
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善目標は、「物流コスト低減（現在の同様な取引と比較）」「短時間かつ決められ

た時間に納品する物流」「生鮮三品、日配品の商品特性に配慮した物流」が行える

ことである。また、提供サービスを「中小企業への対応が良いフレンドリーな物流」

であるように努めている。さらに「配送状況（ステイタス）確認」「物流費用の精

算簡素化」などの課題も挙がるが、これは決済代行サービス等の情報システムの中
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態、地域」ごとのコンサルティング窓口の開設、物流ネットワークを網羅するため

の物流パートナーの全国募集、などが行われている。パートナーとなる物流企業で

は、新たな販路拡大につながるメリットもあるが、注目すべき点は、物流コスト低

減（＝物流単位コスト低減）を実現するための「物流効率の向上策」をＥＭＰ主催

者自らが推進していることである。 

 

② 物流コスト低減を目指した柔軟な施策 

物流コストの低減には、「積載量（＝積載効率）」「距離（×時間）」と「納品

先数」の掛け合せバランスが大きく影響する。すなわち、積載量（＝積載効率）を

如何に上げ、距離（×時間）を短く、納品先数を如何に少なくするかの対応が必要

となる。「フーズインフォマート」では、先の図「5-10 商流－物流関連事象」につ

いて、コスト低減を目指した対応策を打ち出している。その対策は、前述した（Ｅ

ＭＰ外も含む）至近物流を加味した物流量増大策以外に「店頭一括納品」「グルー

プ一括納品」や「協同調達」の言葉に表されている。表 5-5 に各物流事象への対応

策を示す。 

表 5-5  物流事象への対応策 

事象／取引量 取引状態 物流交渉条件 物流サービス対応策 
事象１／ 
売り手大、買い手大 

長期的で安定 自由度高く交渉力あり
（１社でﾒﾘｯﾄあり） 

買い手主導による時間
指定・一括納品ルート 

事象２／ 
売り手小、買い手大 

スポット的で大量 
少量多頻度 

調達時点での取引量が
少なくコスト高  

買い手至近の物流取り
纏め物流企業による一
括納品、納入条件整備
のサポート 

事象３／ 
売り手大、買い手小 

１回の納品量大か小 
旬の産物、高単価商品 

産地での小ロット多頻
度出荷 

売り手至近の物流企業
主導による一括調達・
共同納品（引取り）のサ
ポート 

事象４／ 
売り手小、買い手小 

スポット的で不安定 
取引回数小 
入会当初に多い 

自由度低く交渉力なし 売り手至近の物流対応
可能な物流企業紹介。
買い手情報提供 

 

5.1.5.3 One-Stopサービス提供 

「フーズインフォマート」では、会員の利便性を高め、「食」に関連するトータルサー

ビスと投資費用抑制のコンセプトのもとにユニークな情報システムを提供している。 



 278 

(1) 買い手の購入担当者を意識した年間カレンダー調達 

「フーズインフォマート」を特徴づける仕掛けに「年間カレンダー調達（生鮮品取

引システム注5）がある。これは、農産物の出荷時期をカレンダー形式で表示し、全国

の旬を追った産地リレーにより年間調達を可能とするものである。その仕掛けは、売

り手（生産者）が商品を登録し、買い手は、希望条件にあった商品を検索してマイカ

レンダーに登録する。売り手は、該当した買い手のマイカレンダー情報に基づきオフ

ァーをかける。その後、両者間で「産地見学」の調整（mail）と予約発注がサイト上

のカレンダーから行えるシステムになっている。この試みは、生産者・農産物を知っ

た上、簡単なオペレーションと短時間で農産物を購入できるサービスの場を提供した

ことになり、買い手側の多忙も購入担当者にとって優良な調達手段となる。これは、

ＥＭＰの商取引を活性化させる最重要プレーヤーである買い手の現業（リアル）の構

造と行動を分析し、買い手に利益追求をさせるシナリオを背景としている。 

 

(2) One-Stopサービス 

「フーズインフォマート」では、食品・食材の調達はもとより、食品に関連する

商品情報と調達の仕掛け、コンサルティング・ビジネス関連のノウハウを順次提供

してきた。具体的な例としては、「業務用品、消耗品（コーナー名：MATERIAL Info 

Mart）」「料理（レシピ）より最適な食材を調達、レシピ考案代行など（コーナー

名：レシピ Mart）」「物流支援（コーナー名：物流 Mart）」「食品・食材の市況

状況、国内海外ニュース」などがある。これは、このＥＭＰの会員になることによ

り、「食」に関する「情報提供、情報入手」「一連の商取引－決済－物流」などを

完結して行えることを意味する。すなわち、フーズインフォマートは、食材に関す

るポータルサイトとしてOne-Stopサービスを展開しており、その利便性と有効性か

ら今後とも会員が増加することが想定される。 

 

 

(3) 会員のシステム投資を抑制するＡＳＰサービス提供 

「フーズインフォマート」に参加する場合、会員側でＰＣ（ブラウザ搭載）とイン

                                                 
注5） ビジネスモデル特許申請中 



 279 

ターネット利用環境を用意する。各種業務システムや情報は「フーズインフォマート」

のＥＭＰのセンタサーバにあり、会員の初期投資は大幅に削減される。また、同シス

テムは、売り手側で 25,000円／月、買い手側で 5,000円／月の年間契約で利用でき、

会員にとっては自社投資を抑え、低費用での利用が可能となるため参加が容易である。

なお、商取引にあたっては、インターネットを通じ、売り手側で「電子商品カタログ

登録」、買い手側で「調達カタログシステムに希望品の条件登録」の準備をすること

で開始できる。この形態は、ＡＳＰサービスによる提供と言える。 

 

5.1.5.4 成功要因 

「フーズインフォマート」は、ＥＭＰ事業としては、システム維持、バージョンアップ、

専属コンサルティングによるのサポート体制強化などにより経費が嵩み、過去１年間はや

や赤字であった。しかし、それを打ち消す「成功に繋がるアプローチ、商取引の活発化、

金融機関との資本提携による増資」などにより、損益状況は、今後、黒字に好転すると見

られている。成功の原動力としては、会員およびパートナーの利益代表としての有効性を

追及した点にある。同ＥＭＰでは、「成功シナリオ（青写真）を描き、会員からのニーズ

の汲み取り、現実（リアル）の商取引を見据えたサイト展開」を行った。クリック＆モル

タルのチャンネル・ミックスにより成功している販売サイトのモデルを、ＥＭＰサイト

（Ｍ：Ｎ）で実現した例と言える。 

 

(1) 成功内容 

成功の評価事項としては、サイト自体の損益以外に、「会員数／会員加入社数の伸

び／会員の継続率」「アクセス割合（≒商取引につながる要素）」「アライアンスと

提供サービス内容」があげられる。会員数は、1998 年 6月のＥＭＰ運営開始から増加

し続け、2002年 3月現在 4,800社を超えて、国内有数のＥＭＰに成長した。「会員加

入社数の伸び率」は、2001年 5月以降伸張し約 200～250社／月の登録があり、また

「会員の継続率」は、2001年 10月時点で 75％を保っている。「アクセス割合」とし

ては、会員の約 50％が毎日アクセスしている。一方「アライアンスと提供サービス内

容」については、定量的評価は難しい。しかし、同サイトでは、一層の会員向けサー

ビス向上と経営基盤の向上の施策を推進しており、評価に値する。その具体的内容は、

サイト広報・会員募集、提供サービスの成否を決める専門ノウハウやシステムの活用、
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さらには資本提携に至るまで、枚挙にいとまなしと言える。現在、30社を超える企業・

団体とアライアンスを組んでいる。これは、提携する企業サイドからみて、将来性を

秘めた魅力的なＥＭＰとして受け止められている証である。 

 

(2) 成功要因 

「フーズインフォマート」の主な成功要因を下記表 5-6 に整理した。各要因は、相

互に関連し合い、相乗効果を高めている。また、一旦右肩上がりの成功軌道に入ると、

取引量（料）の増加が見られ、多くの取引成功例が加わって、成果がさらに顕在化し

てきている。 

表 5-6  成功要因のファクター  

切り口  内容 

成功取引事例の実績創り 
 
ＥＭＰ利用 食品・食材発注およびレシピ展開からの食材発注 

年間カレンダー調達、２４時間利用 
情報システム One-StopサービスとＡＳＰサービス提供（利便性、費用） 

他システムとの連携性（オブジェクト指向技術：ＣＯＭ） 
クレーム処理、会員サポート（カスタマーセンター） 
サイト利用のアドバイス（Ｂ2Ｂコンサルティング事業部） 
商品カタログ、ネット販売コンサルティング（取引サポート室） 

サポート体制 

物流コンサルティング 
調達 「食」関連の丸抱え調達（調達のOne-Stop） 

－食品・食材、－業務用品・消耗品 
物流 物流単価コスト削減（一括、協同物流） 

短時間の配送 
決済 決済リスクの回避、現実の決済慣行を考慮 

決済メニューの充実 
商品 商品情報の早期提供（未発売、新商品）、市況情報 

品質（食品・食材）、低価格（会員価格） 
会員募集 リアルでの集客（地道なセミナー・説明会） 

会員保有の企業・団体とのビジネスマッチング 
関連Ｗｅｂサイトとのリンク 
商社 食品事業の既存顧客の取込み 

広報 パブリシティ、雑誌・出版社との連携 
資金調達 協同出資・増資（大手商社、大手銀行等金融機関） 
 

フィロソフィ／ 
コンセプト 

会員のための有効性を踏まえたリアルサイト展開 
会員の利益代表（会員との共生、運命共同体） 

 

提
携
・協
業 
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(3) 将来性 

（株）インフォマートでは、今後も、「フーズインフォマート」での新たなサービ

スメニューの提供を計画している。三和銀行グループ注6と三井住友銀行グループによ

る増資も加わり、「従来のＢtoＢ・ＥＭＰ」から「食の取引プラットホーム」として

業界のスタンダードを目指している。また、同ＥＭＰは、会員の増加に伴って（当面

の目標：１万社）、保険業界、環境関連業界など多様な業界・業種を取り込んだ新た

なＥＣビジネスを創出する可能性を備えている。 

                                                 
注6） 2002年１月、東海銀行と合併してＵＦＪ銀行となった。 
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5.2 海外事業者のビジネスモデル 

 

5.2.1  ｅトランスフォーメーション：Genaral Electric Company (ＧＥ) 

ｅトランスフォーメーションとは、インターネット技術＝「ｅ」を企業活動のバックエ

ンドからフロントエンドまで隅々に取り入れ、業務改革、組織改編、経営刷新等、自らを

その取り巻くビジネス環境に適応して変革を行い変貌を遂げること、と定義する。 

本章では、こうしたｅトランスフォーメーションの成功企業として注目を集めている

Genaral Electric Company (ＧＥ：以後略記)の成功ビジネスモデルおよびその成功要因を

事例として分析することによって、「ｅ」を活用した企業変革を検討している企業（特に

大企業）の参考とすべきビジネスモデルの要件について考察を試みる。 

 

5.2.1.1 ＧＥのｅトランスフォーメーションとその成果 

ＧＥは、航空機エンジンから電力システム、プラスチック、放送、金融サービス、メデ

ィカルシステム、家電に至る多岐にわたる事業をてがける総合コングロマリットである。

同社は 20年の歳月をかけて製造業からサービス業にウェイトをおいた事業構造へと変革を

とげた。その結果、現在、金融サービス業（ＧＥＣＳ）の売上は全体の約半分をしめるに

至っている（図 5-13参照）。 

図 5 -13  ＧＥの 2000年度売上構成比 

出所）ＧＥ社 2000年度「Form 10-K Report」をもとに作成 

２０００年度　GE　売上構成比

プラスチック
12%

電力システム
23%

家電
9%

NBC（放送）
10%

技術製品・サービス
12%

航空機エンジン
16%

産業用製品・産業シ
ステム
18%

GE

GECS
(GE
キャピ

タル)
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ＧＥは 1999年とスタートは遅かったものの、インターネットを活用した新興企業群の躍

進という環境変化に適応し、持続的競争優位の確立とさらなる成長を目指した。そのため

事業（ビジネス）モデル全体をデジタル化することを至上命題とし、インターネットを積

極的にとりいれることを企業ミッションに昇華させることによって、「ｅ」を活用した企

業変革において急速に成功をおさめつつある（図5-14参照）。 

図 5-14  ＧＥのＥビジネス 

＜Ｅビジネス＞ 
 
ＧＥは、従来型の事業モデルを新しい E-ビジネス型のモデルへ移行させることを至上課題としてきまし
た。これまで、重要な成長戦略として、「シックス・シグマ」｢グローバル化｣｢サービス｣を掲げてきました
が、1999 年には E-ビジネスも戦略の一つとして正式に加わりました。初年度にはオンライン販売で10
億ドルを超える売り上げを達成しています。 
ＧＥの 2000年の E-ビジネス戦略は3つの方向を目指しています。ひとつはＧＥのすべての事業に顧客
用ウェブセンターを設け、最高のサービス、販売、サポートをオンラインで提供すること。二つめは内部
調達や外注先をインターネット上に移行し、さらなる生産性の向上とコスト削減をはかること。最後に、引
き続き新技術開発を推進し、オンライン販売をさらに伸ばしていくことです。 

 出所）ＧＥ社ホームページより 

ＧＥでは、まず、1999年の本格的な導入時にトップダウンによる強力な意識改革によっ

て、インターネットを全社戦略の中核に位置づけた。さらに 2000 年度には「GE’s e-volution 

of 2000」をコンセプトに、「Buy（サプライヤーからの調達コストの削減）」「Make（製

造プロセスや社内業務の改革、生産性の向上）」「 Sell（販売・顧客サービスの強化）」と、

企業活動全体にわたる効率化・活性化に取り組んだ。 

こうした改革では、明確な経営指標を設定し、各事業分野のイニシアチブとして邁進す

ることによって顕著な成果をだしている（表 5-7参照）。これは、単なる既存業務のデジタ

ル化（置き換え）ではなく、あらゆる業務の中間過程（仲介処理、データ処理、さまざま

な事務作業）を取り除くことで、シームレスで効率的な組織をめざすものであった。それ

は、まさに、同社の企業文化である「バウンダリレス＝組織内外の境界をとりのぞく」の

延長線上にあるものであった。2000年度には、改革の成果が実際の経営数値に表れはじめ、

インターネット上で 70億ドルを超える製品やサービスを販売し、オンラインオークション

による調達高も 60億ドル超となった。2000年度は、ビジネス全体としても収入、純利益

ともに過去最高を記録し、2001年度にはさらにデジタル化を推進することで、営業利益が

15 億ドル以上押し上げられる見込みである。多くのＥビジネスがインターネットバブルの

崩壊で、その低い収益性のために撤退・見直しを余儀なくされているなかで、ＧＥはデジ

タル化による業績の向上・企業変革に着実に結びついている。 
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表 5 -7  「GE’s e-evolution of 2000」とその成果 

事業（会社）名 ｅBuy（購入） 
＜対サプライヤー＞ 

ｅMake（製造・社内業務） 
＜社内変革＞ 

ｅSell（販売・サービス） 
＜対顧客＞ 

全社レベルの成果
および 2001 年度の
経営指標（目標） 

オンラインオークション（外部と
のＥトランスフォーメーション）に
よる調達高は 60 億ドル超。調
達コストを年間 6 億ドル削減。
（2001 年度は全調達の 30％
140億ドルをオンライン化目標） 

社内業務コストの 10 億ドル削
減達成。（2001 年は 15 億ドル
目標） 

インターネット活用で業務処理
スピードの迅速化等サービス改
善。ネットで 70 億ドルを超える
製品やサービスを販売。（1999
年は 10 億ドル、2001 年は総売
上高の 15％150億ドルをオンラ
イン化目標） 

ＧＥキャピタル 
（金融サービス） 

事業部門内のすべての調達に
「ｅオークション」導入。コスト削
減率は米国オフィス用品25％、
日本通信費 29％、欧州テンポ
ラリーサービス10％。 

顧客との案件処理をペーパレ
スにし、事業報告・資産管理を
おこなうことにより全体のサイク
ルタイムを20％短縮。 
クレジットカード部門における 1
件あたり新規加入処理コストを
4ドルから2。79ドルに削減。問
い合わせコストでは 2。82ドルの
節減効果。 
ネットで融資顧客の収支報告
書のキャッシュフローを毎日監
視。資金ショートを即座に感知
し損失回避。 

GESmallBusiness。com で中小
企業顧客を支援。短期間にサ
イト訪問者数 150％増加、10億
ドル以上の取引に。 
アビエーションサービスは、ポ
ーラーエア社の注文処理時間
を 225時間から84時間に短縮
し、グローバルコンシューマー
ファイナンス部門のお客様であ
る英国の小売業者アルカディア
グループは、自社ブランドのク
レジットカードの新規加入者数
を 8％増加させ、さらに店内に
おけるカード申込のサイクルを
1分間短縮した。 

グローバルコンシ
ューマーファイナ
ンス（金融サービ
ス） 

 顧客対応のウェブ化により、コ
ールセンターの数を 35％減
少。従業員一人あたりの営業資
産残高は 2桁成長。 

 

ＧＥエクイティ 
（プライベート投
資） 

 ｅラーニングプロバイダとの提携
により、従業員 4万人にｅビジネ
スプログラム「ｅスキル」の導入
し、効率展開。 

 

エムプロイヤー
ズ・リインシュアラ
ンス・コーポレーシ
ョン（再保険） 

  パーソナル化、カスタム化され
たウェブサイトを通じ、適正なリ
スク管理を続けながら顧客に利
便性向上（例、任意賠償責任
保険の契約更新を 5 日から 5
分に短縮）。 

モーゲージインシ
ュアランス（住宅ロ
ーン保険） 

 シックスシグマとインターネット
を組み合わせた業務のデジタ
ル化 gemortgageinsura nce。
com で貸し手のスピードと生産
性を向上させるよう構築。ﾛｰﾝ
の審査から保険の承認までの
処理を2時間から5分に削減。 

 

コマーシャルファ
イナンス（中堅企業
向け融資・ファクタ
リング） 

  マイＧＥディールで、新規の借り
手に対してローン申請の処理
プロセスをオンラインでリアルタ
イムにフィードバックし顧客利便
性を向上。 
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事業（会社）名 ｅBuy（購入） 

＜対サプライヤー＞ 
ｅMake（製造・社内業務） 
＜社内変革＞ 

ｅSell（販売・サービス） 
＜対顧客＞ 

電力システム事業 コスト削減策として 16 億ドルに
上る部品・サービスの受注。15
億ドルにおよぶオンラインオー
クションの実施。 

生産性向上策として 540 件、
400 億ドルのプロジェクトをオン
ラインコラボレーションで実施。 

顧客の利便性向上策として顧
客企業のエンジニアがネットで
タービンの熱効率、燃料の燃焼
状態を他の施設と比較、1クリッ
クでサービスパッケージを注文
可能にするようなサービスを提
供。 

航空機エンジン事
業 

調達システムをウェブ上で相互
につなぐ取り組みを検討推進
中。 

 顧客利便性向上策としてカスタ
マーウェブセンター（カタログ、
注文、納期、請求、ネット診断）
を構築。同サイトを通じて 360
以上の企業が取引（販売額 10
億ドル）。 

プラスチックス事
業 

最低価格購入実現の為、グロ
ーバルデータウェアハウス、デ
ジタルカタログ、ネット基盤の構
築に注力。 

財務、人事、会議等あらゆる分
野でデジタル化を推進。すべて
のプロセスのスピードと生産性
を向上。 

Geopolymerland。com で顧客
に購入・デザイン・リサーチ・技
術評価等を提供。販売高は年
間で約 10億（週 5000ドル）。幅
広い品揃え。強固なロジスティ
ックス。有力顧客の貯蔵庫サイ
ロにセンターを設置、ネット経由
で発注可能。 

メディカルシステ
ム事業 

2001年度までに年間 20 億ドル
以上の資材調達をオンライン化
しコスト削減、サプライチェーン
のスリム化。 

事業部門内のデジタル化によ
り、サポート業務が簡素化。顧
客よりの業務により多くの経営
資源を投入。カスタマートレー
ニング、顧客生産性データの提
供、アプリケーションのアップデ
ート等オンライン化し顧客のワ
ークフローを改善予定。 

新規サービス契約の 80％はイ
ンターネットをベースに、顧客
に生産性、シックスシグマ、メン
テナンス等様々なツールを提
供するサービスが占める。 

産業システム事業  ウェブシティでは1日 24時間週
7 日体制でグローバルに製品
開発できる仮想の仕事場に発
展。 

上得意客向けＢｔｏＢウェブサイ
ト「エリートネット」で商品、ロジ
スティック情報、技術仕様、生
産性ツール提供。 

輸送機器システム
事業 

グローバルな資材調達とｅオー
クションとによって、記録的なコ
スト削減達成。 

  

家電事業 「サプライヤーネット」は世界全
体で 10 億ドル以上の資材・部
品のオンライン調達に貢献。 

 売上の 50％は B-Bウェブサイト
「カスタマーネット」からの収入。 
Geappliance。com では商品紹
介、修理予約、部品消耗品の
直販、販売店紹介等のサービ
スを提供。きめこまやかなサー
ビスにより顧客の利便性を高め
ている。 

出所）ＧＥ社 2000 年度アニュアルレポート等をもとに作成 
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5.2.1.2 ＧＥのＥトランスフォーメーションの成功要因 

同社にとって、ｅトランスフォーメーションの真の成功要因は、企業戦略の優位性と企

業文化の「ｅ」との親和性にあると考えられる。 

 

(1) ＧＥの企業戦略の変遷とその優位性 

1980年代、ＧＥは「国際市場で1位か 2位を占める事業だけが、生き残ることがで

きる」というビジョンのもと事業を再構築し、それぞれの市場で影響力を行使できる

マーケット・リーダーの集合体となった。その多様性を寄せ集めのコングロマリット

以上のものにするために、全社員がゲームのルールを理解できる理念と構造が必要で

あった。その解決策の一つが、共通の企業文化・行動原則（ＧＥバリュー）の存在で

あり、それにもとづく経営戦略とその実行プロセスであった。 

事業再構築で企業の「ハードウェア＝業績や強固な事業構造」を確立したＧＥは、

90年代に入って「ソフトウェア」ともいうべき「コーポレート・カルチャー」（企業

風土）の変革に取り組んだ。そこでは、社員一人ひとりが新しいカルチャーと価値観

を理解し、実践することによって個々の能力を高め、結果的にＧＥの企業活力をも向

上させることが目標とされた。 

同社の最も大きな変化（トランスフォーメーション）は「学習する企業へ生まれ変

わった」ことである。ＧＥでは、真のコア・コンピテンシーは世界最高の人材をグロ

ーバルに採用・育成することであると考えている。そのためＧＥでは、飽くなき学習

意欲をもちながらより高い目標に挑戦し、さらなる向上を目指して努力するよう、社

員の意欲を醸成している。業績を生み出すのはバリューや社員の行動であると同社は

言っている。 

ＧＥは現在の「ＧＥバリュー」（企業理念）の原型を当初から重視し、シックスシ

グマ等、新たなミッション・戦略が打ち出される度にそれを企業の“バリュー”に付

け加えていった。それは、いわば累積された企業戦略・ミッションの集合体ともいえ

る（図 5-15参照）。 
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図 5 -15  ＧＥバリュー 

＜ＧＥバリュー＞ 
 

ＧＥの社員は、つねに揺るぎないインテグリティをもって・・・   
 
・情熱をもって、お客さまの成功のために全力を傾注します。  
   
・シックス・シグマ・クオリティに生き、お客さまがその利益を第一に享受されることを約
束します。そして、シックス・シグマを用いて、成長を促進します。  
   
・あくまで優秀であることを追求し、官僚主義を許しません。  
   
・バウンダリレスに行動し、出所にとらわれず、つねに最良のアイデアを模索し、採用し
ます。  
   
・世界中のすぐれた知的資産を重んじるとともに、これをもたらす人材を尊びます。ま
た、このような知的資源を最大限に活かすべく、多様性のあるチームを構築します。  
   
・変化を変化として捉えるのではなく、新たなチャンスと捉えます。たとえば、Ｅ-ビジネ
スのように。  
   
・わかりやすくシンプルで、お客さまを中心にしたビジョンを打ち出します。そして、新し
い視点をもってビジョンをいかに実行に移すかを、つねに見直します。  
   
・高い目標の設定（ストレッチ）、感動や興奮、形式にとらわれず、そして信頼に溢れる
環境を創ります。改善に報いるとともに、成果を賞賛します。   
   
・ お客さまに対する情熱を絶えず広めながら、ＧＥのリーダーシップに求められる「４つ
のＥ」を自らの行動で示します。４つのＥとは、変化のスピードを歓迎し、それに立ち向
う情熱（Energy）、周囲の人々を鼓舞（Energize）するような雰囲気を作る能力、難し
い結論をくだす力（Edge ）、そして、結果につながる一貫した実行力（Execute）です。 

出所）ＧＥ社 2000 年度アニュアルレポート 

 

そして、ミッションを確実に行動に変えていく構造をつくりあげるために、同社は

厳しい変革を繰り返してきた。そういった仕組みの一つが、現在のオペレーティング

システムである。それは、会社をあげて、グローバルに、事業部門や会社の壁をこえ

て、ベスト・プラクティスやアイデアを学び、共有するための一連の取り組みである。

同社のオペレーティングシステムは、企業風土である「学習」を実践し、同社がうま

く機能するうえでのソフトウェアの役割を果たしている。また、明確な経営指標を設

定し、それを確実にモニタリングし、人的資産の厳しい見直し等の業績評価に結びつ
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ける組織管理手法としても有効に機能している。このため、デジタル化等のミッショ

ンを確実に行動に移すことが可能な土壌を生んでいる（図 5-16参照）。 

図 5-16  ＧＥオペレーティング・システム 

出所）ＧＥ社２０００年度アニュアル・レポートをもとに作成 

 

(2) 「ｅ」と企業戦略の親和性 

「変化を喜んで受け入れ、事業間の障壁を取り払い、互いに学習しあう」ＧＥの企

業文化は、「ｅ」を活用して企業変革をおこなう土壌としては最適のものであったと

いえる。ＧＥはその企業戦略・ミッションを実行するための基盤であるオペレーティ

ングシステムに、1999年以降「デジタル化（ｅビジネス）」を加え、4つの全社的イ

ニシアチブ、「グローバル化」「サービスの重視」「シックス・シグマによる品質管

理」「デジタル化」として推進した。特にデジタル化はＧＥの活動をあらゆる面で変

えつつあり、組織をすみずみまで活性化させることとなった。ＧＥは、事業規模が拡

大しているにもかかわらず、よりスピーディーに、より賢く、そしてよりスリムに生

まれ変わっている。 

ここで注意すべきは、ｅビジネスは単に追加されたものではなく、他のイニシアチ

ブ（優先経営課題）とのシナジー効果を発揮している点である。例えば、シックスシ

ＧＥオペレーティング・システム

全社的イニシアチブ
　・グローバル化
　・シックス・シグマによる品質管理
　・製品サービス
　・ｅビジネス

ＧＥﾊ゙ﾘｭー

スパイラルに累積していく年間サイクルを通じて、企業理念（ＧＥバリュー）にもとづき、優先経営課題（イニシアチブ）に
確実にとりくみ、情報共有することによって、そのサイクルをまわすごとにその理念・アイデアがさらに強化され、業績
の向上に結びつく仕組み。事業という「ハードウェア」を動かす「ソフトウェア」の役割を果たす。

ビジネスモデルの変革

持続的競争優位

持続的成長
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グマ・プロジェクトの一環として作成された顧客向け大規模データベースは、顧客の

為に利用されるだけでなく、社内の生産性を向上することにもなった。既存の戦略と

新しい戦略が親和性をもって相互作用している。 

 

(3) インプリメンテーション手法の優位性 

同社はｅトランスフォーメーションの導入時には、トップダウンの決断によりＣＩ

Ｏをｅビジネスの推進役に任命、『destroyyourbusiness.com』（既存事業の創造的破

壊のためのプロジェクトチーム）やメンター制度（上位リーダー500 人に若手従業員

を専属で指導させた）などにより有効な組織改革を行った。また、ベストプラクティ

スの現場へロールアウト等において、既存の企業文化を有効に機能させている。野放

図なｅビジネスの失敗も早期に学習し、“楽しく、目新しく、美しい、が存在する経

済的な理由がないサイトはつくるべきでない”といった教訓を得た。製造、企業改革、

調達、販売等、利益につながる分野への集中を早期に意思決定できたことも成功要因

の一つにあげられよう。 

さらに定着期には『growyourbusiness.com』（インターネットを脅威でなくチャン

スとして事業を育てていく使命に変更したプロジェクトチーム）や各事業部門への権

限委譲等によって、効果的なギアチェンジをはかっていったことも現場レベルでの実

行・定着段階における成功要因である。 

 

(4) 環境条件等の優位性 

さらに、ＧＥのｅトランスフォーメーションの成功要因には、環境条件が少なから

ず作用していたことも触れねばならないだろう。調達分野等で早期に結果を出すこと

ができた背景には、ナンバーワン／ナンバーツー戦略によって、特定の供給マーケッ

トにおける規模の経済をバックにした強力な購買力があったと思われる。また、時価

総額ナンバーワンの強力な財務基盤がＭ＆Ａ戦略に代表されるハイ・リスク・ハイ・

リターンの投資を可能にし、その延長線上でｅビジネスにも取り組んでいったことも

大きな優位性であったといえる。 

スケールメリット以外にも、①優良企業として顧客に対するブランドエクイティを

確立していることによるマーケティング・コスト面（広告宣伝費等の経費、既存イン

フラの活用）での優位性、②大企業であることで既存間接費の削減による損益分岐点
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への立ち上がりが早く、売上高に左右されない等の収益化モデルでの優位性、③シッ

クスシグマ等で効率的なオペレーションを確立していることによるフィルフルメント

（特に物流面）での優位性等、導入時には漠然としていたものの、勝算をもったうえ

でのｅトランスフォーメーションであったことは見逃せない。 

 

5.2.1.3 成功するｅトランスフォーメーション 

(1) 明確な戦略・ミッションの再設定と競争優位なビジネスモデルのデザイン 

ＧＥの事例からいえることは、どのように「ｅ」を活用するかを考える前に、目の

前の環境変化に対して企業としてどうあるべきかという企業戦略・ミッションをはっ

きり打ち出し、その目標の達成・変革にむけた競争優位なビジネスモデルを構築し、

それを加速化する「ツール」として「ｅ」を活用することが重要であるということで

ある。 

ＧＥは多様なメジャー・グローバルビジネスの集合体であることから、それを有機

的に機能させるビジネスモデルがデザインされた。それぞれの企業のおかれた事業特

性、環境特性を十分に分析したうえで、まず競争優位なリアルのビジネスモデルをデ

ザインすることが重要であろう。 

 

(2) 最適な「ｅ」の活用 

同社の事例から、自社の優位性を明確に見極め、自社に親和性の高いＥトランスフ

ォーメーションを、各事業や機能への部分最適ではなく、企業戦略・競争戦略との全

体最適を主目的としておこなうことが肝要であるといえよう。ただし、ｅビジネスへ

の投資は収益性の問題がつきまとうことから、特に効果（コスト削減、売上増等）の

でる部分に集中することが企業全体のインセンティブを高め、結果的により広範囲な

分野に変革を適用できるといえる。ＧＥは先天的にｅトランスフォーメーションに適

した文化だったといえる。一方、後天的に適応できる文化を醸成させていくためには、

「変化を積極的に取り入れ、情報共有し、確実に行動していく」企業文化にさせてい

くということが必要となろう。ｅトランスフォーメーションによって自社の持続的な

競争優位を一段階上のステージにひきあげる。こうしたビジネスモデルを構築するこ

とによって、システマチックに結びついた自社の企業文化や強みが、他社の模倣を許

さない持続的成長をもたらすことになる。 
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5.2.2  創業経路と成功要因：Amazon.com と Barnes＆Noble.com の比較検討 

 

5.2.2.1 はじめに 

Amazon と Barnes＆Nobleは、ともに書籍を商品の中心とする小売業である。創業経緯

の違いから異なる事業展開をしながら、両サイトとも成功を収めている。本章では、ＥＣ

を創業する際に、投資や既存資産の違いから、成功に導くためにあるべきビジネス形態に

違いがあるのではないかとの仮説を立て、以下に分析・検討を試みた。 

Amazon.com（以下 Amazon と略記）は、既存事業を持たず、数名の社員で新規事業と

して創業した。比較的投資の少ないＥＣのみを使って既存のビジネスにルールブレイクす

る余地を見出し、ＥＣ専業として起業して成功している。同じような経緯で起業して成功

した事例は、日米を通じていくつか見られる。 

一方、Barnes＆Noble.com（以下Ｂ＆Ｎと略記）は、既存のリアルビジネスから新興の

ＥＣ専業企業に対抗してＥＣ事業を立ち上げ、さまざまな経緯を経て既存事業とＥＣ事業

を融合させてビジネスとして成功させている。クリック＆モルタルと呼ばれる既存事業と

ＥＣ事業を融合させるこの方式は、既存事業を持つ事業者がＥＣ事業へ参入する際の成功

の方式として注目されている。 

 

5.2.2.2 Amazon の創業思想と成長の歩み 

ＥＣ事業を立ち上げて成長させるケースには、まず、Amazon のように既存業界にてＥ

Ｃのみでルールブレイクし、ＥＣ専業として成長させるケースがある。 

Amazon のビジネスモデルは、販売店舗をもたずに物流インフラ、倉庫などは作り、優

れたサプライチェーンの実現と徹底したＥＣ店舗上のシステム機能により差別化を実現し

たモデルである。 

Amazon の起業は、1994年夏、社員４名でスタートし、書籍、音楽、雑誌、コンピュー

タ製品などＷＥＢで販売しやすい 20商品を選び、その中からトランザクション及び商品種

の多さと業界構成から取扱い商品を書籍に絞り込んで自宅のガレージでＥＣサイトをスタ

ートした（表 5-8）。 
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表 5-8 Amazon の創業及びその後の展開 

95年 ７月 書籍のオンラインショッピングとして事業をスタート。 

 （物流倉庫は持たず、大規模卸店を活用） 

 ブランド名を確立するための広告宣伝に多額投資。 

97年 ＩＰＯし、調達資金で倉庫整備、物流強化し、注文日同日発送を 

 目標に手元在庫を大量確保。（在庫コストによる利益率低下） 

98年 音楽ＣＤ、ビデオの販売を開始。 

99年 販売商品品目を拡大。ネブラスカに大規模物流センタを建設。 

 

次に、Amazon をよりよく理解するためにその理念をみてみたい。 

ベゾスの事業理念は、「地球上で最もお客様を大切にする企業であること－求められる

あらゆるものを探すことができ、発見でき、購入できる場を創ること」と設定している。

そのためのビジネスモデルとして「インターネットを活用した無店舗販売」を選択した。

こうしてＥＣに専業で注力し、「品揃え、ベストプラクティス、利便性、使いやすさ、１

Click 注文など最新機能、サービス、信頼性」などを、サービスや商品を通じて提供するこ

とに努めている。さらに、マーケティング戦略にも注力し、売上を「サイトへのアクセス

数×購買率」ととらえ、アクセス数を増すためにアファリエートプログラム等のネット上

の新たなマーケティング手法を次々に開発・提供して、効果的なオンラインマーケティン

グを行った。Amazon は、また、購買率を高めるために、顧客を認識し個別サービスを提

供するパーソナライゼーション、リコメンデーション、シミラリテーズなどを行っている。  

このように Amazon では、ＥＣ専業の小売業としてＥＣの利点を最大限活用して他社と

差別化したモデルを確立し、成長し続けるビジネスモデルを形成した。 

 

5.2.2.3 Ｂ＆ＮのＥＣビジネス参入の歩みと現在 

一方、既存事業者がＥＣ事業を起こすケースとして、Ｂ＆Ｎのように既存事業のチャネ

ルとＥＣのチャネルを融合させシナジー効果を発揮し、クリック＆モルタルとして成長し

ていくケースがある。 

Ｂ＆Ｎ Onlineは、書籍業界の最大手Ｂ＆ＮのＥＣ部門として、全米の既存店舗で展開し

ている様々なイベント企画と同様な企画を、オンライン上で実現したオンライン店舗を展
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開し、リアルとバーチャルのシナジー効果を最大の差別化戦略としたモデルである。 

Ｂ＆Ｎ Onlineは、Amazon に対抗して 97年に事業部として立ち上げた。その後、既存

事業との共食いを恐れたこと、既存事業から独立することにより経営のスピードと柔軟性、

優秀な人材が獲得できるメリットなどを考慮し、当初、既存事業と独立した経営体として

ＥＣ事業を進めた。しかし、2000年のドットコムバブル崩壊後、事業として苦境に立ち、

そこから「ネット事業と既存事業を連携させれば間違いなく大きなメリットを得られる」

ということを学ぶ。 

そこで、方針転換し、Ｂ＆Ｎ本体のリアル設備との協働を行うようになった。仕入は主

に Barnes＆Noble の配送センターより仕入れ、オンライン注文はＢ＆Ｎの配送センターの

近くのＢ＆Ｎ.com の物流センタで処理し、販促は小売店舗で行いオンライン購入に対し割

引クーポンを配布するなど、仕入れや販促でブリック＆モルタルのシナジー効果を発揮し

はじめた。また、既存店舗でも展開している「オンライン大学」をＥＣ上で開校するなど、

リアルとバーチャルのシナジー効果を拡大し事業が成功に向かっている。 

表 5 -9  Ｂ＆Ｎの創業とその後の展開 

97年 １月 Barnes＆NobleOnlineとして設立。 

99年 ３月 Barnes＆Noble の 100％子会社として再設立 

99年 末 小売店舗でオンライン購入の割引クーポン 1000万枚配布 

 ８月 ＩＰＯ 

00年 １月 雑誌販売サイト株式取得、 

 ５月 オンライン大学開発会社株式取得 

 

Ｂ＆Ｎの方向性は、ＣＥＯのリッジオの発言から伺うことができる。「Ｂ＆Ｎはインタ

ーネット分野でのシアーズ（総合百貨店）になるつもりはない。Ｂ＆Ｎがテレビや冷蔵庫

を売るようになったら今までの顧客を失ってしまう。」Ｂ＆Ｎはあくまで、オンライン書

店での王座を目指し、書籍販売というコアコンピタンスに注力し、既存店舗、既存事業と

のシナジー効果の発揮を戦略展開のキーとしていることが見てとることができる。 
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5.2.2.4 それぞれの差別化：成功要因分析 

Amazon に代表されるＥＣ専業、Ｂ＆Ｎに代表されるクリック＆モルタルでは、その出

発と発展において差別化の方向性が異なると考えられる。 

ＥＣ専業の事業者は、ＥＣのシステム機能の先端性やサイトの総合化などサイト機能の

強化を中心に差別化を行ってきた。 

Amazon においては、以下のようなネット上のノウハウを中心に、ＥＣとして一歩先を

行くシステムの構築を通じて差別化を行ってきた。 

○ ワンクリック注文システム（特許）など、ＥＣシステム上での先端技術の開発 

○ マーケティングにおいて嗜好分析、商品紹介など秀でた One to One対応 

○ ＥＣ上での取扱商品をユーザニーズに合わせて広げ、商品検索機能（オールプロダ

クトサーチ）など検索機能を通じた新しい業態（ウォルマートのようなディスカウ

ントストア）の開発と構築 

○ ネット上での購入メリットを提供（一般店舗より低価格） 

ただし、業績をみると、創業以来、事業の拡大政策をとり続け、商品幅を提携など通じ

て増やし続けることで、赤字を出し続けた。ただし、既に 99年頃からは、商品拡大のため

の提携先を取捨選択し、また、提携先にＥＣ技術を提供して収入を得るなど提携戦略の見

直しを行い、物流、広告などの方法も改善して続け、業績も改善に向かっている。2001年

第４四半期には、初めて黒字を計上した。 

一方、クリック＆モルタルの事業者は、既存事業とＥＣ事業のシナジーの最大発揮によ

る差別化を図っている。 

Ｂ＆Ｎにおいては、既述のように、以下の３つの面でシナジー効果を発揮している。 

○ 商品を既存店舗とオンライン店舗の両方で同様に展開し、利用者拡大やコスト削減を図る 

○  仕入、物流など既存事業とＥＣ事業を極力同一化することを通した効率化とコスト削減 

○  マーケティングなどにおいて既存事業を媒体として活用した効率化と相乗効果 

Ｂ＆Ｎでは、書籍はもちろんのこと、オンライン大学など、ＥＣ事業で既存事業と同一

の商品・サービスを提供している。また、仕入、物流の面では、書籍の仕入を既存事業の

Ｂ＆Ｎから行い、オンライン注文を既存事業のＢ＆Ｎの配送センター近くのＢ＆Ｎのフル

フィルメントセンターで処理するなど既存事業との融合を図っている。マーケティングで

は、既存店舗で割引クーポン配布、広告メール配布のための顧客情報（メールアドレス）

の収集をおこない、オンライン店舗の販売促進に役立てている。 
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5.2.2.5 創業の違いからみる事業のあり方の考察 

本節では、ＥＣ専業、クリック＆モルタル、各々の成功の条件を、創業経緯の相違から

見た事業展開の側面から考察する。 

 

まず、ＥＣ専業の最大の利点として、少ない資本で事業が立ち上げられる点があげられ

る。資本面での参入障壁が低いことから知恵とチャレンジ精神を持ってＥＣ専業で起業し

てくるケースである。しかし、市場から支持をえるためには既存業界でルールブレイクを

行い、利用者にリアル世界と差別化した利便性を提供しなければならない。 

成功するための要件は、Amazon の差別化戦略でみるように、戦略から技術面まで多岐

に渡る。現在、成功している代表は、米国では、Amazon、eＢayなど、日本においても旅

行業界において、旅の窓口などがある。 

一方、既存事業者がＥＣ事業を始める際は、クリック＆モルタルの相乗効果が有効であ

る。ＥＣ事業が開始されて間もないころは、ＥＣ事業は、既存事業と分離した環境でカニ

バリゼーション（共食い）をさけ、単独ブランドで資金調達し、優秀な人材を集めて事業

を推進していった。ＥＣ専業に近いスタイルである。しかし、既存事業者からの分離事業

で、単にチャネルを既存事業と並列に追加した形態となった例が多い。既存事業と並列に

追加したチャネルで成功した例もみられるが、Ｂ＆Ｎ.com のように並列による成功とはい

えない例も多い。既存事業者がＥＣ事業を始める場合、ＥＣ事業を既存事業といかに融合

させてシナジー効果を発揮させるかが重要であることが明らかになりつつある。この形態

では、リアルワールドでの事業経験をそのまま生かすことができ、既存事業の経営資源の

活用度もあがる。日本ではソフマップ、ツタヤ、米国でも CitiBank など数多くの例をあげ

ることができよう。 

 

5.2.2.6 要素別のチャネルの使い分けについて 

以上は、Amazon とＢ＆Ｎの起業と発展の歴史と戦略を通じて、ＥＣの事業を成功させ

るためにはどのようにすべきかを現時点で分析したものである。そこから見えてくること

は、戦略と事業展開の違いである。現在は、Amazon、Ｂ＆Ｎとも成熟に向かい、ＥＣとリ

アルをチャネル別でうまく使い分けた形態となってきた。また、その経営上の焦点も、Ｅ

Ｃ事業の環境変化につれて変化してきたといえる。 

Ｂ＆Ｎで要素別のＥＣの活用からどの要素がＥＣを活用されているか見てみる。 



 296 

表 5 -10  Ｂ＆Ｎ.com における要素別のチャネルの使い分け 

要素 チャネル 備考 

販売 ＥＣ   

サービス ＥＣ、既存チャネル   

マーケティング ＥＣ、既存チャネル 顧客情報収集、宣伝を既存チャネル 

生産 小売業のため要素なし    

購買・出荷 既存チャネルを活用 既存チャネルを活用した仕入、物流 

全般・人事管理 事業者として組織をもつ   

技術開発 既存チャネルと共同 既存チャネルと同一商品 

 

ここからもわかるように、クリック＆モルタル企業においては、販売、サービス、マー

ケティングにＥＣを活用することが有効な例が目立つ。 

一方、ＥＣ専業といわれた Amazon においても、物流において物流センターを準備する

ことで、在庫切れや配送のトラブルを削減するなどリアル設備の活用を行っている。また、

物流については３ＰＬに委託するなどチャネルの一部機能を他の事業者にアウトソーシン

グする例も見られる。それは、単にリアル（既存の実体ビジネス）とバーチャル（ネット

ビジネス）の融合・統合へのトレンドとしてみるべきではない。上記のような要素別のチ

ャネルの活用は、ＥＣチャネルと既存チャネルがそれぞれの利点を生かし合い、融合し合

うハイブリッド化の重要な視点であると考えられる。 
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5.2.3  ドットコム超優良企業の展開：eBay 

本章では、ドットコム企業の中で継続的に黒字を計上し、米国のネットバブルが崩壊し

た 2000 年以降も高成長を続けているドットコム超優良企業である eBayに注目し、その成

功要因を分析する。eBayにおいて見られる「ビジネスの拡張性といったＥＣの特性を最大

限活かし、早期に事業拡大しつつ、サービスメニューや顧客サポートの充実などにより利

用者を囲い込む」といった方法は、他のオンラインビジネスにおいても極めて参考になる

と思われる。 

図 5 -17  eBayの売上、純利益の推移 
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出所）ｅＢａｙ年次報告書などにより作成 

 

5.2.3.1 ビジネスモデル 

eBayのビジネスモデルは、オンラインオークションと呼ばれるものであり、個人間売買

の仕組みを、オンライン化したものである。このビジネスモデルでは、拡張性、検索性と

いったＥＣの特性を最大限活かすことが可能である。 

 

(1) ビジネス自体の特性 

オンラインオークションビジネスの特性としては以下の点が挙げられる。 

① ビジネス自体の明快さ 

eBay のオークション機能は、オンライン化されていることを除けば、蚤の市や、

リアルワールドのオークション、質屋といった誰もが知っているビジネスであり、

利用者は使い方を簡単に類推する事ができ、そのメリットも理解しやすい。 
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② 早期参入・早期拡大が有利 

商品の集まるところに利用者が集まり、利用者が集まるところに商品が集まると

いう相乗効果のサイクルを早い段階で達成した。そのための認知拡大・ブランド確

立という点で、まさに、早期参入・早期拡大が決め手になった。 

③ 資産不用 

ネットオークションは、基本的には情報を仲介すれば良く、自ら商品を抱える必

要はない。このため、コンピュータ設備の容量アップ次第で、相対的に大きなコス

トをかけることなく、事業を拡大することが可能である。ただし、サービスとして

物流インフラを用意したり、質屋のように自分で商品を買い取るモデルを採用した

場合には、事業拡大は元のコスト負担の増大によって、相対的に難しくなる。 

 

(2) ＥＣ活用のポイント 

一方、オンラインオークションでは、従来の個人間売買に対して、次のような点で

ＥＣが有効に活用されている。 

① 手数料の低価格化 

個人売買を行うために、蚤の市に出展したり、オークションのために業者に持ち

込んだりする場合、各種のコスト、特にかなりの額の手数料が必要になる。しかし、

オンライン・オークションでは、一般に、非常に低価格の手数料を実現することが

できる。 

② 利用者の拡大 

地理的制約、時間的制約がなくなることで、どの地域の人もどの時間でも利用で

きるようになる。 

③ 手間の低減 

一般に、個人売買やオークションで欲しい商品を探すには大変な手間がかかる。

オンライン化により、大量の商品の中から必要な商品を簡単に検索する機能を提供

することができる。 
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図 5-18  従来の個人間売買ビジネスモデルとその問題点 
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図 5-19 ＥＣ活用のポイント 
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5.2.3.2 eBayの成功要因 

ネットオークション自体は、eBay 以外にも多くの企業が取り組んでいるが、全てが成功

しているわけではない。なぜ eBayは成功しているが、他の企業は成功していないのか、を

明らかにするために、ビジネス立ち上げ時の成功要因と、事業成長の成功要因の 2 つに分

けて分析する。 

 

(1) ビジネス立ち上げの成功要因 

既に多くの評論・分析で語られているが、ビジネスモデルの優秀さ、早期参入など

が大きな要因といえよう。 

① 優良なビジネスモデル 

既に説明したように、ネットオークションは、多くの点でそもそもＥＣ（インタ

ーネット商取引）に適したビジネスモデルであったといえる。eBayは 2001年から

話題に上っている PtoP 注7市場の先駆けといえるモデルでもある。 

② 早期参入、早期拡大 

売買できる商品に制約をかけないなどの方策により、多くの商品・利用者をいち

早く確保し、その後の事業拡大が有利になった。実際、1995年９月に事業を立ち上

げ後、1997年で登録ユーザ数 85万人、さらに 1999 年末には 1000万人を越えると

いう驚異的な拡大を遂げている。現在では、4000万人以上の登録ユーザを抱え、600

万点以上の商品が常時出展されている。 

③ 拡張性の確保 

eBayでは、パソコン上のスペースのみを提供することに集中し、自前の流通シス

テム構築や、商品在庫の用意をしなかった。あくまで、このビジネスモデルの本質

である「インターネット上でのオークション会場提供」に集中することで、コンピ

ュータの性能を上げるだけでいくらでも事業を拡大できるようにした。同時にこれ

は、事業拡大に伴うコストを最小限に抑えることにもなり、当初から黒字を維持す

ることが可能になった。 

 

                                                 
注7) PtoＰ：Peer to Peer。専用のサーバを使うことなく、接続されたコンピュータ同士が直接データ交換
するネットワーク形態。ナップスターなど。 
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(2) 事業成長の成功要因 

参入自体には成功しても、その後の発展や、黒字化ができない企業が多い中、eBay

は売上高を確実にのばし、利益を確保してきた。要因としては、優秀な経営者を外部

から招き入れたこと、使いやすいシステムを構築したことなど、様々な理由を挙げる

ことができる。ここでは、ビジネスモデルを検討する上で参考にすべき要因として、

「顧客囲い込み」、さらに「ビジネス・インフラとしての浸透」の 2つをとりあげる。

これらにより、同様なサービスを営む他サイトに対する優位性を保ち続けることが可

能になっている。 

① 顧客囲い込み 

eBayの利用者を一つのコミュニティとして成長させ、他企業のサービスへ移るこ

とを難しくしている。利用方法説明や苦情対処などの顧客サポートを充実させるこ

とでユーザの eBay に対する信用を高め、さらに、掲示板やチャットルームも提供す

ることでコミュニティ内の連携も強めている。何よりも、特筆すべきは、フィード

バックフォーラムとして提供されている、売り手・買い手の過去の取引に対する評

価情報の蓄積である。実際の売買では、この信用情報が重要な情報として利用され

る。他企業のサービスへ移った場合、新たに一からこの信用を築きあげる必要があ

るため、ユーザは、なかなか eBay以外のサービスへ移る気にならない。 

② ビジネスインフラとしての浸透 

eBayのビジネスモデルは、P2P の代表のように考えられている。しかし、実際に

は売上げの 80%が 20%の利用者により生み出されている。こうした上位 20％のヘビ

ーユーザー層には、ビジネスとして eBayを利用している人も多いことを予想させる。

実際に、個人商店等が販売チャネルとして eBay を利用しているケースもあり、電話、

FAX と同様、ビジネスツールとして利用されているといえる。BtoC市場における、

新たな販売チャネルを提供したという意味で、ビジネス・プロセスの変革を実現し

たといえる。さらに、これら企業も含めた前述のコミュニティにおける友好な関係

を維持・発展させている。 
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5.2.3.3 今後の課題 

順調に事業を発展させている eBayであるが、将来の発展のためにクリアしていかなけれ

ばならないハードルもいくつかある。他の事業同様、独占禁止法適用や後発企業の追い上

げなどの心配ももちろんあるが、ここではインターネットを利用したビジネス特有の課題

に注目する。 

 

(1) コミュニティの維持 

利用者が増えれば増えるほど、帰属意識が薄くなり、これまで顧客囲い込みに効果

があったコミュニティ意識（顧客のロイヤリティ）が低下する可能性がある。より充

実した顧客サポートや、情報交換インフラを提供し、コミュニティを維持していく必

要がある。 

 

(2) 新ビジネスモデルの脅威 

複数のオークションサイトの情報を集約して見せるオークション・アグリゲータが

出現しており、より多くの商品を掲載しているそのようなサイトへユーザが移ってい

くリスクがある。これらに対するため、顧客囲い込み強化や、対抗するようなビジネ

スモデルの構築が必要となる。 

 

(3) 拡張性の制約 

掲載商品自由としている間は、商品が増加しても、基本的に業務は増えず、ビジネ

ス拡大上の制約にはならなかった。しかし、注目が高まるにつれ、掲載商品自由とい

う立場を貫けなくなりつつある。新しい法律次第では、掲載商品に監視が必要となり、

ビジネス拡大上の大きな制約となりうる。また、既に自主規制や調達のためのコスト

も発生しているように見える。 

 

(4) サイトの安定性 

サイトとしてうまくいっていることの裏返しでもあるが、有名になるほど、DoS な

どのネットワーク攻撃にさらされやすくなる。このような攻撃によるサービス停止、

または、内部障害などによるサービス停止により、利用者が他企業のサービスへ流れ

る可能性がある。 
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5.2.3.4 まとめ 

eBayの成功要因は、早期参入・拡大が可能な eビジネスの特性と、オンライン・オーク

ション・ビジネス自体の特性がうまく合致した点と、コミュニティ構築（信用情報蓄積）

により後発参入者に対する優位性を保ち続けたことがポイントであろう。この点は、他の e

ビジネスが成功するかどうかを判断する際にも参考になる。特に、参入が容易な e ビジネ

スの分野であるほど、他社に対する優位性を保つ方策があるかどうかが事業発展の重要な

ポイントとなる。類似ビジネスとして、仲介業であるインターネット証券を挙げることが

できる。しかし、インターネット証券業では、他社に対する優位性を出しにくく価格競争

一辺倒になり兼ねない傾向も見られる。そうしたモデルでは、利益の確保・拡大が事業課

題となろう。 

eBayの出現により、オンライン・オークションという新しい販売チャネルが、個人ユー

ザ、企業ユーザに幅広く提供され、それが社会にインフラとして組み込まれつつある。そ

れ自体が新しい市場であり、しかも、その市場を提供することで、個人の生活プロセスの

中に、オークションという新しいプロセスを組み込み、生活プロセスのトランスフォーメ

ーションを実現したといえるのではないだろうか。また、企業のビジネスプロセスの中に

も、同様な効果を与えているといえる。このように、様々なプロセスの中に eBayが取り込

まれることで、ますます eBayが発展する契機となっているともいえる。 
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5.2.4  インターネットバンキングの成功要因 

インターネットバンキングの形態としては、①銀行本体、②銀行子会社、③ネット専業と３つのパ

ターンがある。銀行本体でスタートさせた例として、米国のウェルズファーゴが、当初、銀行子会社

でスタートさせ、途中で本体に吸収した例としてシティバンクが、また、ネット専業の例として、我が

国のジャパンネットバンクがある。本節では、歴史的経緯を振り返りつつ、こうしたインターネットバ

ンキングの成功要因を考察する。 

 

5.2.4.1 米国のインターネットバンキング 

(1) ネット専業銀行の誕生 

支店や電話等を利用せず、インターネットのみでサービスを行うインターネット・

オンリーバンク（インターネット専業銀行）は、1995 年 10月、世界で初めて米国・

アトランタで誕生した。ＳＦＮＢ（Security First Network Bank）である。その後、

銀行数、利用者数とも拡大し、2001 年 11月現在、インターネットバンキングは、全

米で 800万世帯が利用し、既に1,150の銀行がサービスを開始している。上位米銀の

インターネットバンキング顧客数は、数十万から 300万人あり、ＳＦＮＢに続いて、

ネットバンク、ウィングスパンバンク、テレバンクなど続々とネット専業銀行が誕生し

た。1999年のゴメス・アドバイザーズのインターネットバンキング評価ランキング注 8

では、インターネット専業銀行が上位をほぼ独占している。(表 5-11) 

                                                 
注8）  簡便性、信頼性、サービス充実度、顧客優遇度、手数料の低さ等で評価し、総合スコア化してい
る 
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表 5 -11  インターネットバンキング評価ランキング 

総
合
評
価 

行名 
総合
スコア 
簡便
性 
信頼
性 

サー
ビス
充実
度 

顧客
優先
度 

手数料
の低さ 

① ｾｷｭﾘﾃｨ･ﾌｧｰｽﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸﾊﾞﾝｸ  7.47 6 1 7 4 15 
② ウィングスパンバンク・ドット・コム 7.10 11 8 10   3 
3 ウェルズ・ファーゴ 6.81 1 13 3 2   
④ ﾌｧｰｽﾄ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｸｵﾌﾞｲﾝﾃﾞｨｱﾅ 6.74     11 6 8 
⑤ コンピュバンク 6.68   11   5 10 
6 オハイオ・セイビング・バンク 6.58   15 6 13   
⑦ ネット・バンク 6.46 12   1 8 11 
8 シティバンク 6.39     11 12 18 
9 バンク・オブ・アメリカ 6.37 5     9   
⑩ エバーバンク・ドットコム 6.32       7 4 
11 バンク・ワン 6.29 2   2 1   
⑫ ディレクトバンキング・ドットコム 6.28 17   18   9 
13 アメリカン・エキスプレス 6.27 8   15 18 12 
14 ハンティントン 6.23 4 4 6     
15 フリートボストン 6.18 3   4 11   
⑯ シティｆ／ｉ 6.17 14       7 
17 チェース・マンハッタン・バンク 6.09 15 2       
⑱ ＵＳＡバンクシェア・ドットコム 6.06         1 
⑲ バンクディレクト 6.02 10 20     2 
20 キー・バンク 5.96     6 10   
○：  ネット専業銀行   出所）1999.11 ゴメスアドバイザーズ 

 

(2) インターネットバンキングの変貌 

① 「差別化されない戦略」から「差別化する戦略」へ 

米銀インターネットバンキング・サービスの主流は、当初、振込、振替、ローン

審査、海外送金、残高照会等の 24時間サービス、業務効率化の実現による低料金サ

ービスといった取引サービスの提供にあった（第一世代インターネットバンキング）。

その後、証券・保険等関連金融サービスの取り込みによる資産運用支援サービス、

流通小売業等との提携による生活全般のショッピング支援サービスといったナレッ

ジサービスの提供へと移行してきている（第二世代インターネットバンキング）。

それは「差別化されない戦略」から「差別化する戦略」へのシフトであるといえる。 

当初、インターネットバンキングでは、業務の効率化と顧客の利便性の向上に努
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め、顧客獲得による規模の経済を追求していた。そのため、最低でも百万口座の獲

得が必要と試算されていた。こうした競争環境から、集客のための低料金の手数料

サービスが求められ、「差別化する戦略」というより「差別化されないための戦略」

として位置づけられた。結果として、競争は体力勝負に陥り、収益を圧迫する。そ

こで、高付加価値のナレッジサービスを提供することでサービスを差別化する戦略

に転換することになった。この段階での顧客にとって必要なサービスとは、主とし

て、①資産運用の支援サービスと、②生活全般の支援サービスであった。前者は、

オンライン証券取引サービスと組み合わせて、ファンドの評価情報や金融マーケッ

ト情報を提供するナレッジサービスであり、後者は、住宅や自動車、旅行等の関連

商品のオンライン販売サービスと組み合わせて生活関連の購買情報を提供するナレ

ッジサービスである。いずれのナレッジサービスも、銀行と他業態・異業種、例え

ば証券会社、保険会社、あるいは旅行会社や物販会社との提携を通じて提供される

サービスである。 

 

② ターゲット顧客の変化 

インターネットバンキングのターゲット顧客は、当初、マスリテール層（保有金

融資産 10万ドル未満、年間所得 10万ドル未満）であった。そのため銀行側は、な

るべくコストをかけずに顧客に利便性の高いサービスを提供していた。しかし、タ

ーゲット顧客層は、徐々にアッパーミドル層（保有金融資産 10万ドル以上 100万ド

ル未満、年間所得 10万ドル以上）、プライベートバンキング層（保有金融資産 100

万ドル以上）にシフトした。現在のインターネット銀行はこれらの層に付加価値の

高い資産運用支援やショッピング支援のナレッジサービスを提供している。(図 5-20) 
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図 5-20  顧客階層別ピラミッド 

 

出所）日本総合研究所 

 

③ スピンオフからスピンオンヘ 

インターネットバンキング当初には、既存の子会社による別ブランドでのネット

専業銀行や独立系のネット銀行も多く見られた。しかし、ネット銀行の発展やドッ

トコム事業の環境変化に伴い、こうしたドットコム・モデル（ネット専業）に凋落

が見られた。（表 5-12） 

マスリテール層
(保有金融資産１０万ドル未満
年間所得１０万ドル未満)

アッパーミドル層
保有金融資産
(１０万ドル～１００万ドル
年間所得１０万ドル以上)

プライベートバンキング層
(保有金融資産１００万ドル以上)

第二世代
インターネットバンキング

(資産運用支援)

第一世代
インターネットバンキング

(取引サービス)

第二世代
インターネットバンキング

(ショッピング支援)

マスリテール層
(保有金融資産１０万ドル未満
年間所得１０万ドル未満)

アッパーミドル層
保有金融資産
(１０万ドル～１００万ドル
年間所得１０万ドル以上)

プライベートバンキング層
(保有金融資産１００万ドル以上)

第二世代
インターネットバンキング

(資産運用支援)

第一世代
インターネットバンキング

(取引サービス)

第二世代
インターネットバンキング

(ショッピング支援)
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表 5 -12  インターネットバンキング評価ランキング 

総
合
評
価 

行名 
総合ス
コア 
簡便
性 
信頼
性 

サービ
ス充
実度 

顧客
優先
度 

手数
料の
低さ 

1 シティバンク 7.13 3 4 1 3 12 
② ﾌｧｰｽﾄ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｸｵﾌﾞｲﾝﾃﾞｨｱﾅ 6.91 2   5 1 3 
③ ネット・バンク 6.80 1 8 8 12 1 
4 バンク・オブ・アメリカ 6.77 4 1 13 2 8 
5 バンク・ワン 6.48 5 2 6 9 11 
6 ウェルズ・ファーゴ 5.95 7   4 6   
7 キー・バンク 5.88 12 9 10 5   
8 ファーストテネシーバンク 5.88 6 18 11 7 16 
9 フリート 5.79 17 6 2 16   
10 チャーターワンバンク 5.72 8   20 14 4 
11 アメリカン・エキスプレス 5.68 19 20 9 11 7 
12 ファーストユニオン 5.57 14   7 19 14 
13 ＨＳＢＣ 5.53 9     4   
⑭ アメリカンバンク／ピーシーバンカー 5.46 18 14     2 
15 ファーストナショナル 5.27 10   12   10 
16 メロンバンク 5.25   12 15 8   
17 Ｍ＆Ｔバンク 5.20   5 18   15 
18 ワコビア 5.08 16   16 10   
19 ハンティントン 5.01 15 3     6 
⑳ イートレードバンク 4.98 13 10     5 
○：  ネット専業銀行   出所）2001.11 ゴメスアドバイザーズ 

 

バンクワンは、「ウィングスパンバンク」を本体と別ブランドで立ち上げ、1999

年 6 月以降、系列の証券会社・保険会社との提携を通じて多様な金融商品を提供し

てきた。また、シティバンクは新しいバンキングサービスとして、1999年 9月、シ

ティファイ・ドットコム「Citi f/i」を開始し、口座照会、預金、決済等の銀行サー

ビス、証券取引、保険販売等の金融サービスをオンラインで提供した。 

しかし、「ウィングスパンバンク」「Citi f/i」ともに、ブランド認知度を高める

為の高い顧客獲得／マーケティング・コストがかさみ、また、既存チャネルとのコ

ンフリクトが発生し、2000年に入ってそれぞれネットから撤退することとなった。 

一方、独立系のネット専業銀行も、ネットのみの経営は思わしくなく、現在、黒

字を計上しているのはネットバンク一行だけである。ＳＦＮＢはロイヤルバンク・

オブ・カナダに、テレバンクはＥトレードに、それぞれ買収されている。 
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5.2.4.2 ブリック＆モルタルの勝ち組とその成功要因 

以下では、米国のインターネットバンキングにおいて、ネット専業が凋落傾向にある中

で成功を収めるブリック＆モルタルの（既存）銀行におけるインターネットバンキング利

用の成功例とその成功要因について考察する。 

 

(1) ウェルズファーゴ 

ウェルズファーゴは、サンフランシスコに本店を構えるスーパーリージョナルバン

ク（大手地方銀行）で、1998年にアメリカ中西部の有力なリージョナルバンクである

ノーウェストと合併し業容をさらに拡大している。同行は、ゴメスアドバイザーズの

ランキングにおいてネット専業銀行がトップファイブに君臨していた 1999年頃から、

ネット専業以外で唯一ベストファイブにランクされるほどインターネットバンキング

には定評があった。(表 5-11) 

 

① 成功要因 Ⅰ：クリックアンドモルタル 

その成功要因は第一に、他行が別ブランドのネット専業銀行を立ち上げて、新規

顧客層の獲得に腐心していたのに対し、ウェルズファーゴではインターネットチャ

ネルをあくまでも既存チャネルを補完するものとして捉えた点にある。同行では、

ネットを通じて新規顧客の大量獲得を目指すというよりも、既存顧客にできるだけ

ネットも使ってもらい、取引品目が増えることなどによって収益性の向上を狙った。

1995年当初は、既存の店舗チャネルの顧客をインターネット・チャネルに移行さ

せることで効率化を図ることを狙っていた。しかし、インターネットバンキングを

利用する顧客が必ずしもインターネットチャネルに限定したサービスを求めてい

ないこと、出来れば既存チャネルの補完としてインターネットチャネルを利用した

い意向であることが明らかになるにつれ、戦略を転換した。同行は、アメリカ西海

岸地域では圧倒的なプレゼンスを確立しており、全米レベルでは約5千の店舗を保

有している。その密度は特に西海岸で高く、スターバックスを併設した店舗、スー

パー内のインストアブランチを積極的に設置するなどマーケティング展開の素晴

らしさでは他行を寄せ付けない強みがあった。さらに、1998 年からは証券子会社

の取引サイトを自行サイトと連携させ、顧客に銀行と証券のワンストップ・サービ

スを提供していた。 
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② 成功要因 Ⅱ：顧客との関係性重視 

第二に、ウエルズファーゴでは、顧客との関係を広い視野で捉え、顧客の利便性

を追求している点が評価されている。取引額が大きく収益性の高い顧客によりよい

サービスを提供することに焦点を当て、顧客情報とアプリケーションを統合して、

販売担当者とサービス担当者が、すべてのサービスと取引においてワンストップ・

ショッピングを提供できるようにした。同行は、コンビニエンスを重視した顧客サ

ービスの分野で最先端を行く銀行である。前述の通り、スーパーマーケット・バン

キングを導入し、又、スターバックスコーヒーと業務提携し、利便性とワンストッ

プ・ショッピングのサービスを提供している。顧客は一つ屋根の下にいながら複数

のサービスを受けられる。インターネットバンキングも顧客が銀行で利用できるサ

ービスを増やす同行の戦略の一環である。デスティネーションサイト（目的地サイ

ト）を目指し、バンキングサービスの周辺でコミュニティを作り、顧客とのリレー

ションシップの強化に努めたことが成功要因の一つである。 

 

③ 成功要因 Ⅲ：バランスト・スコアカードの採用 

第三の成功要因は、インターネットバンキングを導入するに際し、バランスト・

スコアカードを採用した点である。1994 年サービス利用者は、2万人であったが、

2001年 11月現在、3百万人へと顧客を増やしている。利益目標と現状のギャップ

を明らかにし 3つの戦略テーマを策定した点がこの結果につながっている。 

第一の戦略テーマは、高い価値の顧客と高い潜在的な価値を持つ顧客を獲得し、

それを維持することである。差別化によって顧客を増やすこと、特に、新商品で継

続的にリーダーシップを取り、特徴ある商品開発とすぐれた顧客サービスを売り物

にし、顧客の増加数と総数の目標値を設定した。顧客の維持は、顧客の満足度指標

と顧客の減少率で測定した。 

第二の戦略テーマは、顧客あたりの収益を増加させることである。サードパーテ

ィと提携し、ブランド商品とノンブランド商品の両方を互いに販売することで顧客

あたりの収益を高めた。収益の増大は、インターネットチャネルを通じて顧客に既

存の財務サービスを全く新しい商品やサービスを組み合わせて販売することで得

られた。そのために、他のビジネスユニットとの関係を改善し、インターネット顧

客に既存の商品をマーケティングするノウハウを習得することができた。 
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第三の戦略テーマは、顧客あたりの原価を低減することである。顧客数とは無関

係に固定費として多くの営業費用が発生するので、顧客数を増やし、顧客のインタ

ーネット取引の比率を増やし、顧客契約の処理コストを削減し、自動処理とセルフ

ヘルプの機能を増やした。こうして顧客からの問い合わせ電話が減るなどのコスト

低減をもたらした。 

 

(2) シティバンク：世界戦略としてのインターネット 

シティバンクは、全米に支店網を展開する米国最大級の銀行の一つである。また、

ＩＴを駆使した顧客とのネットワークサービスにおいても米銀の中で群を抜くト

ップバンクのひとつである。シティバンクの持ち株会社シティコープは 1998 年、

証券大手のソロモンスミスバーニーを傘下に持つ大手金融サービス会社トラベラ

ーズ・グループと合併を果たした。新生シティ・グループは、世界中で一億人とい

われる個人顧客に対して、ＩＴを駆使した多様なチャネル展開し、住宅ローンや外

貨預金、保険商品、ミューチュアルファンドなどありとあらゆる商品・サービスを

クロスセルしている。既述の通り、同行は 1999 年 9 月、「シティファイ・ドットコ

ム(Citi f/i)」を開始したものの、マーケティング・コストからの圧迫、既存チャ

ネルとのコンフリクトにより 2000 年にネット専業バンク事業からは撤退した。し

かし、その後はインターネットを世界戦略の核に据え、グローバル・リテールサー

ビスでの活用を目指し、銀行本体の有力チャネルの一つとして活用している。これ

によりネットバンキングの勝ち組として、2001 年にはゴメス・アドバイザーズの

インターネットバンキング評価ランキングでもトップに立っている。(表 5-12) 

 

① 成功要因 Ⅰ：顧客第一主義 

その成功要因は、第一に、リテール・バンキングの基本理念である顧客第一主義、

即ち顧客のニーズを正確につかみ、顧客の満足度をいかに実現するかを第一義とす

る極めてシンプルな考え方を実践していることである。顧客の購買支援のため、フ

ルラインのプロダクトライン、フルラインのナレッジサービス、ワンストップショ

ッピングの 3つの機能を提供している。差別化されないために必要な銀行取引サー

ビスから、銀行・保険・証券の提携が必要な金融ワンストップサービスへ、更に顧

客のマネーライフ・カーライフ等の支援を目指すナレッジサービスへとビジネスモ
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デルを進化させている。銀行単独から金融業同士の提携、更に、異業種間の提携へ

と発展し、結果として銀行機能は全体サービスの一部になっている。ｅコラボレー

ションの活用といえよう。 

顧客が一度、自身の個人情報を登録すれば買い物のたびに入力する必要のない

「シティウォレット」という決済サービスをはじめ、シティのサイトでは、デル・

コンピューターや各種デパートなど約1900 の企業と提携したオンライン百貨店が

開店されており、自行サイトへのリンク／連携による販売機会の提供、さまざまな

決済サービスの提供、顧客情報の共有化による共同プロモーション機会の提供によ

り顧客利便性を高めている。 

 

② 成功要因 Ⅱ：競争優位の戦略 

第二に“競争優位の戦略”を忠実に活用していることである。つまり①低コスト

の商品とサービスで、業界における最大市場を獲得し、リーダーシップを握る“コ

スト・リーダーシップ戦略”、②商品・サービス、デリバリー・チャネル、ブラン

ド等のあらゆる面で、他行との違いを自行なりのスタイルで強調し、その違いで勝

つ“差別化戦略”、③インターネットを使って、物流業と提携し、新しい業態を構

築する“集中化戦略”、である。金融、通信、流通業の提携という戦略が、商品ラ

インの拡大とデリバリー・チャネルの入手・拡大に最大限の貢献をしている。新し

いビジネスモデルを、金融商品とソフトのパテント化によって、先駆者として独占

的に囲い込み、それをベースに、さらに新たな業務提携モデルを追求している。

1999年 11月、グラム・リーチ・ブライリー法が成立し、銀行・保険・証券会社の

相互参入が可能になった。これによりシティグループでは、生命保険、損害保険、

証券業務、資産運用、消費者金融、銀行業務におけるクロスセルが可能となった。

同行は、個人総合金融サービス業として相互に連携・提携してさらに領域拡大を目

指している。こうした動きは、インターネットの普及によってハイスピードで拡

大・成長するであろう。 

 

5.2.4.3 我が国初のネット専業銀行ジャパンネットバンク 

2000年 10月、さくら銀行・住友銀行・富士通・日本生命・東京電力・三井物産・NTT

ドコモ、NTT 東日本が、さくら（現在、三井住友銀行）とは別ブランド（別会社）で、我
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が国初のインターネット専業銀行「ジャパンネットバンク」を設立した。 

米国のネット専業銀行の事例に鑑みると、①新しいマーケット・顧客の創造と開拓、②

コスト競争力の高いブランド戦略の展開、③魅力ある新商品・新サービスの開発のための

強固なアライアンス戦略の成否が成功の鍵である。また、ネット専業銀行の弱点は、①高

金利預金だけでは利ざやが低く、かつ、②ブランド力が弱く、また③広告投資の資金力が

なく、さらに④貸出運用・証券運用・ＡＬＭのスキルが乏しいことである。 

ジャパンネットバンクは、2001年 11月には、日本のインターネットバンキングのラン

キングでベスト 16にノミネートされ、総合ランキングは 12位となっている注9。因みに親

会社である三井住友銀行は 1位である(表 5-13)。また、マイボイスコム社のインターネット

バンキング利用アンケートでは、現在の利用状況・将来の利用希望とも1位となっている(図

5-21、図 5-22)。ジャパンネットバンクは、現時点では展開途上ではあるが、高い評価を得

ている要因は、以下の三点にあると考えられる。 

表 5-13  日本のインターネットバンキング評価ランキング 

総合
評価 

行名 
総合
スコア 
簡便
性 
信頼
性 

サー
ビス
充実
度 

顧客
優先
度 

手数
料の
低さ 

1 三井住友銀行 7.25 1 1 2 5 11 
2 三和銀行インターネット支店 7.22 2 7 3 6 3 
3 三和銀行 6.98 2 5 3 2 6 
4 富士銀行エムタウン支店 6.59 13 12 5 1 5 
⑤ ソニー銀行 6.57 5 13 1 9 8 
6 東京三菱銀行 6.55 6 3 11 4 9 
7 あさひ銀行 6.49 9 2 6 7 12 
8 シティバンク、エヌ・エイ 6.30 4 14 7 10 7 
9 スルガ銀行ソフトバンク支店 6.25 12 4 12 12 2 
10 新生銀行 6.21 11 6 14 13 1 
11 富士銀行 6.12 8 11 8 3 16 
⑫ ジャパンネット銀行 5.86 10 10 13 8 4 
13 第一勧業銀行 5.84 15 9 9 11 14 
14 住友信託銀行 5.26 7 15 10 16 15 
15 大和銀行 5.01 14 16 15 14 10 
16 東海銀行 4.79 16 8 16 15 13 
○：ネット専業銀行   出所）2001.11ゴメスアドバイザーズ 

                                                 
注9） ゴメスアドバイザーズ2001.11 
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(1) 成功要因 Ⅰ：別ブランドの優位性 

第一の要因は、三井住友とは別のネット社会の新ブランド「ジャパンネット」を創

り出したことである(別銀行化)。同行では、顧客のメインターゲットを、急拡大するビ

ジネスパーソン、プロフェッショナル、アクティブ主婦層、テクノシニアなどのイン

ターネットユーザーに据えた。ドッグイヤー／キャットイヤーの流れの中で既存の大

組織のままで、果たしてネットユーザーが満足しうるサービスを提供できるのかとい

う点に問題意識を持ち、ネットビジネスとして生き残るには、スピード・柔軟な意思

決定が必須と判断している点が高く評価できる。また、別ブランドでビジネスを立ち

上げることにより、①早期に低コスト体質と新しい価格体系を実現すること、②強固

な提携戦略・共同事業化に資すること、③ネット市場に相応しいブランドを構築する

こと、④レガシーからオープンネット型へ組織、意思決定、システム、マーケティン

グを変革すること、がいずれも容易に実現できている、等の利点を得ている。システ

ムについては、従来の銀行のメインフレームではなくオープンシステムで構築するこ

とにより、スピーディーな商品開発を低コストで実現している。 

 

(2) 成功要因 Ⅱ：銀行本体との一体運営 

第二の要因は、同行の総合的なクリック＆モルタル・モデルにある。同行は、三井

住友銀行の経営戦略の柱の 1つであるネットビジネスにおけるリーダーシップを発揮

することに関して中核をなしており、関連会社の「＠Ｌｏａｎ」(消費者ローン専門会

社)に消費者ローンの審査・管理機能をアウトソーシングし、また、「＠ＢＡＮＫ」((コ

ンビニ am/pm で展開するＡＴＭ)と提携してバーチャル・バンクでありながら、利便

性の高いリアル・キャッシュ・アクセスを実現している。リスク管理では三井住友銀

行、ローンでは「＠Ｌｏａｎ」、ＡＴＭでは「＠ＢＡＮＫ」と提携し、三位一体型の

ビジネスモデルを構築し、効率的なビジネス展開・シナジー効果をしているといえよ

う。 

 

(3) 成功要因 Ⅲ：アライアンス戦略 

第三の要因は、強者連合によるアライアンス戦略である。同行は、コンテンツ(日本

生命)、モール(三井物産：キュリオシティ)、プロバイダー(富士通：@ニフティ)、ネッ

トワーク(公共料金：東京電力・NTTグループ)、ターミナル(パソコン：富士通、携帯：
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NTT ドコモ、電話：NTT)の総合連携を通じてシームレスな金融機能を消費者に提供

しているが、各社ともいずれも業界トップ企業である。また、以上の出資者のほか、

金融・証券、音楽、チケット、通信販売、モールの各提携企業との相乗効果で、JNB

金融サービス(決済・ローン等)をハブとして提携先を集約し、ＥＣサービスの新たなグ

ループ展開の可能性が期待できる。2001年 3月時点での口座数約 9万 7千、預金額約

390億円、当期損失 38億円。さらに、2002 年３月末には、口座数約 50万、預金残高

約 800億円を達成しており、当初の 2002年度口座数 100万、預金 1兆円、ローン 840

億円、単年度黒字、2004年度経常利益 100億円という目標の達成も十分可能な視野に

入ってきている。ウェルズファーゴ、シティバンク同様、クリックアンドモルタル、

ｅトランスフォーメーション、ｅコラボレーションを実践し、今後の成長が期待でき

る。 

 

 図 5-21  現在利用しているインターネットバンキング 

 

 

出所）マイボイスコムアンケート(2002.1) 
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図 5 -22  利用したいインターネットバンキング  

 

 

出所）マイボイスコムアンケート(2002.1)  

 

 

5.2.4.4 まとめ 

上記の日米 3 行で考察した通り、銀行本体であれ、ネット専業であれ、リアルとバーチ

ャルの融合(クリック＆モルタル)、アライアンス戦略（ｅコラボレーション）、ｅトランス

フォーメーションに徹することがインターネットバンキングにおける成功の秘訣といえる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 内外ＥＣ事業者の実態 
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6 内外ＥＣ事業者の実態 

 

6.1 国内先端ＥＣ事業者の事例調査 

 

6.1.1  調査対象 

本年度の調査では、成功事例や先進事例に該当するＥＣ事業者に対し、直接訪問による

ヒアリング調査を実施した。その際、予めビジネスモデル・ワーキンググループにおいて、

適切と思われる対象事業者を選定し、訪問調査を行っている。 

訪問調査にご協力頂いたＥＣ事業者は、次ページに挙げる 10社である。ＢtoＣとＢtoＢ

に分け、各々5社ずつを対象とした。 

なお、以降に紹介する個別事業者に関する記述内容には、ヒアリング調査で得た内容に

加え、文献等で知り得た情報も、必要に応じ補足的に盛込んでいる。 

 

＜個別事業者ヒアリング調査の概要＞ 

l 対象：ＢtoＣ 5事業者、ＢtoＢ 5事業者 

l 実施時期：2001年 10月 22日～12月 3日 
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表 6 -1  調査対象サイト一覧（調査実施順） 

＜ＢtoＣ事業者＞ 

No. 分類 サイト名 ＵＲＬ 備考 

1 法人 旅の窓口 http://www.mytrip.net  

2 法人 TSUTAYA online http://www.tsutaya.co.jp  

3 法人 Sofmap.com  http://www.sofmap.com   

4 法人 ベルメゾンネットスクエア http://www.bellne.com  

5 法人 Japan Net Bank http://www.japannetbank.co.jp  

 

＜ＢtoＢ事業者＞ 

No. 分類 サイト名 ＵＲＬ 備考 

6 法人 フーズインフォマート http://www.infomart.co.jp  

7 法人 アスクル・インターネットショップ http://www.askul.co.jp  

8 法人 ON-LINE 激安問屋 http://www.raccoon.ne.jp  

9 法人 Tr@Box http://www.trabox.com   

10 法人 INWF【インファ】 http://www.inwf.net  

 

 

 

 

当該Webサイト

関連または系列会社

商材／コンテンツ提供事業者

物流網

業務提携先

（特に決済分野）

メインユーザー以外の顧客

情報の流れ

（特にサイトが提供する
情報サービス）

物の流れ

金の流れ

リンク

（特に当該サイト外）

図 6-1  ビジネスモデル図の凡例 
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6.1.2  国内事業者事例：ＢtoＣ 

 

6.1.2.1 旅の窓口 

(1) 概要   

調査項目 内     容 
サイト名 旅の窓口 

ＵＲＬ http://www.mytrip.net/ 
会社名 マイトリップ・ネット株式会社 
ＥＣサイト担当者名 － 
担当者の電子メールアドレス www@mytrip.net （代表） 
会社の住所 東京都港区海岸 1-11-1 ニューピア竹芝ノースタワー16階 
会社の電話番号 － 
会社の FAX番号 － 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 2000年 2月 

資本金 150百万円 

業種 情報サービス（電子モール／ポータルサイト運営含む） 
従業員数 39名 
ＥＣ専任要員数 15名 
サイト開始年月 1996年 1月 

主な商品／サービス 
ホテルの予約・航空・鉄道乗車券・販売、情報サービス（オンライン雑
誌・電子新聞、データベースサービス等） 

商品／サービスの価格帯 8,000円（平均） 1,800円（最低） 100,000 円（最高） 
物流サービス提供方法 オンラインのみで完結 
主な決済方法 クレジットカード、その他 
アクセス状況 200万 （カウンター／月） 
平均客単価 8,000円／人 
購買率 20％ 
Web のみで完結した成約割合 100％ 

販促方法 
ＰＣネット上広告（バナー、オプトインメール、メールマガジン）、雑誌等
紙媒体による広告、サーチエンジン登録、相互リンク、ネットコミ（ネット
上の同業異業の互助） 

顧客情報の利用方法 
蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析）、ダイレクトマーケティン
グ（ＤＭ・お知らせメール送付等） 

初期投資コスト 約 200 百万円 
運用コスト － 
ＥＣ売上金額（平均月商） 約 200 百万円／月 
ＥＣ事業の損益（月間） － 
損益状況（過去１年） 大幅黒字 
損益状況（今後１年の見込み） 大幅黒字 
全売上に対するＥＣの割合 100％ 
ＥＣサイト設立の目的と効果 売上や手数料収入の拡大：期待通り 
外注利用状況 広告業務、仕入業務 

モバイルＥＣへの取組み 1999年より対応済み 

（＊）初回調査年月日：2001年 11月 2日、2002年 2月改訂 
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(2) 当事例のポイント 

物流と Web上での決済サービスが不要な、予約型サービス仲介モデルの成功例であ

る。サービス展開においては、ＥＣ特性を充分に活かし情報のリアルタイムな提供や

価格順の一覧表示等を行い、偏りのない幅広いジャンルの宿泊施設を紹介している。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

宿泊・観光情報、宿泊・航空券予約サービス、旅行計画作成支援サービス等を提

供する、総合旅行予約システム「旅の窓口」を運営している。リアル店舗等はなく、

全てネットワーク経由でサービスを提供している。 

従来のリアル（電話等）での予約に比べ、リアルタイムの情報（特に価格）を一

覧比較した上で迅速に予約可能である。特にリアルタイム性と一覧性においてリア

ルよりも優れている。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

国内の宿泊予約サービスが主力であり、その他海外の宿泊予約、国内外の航空予

約、国内のレンタカー・ゴルフ場予約を受付けている。航空予約については、サー

ビス提供先との関係上、国内よりも海外の方をより多く扱っている。予約等は会員

登録（無料）が必要である。 

サービスは 24時間無料で提供しており、海外宿泊予約で一部クレジット決済を提

供しているものの、基本的には利用者個人と同社間の決済は発生しない。予約のキ

ャンセルは「旅の窓口」経由でもできるが、直接施設の方へ行うことも可能である。  

また、ホームページをもつ宿泊施設を対象に、施設予約システムのＡＳＰサービ

スを提供している。 

 

③ ビジネスモデルの仕組み 

同社経由で予約した利用者が、実際に施設を利用し、支払った料金の 6％（紹介手

数料）を宿泊施設等から徴収する。施設側に月何軒のキャンセルがあったかを申告

してもらい、最終的な月額紹介手数料を徴収する形である。またＡＳＰサービスの

利用料は、初期費用 10万円、月額 1万円である。 
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サービスの提供フローとしては、宿泊施設が Web 上の管理専用画面で入力した提

供可能な部屋（部屋枠）情報を、利用者用の閲覧ページに自動的に反映し、予約が

行われた場合宿泊施設へ自動的に予約情報を記載したＦＡＸを送信するという形で

ある。なお、更新頻度は宿泊施設により様々である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状では国内の宿泊予約収入が 9割を占め、立上げ間もないゴルフ予約サービス

及びＡＳＰサービスからの収入比率は高くない。 

今年度は年間 500万泊、施設等の取扱総額 200億円以上、収入額約 24億円、利

益額約 7億を目指している。2003 年度には年間 750万泊、収入総額 80億円を目標

としている。 

 

④ サイトの現状 

登録会員数は 134万人、登録宿泊施設数は約 13,000 軒（国内 8,587、海外 4,197）

である（2001 年 11月現在）。会員数は月間 7万人ずつ増加しており、それに伴い

登録宿泊施設や部屋数も増加している。アクセス増加率は 2倍強である。 

旅の窓口
（ﾏｲﾄﾘｯﾌﾟ･ﾈｯﾄ株式会社）

予約／取消

宿泊施設、航空会
社、ﾚﾝﾀｶｰ、ｺ゙ﾙﾌ場

旅行代理店
（ｼﾞｬﾙﾊﾟｯｸ、HRN等）

宿泊施設ポータル
サイト

各種情報
予約確認メール等

リンク
（利用窓口
として）

空
き
情
報

予
約
／
取
消
情
報

紹
介
手
数
料

予約／
取消情報 紹介手数料

空き
情報

ＡＳＰサービス

ＡＳＰ利用料
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利用者の男女比率は男性7割、女性 3割であり、女性の約半数は 20歳代である。

概ねビジネス目的利用者 7割、観光目的 3割である。この比率は徐々に変化してお

り、また時期（観光シーズン等）によっても異なる。キャンセル率は約 2 割程度で

あるが、予約取消可能である点を同社の便利なサービスの一つと捉えており、問題

視していない。 

また、ＡＳＰサービスの利用事業者は 2001年 11月現在では 50 軒であった。年

度内に 300軒を目標としている。 

 

(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

情報を平等に（オープン）、偏りなく（公平）、迅速に（リアルタイム）提供す

るという主に三点に配慮している。特定の施設やジャンル（高級ホテル等）に特化

せず、幅広い価格帯の施設を取扱い、またリアルタイムの更新を心がけ、サイトも

可能な限り軽くしている。 

利用価格は全て宿泊施設または旅行会社の設定に依存するが、結果として安く提

供してもらうことが多い。同社による会員特典（利用ポイント等）は設定していな

いものの、同社会員への割引を行っている施設もある。通常前日キャンセル等に対

しては取消手数料が発生するが、同社経由の場合、無断キャンセルを除くと実際に

は徴収していないようだ。 

サイトの機能面では、利用施設を単に一覧表示するのではなく、希望日に利用可

能な施設のみを価格順に並び替えて表示している。またユーザーの要求に対応する

形で機能を付加しており、地域の絞込み検索の他に、観光地やイベント等のキーワ

ードによる検索機能、旅行計画作成支援機能、更に利用者間の情報交換のための電

子掲示板等も提供している。 
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② 顧客対応 

トラブル防止のために、利用客には同社からの予約完了メールを印刷して施設に

持参するよう促している。予約の成立・不成立についてトラブルが生じる場合も実

際にあるが、大半は施設側の情報把握不足によるもので、同社側の問題ではないこ

とが多い。トラブルが生じた場合、同社が仲介に入ることはあるにせよ、最終的に

は保証等を施設と利用客の当事者間での折衝を促している。 

また、サイトで提供する情報と実際の宿泊施設とのギャップ解消や、利用客への

フィードバックを目的とし、施設毎の投稿欄を設け、施設利用客の意見に加えて施

設側の回答も掲載している。当然施設に対する苦情もあるが、削除が必要となる不

適切な投稿はあまりない。苦情やクレームの多い施設に対しては、施設に赴いて注

意を促したり、場合によっては当サイトへの掲載を断る方針ではあるが、実際にそ

こまで至ったケースはない。 

 

③ システムや体制上の工夫 

同社の業務は大きく、システム運用、宿泊施設等への営業活動、会員対応の三つ

である。従業員数は 39名、派遣社員等を含めると約 64名で業務を行っている（2001

年 8月 1日現在、役員 4名除く） 

営業活動は 4名で行っており、主要業務は宿泊施設の開拓と、登録施設への部屋

枠の拡大依頼である。また会員対応については、掲示板において不適切な投稿が行

われていないかどうか毎日チェックしている。 

システムは開発・運用共に全て同社内で行っている。2001年に実施したシステム

更改で、1年前 1.5ＭＢであった回線容量を 6ＭＢまで拡大した。前述のように現在

のアクセス増加率は 2倍強であるが、過去 4倍増となったことがあるため、現状の 4

倍の利用を想定したシステム投資を行っている。なお、親会社の一部門として開始

したため、初期投資はゼロに等しかった。 
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④ 他社との連携分野 

A. サービス提供目的での提携 

国内の各種宿泊施設との提携の他、海外の宿泊予約では欧米の宿泊施設を提供す

る会社（HRN 社等）と提携しており、その会社に登録されている様々な施設の中

からセレクトした部屋枠を提供してもらっている。 

国内航空予約ではジャルパック（通常料金）及びアルキカタ・ドット・コム（格

安料金）、またレンタカー予約でジャパレン、ゴルフ場予約でアラン（サイト名：

GORA）と提携している。 

 

B. 集客目的による提携 

ニフティやライコス等と、販売促進や窓口拡大を目的とした提携を行っている。 

 

C.特にシステム結合による提携 

他社のネットワークと直接的な接続はしておらず、また国内大手航空会社３社に

対してはリンクを張っているのみである。 

 

(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

物流のない販売、またWeb 上での決済が不要というサービスの特性がＥＣに向い

ていた点である。収入を 134 万人の会員から得る形よりも利用施設等から得る方が

仕組みとして容易である。 

日本でのインターネット創世記である1996年1月にサービスを開始したことも成

功要因であり、また事業として軌道に乗るまでの 3～4年間を親会社の一部門として

成長できたことも大きい。この期間を耐え抜くことは、一般のベンチャー企業にと

って困難である。 
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② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

設立当初、旅行代理店の部屋枠の扱いに柔軟性がないなどの問題が業界内にあっ

たため、異業種からの参入は逆に受入れられ易かった。施設にとっても、当サイト

は旅行代理店等に比べ部屋枠を自由に設定できるため、施設利用の稼働率を上げる

ことができた。同社の参入の結果として、業界に変化をもたらしたことになる。 

基本的な業務フロー及びプロセスはサービス開始当初から変わっていないが、社

内的に最も大きな変化は、設立当初全て一人で行っていた業務を、分業／細分化し

ていったことであり、ＥＣの活用により分業化しても情報共有が可能となっている。 

また、当初ビジネスマンを対象に設立したが、現在は観光目的で利用するケース

も増加している。 

 

③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1996 年 1 月、日立造船情報システム（株）の一部門で「ホテルの窓口」開設、国内

86ホテルの予約受付を開始 

l 1997年 7月、「旅の窓口」としてリニューアル 

l 1999年 11月、黒字化 

l 2000年 2月、「マイトリップ・ネット株式会社」として分離独立 

l 2001年 7月、ゴルフ場予約サービス及びＡＳＰサービス開始 

l 2001年 10月、日立造船（株）の 100％子会社化 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

当サイトは現在、何より宿泊施設及びその部屋数等の情報量の豊富さが強みであ

る。利用者にとってよりよいサービスを提供することが第一に考えているため、同

社に登録されていない宿泊施設へもリンクを貼っている。実際には、料金比較等の

ために同社のサービスを併用する場合が多いと思われる。 

その他、常に利用客の意見を反映すること、リアルタイムのサービスを提供する

ことに拘りを持ち業務を行っている。 
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⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

ノウハウを事業立上げ期に蓄積し、すべき失敗は早いうちに経験しておくことを

挙げている。例えばサーバーのダウンや個人情報の漏洩が、事業規模が大きくなっ

てから生じると社会的に大きな責任を問われることになる。 

ビジネスモデル策定においては、利用者の立場に立つことが極めて重要としてい

る。どこに価値を見出し、どのような価値を売るのかといった判断を誤らないよう

にすべきであると、同社は考えている。 

 

⑥ 今後の方針／問題解決等 

会員数が 100万人を超え、顧客の質を維持することが困難になる可能性がある。 

また、利用分野によっては需要の伸びの方がやや速く供給側が追いつかないとい

う、需給バランスの問題を抱えている。有名なイベントが開催される場合旅行関連

各社で部屋枠の取合いとなり、充分な部屋枠を提供できないケースもある。 

当面はWebサービスのみを提供していく予定であり、ケアトラベル等リアルでの

方が望ましいサービスの提供は考えていない。また、これまでのような急成長を想

定しておらず、常に収益を出す方向で事業を展開していきたいと考えている。 

 

(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

主にサービスアイテムに広がりを持たせるための提携を行っている。 

競合他社はあまり意識していない。利用目的等から棲分け／共存できると考えて

おり、必要とあれば同業でも連携は辞さない構えである。 

 

② 複数の収益モデルの採用 

予約代行サービスの他に、ＡＳＰサービスによる収益を得ている。 

広告収入は得ていない。これは、バナー広告によってトップページが重くなるた

めと、利用者への情報に偏りが生じるためである。 

 

③ ブロードバンド等への対応 

動画配信を実験レベルで取組んでいる。 
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モバイルへの対応も既に行っているが、当面付加サービスとしての提供に留める

予定である。 

 

④ 物流／決済／認証サービスの利用 

今後、付加サービスとして決済機能を提供していくかもしれないが、基本サービ

スとしての提供は考えていない。 

 

(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

全国民の宿泊数は、リアル予約を含めると年間 7億泊とされており、また同社の

今年度目標は 500万泊であるから、その 2～3倍の 1～2千万泊がＥＣ経由の宿泊数

と想定できるため、ＥＣの市場規模は全体から見ると 1割にも満たない。 

現在旅行客数は横ばいか微増程度であるが、同社の会員数が大きく増加している

こともあり、旅行業界においてはＥＣ化に拍車がかかっている状況である。しかし

当業界でのＥＣビジネスは未だ成熟していないと感じており、むしろ紹介手数料等

で早く競合したいと考えている。 

なお、5年後の当業界のＥＣ割合は 10％程度と見込んでいる。 

 

② 競合他社におけるＥＣへの取組み状況 

当業界のＥＣビジネスモデルはどこも同様であり、模倣も容易である。ＥＣ専業

他社としてはベストリザーブ（ビジネスホテル中心）や一休ドットコム（高級ホテ

ル中心）がある。 

リアル店舗をもつ他社は、ＥＣへの依存度を高め既存店舗の一部閉鎖をも視野に

入れた検討を行う必要性に迫られている。既存の代理店では対面営業が得意分野で

あり、特に団体客、年配者や修学旅行等を対象としたサービスは任せればいいと考

えている。 

施設等から徴収する紹介手数料は、同社が 6％であるのに対し、旅行代理店は 15％、

楽天トラベルは 3.7％である。当業界のＥＣ売上2位の事業者は 2万軒の予約を獲得

しているが、未だ充分な利益をあげていないと同社の経験から推測している。 
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6.1.2.2 TSUTAYA online 

(1) 概要  

調査項目 内     容 
サイト名 TSUTAYA online 
ＵＲＬ http://www.tsutaya.co.jp 
会社名 株式会社ツタヤオンライン 
ＥＣサイト担当者名 （ＥＣ担当業務は多岐に渡るため、担当者の指定不可能） 
担当者の電子メールアドレス － 
会社の住所 東京都渋谷区恵比寿 4-20-3 恵比寿ｶﾞｰﾃﾞﾝﾌﾟﾚｲｽﾀﾜｰ 26F 
会社の電話番号 03-5424-1674 
会社の FAX番号 03-5424-2476 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 1999年 6月 
資本金 1,097百万円 
業種 情報サービス（電子モール／ポータルサイト運営含む） 
従業員数 90名 
ＥＣ専任要員数 － 
サイト開始年月 1999年 7月 
主な商品／サービス 音楽ＣＤ・テープ・レコード・ＭＤ・ビデオ・ＬＤ・ＤＶＤ、本・雑誌、コンテ

ンツ（音楽・映像・画像等） 
商品／サービスの価格帯 － 円（平均） 100円（最低） 200,000円（最高） 
物流サービス提供方法 オンラインのみで完結、直接配達、自社店頭渡し、宅配便（ヤマト、 

佐川） 
主な決済方法 クレジットカード、代金引換（宅配業者）、自社店頭決済、その他 

（ＪＮＢ） 
アクセス状況 6,300万 （ページビュー／月） 
平均客単価 － 
購買率 － 
Web のみで完結した成約割合 100％ 
販促方法 ＰＣネット上広告（メールマガジン）、モバイル上広告（その他：得するメ

ニュー等）、雑誌等紙媒体広告、テレビ／ラジオ広告、店頭告知、自
社媒体（カタログ、ちらし） 

顧客情報の利用方法 蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析）、配送管理、会員サー
ビス（利用ポイント蓄積、プレゼント企画等） 

初期投資コスト － 
運用コスト － 
ＥＣ売上金額（平均月商） 200百万円／月 （通信販売及び有料情報提供のみ） 
ＥＣ事業の損益（月間） － 
損益状況（過去１年） － 
損益状況（今後１年の見込み） － 
全売上に対するＥＣの割合 － 
ＥＣサイト設立の目的と効果 その他（クリック＆モルタル（店の販促））：期待通り 
外注利用状況 配送業務、代金回収、与信サービス、サーバーハウジング 
モバイルＥＣへの取組み 1999年より対応済み 

（＊）初回調査年月日：2001年 11月 8日、2002年 2月改訂 
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(2) 当事例のポイント 

モバイルユーザーを主要ターゲットとした成功事例である。ＥＣ事業者であるが、

基本を店舗に据え、ＥＣはあくまで補完事業として位置付けるクリック＆モルタル戦

略を展開しており、複数の収益モデルの採用においても特徴がある。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

エンターテインメント関連を中心とした情報の配信、オンライン割引クーポンの

発行及び通販を、モバイル及び Web経由で提供する「TSUTAYA online」を運営し

ている。 

同社は、グループ持株会社であるカルチュア・コンビニエンス・クラブ（株）（以

下 CCC）が顧客のインターネットニーズへの対応と情報発信のために事業化・設立

した事業体であり、リアル店舗との連携を戦略的に実現している。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

配信する情報や取扱書籍の内容は、映画や有名アーティスト等のエンターテイン

メント関連（コンテンツ、二次情報等）が中心である。有料コンテンツ提供も行っ

ており、特にモバイル（ｉモード／Ｊ－スカイ／EZweb）に対しては、二次情報の

配信も一部有料で行っている（アーティスト速報等）。メールマガジン「スマイル」

では顧客の嗜好にあった企業広告を配信しており、また店舗で購入する際に割引を

行うオンラインクーポンを、他店用のクーポンを含め発行している。 

通販分野では、ＣＤ、ＤＶＤ、ビデオ、書籍、ゲーム等を取扱っている。 

通販における決済サービスは、宅配便による代金引換、クレジットカード、電子

決済に対応している。店舗ではカード等全ての決済方法が可能である。 

 

③ ビジネスモデルの仕組み 

以下の 4種類から収益を得ている。 

l 通信販売によるＥＣ販売収入 

l 有料サービス提供（着メロやメールマガジン配信等月額200円サービス） 

l 広告宣伝費（配信するメール等に他社の広告を掲載） 
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l CCC 他グループ会社からの販売促進フィー（在庫検索や各店舗毎の Web

ページ機能を提供） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通信販売と有料情報提供を合わせた今年度の平均月商は 2億円前後である。通信

販売については、ＣＤ、ＤＶＤの販売が売上の半分以上を占め、一方書籍等のウェ

イトは低い。一般に Web（ＰＣ）による売上を主流とするＥＣ事業者が殆どである

のに対し、同社の通販売上の 7～8割はモバイル経由である。なお、2000年度の同

社年間売上は総計で 24億円、ツタヤ店舗の 2000 年度年間売上は 2,400億円、うち

レンタル収入 1,100億円、通販収入 1,300 億円である。本年度、黒字化の見込みで

ある。 
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④ サイトの現状 

10月末の同社有効会員数（退会者を除いた会員数）は、店舗会員数約 1,500万人

に対して 193万人、うち 6割がモバイル会員である。モバイル会員、Web会員共に

増加中であるが、増加率はモバイル会員の方が若干高い。なお、同社の Web会員／

同社のモバイル会員／リアル店舗の会員はそれぞれ異なるＩＤで管理している。 

主要顧客は、モバイルでは 10代～30代前半、Web では 20代後半～30代であり、

モバイル・Web会員を合わせた男女構成比は男性 6割・女性 4割である。また、同

社会員のうち通販利用経験者は４％程度である。 

オンラインクーポンの配信により、同社（バーチャル）会員数は 3割増加し、店

舗（リアル）への来客数及び利用金額が伸びている。また 2001 年 7月に行ったキャ

ンペーンでは、オンライン会員の売上は 1.23倍の増加を得た。キャンペーンはこれ

まで十数回行ってきたが、値引後の売上は概ね 20～30％増加している。なお、有料

情報提供のため会員数と収益は比例増加する。 

メールマガジンは週に約500 万通配信しており、１会員当りの配信頻度はその会

員の希望に応じて異なる。 

 

(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

設立当初から店舗の情報提供によるセールスプロモーションを主要な目的として

おり、提供する情報はツタヤ 1,000 店舗と連動している。例えば、キャンペーンに

おいては同社の方針や見込みに添って店舗が商品を揃えるのではなく、店舗の商品

戦略のために同社（Web）が支援している形となる。実際、リアル店舗会員が同社

会員となることによりリアル店舗の利用が増え、一人当りの売上が月平均 9％伸びる

（半年平均）。 

リアルとの連携サービスとしては、店舗の商品が割引となるオンラインクーポン

の発行、ＥＣ通販で注文した商品の店舗での受渡しと決済（リアル店舗での予約販

売は現時点では未対応）、オンラインでの店舗情報の提供等である。さらに 2001年

7月より、各地の店舗が独自のクーポン配信やメールでの情報提供等の販促を実施で

きる仕組み「マイ TSUTAYAメール」を開始した。 
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ネット独自のサービスとしては、ＣＤの各楽曲を最大 45秒まで試聴できるサービ

ス「＠試聴機」等を行っている。 

ＥＣ通信販売では、発売日配達／店舗受渡し可能という迅速な納品を実現してい

るが、あくまで店舗の補完という位置付けであり、店舗では限界のある潜在顧客の

取込みと潜在商品の取扱を目指している。 

l 潜在顧客 … 多忙または遠方で店舗を利用できない顧客 

l 潜在商品 … 店舗にない、または複数店舗を探し回る必要のある商品 

サイトの機能面では、顧客の気分や映画における登場人物の職業等をキーワード

にできる、顧客の嗜好を重視した独自の商品検索機能「ツタヤオンラインサーチ」

を提供している。 

 

② 顧客対応 

時間と場所の制約のないモバイルユーザーを主要ターゲットとしている。携帯電

話への配信に対する利用者の反応は極めて速く、アクセスのピークがすぐに訪れる。 

メールマガジンにおいてはオプトインを行っており、顧客の嗜好性や購買行動を

把握し、顧客にあった情報や広告を配信している。 

リアル店舗利用客は同社の 100％見込み客であるため、リアル店舗での宣伝は極

めて効果的である。販促活動として、リアル店舗に対して「ツタヤクラブマガジン」

を毎月 200万部発行し、無料で配布している。 

 

③ システムや体制上の工夫 

リアル店舗の購買履歴を含む顧客情報と、同社会員のネットログを含む情報を統

合、更に商品データベースとも結合し、その分析・活用により会員の利用状況や宣

伝効果を明確な形で把握することにより、マーケティング活動や戦略立案に活かし

ている。顧客の情報は、年齢やエリア等別のデータも採取し管理している。 

リアル店舗は同社の物流網及び倉庫を保有しているため、物流においてはこれを

主に活用している。 

なお、ＣＣＣのナレッジ共有システム「TSUTAYA-NAVI」には関与していない。 
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④ 他社との連携分野 

A. サービスアイテム拡充目的での提携 

決済分野で、ジャパンネット銀行（電子決済）、物流事業者（代金引換）、クレ

ジットカード会社と提携している。 

他社流通のオンラインクーポン発行を代行しているが、これはあくまで利用者に

対するコンテンツ提供の一つと考えており、広告収入が目的ではない。 

 

B. 特にシステム結合による提携 

相互リンクは選定した適切なサイトとのみ行っている。ｉモードでは

JOYSOUND（（株）エクシングの着メロ提供サイト）とリンクしている。 

社外ネットワークシステムとは結合しておらず、また誰でも利用可能なようにオ

ープン型ＥＣのみを行っている。 

 

(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

リアル店舗の戦略の上にＥＣを付加してきた点が大きい。その方針に則り、リア

ル店舗と結合・連動させた顧客／商品のデータベースを効果的に活用し、セグメン

ト化した適切なメール配信によるプッシュマーケティングを行ってきたことが成功

に繋がった。仮に最初からＥＣのみを行っていたならうまくはいかなかったと考え

ている。 

またモバイルへの配信を早期に開始、また重視し、メールマガジンの配信を効果

的に実施してきたことも成功要因である。 

 

② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

ＥＣ活用により、収入・コストの面で大きな変化があった。 

また、設立当初はＰＣ対応中心の事業であったが、途中からモバイル対応中心に

転換したことや、当初主要目的である情報提供のみを行っていたが、通販事業も追

加したことなどが大きな変化である。 

ただし、構造的な変化は特にない。 
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③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1999年 6月、（株）シー・シー・シーオンライン設立 

l 1999年 7月、Web向けのサービス開始、その後モバイルへ順次対応 

l 1999年 12月、ｉモードでの通販サービス開始、その後 Web 他へ順次対応 

l 2000年 6月、社名を（株）ツタヤオンラインへ変更 

l 2000年 12月、通販サービス月商が1億円を突破 

l 2001年 12月、有効会員数が 200万人を突破 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

ＥＣサービスはリアル事業の補完であると考えており、クリック＆モルタルの一

サイトに過ぎないと捉えている。リアル店舗を持つＥＣ事業のメリットは主に次の

三点であると考えている。 

l 会員獲得に係るコストの安さ（リアル店舗への宣伝用パネルの制作費や搬送費程

度）・パフォーマンスのよさ 

l リアル店舗のブランド力を活用可能 

l 物理店舗での宣伝・販売促進が可能 

ＥＣを持つリアル店舗のメリットは、顧客の利便性向上や効率的・効果的なマー

ケティングが可能な点等である。 

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

同一の顧客でも、シチュエーションによりリアル店舗／Web／モバイルを使い分

けている。純粋にＥＣのみを利用する顧客はいないため、サービスを事業者側の論

理で Web等どれか一つに特化させ、消費者の行動に制限を与えるのはよくないと考

えている。 

また、顧客のニーズ調査をきちんと行うことが重要としている。逆にいえば、ど

んなに優れたシステムを構築してもニーズを把握していなければうまくいかないと

考えている。 
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⑥ 今後の方針／問題解決等 

店舗と連動したサービス／販売促進をいかにして行っていくかが、同社の最大の

課題である。一般の顧客はリアル店舗を利用する傾向があるため、同社は商品に対

し思入れのある顧客を特にターゲットとしていきたい。 

リアル店舗に比べると同社売上は 1％弱であり、充分にＥＣ事業を成功させている

とは未だ言えない。 

システム面では、顧客データベースの分析による、既存とは異なる新たなカテゴ

リー分類を行うシステム「ＴＯＭＡＳプロジェクト」が進行中であり、今後共

「TSUTAYA onlin eサーチ」（前記(4)①「特徴的なサービス」を参照）のような各

種サービス展開に繋げていきたいと考えている。 

 

(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

決済やコンテンツ提供において、他社と連携している。 

同社の基本は店舗にあると考えており、日本コカ・コーラやNTT ドコモ等と実証

実験において連携しているが、同社にとって主要なものではない。 

 

② 複数の収益モデルの採用 

現在複数の収益モデルを採用しており、場合によっては今後更に追加するかもし

れない。（前記(3)③「ビジネスモデルの仕組み」を参照） 

 

③ ブロードバンド等への対応 

従来テキストベースで行っていた情報提供を、よりインパクトのあるリッチコン

テンツをベースにして行っていく方針である。なお、最新映画の予告映像等で既に

対応済みである。 

 

④ 物流／決済／認証サービスの利用 

物流／決済サービス共、一部をアウトソーシングしている。（前記(4)④「他社と

の連携分野」を参照） 
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6.1.2.3 Sofmap.com 

(1) 概要  

調査項目 内     容 
サイト名 Sofmap.com 
ＵＲＬ http://www.sofmap.com/ 
会社名 株式会社ソフマップ  
ＥＣサイト担当者名 松田 信行 
担当者の電子メールアドレス Press@sofmap.com 
会社の住所 東京都千代田区外神田1-16-9 朝風 2号館ビル 
会社の電話番号 03-3251-0082 
会社の FAX番号 03-3253-4228 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 1982年 4月 
資本金 2,887百万円 
業種 その他小売業 
従業員数 891名 
ＥＣ専任要員数 －  
サイト開始年月 1995年 12月 
主な商品／サービス コンピュータ及び周辺機器、コンピュータのソフトウェア、音楽ＣＤ・デ

ープ・レコード・ＭＤ・ビデオ・ＬＤ・ＤＶＤ 
商品／サービスの価格帯 － 円（平均） 100円（最低） 500,000円（最高） 
物流サービス提供方法 自社店頭渡し、宅配便ヤマト、宅配便佐川 
主な決済方法 事前振込（銀行）、クレジットカード、代金引換（宅配業者） 
アクセス状況 3,500～3,600万 （ページビュー／月） 
平均客単価 －  
購買率 1.8～2.0％ 
Web のみで完結した成約割合 95％ 
販促方法 ＰＣネット上広告（バナー、オプトインメール、メールマガジン、アフィリ

エイトサイト活用）、モバイル上広告（オプトインメール、メールマガジ
ン）、雑誌等紙媒体による広告、サーチエンジン登録、相互リンク・ネ
ットコミ（ネット上の同業異業の互助）、ネットニュース、店頭告知、自社
媒体（カタログ、ちらし）、その他リアルの営業活動との連携 

顧客情報の利用方法 ダイレクトマーケティング（ＤＭ・お知らせメール送付等）、会員サービ
ス（利用ポイント蓄積、プレゼント企画等）、リコメンデーション・エンジ
ン等のシステムを利用 

初期投資コスト －  
運用コスト －  
ＥＣ売上金額（平均月商） 1,000百万円／月 
ＥＣ事業の損益（月間） －  
損益状況（過去１年） やや赤字 
損益状況（今後１年の見込み） やや黒字 
全売上に対するＥＣの割合 7.0％ 
ＥＣサイト設立の目的と効果 売上や手数料収入の拡大：期待以上の効果 
外注利用状況 広告業務、配送業務、代金回収、与信サービス、モールへの参加・出

店、サーバーレンタル、ホスティング、サーチエンジンへの登録、経
営・財務コンサルティング 

モバイルＥＣへの取組み 2001年より対応済み 
（＊）初回調査年月日：2001年 11月 9日、2002年 2月改訂 
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(2) 当事例のポイント 

効果的なクリック＆モルタル戦略による成功事例であり、リアルとＥＣでの販売情

報を統合したＣＲＭシステムを構築し、ワン･トゥ･ワンマーケティングを実現してい

る。また、顧客の生活時間軸の変化に対応したタイムサービス等を実施している。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

ＰＣ、周辺機器、ソフトウェア等のＥＣ販売サイト「ソフマップ・ドットコム」

を運営している。新品の販売以外に買取サービス及び中古品販売、法人・学校法人

向け販売も行っている。 

リアル店舗との連携を開設当初から重視しており、ＥＣサイトをリアル店舗への

集客及び顧客とのコミュニケーション手段として活用している。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

現在、ＰＣ（主力）／周辺機器／デジカメ／ＰＤＡ／ソフト／ＴＶゲーム／中古

商品／書籍の通信販売を中心に展開しており、取扱品目数は約 4万、そのうち 1万

が書籍類である。 

商品毎の売上構成比率は、リアル店舗の場合とほぼ同様であり、新品ＰＣ25％、

ソフト 15％、中古商品 16～17%等となっている。今期のＰＣ売上は減少しているが、

この原因は普及率が高まったためであり、その代りにＤＶＤとデジカメの売上が増

加しており、ＰＣの売上減少を補完している。 

物販以外の有料サービスとしては、中古品の下取査定サービス、ハイエンドユー

ザー向けのウィルス駆除ソフト等のダウンロード、また修理代を保証するワランテ

ィサービス等も提供している。2001年に新設したＢtoＢのコーナーでは、法人向け

見積りサービスや売掛サービスも提供している。 

物流や決済サービスは他社との提携によって提供しており、決済については代引

等の他にＣＶＳ窓口決済やＩＳＰによる決済代行、また法人向けに後払いも可能に

している。なお、ＥＣ販売分の店舗決済や店舗受渡しは実施していない。 

モバイルへのサービスも、一部開始している。 
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③ ビジネスモデルの仕組み 

クリック＆モルタル戦略によるＢtoＣ形態の販売（物販）が中心である。広告収

入も一部あるが、今のところ微々たるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2000年度ＥＣ売上は 95億 3,000万円、また 2001年 4月には、ＥＣ事業の単月

黒字化を達成した。顧客に対する効果的な販促メールの配信、個別の会員ページを

提供するマイソフマップの利用拡大等により、1999 年度の 30億円から大きくＥＣ

売上が増加した。 

前期と比較して売上高は 120％増で推移しており、本年度は 100 億円を目標とし

ている。そのうち、書籍に関しては本年度 1 億円の売上を目標としている。また、

ＢtoＢの販売では、リアルとネット合算で本年度 50億円程度の売上を予定している。 

 

④ サイトの現状 

ＥＣサイトのアクセス数は、15～20万ＰＶ／日（昨年）から 100～120万ＰＶ／

日へ上昇した。これはＴＶＣＭによるＥＣサイトの広告により知名度が向上した点

が大きい。同時にリアル店舗での集客率向上にもかなりの効果を発揮した。 
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悪天候の日やリコメンドメール配信直後は、サイトアクセス数が増加する傾向に

ある。特にメール配信直後は、アクセス数と店舗集客率が共に増加する傾向が見ら

れ、サイトアクセス数が15万／日から 30万／日へと急増することもある。なお、

メールの開封率は 15～16％程度である。 

ＥＣ／リアル共通でのカード会員は 220万人程度となっている。個別の会員ペー

ジ（マイソフマップ、後記(4)①「特徴的なサービス」を参照）の利用者は 50万人で

あり、１顧客当りの年間利用額は、リアルとネット合計で 2000年度の 10万円弱か

ら 2001年度は 20万円強へと上昇している。 

コアユーザーは 20～30代後半の男性であるが、最近女性客が増加している。女性

客は一般的に高額商品を購入する傾向が見られ、また女性客等をターゲットにした

リアル店舗（有楽町店）を本年度開店したこともあり、女性のカード会員の比率が

10％から 20％弱へと上昇してきている。 

なお、調査時点での全国店舗数は 40店舗であり、店舗の中古商品が一回転する期

間はおよそ 1ヶ月程度である。 

 

(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

リアル店舗とＥＣ販売との相乗効果を狙っており、あえて両者の棲分けはしてお

らず、また特に考えていない。チャネルコンフリクトといった状況は発生しておら

ず、ＥＣ販売によるリアル店舗来客数の減少も今のところない。 

リアル店舗との連携サービスとして、ネットと店舗共通で利用可能な割引ポイン

トがある。特に利用額の多いソフマップカード特別会員向けに、新製品情報等の提

供や、通常より高いポイント加算率の設定、店舗にない商品の優先的な予約受付等

（CLUB-S サービス）を行っている。ネット上でリアル店舗情報を流すことも、双

方の集客率向上を促進している。 
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一方ネット独自のサービスとして、個々の会員に個別の会員ページ「マイソフマ

ップ」を、入会金・年会費共無料で提供している。このページでは、ワランティや

獲得ポイント情報の閲覧や注文状況の確認ができ、同時に購買履歴に基づいて嗜好

にあったリコメンドを発信しており、商品広告等の販売促進活動も展開している。

このサービスは、購入顧客が 4カ月以内に異なる商品を購入する割合が 71.2％、ま

た全体の 2 割の顧客が全社売上の 52%という 2000年に行った同社調査結果に基づ

き、コアユーザーの利便性向上と再購入率のさらなる向上を目的として開始した。 

また午前7時と12時、午後5時以降と深夜1時にサイトアクセスが増加するため、

この時間に合わせタイムサービス等を実施したり、ＰＣの購入顧客にはＰＣ操作の

HowTo本を推薦するなどの工夫を凝らしつつ関連商品をも取扱うなど、様々な工夫

を凝らしている。 

その他、各店舗により専門店化されている商品／サービスをほぼ網羅し、またＥ

Ｃ販売商品の使用方法やアフターサービスのお知らせ等木目細かな情報を提供して

いることも大きな特徴である。 

 

② 顧客対応 

メール配信による効果的な販促活動を実施しており、例えば新規顧客に対しては

商品情報を大きなサイクルで、ＥＣ通販の利用頻度が高い顧客には短いサイクルで

の配信を行うなどしている。 

またＴＶＣＭも大きな販促手段として活用しており、これは業界で優位に立つに

はトップシェアを獲得し続ける必要があるためである。 

 

③ システムや体制上の工夫 

リアル店舗におけるＰＯＳ経由の顧客情報とＥＣ販売での情報を統合した顧客デ

ータベース（ＣＲＭシステム）を活用した、ワン・トゥ・ワンマーケティングを実

施している。これにより、商品の買換や新商品のリコメンド等を、メール配信（配

信サイクルの変更等）やマイソフマップのバナー広告で効果的に提供している。 

これはリアルの世界においても活用しており、顧客の購買行動の分析を通して店

舗毎の売筋商品を導き出し、効果的な棚割／品揃え／在庫管理（多頻度少量発注）

に反映するなどしており、同社内における店舗競合を防止している。 
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ＥＣにおけるＣＲＭシステムの構築は、「ＥＣ販売＝顧客とのコミュニケーショ

ン手段」という考え方を基本に構築し、またワン・トゥ・ワンマーケティングでは、

店舗では困難である新商品と中古品両方の販売を10人程度の専門部署で実施してい

る。なお、再構築後、システムへの投資額は売上の 1％未満から 1％程度に増加した。  

また、サイトリニューアル時に予想以上のアクセス数でサーバーがダウンした経

緯があり、その際には設備増強を図るなどの緊急対策を実施している。 

 

④ 他社との連携分野 

A. サービスアイテム拡充目的での提携 

書籍販売ではシーブック 24ドットコムと提携し、ＰＣ関連書籍をネット上で販

売している。 

与信・決済分野では、法人向けにオリックスと提携しており、他にセブンイレブ

ンでの決済やＩＳＰ事業者経由の決済という形での提携企業もある。物流サービス

は佐川急便とヤマト運輸に委託している。 

 

B. 集客目的での提携 

楽天市場や MyYahoo!へ出店し、その結果ソフマップの認知度や店舗への集客率

が向上している。MyYahoo!へは、ヤフーアフィリエイトプログラムの時期から参

加していた。法人窓口提供目的で丸紅ネットワークスとも提携しているが、何かの

事業を展開しているわけではない。 

また IBM及び関東電子と提携しており、IBMの直販顧客に対し、ＰＣの買換時

にソフマップが買取サービスを提供している。関東電子に関しては、法人向けに中

古ＰＣの買取を行っている。なお、IBM 及び関東電子との提携はリアル事業での

取組みである。 

 

C.特にシステム結合による提携 

ソフマップ・ドットコムから他サイトへの相互リンクは今のところ行っていない。

反対に、ソフマップにリンクしたいと思う企業は多く存在している。 

ただし、他社とネットワークシステムのリンクは一切行っていない。 
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(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

クリック＆モルタル戦略の重視が第一である。その背後にある、顧客情報データ

ベースを利用した個々の購買行動の分析が、今までの販売業績によい結果をもたら

してきた。具体的にはマイソフマップでの商品嗜好にあったリコメンドやデータの

店舗への反映等であり、メール配信直後サイトアクセス数と店舗集客率が共に増加

する傾向が見られることは前述したとおりである。 

ＴＶＣＭによるＥＣサイトの広告も、知名度向上に大きな効果をもたらしている。 

 

② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

ＣＲＭシステム構築により、結果的に生産性が向上し、リアル店舗と共に売上増

加に結びついている。 

ただし、ＥＣを導入したことにより、業務プロセス自体が変化した部分は基本的

にはないと、内部では捉えられている。 

 

③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1995年 12月ＥＣ販売を開始、品目 2,000アイテムで年間数億円の売上 

l 1997年に市場の踊り場と共に売上の伸びが鈍化し、ＣＲＭベースのマーケテ

ィングシステムの開発に着手、一年半かけて実施し完成 

l 1999年のＥＣ販売売上は 30億円 

l 2000年 1月、デザイン一新し、ソフマップ・ドットコムを開設 

l 2000年 3月、ＴＶＣＭでサイトを広告 

l 2000 年 11月、サイトをリニューアルしマイソフマップの提供開始。予想以

上のアクセス数でサーバーが一時ダウン 

l 2000年度のＥＣ販売売上は 96億円に上昇 

l 2001年、モバイルへのサービスを一部開始 

l 2001年 12月、ソフトウェアのダウンロードサービスを開始 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

第一に、マイソフマップを中心としたワン・トゥ・ワンマーケティングであると、
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社内的に考えられている。 

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

広告費への投資額を抑える一方、認知度を高めて集客率を向上させることは中々

困難である。しかしＥＣ事業者には、そのバランスのとれた水準の見極めが必要で

あると、ソフマップは考えている。 

またソフマップは、顧客に見えない部分でのサービス向上が必要であると、アド

バイスしている。例えば、サイトデザインに顧客の要望を取入れる姿勢や、検索エ

ンジンの操作性を高めることへの恒常的な取組みが要求される。 

 

⑥ 今後の方針／問題解決等 

今まではＥＣ販売強化に努めてきたが、今後はＥＣ販売の傾向を探りながら店舗

販売への対応を考えていく必要性を感じている。具体的には、システム投資やコン

サルテーション等を店舗販売強化に投入することを検討している。特にシステム投

資については、サーバーダウンを繰返さぬよう、今後も継続的かつ計画的に行う予

定である。 

ＰＣ市場は徐々に飽和化するため、飽きによる顧客離れへの懸念も含め、顧客へ

の付加価値提供が重要となると考えている。 

その他これまで経験した問題点としては、2000 年度にＴＶＣＭ広告を実施した際、

その広告投資が重く収益構造に影響したことが挙げられる。 

 

(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

ソフマップでは、コラボレーションについて今まで特に意識してこなかった。た

だし、顧客の選択肢を増やすという意味で、シーブックとの連携によるＰＣ関連書

籍の販売等、ＰＣやＯＡ機器に親和性の高い商材を提供していく可能性はある。ま

た、ブロードバンドの普及が進めば、リッチコンテンツホルダーとの連携による、

映画や音楽等のダウンロード販売も考えられる。 
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② 複数の収益モデルの採用 

ＥＣ販売でのシェアを考えれば、サイトの広告媒体としての利用も今後は検討し

ていく必要があると考えている。物販以外の収益としてはソフトのダウンロード販

売を実施済みであるが、商品／サービス販売以外では、その他の収益モデルを実際

に展開してきたわけではない。 

 

③ ブロードバンド等への対応 

ブロードバンドを意識したサービス展開を、今までのところ具体的に展開してい

ない。ただし、普及が進めば映画や音楽等のダウンロード販売を視野に入れたい（前

記①「ｅコラボレーション関連」を参照）。 

 

④ 生活スタイルのＥＣ化への対応 

顧客の生活時間軸の変化に対応したタイムサービス等を実施している。 

 

⑤ 物流／決済／認証サービスの利用 

物流／決済サービス共、一部をアウトソーシング中である。（前記(4)④「他社と

の連携分野」を参照） 

 

(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

ＰＣはインターネットとの親和性が高く、ＥＣ販売への取組みは容易なため、販

売競争は今後もますます激化する方向性にある。 

 

② 競合他社におけるＥＣへの取組み状況 

ソフマップでは、競合他社についてはあまり意識していない。実際、メーカーを

含むＰＣ業界の多くの企業は、ＥＣによる低価格路線一本やりの販売展開を行って

いるが、ソフマップのように、店舗とネットを連動したワン・トゥ・ワンの販売展

開をしているところは殆どない。顧客指向のマーケティング活動を、現実に行って

いるところは少ない現状にある。 
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6.1.2.4 ベルメゾンネットスクエア 

(1) 概要  

調査項目 内     容 
サイト名 ベルメゾンネットスクエア 
ＵＲＬ http://www.bellne.com 
会社名 株式会社千趣会 
ＥＣサイト担当者名 星野裕幸 
担当者の電子メールアドレス h-hoshino@senshukai.co.jp 
会社の住所 大阪市北区同心 1-6-23 
会社の電話番号 06-6881-3153 
会社の FAX番号 06-6881-3888 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 1955年 11月 
資本金 20,300百万円 
業種 各種商品小売（百貨店等） 
従業員数 2,500名 
ＥＣ専任要員数 25名 
サイト開始年月 1996年 10月 
主な商品／サービス 衣料品、生活雑貨（家具・家庭用品・小物類等）、趣味・娯楽関連 

商品 
商品／サービスの価格帯 4,000円（平均） 500円（最低） 500,000円（最高） 
物流サービス提供方法 宅配便（佐川、ヤマト、その他） 
主な決済方法 クレジットカード、後払い（銀行、郵便）、コンビニ収納代行 
アクセス状況 650万 （ページビュー／月） 
平均客単価 14,000円／件 
購買率 13％ 
Web のみで完結した成約割合 100％ 
販促方法 ＰＣネット上広告（バナー、オプトインメール、メールマガジン）、モバイ

ル上広告（オプトインメール、メールマガジン）、サーチエンジン登録、
自社媒体（カタログ、ちらし） 

顧客情報の利用方法 蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析）、会員サービス（利用ポ
イント蓄積、プレゼント企画等） 

初期投資コスト 300百万円 
運用コスト 180百万円／年 
ＥＣ売上金額（平均月商） 800百万円／月 
ＥＣ事業の損益（月間） 66百万円／月 
損益状況（過去１年） 大幅黒字 
損益状況（今後１年の見込み） 大幅黒字 
全売上に対するＥＣの割合 7％ 
ＥＣサイト設立の目的と効果 顧客満足度・ロイヤリティの向上：期待をはるかに上回る効果 
外注利用状況 広告業務、配送業務、代金回収、与信サービス、モールへの参加・出

店、システムの運営を一括して外注、サーバーハウジング、ホームペ
ージ製作、ＡＳＰの利用 

モバイルＥＣへの取組み 2001年より対応済み 

（＊）調査年月日：2001年 11月 30日 
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(2) 当事例のポイント 

リアル事業とＥＣ事業の各々の特徴を明確化した上で、両者を補完しつつ、かつ相

乗効果を生み出す、クリック＆モルタル型の成功事例である。また、仕入分野におい

て WebＥＤＩを導入し、調達の効率化に着手した点にも特徴がある。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

ＥＣを活用した事業領域としては、主に女性、特にオフィスレディを対象とした

通信販売事業「ベルメゾンネットスクエア（以下、略称べるね）」「e-shop」、頒

布会事業「ハートジョイクラブ」のサイト運営、及びインターネット広告事業の三

事業を行っている。 

「べるね」は衣料品等を販売する女性向けの No.1 ショッピングサイトであり、

「e-shop」は米・水・洗剤等の重い食品や日用雑貨を注文の翌日に宅配するネット

スーパーである。なお、同社はリアル事業においてカタログ通信販売を行っている。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

「べるね」の取扱商品は、衣料品が 38％を占め、他インテリア用品（33％）、生

活雑貨（16％）である。サイトの掲載商品は常時平均 12,000点であり、品目のバラ

ンスはカタログとサイトで同一である。カタログは 26種類 1.2億冊を年間 3回に分

けて発行しており、記載している品目数は60,000点／年、季節毎に入れ替えている。  

また、「e-shop」での取扱品目数は 3,500 点である。 

ネット独自の商品／サービスとしては、ぬいぐるみ作成キット販売、ブランド商

品販売、コーディネイト情報提供がある。 

ぬいぐるみ（テディベア）作製キットは、商品説明にインタラクティブ性を持た

せたオーダーメイド商品であり、かなりの人気がある。具体的には、三次元画像を

表示し、マウス操作により“商品”を様々な角度から参照可能とし、また自由な組

合せイメージを提供するなどの双方向性を持たせている。 
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ブランド商品はロットが限られ、カタログに掲載すると即完売してしまうため、

Web上で品揃え豊富に提供している。また、季節や商品アイテムに応じたコーディ

ネイト情報を提供している。またｉモードでのＥＣ受注も対応しており、商品は有

名ブランド商品等が中心である。 

なお、決済サービス及び「e-shop」での物流サービスは、他社との連携により提

供している。 

 

③ ビジネスモデルの仕組み 

通信販売による収入モデルであり、全注文の 7％が Web経由である。ＥＣ売上は

「べるね」が圧倒的に多く、次いで「e-shop」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2000年度ＥＣ売上実績は 36億円（9ヶ月変則決済）であった。11月末までの 2001

年度売上は「べるね」のみで 98億円であり、「 e-shop」の売上は数億円オーダーで

ある。2001年度は 105億円を目標としている。 
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ＥＤＩまたは
WebＥＤＩ
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④ サイトの現状 

アクセス数は 650万ＰＶ／月（およそ 20万ＰＶ／日）、60万カウンター／月で

ある。カタログやチラシを配布後アクセスが急増する傾向がある。 

平均すると 7万件／月の受注があり、また「べるね」の購買率は 13％近い。特に

カタログと Web双方を兼ねた会員は、カタログのみの会員に比べ 12ポイントも購

買額が高い。なお、「商品やサービスの内容がよい」という評価が同社での第一の

購入理由となっている。 

カタログで購入商品を決め、Webで注文・決済を行う利用者が多く、Web上で参

照し Web決済する利用者の割合は、Webでの決済全体の15％程度である。 

2001年 11月現在の「べるね」会員数は 72万名であり、5万名／月増加している。

本年度中に 80万名を目標としており、将来的に 100 万名を予定している。また、ｉ

モードでの登録会員数は8万名に達している。なお、千趣会の全会員数は約 750万

名であり、うち約 7割がカタログ会員である。 

会員の 95％は女性、そのうち90％強が 20～30代であり、主力顧客層としてセグ

メント化している。 

 

(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

カタログだけではないマルチチャネル通販を目標としており、Webで既存会員の

満足度・ロイヤリティを向上させることを大きな目的としている。 

リアル事業との連携サービスとして、ネットとカタログ共通で利用可能なマイレ

ージサービスがある。購入額に応じて付与されるポイントを割引や景品交換に利用

可能なサービスであるが、Webで 5,000円以上購入した場合、電話やＦＡＸでの注

文に比べ 1.5倍のポイントを加算している。 

Webサイトはカタログ通販での知名度が好影響として現れており、カタログがよ

い広告効果をもたらしている。具体的には、カタログにＵＲＬを掲載することによ

り、Web サイトに誘導し、サイトではより詳しい商品情報の提供や在庫情報の照会

（平日 9～17時の間）を行っている。 
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一方 Web上では、カタログの詳細なＰＲを実施し、サイトに掲載した商品からカ

タログ請求へ誘導しており、またWeb上での顧客との情報交換を商品企画に反映し

ている。 

このようなカタログと Webサイトの相乗効果により、顧客一人当りの購入額を最

大化している。 

Webサイトでは、多忙な女性利用者のためにキーワード検索機能を提供している

他、商品化企画の募集や特注品の取扱を実施するなど、面白味のあるサイト作りに

留意している。千趣会全体のサイトはポータル的性格を有している。 

また、ｉモードでの注文に対し 2割引サービスを行っており、好評である。 

 

② 顧客対応 

メールマガジン「べるねメール」を週に40万通発行している。べるねメールは大

きく２種類あり、オプトイン型メールを週 2～3回発行、カタログ単位のメールを週

1回発行発行している。 

カタログと Web では消費行動や長所等が異なるため、両メディアの特徴をうまく

活かせるように工夫している。カタログは衝動買い／発見買いが中心であるため、

潜在的ニーズでの購入であるのに対し、Webは目的買い／検索買いが中心であり、

顕在化ニーズでの購入が多い。また、カタログはビジュアルの迫力が長所であるの

に対し、Webはリアルタイム性／双方向性が長所である。 

 

③ システムや体制上の工夫 

社員は904名であり、物流等を含めると総従業員数2,500名で業務を行っている。 

提供３サイト（べるね、e-shop、ハートジョイクラブ）での顧客情報を統合、ま

た在庫管理等の基幹系システムとも接続し、活用している。 

またシステム面では、2000 年末以降アクセス急増によりサイトのパフォーマンス

が二度にわたり低下したため、レスポンス時間をテスト測定し段階的／継続的な増

強を図っている。 

ｉモード向けサイトは（株）サイバードと提携して開設し、ｉモード限定セール

も展開している。また、WebＥＤＩの構築と運用をＣＳＫネットワークシステムズ

にアウトソーシングしている。 
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物流においては、大型商品は一部メーカー直送で行い、その他は同社配達網を活

用している。 

 

④ 他社との連携分野 

A. サービスアイテム拡充目的での提携 

決済分野においてイーバンク銀行とジャパンネット銀行と提携しており、今後複

数の都市銀行との連携も予定している。 

「べるね」での物流は主に佐川急便に、また「 e-shop」での物流はヤマト運輸に

アウトソーシングしている。 

 

B. 特にシステム結合による提携 

キュリオシティと相互リンクを行っているが、販売関連での社外接続はない。 

仕入分野では WebＥＤＩによる取引先との接続が拡大している。 

 

(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

社内での取組みが早く、ＥＣ専門部署が早期に組織化されたことが成功要因と捉

えている。ＥＣ専門部署ができるまでは若手のみで対応しており、実際の立上げ時

には部門横断的に人材を構成した。 

他に、カタログ通販の仕入・受注・物流・資金回収等のインフラを活用し、併用・

連携したことや、ＥＣにより顧客データベースを蓄積し、Webマーケティングを強

化したこと等が挙げられる。 

 

② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

データウェアハウスによるＥＣ購買履歴の分析により、顧客毎に適切なカタログ

選定を行い、配布効率を向上させた。 

WebＥＤＩの導入によって、取引先との関係が変化しており、また在庫圧縮やリ

ードタイム短縮化が推進され仕入日数を 2～3日短縮した。 
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③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1999年 10月、会社ホームページ内にＥＣコーナーを開設 

l 1999年 11月、独自ＥＣ通販サイトとして「べるね」開始 

l 2000年 5月、サイトリニューアル 

l 2000年 9月、「e-shop」開始 

l 2001年 1月、ｉモードでのＥＣ受注開始 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

ＥＣを単独システムとして構築するのではなく、リアル（カタログ通販）と連動

させ、同一のデータウェアハウスを活用している。またＥＣでは 20種類以上あるカ

タログから商品を横断的に紹介可能である。 

カタログの製作過程で構築するデータベースを、そのままWeb サイト製作に利用

することができた。すなわち、カタログの製作フローでは、商品の写真を画像デー

タベースに登録、また商品情報もデータベースに登録し、２つのデータベースを用

いてＤＴＰを行い、製版している。そこで構築した画像データベース・商品情報デ

ータベースの情報を編集・加工することにより、Webサーバに登録、公開すること

で、Web サイト製作の手間を削減することができた。 

またメールマガジンの配信により毎週新情報を提供していることが、サイトへの

リピート率向上に繋がった。 

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

経営レベルのコンセンサスをとり、部門横断的なＥＣ専門部署を設置し、その部

署へＥＣに関する権限を託すべきと同社は考えている。 

 

⑥ 今後の方針／問題解決等 

当初はカタログ通販で取扱わない商品（男性向け商品、読み物等のコンテンツ）

の販売を行ったが売上不振に陥り、顧客からのカタログ掲載の商品販売への強い要

望があった。試行錯誤の末、2000年 5月にサイトを全面刷新し、メインターゲット

である女性用商品を展開し、現在に至っている。 
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また、以前ＥＣ独自サービスとして提供していた「べるねオークション」及び「べ

るね」の一部であった「アウトレットコーナー」をキュリオシティに移管した。「べ

るねオークション」は、当初カタログ記載へのテストマーケットを目的として開設

し、主に有名ブランド商品や海外輸入雑貨等を取扱っていたが、徐々に在庫処分の

色彩が濃厚化していた。「アウトレットコーナー」は、カタログ通販の売残り在庫

の処分を目的とし、家具や生活雑貨を半額で提供していた。 

スピードや個別対応の面で、同社全体としてＥＣ事業に充分に取組めていないと、

サイト担当者は感じている。特に物流の迅速さや木目細かさに至っては、変化を求

められているものの実際には対応できておらず、むしろ他社の方が優れていると感

じている。また、カタログ販売は商品回転のテンポが遅いため、店舗と同様のビジ

ネスモデルを取入れざるを得ない。カタログでも迅速に顧客ニーズに対応できるよ

うにしたいと考えている。 

WebのみのＥＣ販売では単価 5,000円までしか達しないため、WOWOW 及びソ

フトバンクと提携し、ＣＳ放送によるＴコマースの導入を検討している。実験的に

行ってみたところ、やや反省点の残る結果となった。 

サイトの機能面では、顧客毎に個別のホームページを提供する予定である。 

 

(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

2000年、WebＥＤＩの導入により、調達業務の効率化に着手した。2001年 8月

時点では、WebＥＤＩに 200 社、ＥＤＩに 70社が対応し、年内には 400社とＥＤ

Ｉ化の見込み（全体 1,000社）である。 

ＥＤＩでは、同社から仕入先に対し、発注情報に加え販売予測・販売実績・在庫

情報を１日おきに更新し提供する。仕入先は提供された情報を生産計画や在庫計画

に活用する予定となっている。一方仕入先から同社に対しては、納期・素材や画像

データ等の商品状況が提供されることで、結果としてカタログ製作期間が 3 ヶ月か

ら 2ヶ月に短縮できる見込みである。 

また、キュリオシティと提携し、「べるねオークション」コーナーの運用を移管

している。 
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その他、物流／決済分野、またシステム開発／運用において、他社と提携してい

る。（前記(4)④「他社との連携分野」を参照） 

 

② 複数の収益モデルの採用 

べるねメールへのテキスト広告の掲載を行っており、今後はインターネット広告

事業の売上拡大に期待している。ただし、バナー広告の実施は検討していない。 

また、顧客データベースを活用したマーケティング支援事業に更に踏み込んでい

きたいと考えている。 

 

③ ブロードバンド等への対応 

サイト上の画質を高めるために、他企業と提携したいと考えている。 

NTT ドコモ以外の携帯電話に対してもサービス提供を行うために、現在システム

を構築中である。なお、2001年 11月中旬よりｉモードの公式ページに加わった。 

 

④ 物流／決済／認証サービスの利用 

同社のＥＣ年間売上の約 1 割が、ＰＣまたはモバイルによるネット銀行（ネット

専業銀行や都市銀行）の口座決済になると見込んでいる。 

物流については、同社網と物流事業者を併用している。 

 

(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

カタログ通販市場は停滞しているが、ＥＣ通販は拡大している。カタログ通販各

社によるＥＣ通販は 1999～2000 年にかけて開始され、以後拡大基調を辿っている

（1999年度のＥＣ通販売上高総計 800億円、大手４社で 21.4億円）。 

 

② 競合他社におけるＥＣへの取組み状況 

競合他社はアフィリエイトモデルを採択し、同社サイトにない商品（書籍等）の

連携先のバナーを貼り、従量制収入を得ている。 

ニッセン（会員数 20万人）は、大幅割引セールによる新規顧客開拓を行っている。 
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6.1.2.5 Japan Net Bank 

(1) 概要  

調査項目 内     容 
サイト名 Japan Net Bank 
ＵＲＬ http://www.japannetbank.co.jp 
会社名 株式会社ジャパンネット銀行 
ＥＣサイト担当者名 － 
担当者の電子メールアドレス － 
会社の住所 東京都新宿区西新宿 2-1-1 新宿三井ビル 6F 
会社の電話番号 03-3344-5210 
会社の FAX番号 03-3344-5212 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 2000年 9月 
資本金 20,000百万円 
業種 金融・保険業 
従業員数 約 120 名 
ＥＣ専任要員数 ほぼ社員全員 
サイト開始年月 2000年 10月 
主な商品／サービス 金融商品／サービス（株式、保険、信託、金融サービス等） 
商品／サービスの価格帯 － 円（平均） 10円（最低） 262円（最高） なお、決済手数料として  
物流サービス提供方法 オンラインのみで完結 
主な決済方法 － 
アクセス状況 － 
平均客単価 － 
購買率 － 
Web のみで完結した成約割合 － 
販促方法 ＰＣネット上広告（バナー） 
顧客情報の利用方法 蓄積のみ（住所管理等）、蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分

析）、ダイレクトマーケティング（ＤＭ・お知らせメール送付等） 
初期投資コスト 5,000百万円 
運用コスト － 
ＥＣ売上金額（平均月商） － 
ＥＣ事業の損益（月間） － 
損益状況（過去１年） － 
損益状況（今後１年の見込み） － 
全売上に対するＥＣの割合 100％ 
ＥＣサイト設立の目的と効果 － 
外注利用状況 広告業務、サーチエンジンへの登録 
モバイルＥＣへの取組み 2000年より対応済み 

（＊）調査年月日：2001年 12月 3日 
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(2) 当事例のポイント 

時間や場所を問わないというＥＣの特性を活かした、エポック・メイキングなドッ

トコム企業の先進事例である。オープンシステムを採用し、またセキュリティに対し

大きく配慮している点に特徴がある。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

日本初のネット専業銀行である「ジャパンネット銀行」を運営している。 

インターネットの利点を活かし、時間や場所を限定しない、利便性の高いバンキ

ング及びＥＣ決済サービスを、リアルタイムで個人を対象に提供している。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

商品として普通預金、定期預金、小口（個人）ローンを取扱っている。小口ロー

ンサービスでの利用最高額は 50万円である。 

インターネット環境を持たない顧客向けの定期預金として「メール定期」も提供

している。これはオリックス信託によるサービスであり、利用者は郵便で口座の開

設等を行う。 

Webサイト上でのサービスは、預金口座の開設、残高照会、取引明細照会、振替

等を提供しており、振込の予約も可能である。これはモバイル端末の場合でも同様

である。ただし、外国為替の取扱は実施していない。 

通帳は発行せず、取引明細はＰＣまたはモバイル端末での参照に限定している。 

三井住友銀行、@ BΛNK（am/pm）、イーネット（ファミリーマート、サークル

Ｋ、サンクス等）等のＡＴＭで利用でき、全国に 10,600台存在する（2001 年 10月

現在）。同社の店舗は、法律上一箇所以上の店舗設置が免許の条件であるため、新

宿本社に設置しているのみである。 

アクセスチャネルとしては、ＰＣ、携帯電話（ｉモード）、ＰＤＡ、専用端末（NTT

ドコモの「Petit Web」）、固定電話、郵便、ＴＶである。ＴＶはアナログＴＶチュ

ーナーとモデムまたはＴＡを一体化させたNTT-ME のサービスである「わくわくス

テーション」である。また、郵便はメール定期サービスである。 
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ＥＣサイト上で提供する決済方法は、以下の５つである。 

l リンク決済：ＥＣサイト上の「買い物かご」ページから同社サイトへのリンクボタンにより

決済 

l ezp@y（（イージーペイ）：画面推移はリンク決済と同様だが、後払い、決済／未決済

情報の一覧参照も可能。アメリカの電子請求提示支払サービス（ＥＢＰＰ）のシステム

を、国内で同社と富士通が共同開発したネット決済スキームである。 

l ネットデビット 

l 口座振替 

l ＳＯＨＯ事業者間の相互送金 

また、Web サイトを経由しない決済も提供している。 

l 公共料金の口座振替：東京電力、NTT 東西、NTTドコモ等30弱 

l クレジットカード 

l 給与振込、保険料 

 

③ ビジネスモデルの仕組み 

収益源は以下の三つである。 

l 預金の運用益 

l 振込手数料、口座振替 

l 個人ローン 

振込手数料は自行宛の場合一律 52円、ｉモードの場合 10円であり、法人も同一

金額である。他行宛の振込手数料は、3 万円未満 168円、3 万円以上 262円徴収し

ている。金利水準は普通預金で 0.05％、1ヶ月定期 0.06％～3年定期 0.15％、ロー

ン金利は 10～20万円 13.5％、30～40万円 12.5％、50万円 10.5％に設定している

（2001年 12 月現在）。有価証券等の金利が低く現在は運用益を充分に得られない

ため、現在の収益は振込手数料及び口座振替の比重が大きいが、金利の変化に伴い

収益源の割合も随時変化する。 
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残高照会
取引明細照会等
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なお、リサーチ会社等の第三者機関により高い評価を受けている。 

l 日本リサーチセンター「インターネット視聴率（金融関連）」：1位 

（2001年 10月） 

l 三菱総合研究所「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ利用者の利用行」(goo Reseach)：1位 

（2001年 5月） 

l ストック・リサーチ「決済サービス重視派ランキング」：1位 

          （2001年 5月） 

l マイボイスコム「利用したいネット専業銀行」：1位 

         （2001年 8月） 

 

(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

最も特徴的なサービスは、金利水準を従来行の２倍強、振込手数料を概ね半分以

下で提供していることである。 

ＥＣサイト、投資信託銀行、及び保険会社での商品購入時に発生する決済手数料

を受取人負担とし、利用者には無料で提供している。また証券会社への買付代金の

振込、証券総合口座への資金移動も証券会社負担であり、利用者には手数料無料で

ある。また、取引によってはＡＴＭでの出金手数料を 24時間無料としている。 

日本生命との提携により、保険口座と銀行口座の取引画面を一つのページに並べ

て表示する口座統合サービス「Account Gate」を提供している。これにより、保険

／銀行口座の残高を見比べながら資金スイングが可能であり、またＥＣ決済での合

算充当も可能となる。また、個人ローンサービスでは審査結果の返答を 30分程度で

行っている。 

 

② 顧客対応 

取引に関する情報、定期預金満期の案内、口座振替不能通知等をメール（ｉモー

ド含む）で配信している。また、商品やサービスに関する、顧客に合わせたメッセ

ージを利用者専用ページに表示している。 

カスタマーサポートは、本社（新宿）に約 40席設置したコールセンターにて電話

またはメールで対応している。電話受付時間外は自動音声サービスと盗難・紛失届
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の対応のみとなる。 

営業活動は、当初ＴＶＣＭを 4本程度行ったが、現在はバナーを含めた広告展開

等に留めている。マーケティングは他社と共同で展開している。 

 

③ システムや体制上の工夫 

従業員数は 120名であり、うち正社員が 60名、その他はパート職員である。正社

員の業務はシステム管理、資金運用、アライアンス先との調整であり、パート職員

の業務はコールセンター関連業務や事務である。また、アライアンス先との調整は

メールで行い、数名で対応している。 

Webサイトは、顧客がＡＴＭ感覚で利用できるように配慮した構成にしている。 

システムの開発は富士通に委託し、堅固なものとした。運用は三井住友銀行に委

託している。 

金融系のシステムは主にメインフレームで構成されるが、新サービスに対して柔

軟に対応するため、同社はオープン系システム（ＵＮＩＸワークステーション）で

構築している。 

セキュリティについては特に配慮しており、本人認証、暗号化、災害対策等を講

じている。 

本人認証においては、３種類のセキュリティナンバーを使用し、取引の際に組合

せて要求することにより、セキュリティを確保している。 

l 暗証番号（4桁の数字）：提携ＡＴＭ、ｉモード、テレホンバンキングで利用 

l パスワード（3～8桁の英数記号）：ＰＣからのログイン時に利用 

l ＩＤコード（事前に与えた16個の数字から、取引の都度４個の数字を指定・要求）：振

込等の取引の際に利用 

デファクト・スタンダードであるＳＳＬ128bit により、通信回線上の個人情報を

暗号化している。 

ＥＣ取引に不安を持つ利用者のために、またＩＳＰが停止した場合の緊急用アク

セス経路として、ダイヤルアップ接続用の専用アクセスポイントを設けている。 

サーバーの設置場所を分散させており、一つは大和（三井住友銀行の事務センタ

ー）に、もう一つは明石（富士通）に設置している。 
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システム以外の分野では、マーケティングをヤフー（「Yahoo!リサーチ」）、ニ

フティ、キュリオシティ等と共同で展開しており、またＲ＆Ｄを NTT 東西、NTT

ドコモ、富士通と協力して行っている。 

 

④ 他社との連携分野 

A. サービスアイテム拡充目的での提携 

「Account Gate」サービス（前記(4)①「特徴的なサービス」を参照）のために、

日本生命と提携している。 

 

B. 集客目的での提携 

ＥＣ事業への決済手段の提供として、ショッピングモール分野、チケット分野か

らｅラーニング分野まで相互リンクの形で提携している（順不同） 

l モール：ぷららネットワークス（ぷらら）、ニフティ（shop@nifty）、キュ

リオシティ（キュリオシティ）、トヨタ自動車（GAZOO）、富士通

（WEBMART） 

l チケット：ぴあ（＠チケットぴあ）、ハリケーン（Harry me！） 

l 航空券：日本航空（ＪＡＬ）、全日本空輸（ＡＮＡ） 

l オークション：ヤフー（Yahoo!オークション） 

l メールマガジン：バガボンド、まぐまぐ 

l ｅラーニング：日本商工会議所（商工会議所検定） 

l その他：セシール、ファーストリテイリング（ユニクロ）、サンリオ、千趣

会、ギフトケン・ドット・コム、デルコンピュータ、ヤフー（「Yahoo!BB」

利用料金支払）、ニフティ（プロバイダ利用料金引落）、プライムリンク（一

休.com）、プリーパ（ネットローン） 他 

 

金融関連事業者とも、トレーディング分野から貴金属取引分野まで幅広い提携関

係を築いている（順不同） 

l トレーディング：野村證券、さくらフレンド証券、ディーエルジェイディレ

クト・エスエフジー証券、オリックス証券、イートレード証券、日興ビーン

ズ証券 
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l 投資信託：日本生命保険相互会社（ファンド・クリック） 

l 保険：日本生命保険、三井住友海上火災保険、三井生命保険、住友生命保険 

l 貴金属取引：三井物産（Online Gold Club） 

l 募金：（財）オイスカ（ぼきんやドットコム）、アースセクター

（GambaNPO.NET） 

ｉモードでの決済手段の提供として、TSUTAYA online、チケット＠ぴあ、Ｄ

ＬＪ証券等と提供している。 

日本ＳＯＨＯ協会と提携し、企業間決済サービスを提供しているが、事業規模が

小さいためＢtoＢ事業を行っているという意識はない。 

 

(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

インターネットの利点を最大限に活かしている。利点とは、時間（ 24時間 365日）

や場所（ＰＣ、携帯電話等）を限定しない点、ＩＴを活用しコストを可能な限り削

減することにより、店舗を持たないローコスト経営を実現し預金金利を他行よりも

高く設定可能な点である。 

また、リアルタイム決済やメールによる取引結果の通知等、Web特有のサービス

を中心に提供している点も大きい。 

 

② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

当行の設立発表は、その後の新ネット銀行構想、異業種による新銀行構想に繋が

る契機となった。 

その他、顧客の要望は基本的には変わっておらず、またビジネスモデルを変更す

る予定もない。 

 

③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1999年 7月、さくら銀行（当時）と富士通の二社で構想を発表 

l 2000年 9月、「日本初のインターネット専業銀行」として設立 

l 2001年 2月、小口ローンサービス開始 
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現在の主な株主構成 … 三井住友銀行 57％、富士通 10％、日本生命 10％、そ

の他東京電力、三井物産、NTT ドコモ等 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

アライアンスにより、利便性の高い決済サービスを提供している点である。 

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

デジタル化が進行するに従い、アナログの重要性は上昇する。 

 

⑥ 今後の方針／問題解決等 

ＴＶでのサービス提供は大きな資金を必要としないため、いつでも対応可能であ

るが、現在は「わくわくステーション」に留めており、ＢＳデジタル放送等に対し

てはもう少し状況を見極めてから行おうと考えている。 

2002年度より証書貸付を開始する。また、他企業と提携し、ブライダルローンや

オートローン等の目的ローンの提供を検討している。なお、若年層へのローンは計

画していない。将来的にはリスク商品の取扱を行っていきたいと考えている。 

3年以内に 100万口座を獲得し、1兆円の預金獲得を目指している。顧客確保の方

法としては、利用者の利便性向上といった地道なものの積み上げしかないと考えて

いる。 

預金金利は可能であれば上げたい、ローンについても可能な限り安く提供できれ

ばと考えているが、今の市場金利動向では難しい。 

 

(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

幅広い業種の企業／サイトとアライアンス提携を行っている。提携ＡＴＭの拡大

を含め、今後もサービス向上のためにアライアンス先を増やしていきたいと考えて

いる。 
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② 複数の収益モデルの採用 

広告収入等、銀行法によって禁止されている部分が多い。イギリス等の銀行では、

物販やコンサルティング等も可能である。コンサルティング部門を分離独立し他社

と提携して行うことは可能であるが、実際には制限があるため、現在は検討してい

ない。 

 

③ ブロードバンド等への対応 

今のところ検討していない。 

 

④ 物流／決済／認証サービスの利用 

小額決済への対応としてウェブマネーと提携しており、今後もアライアンス先を

増やしていきたいと考えている。 

ＩＣカード決済への対応を、リアル／バーチャルを含め検討している。 

また、ＥＣサイトが多くの決済手段を多く提供することは、利用者の利便性に繋

がると考えている。 

 

⑤ その他注目しているＥＣトレンドと対応 

利用者の時間の貴重さに対する重要性が高まっているため、「タイムセービング」

がキーワードとなっていくと考えている。 

 

(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

同社が抱いている実感としては、ＢtoＣ－ＥＣ事業者は増加している。2000年の

ＥＣ全体の市場規模は 6,200 億円であり、今後も分野に限らず増加していくと見込

んでいる。ＥＣ事業において確実な成功ビジネスモデルはなく、各社の創意工夫が

求められていると考えている。 

Web上の銀行への契約者は増加しており、これはネット銀行へのニーズの増加を

意味している。またその増加比率は、アメリカのネット専業銀行利用者よりも高い。 

競合他社（イーバンク銀行やソニー銀行）の開設は同社よりも後であるが、契約

者数の増加は同社よりも速かった。これは時代が求めた結果と考えることができ、
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今後もネットバンキングは証券も含め増加していくものと思われる。 

親会社である三井住友銀行とは動きを異にしており、Web上での相乗効果を狙い、

グループ内で切磋琢磨を行っている。 

 

② 競合他社におけるＥＣへの取組み状況 

競合他社であるイーバンク銀行も、ショップを抱える楽天市場と提携しているが、

ローンや定期預金を行っておらず、同社のサービスと重複する点は少ない。 

あるサンプル調査によると、調査対象となった国内のネットバンキング利用口座

数 4,200のうち同社が 1,100、三井住友銀行が 900を占めている。 
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6.1.3  国内事業者事例：ＢtoＢ 

 

6.1.3.1 フーズインフォマート 

(1) 概要  

調査項目 内     容 
サイト名 フーズインフォマート 
ＵＲＬ http://www.infomart.co.jp 
会社名 株式会社 インフォマート 
ＥＣサイト担当者名 長濱 修 
担当者の電子メールアドレス nagahama@infomart.co.jp 
会社の住所 東京都港区浜松町 1-27-16 浜松町 DS ビル 3F 
会社の電話番号 03-5776-1147 
会社の FAX番号 03-5776-1145 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 1998年 2月 
資本金 489百万円 
業種 情報サービス（情報提供・ＩＴコンサル・ソフトウェア・ＡＳＰ等） 
従業員数 57名 
ＥＣ専任要員数 6名 
サイト開始年月 1998年 6月 
主な生産財／製品／サービス 農林水産業 1次生産物、食料品、飲料 
生産財／製品／サービスの取引単
価 

－ 円（平均） 1,000円（最低） 20百万円（最高） 

物流サービス提供方法 その他（顧客のニーズや状況に応じ、適切な物流企業を紹介） 
主な決済方法 法人カード、ファクタリング、立替払い 
アクセス状況 （ページ数が多いため、ＰＶはカウントしていない） 
平均客単価 － 
購買率 － 
Web のみで完結した成約割合 100％ 
販促方法 サーチエンジン登録、自社媒体（カタログ、ちらし）、その他リアルの営

業活動（営業マン等）との連携、代理による営業、電話による営業 
顧客情報の利用方法 顧客情報の蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析）、会員サー

ビス、アフターケアやクレーム処理 
初期投資コスト 4～5百万円 
運用コスト 15百万円／年 
ＥＣ売上金額（平均月商） （560百万円／年） 
ＥＣ事業の損益（月間） － 
損益状況（過去１年） やや赤字 
損益状況（今後１年の見込み） 大幅黒字 
全売上に対するＥＣの割合 100％ 
ＥＣサイト設立の目的と効果 新規顧客の開拓：期待通り 
外注利用状況 販売活動、代金回収、与信サービス 
モバイルＥＣへの取組み 検討中 

（＊）初回調査年月日：2001年 10月 22日、2002年 2月改訂 
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(2) 当事例のポイント 

有料会員制のマーケットプレイスの成功事例であり、特にセミナーやコンサルティ

ング等、リアル面での活動やセールスに注力している点に特徴がある。また他社との

連携により、他では得難い情報を発信している。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

登録された売手／買手企業の受発注仲介（マッチング）を行う、食品食材のＢto

Ｂ市場サイト「フーズインフォマート」を運営している。全てのケースが、売手と

買手とのＮ対Ｎのオープン取引である。 

従来個別（クローズ）に行われていた食材取引を、売手／買手企業共にオープン

に行うことができる。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

主なサービスは、食材の売手／買手企業のマッチングサービスである。買手企業

は、当サービスへ入手したい商品を登録すれば、売手企業から的確なアプローチが

入り、また複数の取引先からセレクトできる。また売手企業にとっては、仲介者を

少なくすることも可能になり、従来の販売に比べ高い利益を得るメリットがある。 

取扱品目は食材が中心であり、他に食産業に関わる商品（厨房用品等）を取扱っ

ている。サイトの主な機能としては、マッチング機能、決済機能、フリーマーケッ

ト、ニュース検索機能を提供している。なお、サービスの利用には会員登録（有料）

が必要である。 

マッチングを行うページは、売手企業による商品カタログページと買手企業によ

る調達カタログページとの２種類で構成されている。フリーマーケットは、同社が

売手となり利用者（買手／売手両方）の在庫商品を匿名で取引するサービスである。

また、食品売買に必要となる情報を掲載している。 

決済サービスは、複数の金融機関との提携により提供している。 

また、10～20社を対象とした当サイトの「使い方セミナー」を、全国の主要都市

において隔月で実施しており、更に買手企業を対象としたネット調達促進のための

コンサルティングを行っている。 
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③ ビジネスモデルの仕組み 

登録料を売手企業から 25,000 円／月、買手企業から 5,000円／月徴収している。

また決済代行手数料として売手企業から取引金額の 5％を徴収している。コンサルテ

ィングを行ったユーザーに対しては、無料で、簡便で安全・確実な決済サービスの

利用を促している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度はシステム更改や人員増強を行ったため大幅赤字となる。ただし、2002年

度からは黒字化を見込んでいる。 

 

④ サイトの現状 

2002年 2月現在、買手企業 2,500 社、売手企業 2,300 社が登録している。2001

年 1月までの新規登録は売買合わせて 150～250 社／月ペースであったが、現在は

300 社／月の登録がある。これは知名度や信用度の向上による自然増と見ている。

また、ユーザー登録は年間契約であるが、継続率は約 65％である。 

登録企業のうち、約半分はほぼ毎日アクセスしている。取引件数は売手／買手企

業が直接行っているためカウントできない。また取扱単価及び量は、買手企業の規

模により様々である。 

フーズインフォマート
（株式会社インフォマート）

会員費
売手情報
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

買手企業

決済代行
手数料（売り手
企業から）

売手企業

商品ｶﾀﾛｸﾞ登録
受注通知等

買手情報
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

配達及び決済（企業間で行う）

金融機関

調達ｶﾀﾛｸﾞ登録
発注依頼等

相互リンク

※決済は事業者間と決済サービスの利用と２ケースがある

会員費

他サイト
（日本ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ等）
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(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

取扱う商品が増加しているため、ユーザーが求める商品をより速く参照できるよ

う工夫している（キーワード検索、地域検索、商品分類の細分化、業種検索、生産

時期検索等）。農産物・穀物のカレンダー検索やレシピ等から食材を検索するサー

ビス等、ユーザーニーズに対応した機能拡張も行っている。 

また、フリーマーケットでの取扱商品に対し、厳しい審査を行い充分に低価格で

ある商品を掲載しているため、殆どの取引は成立し、即完売する場合もある。 

食品売買に必要となる情報は、サービスに関する付加価値として他社との提携に

より提供しており、経済ニュース、海外フードニュース、市況概況をリアルタイム

で掲載している。 

2002 年 1 月、食産業に関わる食材以外の商品やサービスを取扱うコーナー

「MATERIAL Info Mart」を立上げた。 

 

② 顧客対応 

食材を取扱っている事業者に限定しており、適切かつ優良な利用者の参加を促す

ために、登録時の審査により参加を断るケースもある。 

また、ユーザーサイドへのメリット遡及のためにセミナーやコンサルティングに

注力しており、サービスの問合せ窓口としてカスタマーセンターを設置している。

電話やセミナー、そして１日に 20～30社から届くメール等から、ユーザーニーズを

吸収している。 

設立当初のユーザー開拓においては、ＦＡＸ等でオープンに行い、レスポンスの

あった企業に対してのみ営業を行った。現在の営業活動も電話が中心であり、外食

産業や量販店を主な対象として行っている。基本的にはサイトを利用したいという

やる気のある企業にセールスを行っている。営業においては、単なるＥＣのメリッ

ト（後記③「システムや体制上の工夫」を参照）についての説明だけではなく、当

サイトならではの利用方法・メリットを強調している。 

なお、一般メディア（新聞等）を用いた宣伝も、認知度を高める目的で当初行っ

ていたが、その目的もある程度達成してきたため、現在は行っていない。 
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③ システムや体制上の工夫 

直接営業員 15名、コンサルタント 8～9名、カスタマーセンター9名、システム

開発要員 6名で対応している。 

食材のニーズは買手企業によって異なるため、マッチングにおける取引は直接企

業間で行うようにし、同社による品質の保証は行わない。取引における品質確認で

は、売手企業が買手企業へサンプルを送ることが一般的となっている。ただし、フ

リーマーケットにおいては即取引が要求されることもあるため、同社で商品の品質

審査を行っている。 

リアルにもバーチャルにもそれぞれ長所と短所があり、組合せることでよりよい

事業が展開できる。リアル（市場等）では実物を手に取って確認できるし、また商

品の認定情報等も容易に得られるが、生産現場の状況等、更に必要な情報をより多

く取扱うことができる点においてはバーチャルの方が優れている。また、バーチャ

ルの場合、安全性等に関する詳細な情報も参照でき、遠隔地の生鮮素材の入手も可

能である。 

システム面では、ニーズがあれば 2～3ヶ月以内に対応できるよう、素早い開発を

心がけている。ただし、一定の機能を持ったシステムの構築はどこも同じと考えて

おり、技術的な差別化や工夫は行っていない。 

今年度、約 1億円を投資してシステムの全面更改を行った。これは、利用者の増

加によりシステムの動きが鈍くなったためと、今後 1 万社が対応できるシステムに

するためである。特に処理系のシステム開発に最も多く投資した。 

なお、大きな投資が必要となるため社内ネットワークは整備していない。 

 

④ 他社との連携分野 

A. サービスアイテム拡充目的での提携 

ニュース配信を行うためにエヌ・エヌ・エー（海外の経済情報紙を発行）及び日

本経済新聞社と、またサービスの確立化のために日本フードサービス協会等と提携

している。また、決済サービスを提供するために複数の金融機関と提携している。 

 

B. 集客目的での提携 

ユーザー開拓のために、有線ブロードネットワークス等と提携している。 
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(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

一番の強みは営業力であり、リアルでの集客努力をしているかどうかが他のサイ

トと決定的な違いであると同社では考えている。 

サイトオープン時にはごく簡単な機能のみを提供し、ユーザーレベルに合わせて

徐々にレベルアップさせるなど、ユーザーの状態やニーズに対応してきたことも成

功要因の一つである。また、セミナーやコンサルティング等、ユーザーが利用し易

いようにサポート体制を整備している。 

 

② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

従来、買手企業は食材調達において卸等を利用してきたが、要求通りの商品を仕

入れ難かった。調達先の新規開拓は１つ当りのロットが小さいため難しく、また食

材生産者が自ら遠隔地まで営業を行うことは困難という現状があった。 

同社社長はこれら食品業界の現状を当時の知人（現相談役である大手デパート及

び大手アパレルの元取締役）から聞き、ビジネスチャンスと捉えて同社を設立した

が、社長をはじめ創業者にとって全く新規分野であった。ちょうど注目されていた

インターネットを利用したとはいえ、最初からＥＣ事業の立上げを検討していたわ

けではない。 

同社としては、当初中小の買手／売手企業の利用を想定していたが、実際には大

手買手企業→中小売手企業→中小買手企業→大手売手企業の順で登録してきた。特

に大手買手企業は、特定の問屋等との強い取引関係もあり、体質改善を行うべく地

域の食材提供者を見出すために登録してきた。 

結果として、ＥＣを活用した別分野からの参入により業界の変革を促したことに

なる。 

サイト開設後の変化としては、ＥＣ活用により取引先のオープン化の促進があり、

現状では買手企業の方が特に顕著である。情報化も促進されており、当サイトを利

用するために社内にＰＣを導入した企業もある。 

買手企業の参加目的も徐々に変化しており、参加当初は珍しい商品を、徐々に通

常仕入れている商品のうち生鮮食品を、次に加工製品を入手するために参加してく



371 

るようになっている。 

 

③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1998年 2月、（株）インフォマートを自社資本で設立、6月にサイト開設 

l 1998年 10月、三菱商事、三井物産、三和キャピタル、ICGジャパンが資本参加 

l 2001年 3月、参加企業が 3,000社を突破（有料会員サイトでは日本初） 

l 2000年 11月、コンサルティングを専門に行う事業部を設置 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

顧客獲得率の高いターゲットマーケティング、及びＥＣを利用した売り方／買い

方に関するリアルでの営業活動が最大の強みである。（前記 (4)②「顧客対応」、及

び③「システムや体制上の工夫」を参照） 

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

特に事業が軌道に乗るまでは、システムへの大きな投資をしないことを教訓とし

て挙げている。 

また、リアル取引の感覚がなければバーチャルでの事業は成功せず、同時にリア

ルでの地道な営業努力を行わなければ伸びないと考えている。 

 

⑥ 今後の方針／問題解決等 

12月にポータルサイトを立上げ、食以外の商品の取扱も開始する。 

今後は国内だけではなく、資本元である物産や商事の人脈を生かして海外食材の

購入も行っていきたい。ただし、海外への販売は代金回収にリスクが伴うため視野

に入れてない。 

なお、会員企業は 15,000社が最大と考えている。これは、実際にサービスを利用

する企業のみから、安定的な収入を得るためである。 
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(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

食以外の商品の取扱も開始するため、様々な業種と提携していければと考えてい

る。その他、独自で事業運営できる範囲は限られているため、必要があれば可能な

限り、特にＥＣ関連事業に実績のある企業と連携したいと考えている。 

 

② 複数の収益モデルの採用 

現在は本業に特化した収益モデルを採用しているが、同社のシステムをＡＳＰ化

し、中小企業の営業代行システムとして販売することを検討している。導入に当っ

てはコンサルティングも行う。ただし、広告等による収入は考えていない。 

マーケットプレイス等の収益モデルについて、サービスの保証なしに金銭徴収を

すべきではないと考えており、例えば取引成立による手数料収入は今後成立しない

と考えている。 

 

③ ブロードバンド等への対応 

生鮮食品のリアルタイム画像の掲載や配信を行うなど、将来的にはブロードバン

ドを利用してサービス向上を図りたいと考えている。また、現在は取引先の顔が見

えないため、売手／買手企業とのコミュニケーションツールとして、ブロードバン

ドを利用できればと考えている。 

 

④ 生活スタイルのＥＣ化への対応 

生活スタイルのＥＣ化もトレンドとしてはあると思うが、仮に対応するとユーザ

ーと競合することになるため、同社では考えていない。 

 

⑤ 物流／決済／認証サービスの利用 

2001年 11 月、コンサルタントを交え、物流サービスを再構築した。物流事業者

を 10社程度取込み、ユーザー企業の規模や取引量に応じた適切なサービス提供を可

能にした。なお、物流で解決すべき問題点は運送コストが中心であると考えている。 
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決済サービスは他社と提携により提供している。企業は月単位で決済を行うのが

通常であるため、すぐに金銭の移動が伴うエスクローサービスはＢtoＢに馴染まない

と考えている。 

伝票類の電子認証を行いたいと考えているが、まだ始まったばかりで、どの方向

性が確実なのかもう少し見極めたいと考えている。 

 

(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

食品業界のＥＣへの対応は、未だ旧来の商習慣から抜けきれないケースが多いた

めひどく遅れている。だが、食品食材は製造部品等と異なり、商品一つ一つに特徴

があり情報収集に苦労するため、ＥＣへ対応するメリットは大きい。広い視野での

事業展開に対する意識が業界全体で高まれば、自然にＥＣ化していくであろうと考

えている。 

 

② 競合他社におけるＥＣへの取組み状況 

事業において競合他社は意識していない。 

同社は有料会員制であり、サイトへの信頼も高く、会員も利用しなければという

意識をもつが、競合他社は無料サービスの提供であるため、実際利用されているか

どうか不明である。 
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6.1.3.2 アスクル・インターネットショップ 

(1) 概要  

調査項目 内     容 
サイト名 アスクルインターネットショップ 
ＵＲＬ http://www.askul.co.jp 
会社名 アスクル株式会社 
ＥＣサイト担当者名 小松 廣之 
担当者の電子メールアドレス info@askul.co.jp 
会社の住所 東京都江東区辰巳 3-10-1 
会社の電話番号 03-3522-8500 
会社の FAX番号 03-3522-8501 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 1997年 5月 
資本金 3,155百万円 
業種 各種小売業 
従業員数 161名 
ＥＣ専任要員数 7名（技術者除く） 
サイト開始年月 1997年 3月 
主な生産財／製品／サービス 飲料、電子機器（コンピュータ・通信機器・電子部品等）、事務用品

（オフィス家具、文具等） 
生産財／製品／サービスの取引単
価 

－ 円（平均） 100円（最低） 360,000円（最高） 
※Webページより推測 

物流サービス提供方法 宅急便（日通、佐川、その他）、その他個別契約をした配送業者 
主な決済方法 銀行及び郵便局による振込・口座引落し、法人カード 
アクセス状況 約 100 万 （ページビュー／日） 
平均客単価 － 
購買率 － 
Web のみで完結した成約割合 － 
販促方法 広告（雑誌等紙媒体）、店頭・営業所等で告知、自社媒体（カタログ、

チラシ）、その他リアルの営業活動（営業マン等）との連携 
顧客情報の利用方法 蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析）、配送管理、ダイレクト

マーケティング（ＤＭ・お知らせメール送付等）、会員サービス、アフタ
ーケアやクレーム処理、リコメンデーション・エンジン等のシステムを 
利用 

初期投資コスト － 
運用コスト － 
ＥＣ売上金額（平均月商） － 
ＥＣ事業の損益（月間） － 
損益状況（過去１年） やや黒字 
損益状況（今後１年の見込み） やや黒字 
全売上に対するＥＣの割合 約 30％弱 
ＥＣサイト設立の目的と効果 顧客満足度・ロイヤリティの向上：期待をはるかに上回る効果 
外注利用状況 販売活動、配送業務、代金回収、与信サービス、ホスティングサービ

ス（バーチャルドメイン） 
モバイルＥＣへの取組み 2000年より対応済み 

（＊）初回調査年月日：2001年 11月 5日、2002年 1月改訂 
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(2) 当事例のポイント 

企業の間接財販売における成功事例である。従前に保有していた資源やネットワー

クを基盤としたＥＣ事業展開により取扱品目やサービスを拡大させ、また内部プロセ

スの改善によるサービス向上にも成功している。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

主に中小企業を対象とした、オフィスに必要な文具・事務用品等のＥＣ販売サイ

ト「アスクルインターネットショップ」を運営している。顧客企業の従業員を対象

としたＢtoＣ（ＢtoＥ）事業も行っており、自宅への配送もオフィスと同様に行って

いる。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

取扱品目の内訳は、ＯＡ・ＰＣ用品 4割弱、その他の事務用品 3割、生活用品（お

茶、水、コーヒー等）2割である。ＯＡ・ＰＣ用品としては、ＭＯやインク、ペーパ

ー等のサプライ用品を主に取扱っている。通常の商品開発の一環として、オリジナ

ル商品も販売している。主に中小事業者を対象とした商品を揃えているが、大企業

向け商品でも大きく異ならない。 

ＥＣ独自の商品は取扱っておらず、単価も含め Web上に掲載された商品はカタロ

グ（紙）に記載されたものと同一である。カタログに記載している取扱品目は 13,000

弱あり、およそ 20のカテゴリーに分類している。 

また関連ＥＣサイトとして、書籍（約 3,000 タイトル）やＰＣソフト販売を行う

サイト「アスクルブックカフェ」、パソコンや周辺機器の購入からネットワーク環

境の構築までの様々なＰＣ関連サービスを提供する「アスクルパソコンショップ 

B2B MART」等の運営も行っている。 

その他のサービスとしては、社名ロゴ入りの封筒や名刺、印鑑等のオリジナル事

務用品作成サービス「スピードプリントセンター」、ビジネスマッチングサービス

「アスクルお仕事ネットワーク」等を提供している。 

Web上で決済機能は提供しておらず、銀行振込等全てリアルでの決済を提供して

いる。 
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なお、リアル事業でのサービスの提供フローは以下である。 

代理店が顧客の会員登録や申込受付を代行、アスクル自体は顧客企業に対しカタ

ログを年２回（3月／9月）、小冊子を毎月発行する。ＦＡＸまたはWebで注文を

受付け、商品を当日もしくは翌日配送する。料金の回収は、請求書をアスクルが顧

客企業へ郵送し、代理店が料金回収を代行する。 

 

③ ビジネスモデルの仕組み 

中小事業者のオフィスを主な対象として、全国の提携代理店を介した直接販売モ

デルを展開している。配送料は１回の注文に付き 300円徴収しているが、注文金額

の合計が 2,500円以上の場合、配送料を無料としている（一部商品を除く）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全社売上のうち、約 3割がＥＣ経由、残りはＦＡＸ経由である。この比率はどの

商品でも同様である。2001 年 5月決算では、全社売上 752 億円、ＥＣ売上約 200

億円であり、ＥＣ売上は前年（約 77億）に比べ約 2.5倍増加している。 

現時点の見通しとして、2005年の同社におけるＥＣ化率は 7割程度になるものと

考えている。 

購入履歴等
各種情報

ｱｽｸﾙ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｮｯﾌﾟ
（アスクル株式会社）
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モ
ー
ル
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用
料
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出荷・配達依頼

自社物流網または
物流事業者
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④ サイトの現状 

顧客の 99％が企業（ＢtoＢ）であり、登録数は 170万事業所に達している。ＰＣ

は殆どの中小事業者が保有しているものの、Web へ接続可能な事業者は今後増加し

ていく段階にある。 

ＥＣ事業と通販事業（ＦＡＸによる受注）の顧客当り単価は若干ＥＣ事業の方が

高めではあるが、業務処理を加えたコストを比較すると利益面では大差ない。これ

は、ＥＣ事業の場合、商品や納期の件等で問合せ頻度がより高くなる傾向があり、

１顧客当りのコミュニケーション・コストが増加するためである。 

 

(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

ＥＣ事業をリアルビジネスの延長と位置付けているため、事業におけるリアルと

バーチャルの棲分けは行っていない。相乗効果を狙うというよりは、顧客に対しリ

アルとバーチャル両方の窓口を用意することが必要不可欠と捉えている。 

ＥＣ事業では、リアルと連携した工夫を凝らしている。カタログ（紙）の商品は

全てデータベースへアップロードしているため、サイト上ではカタログに記載され

ているコード表から検索することができる。また月刊カタログ「アスクルワンダー

マート」においては、Web と連動したコミュニティマガジン「dreamers」や Web

コミュニティ「みんなの広場」で評判の高かった商品を掲載している。更に、カタ

ログに同梱して無償で配布している、ビジネスマナー集やパソコンツール等を収録

したＣＤ－ＲＯＭ（「行列のできる、ＣＤ－ＲＯＭ」）は、ＥＣサイトと連動して

おり、顧客はＣＤ－ＲＯＭの内容を立上げ Web ページにリンクしたボタンをクリッ

クするだけで最新内容に更新できるようになっている。 

一方ネット独自のサービスとして、下記のような機能・サービスを提供している。 

l 「MY ASKUL」：定期配送の指定をはじめ、予算管理（顧客の購買予算がオーバー

しそうになると警告する機能）やオリジナルロゴの登録、購買履歴のダウンロード等、

様々にカスタマイズ可能な顧客用ページ 

l 「アスクルＷサンクスプレゼント」：購入した金額に応じてキャッシュバックや賞品交換

を行うサービスにおいて、Webで購入した場合、通常の２倍のポイントを加算 

l 「オフィス便利帳」：社内メール、スケジュール管理機能や会議室予約等、オフィスの
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コミュニケーションをサポートするグループウェアサービス 

l 「コト検索」：オフィス用品の必要なシーンに合わせた検索機能 

 

② 顧客対応 

米ネットパーセプションズ社との提携により「リアルタイムリコメーデーション

エンジン」を導入し、顧客専用ページの表示、購買履歴の追跡・分析データによる

顧客に適した商品やサービスの提供を行っている。 

個人情報の保護に特に気を配っており、顧客データベースをスタンドアロンで整

備し、専任のセキュリティ担当者が管理している。 

また、顧客対応センターを設置し一日約 5,000 件届くユーザーの要望に対して迅

速に対応可能な体制を敷くなど、カスタマーサービスに注力している。 

その他、顧客ニーズを取込むための電話営業や代理店へのインタビュー等を実施

している。 

 

③ システムや体制上の工夫 

ビジネスにおける表面的な部分を模倣することは容易であるため、見え難い部分、

特に物流投資とシステム投資に力を入れている。 

インターネット受注システムは、日々増加する負荷に対応できるようアプリケー

ション・サーバー（14台）とデータベースサーバー（1台）のニ階層というシンプ

ルな構成を採用している。2～3年前まで同社で開発・運用を行っていたが、柔軟な

回線増強やセキュリティ管理のために、現在は IBMのハウジングサービスを利用し

ている。業務処理の高速化のため、同社データセンター内の主要システム間の回線

容量を 100Mbps に増強した（2001年 3月）。 

物流は特に品質管理という点で注力しており、配達員から提出されるクレーム報

告書を専任の担当者が受取り、一両日中に対応可能な体制を整えている。また投資

を行い、同社所有の物流網及び物流センターを見直すことにより、スピーディな返

品対応を実現した。 
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④ 他社との連携分野 

A. サービス提供目的での提携 

流通構造の効率化のために、代理店、メーカー、運送会社、情報システム開発及

び運用会社等と広く提携している。 

「アスクルパソコンショップ Ｂ２Ｂ ＭＡＲＴ」は、ＰＣ及びＰＣ周辺機器メ

ーカー等の商品提供会社や決済サポート会社、システムサポート会社、情報提供会

社等の協力により運営している。 

 

B. 集客目的での提携 

NTT データオフィスマートと業務提携し、同社のＥＣサービス「オーダーイッ

ト」（電子カタログを活用）に商品提供を行っている。 

また、パートナーシップ契約によりヤフーショッピングに参加している他、AOL

ジャパンの「ショッピングチャンネル」、プレオールの「Biz City」（ビジネス用

品取引のｅマーケットプレイス）へも参加している。 

 

(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

ＥＣ事業をリアルビジネスの延長と位置付け、従前に保有していた経営資源を生

かしたことである。それらの資源には、物流網・問合せ対応等の人的資源・紙カタ

ログ等が含まれる。 

インターネット販売によるメリットとして以下の５点を意識し、これらを最大限

に生かした様々なサービスを展開している。 

l 迅速な双方向コミュニケーション 

l 豊富な品揃え、商品・価格比較の容易さ、購入の容易さといった便利さ 

l 購入にかかる時間の削減 

l 業界のボーダレス化と24時間営業による流通業の新しいビジネスの創出 

l 販売コストの低減 
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② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

顧客ニーズに合わせ、品目やサービスの中身を改善し、それに対応する形で企業

構造も変革してきた。 

取扱品目の変化としては、もとは文具や事務用品のみであったが、需要に合わせ

て追加した。またニーズへの対応による変化の例としては、迅速さへの要求の高ま

りに応じた内部プロセスの短縮が挙げられ、具体的には、ＦＡＸと同じであったＥ

Ｃの注文締め時間を延長し、午前 11時にまでの注文の当日配送（東京 23区内･大阪

市内）を実現したこと等である。また、ユーザーの増加に応じて配送センターを増

設している。 

翌日配送から開始したが、現在は主要都市に対し実施している当日配送が一般的

になりつつある。 

 

③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1993年 3月、親会社のプラス社内でアスクル事業を開始 

※アスクル事業開始の経緯 

従来オフィス用品の発注は、大企業の場合購買部が行い納品事業者も決まっていた

が、中小企業の場合は窓口担当者が他の業務と兼務し、事業所周辺の代理店へ直

接足を運ぶしかなかった。代理店にとっても、各地に点在する中小事業者への営業

を行うことは現実問題として困難であった。 

1990年頃、親会社のプラスは国内の文具業界の総合メーカーとしてで第二位の業績

を得ていたが、卸を対象とした従来の事業展開ではシェアを拡大することはできない

と考え、上述の問題点に着目し、流通ピラミッドを見直し、オフィスへ直接販売するビ

ジネスモデルを考案・採用した。これが今日のアスクル事業の骨格となっている。 

l 1997年 3月、ＥＣによる受注を顧客の要望に応える形で開始 

l 1997年 5月、「アスクル株式会社」として分離独立 

l 1998年 9月、ＥＣの注文締め時間を延長、当日配送実現 
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④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

ＥＣのコミュニケーション・ツールを活用することにより、顧客とより緊密な関

係を築き、リピートオーダー（継続取引）を得ることができた。ＥＣはイニシャル・

コストがかかるものの、メール１通とＦＡＸ１通のコストを比較した場合、追加コ

ストを極めて小さく抑えることが可能である。 

なお、ＥＣ事業は顧客の要望に応える形で開始している。同社のＥＣへの取組み

は、米国では amazon.com 等が既に開始していたものの、国内では比較的早かった。  

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

事業を興す上で、ノウハウのない困難なことに挑戦しようとしても失敗すること

が多いと、同社は感じている。 

また、個人情報の取扱に対しては細心の注意を払うべきであり、そのためにもセ

キュリティ・ポリシーの充分な検討が極めて重要であると考えている。 

 

⑥ 今後の方針／問題解決等 

中小企業が情報共有し業務の重複や時間・コストのロスを削減できる標準的なプ

ラットフォームの構築を目指しており、それを実現するための準備を進めていく。

顧客の要望に沿って、可能な範囲から徐々に取組んでいく予定である。 

Webチャネルに特化した事業展開は予定していない。これは、商品の性格上 Web

を用いて検索するよりもカタログ（紙）を用いて一覧するニーズの方がまだ高いた

めであり、今後もカタログの発行／配布を継続する予定である。 

トナー交換時期にメールで知らせるなど、アウトバウンドサービスも将来的には

行いたいと考えているが、現在はまだそういったサービスに対し、ユーザーが違和

感を抱く場合もあり行っていない。 

その他これまで最も辛かった事態としては、前日比 10倍という急激なアクセス増

が挙げられる。 
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(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

物流その他の分野において、他社と提携している。 

図書館流通センター他 7社が共同運営するオンライン書店「ｂｋ１」（ブックワ

ン）設立への出資を行っている。また、ソフトバンク・イーコマース、インディゴ

との共同出資により、ＳＯＨＯ・中小企業を対象にしたインターネットの業務支援

サービス（ＡＳＰ）を行うスマートファーム（株）を設立した。 

また、日本アリバが設立した「電子購買コンソーシアム」に「サプライヤーコン

ソーシアム」の代表として参加し、国内の間接財ＢtoＢ取引標準モデルの提案に携わ

っている。 

同社では今後、事業展開に対し志を同じくする事業者とは連携していきたいと考

えている。特に、同社の最大の顧客資源である中小企業に対し、宣伝を行いたいと

考える事業者と連携したいと考えている。その場合、同社は情報発信の立場という

より、ユーザーニーズの受信代行としての立場をとりたいと考えている。 

 

② ブロードバンド等への対応 

モバイルへの対応は既に行っているが、インフラ等の動向から現時点では期待し

ていない。チャンスがあればキラーコンテンツ等の考案も含め力を入れていきたい。 

 

③ 物流／決済／認証サービスの利用 

物流／決済サービス共、一部をアウトソーシング中である。 

 

④ その他注目しているＥＣトレンドと対応 

顧客に安心して利用してもらうために、プライバシーマークの取得も視野に入れ

ている。 
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(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

同業界のＥＣは未だ根付いておらず、競争激化もしていないと感じている。国内

の中小企業は 600万事業者と言われ、同社会員は 170万事業者であるため、競合他

社の入る余地は充分にあると考えている。ただし、文具市場の規模には限界がある

ため、ＥＣ事業の伸びは今後停滞すると見ている。 

 

② 競合他社におけるＥＣへの取組み状況 

同様のビジネスモデルで競合している限りでは、他社の動向は気にならない。た

だし、新たなビジネスモデルでの競合事業者が登場すれば、脅威となるだろう。 

同系列会社であるビズネットは主に大企業顧客を対象としているが、注文があれ

ば事業規模に関わらず対応しており、棲分けは意識していない。 
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6.1.3.3 ON-LINE 激安問屋 

(1) 概要  

調査項目 内     容 
サイト名 ON-LINE 激安問屋 
ＵＲＬ http://www.raccoon.ne.jp 
会社名 株式会社ラクーン 
ＥＣサイト担当者名 渡邊りん  
担当者の電子メールアドレス lin@raccoon.ne.jp 
会社の住所 東京都中央区日本橋箱崎町 27-9 ｳﾞｪﾗﾊｲﾂ日本橋箱崎ﾋﾞﾙ 1～3F 
会社の電話番号 03-5652-1692 
会社の FAX番号 03-5652-1682 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 1995年 9月 
資本金 460百万円（含準備金） 
業種 各種卸売業 
従業員数 58名 
ＥＣ専任要員数 58名 
サイト開始年月 1998年 8月 
主な生産財／製品／サービス 繊維・アパレル製品、その他製品 
生産財／製品／サービスの取引単
価 

－ 円（平均） 10円（最低） 500,000 円（最高） 

物流サービス提供方法 宅配便（佐川） 
主な決済方法 代金引換（物流事業者等の代引サービス） 
アクセス状況 90万 （ページビュー／月） 
平均客単価 － 
購買率 － 
Web のみで完結した成約割合 100％ 
販促方法 広告（ＰＣネット上）、その他（口コミ） 
顧客情報の利用方法 蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析） 
初期投資コスト － 
運用コスト － 
ＥＣ売上金額（平均月商） － 
ＥＣ事業の損益（月間） － 
損益状況（過去１年） やや赤字 
損益状況（今後１年の見込み） やや赤字 
全売上に対するＥＣの割合 100％ 
ＥＣサイト設立の目的と効果 ビジネスモデルの刷新・変革：期待以上の効果 
外注利用状況 配送業務、代金回収、ホスティングサービス（バーチャルドメイン） 
モバイルＥＣへの取組み 2000年より対応済み 

（＊）初回調査年月日：2001年 11月 6日、2002年 1月改訂 
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(2) 当事例のポイント 

インターネットの無地域性・オープン性を活用した、過剰在庫マーケットプレイス

の成功事例である。リアルの事業や商流を意識し、取扱う商品や提供サービスの質を

維持するための様々な工夫を凝らしている点に特徴がある。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

国内最大級の過剰在庫マーケットプレイス「オンライン激安問屋」を運営してい

る。在庫を販売したい企業と商品を安く仕入れたい小売業者の商品マッチングサー

ビスを提供しており、ブランドイメージ保持のために売手企業を匿名にすると共に、

商品を同社倉庫で検品することで不良品出荷を最小限に抑えている。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

取扱品目の内訳は、アパレル 5割、雑貨 4割、家電 1割である。雑貨の中にはア

ウトドア、携帯ストラップ、キャラクターグッズ、アクセサリー等も含まれる。 

サイトには総額にして常時（小売価格換算で）30億円相当の商品を紹介しており、

その中には 1／10程度の価格で掲載しているものもある。１日に50～100、多くて

200 の商品を新規に追加している。オークションの新商品は１日およそ 50～100で

ある。 

売手企業の在庫はたいてい多量であるため、買手が購入し易い単位に同社内で小

分けし、また検品した商品に対し匿名性を保つために詰替えパッキングを行ってい

る。パッケージへの詰替えや梱包作業だけならば各売手企業でも対応可能だが、多

くの買手企業に打診するのは容易ではない。 

決済は物流事業者との提携により提供している。 

 

③ ビジネスモデルの仕組み 

買手が決定すれば、受発注型の場合は販売料金の 30～40％、消化仕入型の場合は

30～50％を売手企業から徴収する。徴収料金は検品の手間により変化する。徴収料

金には検品・小口化・パッケージ化コスト、決済・発送コストが含まれており、残

りが同社のマージンとなる。なお、入会金や月会費は徴収していない。 



386 

サイトでの取扱額や売上金額は公開していない。また、本年度内に単月黒字が実

現できればよいと考えている。 

 

④ サイトの現状 

ＥＣサイトは大きく通常販売用コーナーとオークション用コーナーで構成されて

おり、通常販売商品の消化率（掲載商品に対する販売比率）は 50～60％、オークシ

ョンコーナーの消化率は100％である。 

売手企業 560社、買手企業 13,500社が登録（ 2002年 1月 30日現在）しており、

買手のうちおよそ半分が実際に購入していると見られる。買手企業には、開業して

日の浅い（１年未満）、地方（東京 15％）の小規模事業者が多い。従業員数の多い

企業は、意思決定が遅くなるため参加が少ないと見ている。また、売手企業には上

場企業（同販売子会社を含む）も参加しており、数としては少ないが販売金額は大

きい。 

アクセス数はおよそ 30,000ＰＶ／日である。サイトをこまめにチェックする利用

者が多いものの、若干夜間のアクセスが多い。これは、特に自営業者等が業務終了

後に利用することが多いためと見ている。 

※は受発注型の場合のみ 
（(4)①「特徴的なサービス」を参照） 

ON-LINE 激安問屋
（株式会社ラクーン）

商品情報等

物流事業者

買手企業 売手企業

在庫
情報※

発注
情報※

商品検索
発注

配達

配
達
依
頼

商品代金

納品

商品代金（代引）

商
品
代
金

取引手数料
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(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

取引形式としては「受発注型」と「消化仕入型」の２つを提供している。 

「受発注型」とは買手企業から受注した後に商品を売手企業へ発注するモデルで

あり、「消化仕入型」とは商品を予め同社で預かってから販売を開始するモデルで

ある。消化仕入型で期日までに売れなかった商品に関しては、時間制限（24時間）

オークションを実施している。 

「受発注型」 「消化仕入型」 

① 売手企業から在庫情報のみを受取 

② 在庫情報を匿名化・小口化 

③ Web で買手企業に情報発信 

④ 買手企業から商品受注 

⑤ 同社から売手企業へ商品発注 

⑥ 売手企業から商品受取 

⑦ 検品、匿名化、小口化、梱包 

⑧ 同社から売手企業へ商品代金支払 

⑨ 買手企業へ商品発送 

⑩ 買手企業から同社へ商品代金支払 

（手数料を上乗せした代金） 

① 売手企業から商品受取 

② 検品、匿名化、小口化、梱包 

③ 商品情報を匿名化 

④ Webで買手企業に情報発信 

⑤ 買手企業から商品発注 

⑥ 買手企業から同社へ商品代金支払 

⑦ 買手企業へ商品発送 

⑧ 同社から売手企業へ商品代金支払 

（手数料を差引いた代金） 

⑨ 売残り商品のオークション（④へ） 

 

 

サイト上では、商品を撮影・加工してサイトに掲載しており、商品の画像または

テキストのみ／両方表示の切替機能を提供している。また商品カテゴリーによる絞

込み検索機能を提供している。 

新商品情報はメールで自動的に配信している（ＰＣ、モバイル）。ＦＡＸ等によ

る情報発信は行っていない。 

不良品は全品返品可能としている。返品率は 1％強である。 

同社内部ではＥＣ事業者というより一般の問屋であると認識されているが、在庫

を持たない点、また買叩きを行わない点で、リアルの問屋と異なっている。 
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② 顧客対応 

買手企業に対しては、代引決済を行っており事実上決済リスクがないため、特別

な本人確認は行っていない（ただし、対象は小売店のみとしている）。一方売手企

業に対しては、商品サンプルを確認する必要があるため、登録時に同社／相手先ど

ちらかで実際に会合する。なお、会員の登録期限は設定していない。 

問合せの受付はメールが主で、2名で対応している。 

営業スタッフ 10名は、主に主要都市のメーカー等を対象とした売手企業開拓を行

っている。買手企業の開拓は特に行っておらず、殆どが口コミ又は各種媒体での紹

介による。 

 

③ システムや体制上の工夫 

取扱商品の質を保証するために、不良品・中古品・倒産品は取扱っていない。ま

た、同一顧客に継続的に利用してもらうために取扱商品のジャンルを絞っており、

例えば一時食品等の取扱も行っていたが、意図的に中止した。 

パッキング作業等を行うための倉庫を所持しており、取扱量の増加に対応し複数

増設していたが、場所によって検品基準が異なるなどの問題もあり、2001 年 11月

末に事務所と同時に新社屋へ一元化した。また、消化仕入型の場合同社は在庫リス

クを抱えることになるが、売手から商品を購入してはおらず、検品のために引受け

ているに過ぎない。 

Webページは、ユーザーに抵抗なく利用してもらえるよう可能な限りシンプルに

構成している。 

エクソダスコミュニケーションズのハウジングサービスを利用しており、システ

ムの開発・運用は同社で行っている。システムは特に時間をかけて作りこんでおり、

これまで大規模なシステムダウン等の問題が生じたことはない。 

 

④ 他社との連携分野 

A. サービスアイテム拡充目的での提携 

物流及び決済サービスで佐川急便を利用している。決済は佐川急便のｅコレクト

サービス（現金またはクレジットカードによる代金引換サービス）を利用している。 
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B. 特にシステム結合による提携 

同社内システムを物流事業者と結合しており、全ての情報を共有している。 

リンクを同社と親密な企業へ張っているものの、広告収入は得ていない。 

 

(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

ＥＣを特別な事業と捉えず、いかに既存の商流に乗せるかに注力している点であ

る。また、業務プロセスがシンプルである点や、業務の範囲を絞り、取引頻度を高

めている点も成功要因と捉えている。 

 

② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

創業当初は在庫取扱事業を行っていなかったため、結果として業態を変革したこ

とになる。（後記③「過去の主な経緯」を参照） 

業務プロセスの面では、当初受発注型のみを採用していたが、買手企業からの発

注から発送まで約 1 週間を要したため、先に検品を行う消化仕入型を開始し、時間

を短縮した。 

利用者の変化としては、認知度の向上に伴い、売手として徐々に大手企業が参加

するようになった点が挙げられる。 

その他、社外関係や取引形態等に大きな変化はない。 

 

③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1993年 9月、社長他数名で対中国貿易商社を創業（1995年に法人化） 

1997年、資本金 7,000万円に対し2,000 万円相当の在庫を抱えたため、知人全員

に在庫リストをＦＡＸで送ったところ、意外にも捌くことができた。更にＦＡＸ受信者から

リストへの在庫品掲載許可を求める声もあった。そこで、ＦＡＸによる在庫の流通事業

をビジネスチャンスと捉えた。 
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l 1998年春、過剰在庫の転売業務を開始 

取扱商品が増えるほどＦＡＸ通信コストがかさみ、また送信量や回線状況によっては

深夜にＦＡＸが届く場合もあったため、電子メールによる送信に切替えた。電子メール

はコストや到達時間の面でＦＡＸよりも優れていたが、画像の送信には不適であった。 

l 1998年 8月、インターネットで「オンライン激安問屋」を開設 

l 2000年 4月、資本金1億 2,000万円に増資 

l 2000年 12月、資本金 4億 6,000万円に増資 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

サイトの機能や取扱品目等に関し、適切な選択と集中を行うことに配慮している。

また、売手企業の一括紹介や、物流・決済サービスの一元的な提供が功を奏した。 

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

ＥＣサイトでは、取扱品目や営業活動等の面で、リアルでは一般的に行わないこ

とを自然に実施してしまうことがある。ＥＣを特別な事業として意識しないことが

大切であると同社は考えている。 

ＥＣサイトにおいては、本当に必要な品目及び機能を最小限に提供すること（選

択と集中）が大切であると考えている。 

 

⑥ 今後の方針／問題解決等 

家電の取扱は縮小する方向にある。これは、品番のみで容易に流通する家電は、

小売店で「見て触って買う」よりもメーカー直販へと今後推移すると見られるため

である。取扱商品の拡大への要望もあるため、2002年 2月より新商品を取扱う予定

である。 

なお、リバースオークションサービスを一時提供していたが、ユーザーが利用し

ないため中止した。 

今後は、売手と買手の仲介に留まらず、情報／モノの円滑な流通モデルを構築し

たいと考えている。特に、ＳＣＭ等と絡めた事業者の在庫をなくすビジネスの展開

を検討している。ただし、メーカーまで取込むつもりはない。 
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(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

商流における不可欠な要素としての物流事業者との連携以外は、全て自前で行っ

ている。メーカー→問屋・商社→小売店という商流の中で、決済や物流等の要素を

どの事業者が提供するか、また協力して行うかによって、様々な業務提携形態があ

りうる。 

 

② 複数の収益モデルの採用 

収益モデルは一種類であり、広告収入等は得ていない。 

 

③ ブロードバンド等への対応 

ブロードバンドへの対応は特に行っていない。モバイルでも同社の取引に参入可

能としているが、あまり使われていないのが現状である。 

 

④ 物流／決済／認証サービスの利用 

物流はユーザーとの唯一の直接的な接点であるため、ＣＳ向上のために、多少コ

ストがかかっても委託先や取引条件等を見直していきたいと考えている。物流の質

とは、正確さやトラブル時のドライバーの対応である。 

 

(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

業界や競合他社は意識しておらず、棲分けも行っていない。 
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6.1.3.4 Tr@Box 

(1) 概要 

調査項目 内     容 
サイト名 Tr@Box 
ＵＲＬ http://trabox.com  
会社名 トラボックス株式会社 
ＥＣサイト担当者名 福島孝夫 
担当者の電子メールアドレス fukushima@trabox.co.jp 
会社の住所 東京都文京区根津 1-16-10 
会社の電話番号 03-5834-1215 
会社の FAX番号 03-5834-1216 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 2000年 3月 
資本金 49百万円 
業種 運輸・旅行サービス 
従業員数 10名（アルバイト含む） 
ＥＣ専任要員数 4名 
サイト開始年月 1999年 11月 
主な生産財／製品／サービス 運輸・旅行サービス 
生産財／製品／サービスの取引単
価 

－ 

物流サービス提供方法 － 
主な決済方法 その他（電話課金） 
アクセス状況 26万 （ページビュー／月） 
平均客単価 － 
購買率 － 
Web のみで完結した成約割合 － 
販促方法 － 
顧客情報の利用方法 蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析）、ダイレクトマーケティン

グ（ＤＭ・お知らせメール送付等）、会員サービス 
初期投資コスト － 
運用コスト － 
ＥＣ売上金額（平均月商） － 
ＥＣ事業の損益（月間） － 
損益状況（過去１年） やや赤字 
損益状況（今後１年の見込み） やや黒字 
全売上に対するＥＣの割合 80％以上  
ＥＣサイト設立の目的と効果 ビジネスモデルの刷新・変革：どちらとも言えない 
外注利用状況 代金回収、与信サービス、サーバーハウジング 
モバイルＥＣへの取組み 1999年より対応済み 

（＊）調査年月日：2001年 11月 6日 
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(2) 当事例のポイント 

ＥＣの活用によって積極的に従来の物流事業者における商習慣の変革に挑み、業界

に新たな市場を切開いた先進事例である。経営者がリアルの物流業界の出身者である

ため、ＥＣ専業事業者でありながら利用者と同じ視点に立ってサービスを提供してい

る点に特徴がある。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

主として中小トラック運送事業者向けの求荷・求車情報提供サイト「Tr@Box ト

ラボックス」を運営している。 

荷主企業と、復路を空車で戻ることを避けたい運送業者に対し、Web／電子メー

ル／モバイルを活用し情報を提供している。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

求荷・求車情報の提供を中心に、物流事業者を対象とした以下のサービスを提供

している。 

l 決済サービス（荷主／物流事業者共にサービスの利用登録が必要） 

l 電子モール「トラ商店街」（自動車部品等の運送業関連資材を販売） 

l 求人情報提供 

l ＡＳＰサービス（求荷・求車システムのレンタル） 

l バナー広告（Webページまたはメールマガジン） 

l 会員向ホームページ製作・運用「TraPackトラパック」 

 

③ ビジネスモデルの仕組み 

以下の5種類から収益を得ており、現在のところ広告収入が 8割弱を占めている。 

l 決済サービス：手数料は配送運賃の 7％で、うち同社の利益は 1％未満、他は荷物

保険料 

l ＡＳＰサービス：月 5万円（6ヶ月契約）、カスタマイズを行った場合月10万円 

l バナー広告：掲載料月 5万円（3ヶ月以上契約） 

l ホームページ製作・運用サービス：初期費用 3万円、月額9,800円 
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l 詳細情報提供：従量制：1 情報に付き 30 円（一月 6､000 円上限）、固定制：月額

3,000円 

求荷・求車先の詳細情報提供はこれまで無料で行っていたが、サービスの継続を

第一とし、2001年 11月より有料化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報提供の有料化に向け、およそ1ヶ月間利用者に対しヒアリングを行った結果、

日常的に利用している人も少なくなかったため、概ね数 100 万円前後の売上を見込

んでいる。 

Web上での決済を未だ不安に感じる利用者も少なくないため、決済サービスでは

充分な収益を得るまでに至っていない。 

 

④ サイトの現状 

アクセス数は月間 26万ＰＶ、1日当り 8,000ＰＶ強である。 

ﾓｰﾙ出店料

Tr@Box
（トラボックス株式会社）

求車
情報

買手企業
（荷主企業）

決済代行
手数料（売手
企業から）

売手企業
（運送業者）

求荷
情報

運送サービス提供及び利用料支払（企業間で行う）

金融機関
（アイフル）

※決済は事業者間と決済サービスの利用と２ケースがある
※※詳細情報料の徴収は2001年11月より開始

詳細情報料
※※

詳細情報料
※※

広告主
広告

広告料

ﾓｰﾙ出店者物流事業者等

ＢtoＢ事業者等

ＡＳＰ
サービス

ＡＳＰ利用料

ｻｰﾋﾞｽ
利用料

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ製作・
運用ｻｰﾋﾞｽ

広告付
ﾒｰﾙ等

広告付
ﾒｰﾙ等
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全国の中小トラック事業者 5万社に対し、同社の運送業者の会員数は 2,199社で

ある（2001 年 11月現在）。当サイトの利用者は事務所の求車係である場合が多く、

朝 8時頃に情報登録の頻度が高くなる。 

荷主企業は、エヌシーネットワークの会員（後述の(4)④「他社との連携分野」を

参照）を除くと約 400社であり、急な荷物を安く運びたい（物流コストを削減した

い）場合に利用していると見込まれる。荷主には大手企業も含まれており、従来荷

物の仲介を行っていた物流ブローカーが利用するケースも多い。 

求荷・求車情報の登録数は１週間でおよそ1,200～1,400件である。大多数が直接

的な社間取引であるため、荷主－運送事業者間の成約率は把握していない。同社が

実施したアンケートによると、約 3割が成約しているようだ。 

ＡＳＰサービスは、全国約 700の貨物輸送協同組合にも地域毎にカスタマイズし

て提供している。組合内のコミュニティツールとしての利用が多い。 

 

(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

決済サービスを安心して利用してもらうために、荷主企業には荷物保険及び運送

業者には運賃保証を付加している。 

トップページにリアルタイムの求荷・求車情報数を表示し、ワンクリックでリス

トを表示する。求荷・求車情報リストにはソート機能を具備している。 

同じくトップページに、運送事業に関連するニュースや話題を掲載している。 

 

② 顧客対応 

ノーマル、ゴールド、プラチナ会員という３段階の会員制を採用している（申請

ベース）。 

l ノーマル会員：相手先企業の詳細情報の参照が不可（サービス利用初期段階） 

l ゴールド会員：詳細情報の参照が可能 

l プラチナ会員：決済サービスが利用可能。会員登録時に審査を実施 

電話での問合せは対応しきれないため、Web上の問合せフォームを用い、4名で

対応している。決済上のトラブル等でクレームを受けたことはあるが、可能な限り

当事者間での折衝を促している。 
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また、協同組合が主催する講座等で使い方セミナーを実施している。 

業界新聞に広告を掲載したこともあるが現在は行っておらず、実際には会員から

の紹介や、新聞記事等を見て利用してもらう場合が多いものと推測している。 

利用者の開拓は、今後も直接的な営業活動や使い方セミナー等で地道に行ってい

く予定である。 

 

③ システムや体制上の工夫 

開設当時、同様の求荷・求車サイトが様々な業種から立ち上がったが、システム

重視で構築しているサイトが多かった。同社は情報発信を優先的に考え、単純なメ

ールシステムでの配信から開始した。 

サイト構築においては、簡易に利用できるよう操作性に特に配慮し、また利用者

の操作習熟度に沿う形で、掲示板型（価格打込）、エントリー／成約型（成約はオ

フライン）、そして現在の決済サービスを含む形へと改良してきた。なお、システ

ムは同社の趣旨に賛同する東京大学大学院生の協力によって構築した。 

エクソダスコミュニケーションズのハウジングサービスを利用しており、システ

ムの開発・運用は同社で行っている。その他、全てオープンな取引が行われるよう

心がけている。 

 

④ 他社との連携分野 

A. サービスアイテム拡充目的での提携 

決済サービスの提供面ではアイフルと、決済サービスに付加する荷物保険の提供

面では三井住友海上と提携している。決済サービス委託先の選定においては、可能

な限り多くの顧客企業が利用可能な点を重視した。なお決済サービスは、利用者か

らの要望により開始した。 

また、セキュリティ保持のために日本ベリサインと提携している。 

詳細情報提供は電話課金制であるため、NTT 東・西と業務提携している。 
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B. 集客目的での提携 

荷主企業として、中小製造業者の情報化支援等を行うエヌシーネットワークと提

携している。エヌシーネットワーク会員は約 1万人であり、同社サービス利用に際

しての会員登録は不要としている。 

 

C.特にシステム結合による提携 

エヌシーネットワーク、及びＡＳＰサービスの利用顧客であるスマートオンライ

ン（鋼材ＥＣサイト）とシステム的に結合している。 

利用者が使い易いように同業サイトへリンクを張っているが、広告収入は徴収し

ていない。 

 

(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

極力無料、または安価にサービスを利用してもらえるよう心がけている点と捉え

ている。また、システム投資コストを極めて低く抑えることができたことも大きい。 

 

② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

中小運送業者であった社長と副社長が、大手－中小間格差のある運送業界の改革

を目指し、事業を開始した。当初は携帯電話やＦＡＸを用いた情報を発信していた

が、発信可能な範囲が周辺に限定されるため、Web上での情報提供に切替えた。 

従来、運送業者の荷物受注数は所有するトラックの重量が上限であったが、同社

サービスは物流事業者も自ら荷主となることが可能なため、過剰受注を受けても対

応可能となった。その結果、倍近い売上をあげた事業者の例もある。 

また、バブル期に比べ運送業者の帰り便の運賃を確保することが難しくなり、多

少安くても荷を積みたいというニーズがあった。同社のサービスを利用することに

より、帰り便の運送を約9割確保した企業例もある。もっとも、Web上での求荷・

求車サービスは既に輸送組合等で行われていたが、利用を組合員に限定した閉鎖的

なものだった。 

同社サービスの普及により、物流ブローカーは危機感を感じている。 
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③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1999年夏、携帯電話やＦＡＸによる情報発信開始 

l 1999年 11月、ＥＣサイト「Tr@Box」開設 

l 2001年 11月、提供情報を一部有料化 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

本当に必要なサービスを、利用者の立場に立って考え提供している。同社はＥＣ

専業事業者ではあるが、意識の上では物流業者であると考えている。 

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

形や体裁よりも、まず内容から作らなければ成功しない。言い換えれば、システ

ム自体がよくても、利用者にとって必要かつ使い易いものでなければ意味がないと

考えている。 

 

⑥ 今後の方針／問題解決等 

ＩＴの活用により、情報の量や質、従来の商習慣を変えていきたいと考えている。 

システムは、利用者のニーズや実情に対応し随時変更していくつもりである。一

例としては、運送希望の荷物を登録すると自動的に空車情報が表示されるようなシ

ステムができればと考えている。またＡＳＰサービスは、運行管理やＧＰＳを用い

た位置情報管理等、更に拡充の余地がある。 

日本ローカルネットワークシステム組合連合会が運営する「ローカルネット」の

ように、もっと日常的に使ってもらえるサービスにできればと考えている。特に荷

主企業に常時利用してもらえることが理想である。特に大企業に更に頻繁に利用し

てもらいたいが、そのためには輸送品質等を更に上げる必要がある。当面は中小運

送業者の営業ツール／ＩＴ支援サービスとして仲介業に専念し、会員企業が固まっ

てきた段階でその資産をアピールできればと考えている。 

事業運営面では、ＡＳＰサービスは提供可能な顧客数に限度があるため、可能な

らば決済サービスによる収入を事業の柱としたいと考えている。ローカルネットの

決済手数料は 5％であるため、同社の荷物保険を含む 7％の手数料水準を、保険会社

等との交渉により 5％に近付けたいと考えている。 
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最大の課題は需給のバランスにある。一時引越サービスを提供していたが、需給

バランスが悪く中止した経緯がある。 

 

 

(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

決済、セキュリティ面での提携の他、集客目的での提携も行っている。 

システム的な接続やアライアンス等を、今後拡充していきたい。 

 

② 複数の収益モデルの採用 

有料情報提供、決済手数料、ＡＳＰ利用料及びホームページ製作・運用費の徴収、

及び広告収入を得ている。 

 

③ 物流／決済／認証サービスの利用 

決済サービスをアウトソーシングしている。取引関連文書等の作成サービスは行

っていない。 

 

(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

同様のサービスとして、ローカルネット、全日本トラック協会の開発した「ネッ

トワーク KIT（Kyodo Information of Transport）」、三井物産等の大手商社３社が

設立した「ロジリンクジャパン」等がある。 

中小運送業者（事業主が運転手を兼ねる場合も多数）の携帯電話普及率は高く、

車の中から情報を発信している場合も多い。当業界にＩＴを普及させ、活性化させ

たいと考えている。 

 

② 競合他社におけるＥＣへの取組み状況 

同社と同様のサービスを提供するサイトは多くあるが、その内 9 割は、地域への

特化を含め利用可能な会員を限定している。例えばローカルネットは、組合間での

みしか利用できず、また東京－東海－関西地方に特化（8割）している。 
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6.1.3.5 INWF【インファ】 

(1) 概要  

調査項目 内     容 
サイト名 INWF【インファ】 
ＵＲＬ http://www.inwf.net 
会社名 株式会社ニーツ 
ＥＣサイト担当者名 松原 治雄 
担当者の電子メールアドレス hal@neats.co.jp 
会社の住所 大阪市中央区島之内 1-21-19 協和島之内ビル 6F 
会社の電話番号 06-4704-4620 
会社の FAX番号 06-4704-4630 
運営主体（法人／個人） 法人 
会社設立年月 1999年 2月 
資本金 781百万円 
業種 情報サービス（情報提供・ＩＴコンサル・ソフトウェア・ＡＳＰ等） 
従業員数 25名 
ＥＣ専任要員数 15名 
サイト開始年月 1999年 11月 
主な生産財／製品／サービス 情報サービス（情報提供・ＩＴコンサル・ソフトウェア・ＡＳＰ等） 
生産財／製品／サービスの取引単
価 

30,000円（平均） － 円（最低） － 円（最高） なお、年会費として 

物流サービス提供方法 オンラインのみで完結 
主な決済方法 銀行及び郵便局による振込・口座引落し、法人カード 
アクセス状況 5万 （ページビュー／月） 
平均客単価 30,000円／回 
購買率 － 
Web のみで完結した成約割合 － 
販促方法 広告（ＰＣネット上、雑誌等紙媒体）、サーチエンジン登録、その他リア

ルの営業活動（営業マン等）との連携 
顧客情報の利用方法 蓄積・分析（購買履歴も含む蓄積とその分析）、会員サービス 
初期投資コスト 200百万円 
運用コスト 250百万円／年 なお、システム運用費として（更改費用含む） 
ＥＣ売上金額（平均月商） 2百万円／月 
ＥＣ事業の損益（月間） －30百万円／月 
損益状況（過去１年） 赤字 
損益状況（今後１年の見込み） とんとん 
全売上に対するＥＣの割合 ７0～80％ 
ＥＣサイト設立の目的と効果 新規顧客の開拓：期待以下 
外注利用状況 広告業務、与信サービス、サーバーハウジング、ホームページ製作、

ホームページのメンテナンス 
モバイルＥＣへの取組み 対応する予定なし 

（＊）初回調査年月日：2001年 11月 27日、2002年 2月改訂 
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(2) 当事例のポイント 

有料情報提供を中心収益に据えた先進的な事例である。情報の質を保証するための

工夫や、ＥＣの活用により業界の変革を目指している点、また顧客ニーズを積極的に

取入れ、対応している点等の多くの特徴がある。 

 

(3) ＥＣ事業の概要 

① ＥＣを活用している事業領域 

日本企業を対象とし、海外商品調達に特化した情報とサービス提供を日本語で行

うサイト「INWF【インファ】」を運営している。 

当サイトの利用により、入手困難だった現地価格や海外生産情報等をスピーディ

かつ正確に入手でき、また従来特定の中間業者に制限されていた複雑な窓口取引を

解消し、流通マージンに要した従来のコストを大幅に削減することが可能となる。 

 

② 取扱品目やサービスの内容 

海外企業（工場や商社）とその商品情報の提供を中心とし、現地情報提供、価格

調査、サンプル代行等、海外商品調達に必要な情報／サービスを木目細かく提供し

ている。 

主に提供している情報は、海外企業データ、商品データ、展示会情報（海外にお

ける展示会の直接取材情報、開催予定スケジュール等）である。商品アイテム及び

工場毎の検索機能を提供している。 

掲載している商品数は約 30,000 品目であり、主な取扱品目は日用品・家庭用品

（21％）、事務機器等（18％）、アパレル関連（17％）である。商品は 43 カテゴ

リーに分類している。なお、食品、素材（化学薬品等）、機械部品等、単体で価格

査定が不可能である商品は取扱わない。 

掲載している海外の工場や商社数は約 7,000 社であり、中国（特に沿岸部）が圧

倒的に多く（9割）、他にタイや香港、フィリピン等である。これは、海外の工場は

現実に中国に集中しているためであり、顧客ニーズに対応した結果でもある。サイ

トに掲載していない他のアジア地域（インドネシア等）や西欧諸国（スウェーデン

等）の情報もリクエスト次第で提供している。 
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主なサービスとしては、会報誌／メールニュースの発行、新着メールサービス、

リクエストサービスを提供している。 

会報誌は月一回、メールニュースは週一回発行している。新着メールサービスと

は、会員の希望する商品カテゴリーのデータが登録・更新された時点でその情報を

配信するサービスである。またリクエストサービスは、顧客からの問合せに１対１

で回答するサービスである。 

 

③ ビジネスモデルの仕組み 

情報提供費用として、会員費を年間 30,000円または 3ヶ月間 7,500円徴収してい

る（2002年 1月に変更）。また、会報誌／メールニュースへの広告掲載費用として

１回 10万円を徴収している。 

サービスの提供フローとしては、現地取材、もしくは信頼できる調査機関による

取材を基に、海外の企業及び商品情報を収集し、信用ある情報をデータベースに登

録することにより、情報提供を行う形である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＮＷＦ【インファ】
（株式会社ニーツ）

海外企業

広告主物流事業者
モール等

海外商品／工場
情報、広告付ﾒｰ
ﾙ、ｱﾗｲｱﾝｽ先に
よる付加ｻｰﾋﾞｽ等

リンク
（ｱﾗｲｱﾝｽ） 広告

広告料

配達及び決済
（当事者間で行う）

海外検査機関

商品検品

検品料

情報登録調査料

調
査

会員費

海外調査機関
調査

顧客企業
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2000年 3月～01年 2月の経営実績は、売上 200万円／月、損益マイナス 3,000

万円／月であった。 

2001年 5月まで、有料会員に対しても「サービス期間」として無料で情報提供し

ていたが、次の契約更新時から全会員より会費を徴収することとした。当初は有料

会員 5,000 名獲得を目標としていたが、有料化により実際に入金した会員の割合は

予測以下であった。 

 

④ サイトの現状 

有料会員数は 13,000名、トライアル会員及び無料会員は 1,000名である。有料会

員のうち、実際に入金しているのは 1 割程度である。会員数の増加ペースは、一時

1,000社／月だったが、現在は数 100 社／月である。 

会員の属性は、小売、卸、商社で 7割を占め、他にはメーカーやＳＰ（セールス・

プランニング）会社等で構成されている。中小企業の占める割合が大きいものの、

大手百貨店やスーパー、及び大手商社のほぼ全社が同社会員である。会員の中には、

海外商品のバイヤーだけでなく、工場や商品情報のみを用いる商社等も含まれてい

る。顧客により、利用方法も様々である。 

同社内で行ったアンケートによると、会員のアクセス頻度は週に1回程度である。

リクエストサービスの利用は 1日 4～5件であり、残業時間もしくは休日に多い。 

実際の取引は会員同士が直接行っているため、取引高は把握していない。 

 

(4) ＥＣサイトの特徴 

① 特徴的なサービス 

品質保証のための様々な情報を提供している。工場の情報では、日本との取引実

績（ＯＥＭ実績等）、従業員数、敷地規模等の提供等であり、他に従来の貿易では

公開されることのなかった参考情報（ＦＯＢ（本船渡し〈Free On Board〉）価格等）

も提供している。またサポート情報として、貿易用語や輸入法規等の解説を掲載し

ている。 
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その他海外商品調達に必要なサービスとして、サンプル入手申込サービス、輸入

経費試算サービス、貨物保険料試算サービス、経路検索サービス、翻訳・通訳手配

代行等を、顧客からの依頼時にのみアライアンス先を紹介する形で提供している。

提携企業によっては、同社経由でのサービス利用の際に割引（約 10％）を行うとこ

ろもある。 

Webサイトの機能としては、貿易に関する相談先を相談内容や希望地域、商品カ

テゴリー等から検索できる機能（Bo-eki 検索）や、会員交流掲示板（売買専用ペー

ジ含む）、貿易文書作成フォームを提供している。 

その他リンク集等、貿易に関する全ての情報を入手可能な、ポータルサイトを目

指し画面を構成している。 

同社から配信するメールには、必ずＵＲＬを掲載している。これは、データベー

スを同社が管理・運用し、インデックスのみをユーザーが持っているという形態を

目指しているためである。 

なお、これまで情報提供のみを行うＥＣ事業（バーチャル）に絞ってきたが、雑

貨類、プレミアム商品、日用品についての海外商品調達代行に対するニーズが極め

て高かったため、バーチャルのみのビジネスは未だ馴染まないと判断し、2001年 11

月よりリアル事業の受注を開始した。なお、同社にとってのリアル事業はＥＣ事業

の付加サービスである。 

 

② 顧客対応 

会員制を採用しており、有料会員、トライアル会員、無料会員の三種類を設定し

ている。当初、トライアル会員（有効期間 10日間）をも設定していたが、2002年 1

月に廃止した。 

l 有料会員 … 有効期間 1年間または 3ヶ月間 

l トライアル会員 … 有効期間 10日間 

l 無料会員 … 参照可能な情報やサービスに制限 

リクエストサービスの提供により顧客ニーズを収集し、可能な限り対応している。

当サービスはフリーフォームによる質問や調査依頼の受付サービスであり、会員で

あれば無料で申込可能である。サービス開始のきっかけは、サイトに掲載していな

い情報を求める（あるいは検索する時間のない）ユーザーが多いためであり、現在
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は主に商談のための情報獲得に利用されており、緊急である場合が多い。 

 

③ システムや体制上の工夫 

取扱う商品、掲載する工場・商社情報には基準を設けている。 

まず工場等については、現地取材調査等を行うことにより、確実で信用のある情

報のみを選択し、サイトに公開している。 

当初は海外子会社を用い全データを調査していたが、2000年夏頃から調査手順を

マニュアル化し、海外の提携企業を用いた間接的な調査に切替えた。現在は中国の

インターネット普及に伴い、Web上の登録専用画面で信頼できる調査機関に登録し

てもらい、その内容を実際の工場に確認するという方法をとっている。現在同社自

体で行っている割合は、全取材調査のうち 3 割程度であるが、サイトに掲載してい

る情報の 9割は、同社が自ら取材した工場の情報である。 

一度登録した工場への再調査は行っていないが、長くとも 3ヶ月に一度電話やメ

ールでコンタクトを取り、問題なく運営されているか確認している。 

商品に関しては、SGS（世界最大の貿易商品検査会社）とアライアンスを組み、

検品を行っている。 

商習慣やこれまで培ってきたスタイル等により、ＥＣ利用に踏み切れない顧客企

業が多いため、稟議の通過を支援する機能やサービスを提供するよう配慮している。 

2億円の初期投資を行ったが、システムへの投資はその半額程度であり、残りは翻

訳体制の整備やデジタル化、データの収集等に要した。 

なお、オーナー経営を行っているが、ソフトバンク・インベストメント、ＨＴＣ

（日立通信キャピタル）等のベンチャーキャピタルからも応援を受けている。 

 

④ 他社との連携分野 

A. サービスアイテム拡充目的での提携 

l 物流関連：ヤマト運輸、フェデックス、鴻池運輸、上組、山九、エス・テ

ィー・アイ（エコロジコム） 

l 検品・検査：SGS Far East Ltd. 

l サンプル入手代行：DIKO INDUSTRIAL LIMITED（香港商社） 

l 保険関連：チューリッヒ保険会社日本支店、三井住友海上火災保険 
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l 翻訳サービス：GLOVA 

決済サービス関連事業者とは提携していない。 

 

B. 集客目的での提携 

デジタルデザイン（ショッピングモール「Ganessa」）、ラクーン（オンライン

激安問屋）、スマートファーム 、エヌシーネットワーク等と提携している。 

 

C.特にシステム結合における提携 

他社サイトとリンクは行っているが、システムは結合していない。 

 

(5) ＥＣ活用による特徴的な変化 

① ＥＣ自体の成功要因 

様々な付加サービスを試行錯誤で行ってきたが、核となるサービスは一貫して提

供してきたことが同社の成功要因である。また、前身が貿易商社であったため、業

界の現状に根ざしたＥＣサービスを提供できたことも大きいと考えている。 

商品カテゴリーを３回変更するなど、顧客にとって利用し易いサイト作りを心が

けてきた。 

 

② ＥＣ活用に起因する社内／社外的な変化や効果 

事業は当初 Web で完結していたが、2000年半ば頃から直営業を行い、2001 年 11

月からリアル事業も開始した。また、会員費の徴収に踏み切った結果、収入は増加

している。 

内部業務を見直し、システム化や情報収集におけるマンパワーの削減等により、

4,000万円かかっていたランニングコストをおよそ 1～2,000万円まで削減した。 

当初は中小企業をターゲットとする予定だったが、予想以上に大企業からの登録

が多かった。これは、ＥＣ活用に対する姿勢の違いの現れであろう。 
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③ 過去の主な経緯（参考） 

l 1999年 2月、（株）ニーツ設立 

l 香港にて対日貿易商社を経営していた社長が、複数企業の経由を要する貿易業務

の現状から、海外商品調達に関わるプレイヤー全員の情報共有を目的とし、当時話

題であったインターネットを用い、国内で事業化。設立当時、アパレルや 100円ショ

ップ等でで直輸入事業が開始され、話題になっていたことも背景にある。 

l 1999年 11月、ＥＣサイト「INWF」開設 

l 2001年 2月、主要株主であるソフトバンク・インベストメントから増資 

l 2001年 5月、「無料サービス期間」終了、有料化 

l 2001年 9月、リクエストサービス、新着メールサービス開始 

l 2000年 10月、リアル事業に対するテストマーケティングを実施 

l 2001年 11月、リアル事業の受注を開始 

l 2002年 1月、会費の見直し 

 

④ 効果を生み出したＥＣの構成要素 

質の高い商品・海外のデータベース、及び顧客データベースを構築しており、同

社の貴重な財産となっている。また、システム全体の 7～8割を占める、データ登録

管理／会員管理／ログ分析ツール等のバックエンドのシステムを充分に作りこんで

おり、自信を持っている。 

同社前身（貿易商社）でのノウハウを活かし、充分な能力を所持する事業者（工

場等）の紹介が同社の得意分野であり、それを事業の中心に据えている点も大きい。 

 

⑤ ＥＣへの取組み上留意すべき教訓 

特にＢtoＢ－ＥＣ事業はリアルのビジネスに根付いていなければならず、可能な

限り業界の現状に基づいたビジネスモデルを構築する必要があると、同社は考えて

いる。システム会社の作るシステムは、整然とした論理で構築されているため充分

に普及すれば利用し易くなるだろうが、現実のビジネスプロセスから大きく乖離し

ているため利用者にとって使い辛いものになっていると感じている。 

また、ＥＣ事業でもリアルの営業を疎かにすれば成功しないと考えている。 
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⑥ 今後の方針／問題解決等 

以前オークションサービスを行っていたが、多大な運用サポートを要するため

2000年初頃中止した。当サービスは、商品の入札金額上位 5位と各々の入札企業情

報を提供するマッチングサービスであり、「海外の商品でも国内で入手したい」「在

庫処分を行いたい」などの要望に対応し、会員に対して無料で提供していた。現在

もニーズはあるため、替わりに会員同士で自由に取引が行える売買専用のコミュニ

ティサイト（会員交流掲示板）を設置している。なお、過剰在庫マーケットプレイ

ス「オンライン激安問屋」（（株）ラクーン）とアライアンス契約を行ったのは、

オークションサービス中止後である。 

ＢtoＢ事業における有料会員のみでの運営はまだ難しい。これは、ユーザーが Web

上の情報に対する金の支払いに未だ抵抗があること、簡便かつ信頼できる決済手段

がないこと、また顧客企業の多くは未だ月締め決済を望むこと等が背景にある。 

同社で充分に検証していない情報は従来提供してこなかったが、その情報に対し

ても顧客ニーズが高いため、近々海外同業他社またはサイトと提携し、更に多くの

情報を提供・紹介する予定である。 

同社サービス利用に対する敷居を低くしたいと考え、2002年 1月会員費の引下げ

を行った。 

同社は、従来とは異なる中間流通の構築を目指しており、オープンなサポーター

またはコーディネーターとしての立場を維持しようと考えている。そのため、同社

自体で物流その他の事業を行うことはない。 

 

(6) ＥＣトレンドに関連した内容 

① ｅコラボレーション関連 

同社業務に関連する、顧客ニーズの高い付加サービスを提供するため、幅広い業

種の事業者とアライアンス提携を行っており、また顧客に選択肢を与えるため、同

一業種でも複数の事業者と提携している。 

今後も顧客ニーズが高ければ各種企業やサイトとの連携を進めていく。特にサイ

ト・イン・サイト（公的機関等のサイトの一コンテンツとして参加する形態）での

提携は、間接的に同社会員獲得に繋がるため行っていきたいと考えている。 
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現在の日本のＥＣサイトは、各企業が個別に商品／サービスを提供する “点”で

しかないが、同業他社との提携等を通して“面”に変えていくことが重要である。

仮に同業他社サイトであっても、提供企業によって得意分野が異なるため、利用者

の大部分が異なり、競合関係にまで至っていないのが現状である。未だＥＣ利用者

は少なく、サイトを単独で運営していては採算に見合うだけの利用者を確保できな

いため、サイト同士の提携により利用者を相互に供給しあうべきである。企業間／

サイト間連携は利用者の増加だけでなくサービスの向上にも繋がり、市場（“面”）

の活性化に結びつくと考えている。 

 

② 複数の収益モデルの採用 

当初は会員費収入のみであったが、会報誌／メールニュースやリアルサービスの

開始に伴い複数の収益モデルに転換した。なお、バナー広告による収入は検討して

いない。 

 

③ ブロードバンド等への対応 

画像を多く取扱ったサイトであるため、現状でもダイアルアップ接続では受信に

時間を要する。一方モバイルは、海外でも利用可能なインフラが充分でないため、

今のところ対応していない。 

顧客が海外に赴いた際に当サイトの情報を参照したいというニーズがあるため、

モバイル端末やブロードバンドを活用し、現地や商品のカメラ映像をリアルタイム

に配信できればと考えている。 

ブロードバンドを利用した「リアルタイム商談サービス」等も検討している。 

 

④ 物流／決済／認証サービスの利用 

各種物流企業とアライアンス提携している。 

海外との取引における決済では、一般的な信用状（Ｌ／Ｃ）を利用している。情

報の流露に応じた課金を行いたいが、適切な決済手法がない。 
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電子認証は、サイバーキャッシュ（株）のＳＳＬサービスを利用している。貿易

金融ＥＤＩの共通基盤システムである Bolero（ボレロ）や TEDI（テディ）は、仕

組みとしてよくできているが、普及には時間がかかり、実務で即利用可能とは思え

ない。 

 

⑤ その他注目しているＥＣトレンドと対応 

トレンドであるドットコム企業からクリック＆モルタル企業への転向を行った。

顧客の要求する問合せからレスポンスまでのスパンは徐々に短くなっている。 

 

(7) 業界動向や競合他社の動き 

① 業界全体での主要なＥＣ動向 

2001年初め頃から、中国企業のホームページが矢継ぎ早に立ち上がった。日本全

体でのＢtoＢ事業の本格的な利用を推進しなければ、国内のＢtoＢ事業全体が停滞し、

いずれ海外のＥＣ後発国よりも下回るだろう。ＢtoＢ市場の全体的な底上げが必要と

考えている。ブランド力のある組織（企業や行政機関等）による大規模な取組みが

求められている。ＥＣマーケットが世界的に立ち上がってきたことは、日本企業が

変化する大きな起爆剤となるだろう。 

１：Ｎのサービスは大手のブランド力等で集客可能だが、Ｍ：Ｎは、ブランド品

等商品そのものに信頼のある事業を除くと、リアル事業でのサポートがなければ極

めて難しい。 

業務習慣の転換については、各企業とも上層部の対応は早いものの中低部は鈍い

ため、現在の商習慣からＥＣを利用するようになるまで、2～3年はかかるだろう。 

 

② 競合他社におけるＥＣへの取組み状況 

一見競合に見えても同一のビジネスモデルではなく、取扱商品やユーザーも異な

るため、本当の意味での競合他社は存在しない。業態としての競合他社も同社会員

になっている場合が多く、貿易関連の競合サイトは、実際には海外にしかない。 
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日本のバイヤーサイトである同社と類似するところとして、中国のサプライヤー

サイトであるアリババ・ドットコム等があるが、お互いにトランザクションを発生

させる必要があるため、競合ではなく共存していこうと考えている。 

 

 



412 

6.2 海外先端ＥＣ事業者の事例調査 

 

6.2.1  調査対象 

以下の「米国ＥＣサイト事業者調査」においては、2001年における米国ＥＣ事情のサー

ベイ調査を実施する中から、ＥＣトレンドに関する仮説を設定し、仮説に対応する米国の

先進事業者を調査対象として抽出した。こうした事例調査候補を、さらに以下のトレンド

仮説との整合性、成功要因（売上・サイト・アクセス数・知名度・ＰＣ雑誌等の事業評価）

を加味しつつ、選択・抽出した（表 6-2）。 

BtoC、BtoB 各々５社を抽出しているが、両分野にまたがって事業を展開する事業者も

含まれている。事業者の起源及び事業の重点を勘案して、分類した。 

米国調査では、諸々の条件から、ＥＣの全体動向調査に注力した。本事例調査は、主に

公開情報を利用し、電話等のヒアリングで一部補っている。 

 

図 6-2  トレンド仮説 

l eトランスフォーメーション 

l eコラボレーション 

l クリック＆モルタルの成功傾向 

l ブロードバンドビジネスの可能性 

l ＸＳＰ 

l 生活プロセスの eトランスフォーメーション 
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表 6-2  調査対象事業者一覧 

 企業名 
ＥＣ 
形態 

事業内容 2001年トレンド 注目点など 

1 Amazon.com ＢtoＣ 書籍販売  ドットコム系サバイバル 

ドットコム系企業の老舗ながら、電子出版や、Ｅ
ブック、その他出版物のオンライン化などの新
規事業へも積極的に取組み、順調に売上を伸
ばしている。 

2 eBay 
ＢtoＣ 
ＢtoＢ 

オークションサイト ドットコム系サバイバル 

新しい販売方法や、売り手・買い手に新規ツー

ルを与えるなど、革新的なオークション・システ
ムを洗練させ、他の類似ビジネスの追随を許さ
ずに更なる成長を目指している。また、企業の

滞留在庫を固定価格で販売するサービスが好
調であり、業績に貢献している。 

3 Barns & Noble ＢtoＣ 書籍販売  
小売業 

クリック・アンド・モルタル 

Ｅビジネスへの取組みへは出遅れたものの、電
子出版事業の参入やオンライン大学の創設な

ど、様々な事業やイベントを企画して、先駆者
のアマゾン･ドットコムとの差別化を図っている。 

4 Citibank ＢtoＣ 金融サービス 
金融サービス業  

クリック・アンド・モルタル 

全世界に点在する支店網を活用し、常に同行
へアクセスできる複合デリバリー・チャンネル戦
略によるサービス内容が、高い評価を得てい

る。また、オンライン株式売買サービスへも参入
し、個人向け総合金融ポータルの確立を目指
している。 

5 Wells Fargo ＢtoＣ 金融サービス 
金融サービス業  

クリック・アンド・モルタル 

他の金融機関に先駆けてオンライン事業へは
1995 年に参入しており、オンライン金融サービ
スの業界リーダーとして最先端サービスを提供
している。 

6 Office Depot 
ＢtoＣ 
ＢtoＢ 

文具販売  
小売業 

クリック・アンド・モルタル 

全米にある既存店舗とオンライン販売サイトを

完全に統合させる相乗効果により、オンライン
事業が飛躍的に成長している。 

7 General Electric ＢtoＢ 総合電機産業 Ｅトランスフォーメーション  

ＥＣを全てのビジネスプロセスにツールとして導
入し、高い目標を掲げることで社内業務改革の

飛躍的な成果を得た。 

8 Cisco Systems ＢtoＢ 
ネットワーク機器 

ベンダー 
コラボラティブ･コマース 

社内を中心に、ビジネス過程をサプライヤーか
ら顧客までネットワーク化することに成功し、
2000 年には 15億ドルのコスト削減を実現して
いる。 

9 Transora ＢtoＢ 
消費財業界 

Ｅマーケットプレイス 

CoBaM 

（Ｅマーケットプレイス） 

Ｅマーケットプレイスでのデータ･カタログ技術を
標準化し、製造者と小売業者の間で商品情報
の共有化を実現したことで、コストの大幅削減
を遂げている。 

1

0 
Ryder System ＢtoＢ 物流・３ＰＬ業 ＥＣ支援サービス 

ＥＣを導入することにより、社内改革を遂げた
後、顧客企業のＥＣ事業を支援するサービス事

業へも参入し、高い評価を得ている。 
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6.2.2  米国事業者事例：ＢtoＣ 

 

6.2.2.1 Amazon.com 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 amazon.com 
URL  http://www.amazon.com 
会社名  Amazon.com, Inc. 
住所 P.O. Box 81226, Seattle, Washington 98108-1226 
代表TEL/E-Mail (206) 266-1000 

最高経営責任者 
Jeffrey P. Bezos 
President, and Chief Executive Officer, Chairman of the Board 

ＥＣ最高責任者 同上 
業種（取扱い商品/サービス等） 書籍販売小売業（本、雑誌、CD、雑貨、旅行代理業、その他サービス） 
サイト開始年月  1995年7月 
2000年度売上高  29億7,800万ドル（2000年12月末） 
2000年度損益 ▲11億8,800万ドル（2000年12月末） 
損益状況（過去1年を見て） 増収減益 
ＥＣ事業売上高(**) 
(全売上に対するＥＣの割合) 

 29億7,800万ドル（100％） 

主な提携先 
Target（ディスカウント雑貨）、Toys ”R”us（玩具）、Expedia（オン
ライン旅行代理店）、Hotwire（オンライン格安旅行代理店）など 

上場/非上場 NASDAQ: AMZN（1997年５月15日上場） 
（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 
（**）Interactive Week, November 5, 2001, “Interactive500 ”より抜粋。 

 

(2) 本事例の注目点 

① ＥＣ総合ポータルサイトへの変革 

アマゾン・ドットコムは純粋なドットコム企業の老舗サイトであり、現在は米国

を代表するＥＣサイトにまで成長している。同社は、書籍などの商品販売に留まら

ず、オンラインの特性を活かした様々な新規事業への取組みに成功しており、ＥＣ

市況悪の 2000年～2001年においても売上を伸ばし、事業開始より連続した売上の

増加を果たしている。ドットコム企業としてのブランド名とその事業基盤を確立し

た後も、トイザラス（玩具）、サーキット・シティ（家電）、ターゲット（日用雑

貨）と戦略的包括提携を結ぶことで、クリック・アンド・モルタル分野へも進出し

ている。また、ドットコム系の業界リーダー企業と提携することで新サービスも展

開しており、ＥＣの総合ポータルサイトへと大きく変革している。 

 



415 

(3) ＥＣ事業概要 

・書籍、ＣＤ、ビデオなどの販売 

・オークション、書評、メールマガジン配信、電子出版など。 

・海外サイト（英国、独、日本、仏）の運営と、各国のサービスの相互利用。 

 

(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項 

① 電子出版、電子音楽ファイル・サービスへの参画 

電子出版（e-book）サービスを開始してから順調に顧客数を伸ばし、現在はサー

ビス開始当初の 4 倍の出版数を誇っている。また、電子音楽ファイルをダウンロー

ドするサービスを立上げ、メジャー及び独立系レコード会社の曲をＭＰ３あるいは

リキッド・オーディオソフトを経由して無料提供している。 

② E ドキュメント・サービスの提供 

調達の困難なアナリスト・レポート注 1や、ジャーナル記事、参考資料、雑誌のバ

ックナンバーなどをオンラインで検索し、ＰＤＦファイル形式でダウンロードでき

るサービス。 

③ 旅行業界との提携 

オンライン旅行業界最大手の Expediaと、格安専門の旅行代理店の Hotwireと提

携し、フロントページの「Travel」項目から両社へのリンクを掲載することで、ポ

ータルサイトとしてのコンテンツの充実を図っている。 

一方で、アマゾンは創業以来未だに黒字化していないが、2001年度の新規事業から

も短期的な収益が見込めないという財務モデルの問題を抱えている。 

                                                 
注1）  マーケットアナリスト・レポートの需要は高く、年間 30％の成長率が予測されている。同
社は、主にＩＴ業界の主要コンサルティング及び調査会社と提携して、アナリスト・レポー
トを入手できる体制を整えている。 
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（5）ＥＣビジネスモデル図 
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6.2.2.2 eBay.com 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 ebay.com 
URL  http://www.ebay.com 
会社名  eBay, Inc. 
住所 2145 Hamilton Avenue, San Jose, California  95125 
代表TEL/E-Mail N/A 
最高経営責任者 Meg Whitman, President & CEO 
EC最高責任者 同上 
業種（取扱い商品/サービス等） オンライン・オークション・サービス 
サイト開始年月  1995年９月 
2000年度売上高 5億8,200万ドル（2000年12月末） 
2000年度損益 8,500万ドル（2000年12月末） 
損益状況（過去1年を見て） 増収増益 
EC事業売上高(**) 
(全売上に対するECの割合) 

5億8,200万ドル（100％） 

主な提携先 WellsFargo（金融サービス企業）、IBM、AOL、Terra Lycos、Microsoft  
上場/非上場 NASDAQ: EB AY（1998年９月上場） 
（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 
（**）Interactive Week, November 5, 2001, “Interactive500 ”より抜粋。 

 

(2) 本事例の注目点 

① 総合ＥＣオークション・サイトの確立 

老舗オークションサイトでありながら同業他社の追随を許すことなく現時点でも

オンライン・オークション業界において最大手に位置付けている。オークションに

よるオンライン・ショッピングという、従来の取引売買の形態を大きく変えるビジ

ネスモデルを確立し、また同モデルを一般市民の生活にも広く浸透させた。既存の

ＢtoＣ事業では、小額決済手法を構築してサービスの拡充を図ると共に、大手企業と

提携することでＢtoＢ事業へも参入し、インターネット上の総合オークション・サイ

トのデファクト・スタンダードしての位置付けを確固たるものにしている。 

 

(3) ＥＣ事業概要 

・オンラインでの個人間オークションの場を提供。 

・ＢtoＣのみならず企業を対象にした大型オークション事業も積極的に展開している。 
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(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項 

① 売り手市場のＥオークション・システムの構築： 

売り手側が予め設定した金額で品物を競売にかけるという、売り手市場のサービス

形態を立上げ、Ｅオークションの新しいビジネスモデルを実践している。 

② 小額決済への対応： 

オークション契約が成立したその場で、金銭面の処理も成立する BillPoint システ

ムを Wells Fargoと立上げ、Ｂ toＣ事業の要となる小額決済手法も構築し、エンド・

ツー・エンドの ECビジネスモデルを完結している。 

③ ＢtoＢ市場への参画： 

米国内でのＩＴ市況悪の中、大量の在庫を抱える大手のＩＴ企業の存在に着目し、

在庫をオークション形式で処分する事業を立上げ、ＢtoＣのみならずＢtoＢのオー

クション事業へも参画して大手ＩＴメーカーの総合ポータルサイトとしての役割を

果たすようになった。尚、システム構築は、ＩＢＭと共同で開発している。 

 

(5) ＥＣビジネスモデル図 
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eBayにリンクを掲載
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6.2.2.3  Barns & Noble.com（Barns & Noble, Inc） 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 BARNS&NOBLE.com 
URL  http://www.barnsandnoble.com 

会社名  
Barns & Noble.com.（書籍販売のBarns & Noble, Incの出資比率は
40％） 

住所 76 Ninth Avenue, 11th Floor, New York, New York 10011 
代表TEL/E-Mail 212-414-6000 
最高経営責任者 Stephen Riggio, Vice Chairman and Acting CEO 
EC最高責任者 Carl Rosendorf, Executive Vice President, e-Commerce 
業種（取扱い商品/サービス等） オンライン書籍販売業（親会社は書籍販売店舗運営） 
サイト開始年月  1997年７月 
2000年度売上高 3億2,000万ドル（2000年12月末） 
2000年度損益  ▲6,540万ドル（2000年12月末） 
損益状況（過去1年を見て） 増収増益（最終損失額の縮小） 
EC事業売上高 
(全売上に対するECの割合) 

3億2,000万ドル（100％） 

上場/非上場 NASDAQ: BNBN（1999年５月25日上場） 

（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 

 

(2) 本事例の注目点 

① イベント参加型オンライン店舗 

オンラインサイトの立ち上げが出遅れて、アマゾン・ドットコムが独走しているか

のように見えたが、既存店舗とのシナジー効果を発揮した積極的なサービス展開によ

り、アマゾンに追いつく勢いを見せ、今後の戦いが注目されるまでに成長している。

同社は、全米の既存店舗で展開されている様々なイベント企画と同様な企画をオンラ

インで実現させるという戦略展開で、オンライン書籍販売老舗のアマゾン・ドットコ

ムとの差別化を図る方針である。 

 

(3) ＥＣ事業概要 

・ 書籍・ＣＤ・雑誌などの販売。 

・ 電子出版事業。 

・ オンライン大学の運営。 
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(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項 

① 電子出版への参入 

電子出版事業へ参入し、デジタル文書・文献の作成と販売を行う「Barns & Noble 

Digital」サービスを開始。 

 

② オンライン大学 

オンライン大学の「Barns & Noble University」を開校。専門家、書籍著者、独

立系コンテンツ・プロバイダーによる講義や研修を提供し、将来的な顧客獲得を視

野に入れている。これは、既存店舗で展開されている、レクチャーや「読み聞かせ」

などのイベント企画と同様の概念でオンライン店舗でもイベントを企画したもので

あり、オフライン・ビジネスで培ったビジネス概念をオンライン事業にも採り入れ

活用したことが成功した、代表的な例である。 

 

(5) ＥＣビジネスモデル図 
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6.2.2.4 Citibank（Citigroup） 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 Citibank online 
URL  https://web.da-us.citibank.com 
会社名  Citibank, N.A. (Citigroup) 
住所 99 Garnsey Rd. Pittsford, New York, 14534 
代表TEL/E-Mail 716-248-7500 
最高経営責任者 Victor J. Menezes, Chairman and CEO, Citibank, N.A. 

EC最高責任者 
Jorge A. Bermudez, e-Business, Internet Operating Group, 
Citigroup 

業種（取扱い商品/サービス等） 金融サービス業 
サイト開始年月  N/A 
2000年度売上高 777億ドル（2000年12月末、Citigroup） 
2000年度損益 141億ドル（2000年12月末、Citigroup） 
損益状況（過去1年を見て） 増収増益 
EC事業売上高 
(全売上に対するECの割合) 

N/A 

上場/非上場 NYSE: C  （CitiGroup） 

（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 

 

(2) 本事例の注目点 

① 総合金融ポータルサイトへの展開 

純粋なオンライン・バンキング業が軒並み苦戦している中で、ＥＣを活用したオン

ライン・サービス事業展開によりクリック・アンド・モルタル金融業として成功を収

めている代表例である。同行は、全世界に保有する支店網を最大限に活用し、電話、

ＡＴＭ、支店、ウェブなどから、時間・場所を問わずに常にサービスを提供する

「Multi -tier strategy」と呼ばれる「One Mile（支店またはＡＴＭまでが顧客の１マ

イル以内）, One Click（オンライン）, and One Call（コールセンター）」戦略を実践

している。 

 

(3) ＥＣ事業概要 

・ オンライン・バンキング運営。 

・ オンライン株式売買代行。 
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(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項 

① Citibank Onlineへの高い評価 

「One Mile, One Click, and One Call戦略」のもとで運営される同行の Citibank 

Onlineが、サービス内容、顧客対応、請求書の支払機能などの多面的に優れている

との高い評価を得ている。具体的には、Gomez誌主催の「Fall 2000 Internet Banks 

Scorecard」第一位、その他 Worth Magazine（高所得者向けフィナンシャル・プラ

ニング雑誌）、Forbesでも同様の賞を受賞。 

② CitiTrade の開始 

2000年末にオンライン株式売買サービスの CitiTradeを開始し、銀行サービスと

証券サービスの融合を遂げる。 

③ 提携による総合化 

総合ポータルサイトの AOL、CompuServe、Netscape.com と提携し、Citibank 

Online及び CitiTradeがこれらサイトを経由してもサービスを提供できるシステム

を構築することで、総合金融ポータルサイトの確立を目指す。 

 

(5) ＥＣビジネスモデル図 
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6.2.2.5 Wells Fargo & Company 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 Wells Fargo Online 
URL  https://www.wellsfargo.com 
会社名  Wells Fargo & Company 
住所 420 Montgomery Street, San Francisco, California 94163 
代表TEL/E-Mail 800-411-4932 
最高経営責任者 Richard M. (Dick) Kovacevich, Chairman, President, and CEO 
EC最高責任者 Clyde W. Ostler, Group EVP, Internet Services 
業種（取扱い商品/サービス等） 金融サービス業 
サイト開始年月  1995年 
2000年度売上高 275億ドル（2000年12月末） 
2000年度損益  40億ドル（2000年12月末） 
損益状況（過去1年を見て） 増収増益 
EC事業売上高 
(全売上に対するECの割合) 

N/A 

上場/非上場 NYSE: WFC  

（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 

 

(2) 本事例の注目点 

① オンライン・バンキングの先駆者から総合金融サービス企業へと変革 

他の金融機関に先駆けた 1995年より開設された同行のオンライン・バンキングでは、

ＢtoＣにおける最先端のサービスを次々に提供しており、オンライン・バンキング・

サービスにおける業界リーダーの地位を保持している。米国西部を中心に保有する厚

い顧客層を武器に、既存店舗とクリック・アンド・モルタルのシナジー効果を発揮す

ることで、現在では 300万人のオンライン顧客数を誇る。 

 

(3) ＥＣ事業概要 

・ オンラインでの総合金融サービス事業運営。 

・ ＥＣ小額決済システム BillPointと提携し、eBay にサービスを提供。 
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(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項 

① ワイヤレスへの参入 

ワイヤレスバンキングへの参入（ウェブ対応の携帯電話「Sprint PCS」やハンド

ヘルド端末機器「PalmVII」などを利用したオンライン・バンキング・サービス）。  

 

② 各種金融サービス 

・ 株式のオンライン投資事業への参入。 

・ 口座アグレゲーション・サービスの開始（当座預金、定期預金、金融市場、株式

投資、401K 年金などの金融資産を一括して管理するサービス）。 

・ 金融ポートフォリオ管理や税制対策ソフトなどのサービスを開始。 

 

(5) ＥＣビジネスモデル図 
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6.2.3  米国事業者事例：ＢtoＢ 

 

6.2.3.1 Office Depot 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 Office DEPOT 
URL  http://www.officedepot.com  
会社名  Office Depot, Inc. 
住所 2200 Old Germantown Road, Delray Beach, Florida 33445 
代表TEL/E-Mail 1-888 -463-3768 
最高経営責任者 Bruce Nelson, Chief Executive Officer 
EC最高責任者 Monica Luechtefeld, Executive Vice President, E-Commerce 
業種（取扱い商品/サービス等） 文房具販売 
サイト開始年月  1998年 
2000年度売上高 116億ドル（2000年12月末） 
2000年度損益 4,930万ドル（2000年12月末） 
損益状況（過去1年を見て） 増収減益 
EC事業売上高(**) 
(全売上に対するECの割合) 

17億ドル（15％） 

上場/非上場 NYSE：ODP（1998年6月1日上場） 
（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 
（**）Interactive Week, November 5, 2001, “Interactive500 ”より抜粋。 

 

(2) 本事例の注目点 

① クリック・アンド・モルタルのグローバル展開 

世界９カ国に展開する既存の店舗と、オンライン販売サイトの OfficeDEPOT.com

を完全に融合させる相乗効果により、2000年には全社総収入の 15％にあたる 17億ド

ルの売上を達成している。既存の販売・流通・物流網の整備などのバックオフィスと、

長年に渡り蓄積したデータベースとの統合を早急に構築したことにより、オンライン

販売体制の迅速な確立を遂げている。 

 

(3) ＥＣ事業概要 

・ オンラインでの文房具、オフィス器具、ＰＣ機器の販売。 

・ 海外でのオンライン・ショッピング事業展開（世界 16カ国、2001 年 9月現在）。 

・ ビジネス・ソリューションの提供。 
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(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項 

① 大企業向けＢtoＢの展開 

ＧＥ、MCI WorldCom、Procter & Gambleなどの大企業顧客向けに、Ｂ toＢビジ

ネスを展開。 

 

② ＥＣ売上の拡大 

オンライン売上高の絶対額が、2000年の 9億 8,000 万ドルから、2001年には 17

億ドルまで大きく飛躍している。 

 

(5) ＥＣビジネスモデル図 
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ドイツ　　英国
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（現地資本との合弁）
メキシコ　　　57店舗
イスラエル　23店舗
ポーランド　16店舗
ハンガリー　　3店舗
タイ　　　　　　2店舗
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6.2.3.2 General Electric（ＧＥ） 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 GE.com 
URL  http://www.ge.com 
会社名  General Electric Company 
住所 Fairfield, Connecticut 06431 
代表TEL/E-Mail (203) 373-2211 / http://www.ge.com/feedback.htm 

最高経営責任者 
Jeffrey R. Immelt, Chairman of the Board and Chief Executive 
Officer 

EC最高責任者 Gary Reiner, SVP & CIO 
業種（取扱い商品/サービス等） 総合電機産業 
サイト開始年月  1994年（ジャック・ウェルチによるＥビジネス戦略は1998年に着手） 
2000年度売上高 1,298億5,300万ドル（2000年12月末） 
2000年度損益 127億3,500万ドル（2000年12月末） 
損益状況（過去1年を見て） 増収増益 
EC事業売上高(**) 
(全売上に対するECの割合) 

110億ドル（8.5％） 

上場/非上場 NYSE： GE（1892年7月23日上場） 
（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 
（**）Interactive Week, November 5, 2001, “Interactive500 ”より抜粋。 

 

(2) 本事例の注目点 

① ワールド・クラス企業のＥトランスフォーメーション 

ＧＥのＥＣ事業戦略において、多くの大企業にみられた「技術至上主義」や、社内

にＩＴ専門部署を設けるだけの小手先のＩＴ戦略ではなく、Ｅビジネスを導入するに

あたって極めて高い定性的・定量的目標を掲げ、結果ありきの戦略を置いた。その結

果として、同社のＥＣビジネスは、ビジネス・ゴールを達成するためのツールとして

の位置付けで目標に向けての数々のソリューションを提供し、ＧＥのコスト削減と売

上向上に大きく貢献することとなった。ＧＥの事例は、高い目標値を設定した世界ク

ラスの企業が、ＥＣを活用することで大きな変革を遂げた例であるとともに、常に積

極的なトランスフォーメーションを意識した同社の戦略的企業経営は、他の大企業の

ＥＣ戦略にとっても大きなターゲットとして位置付けられている。 

 

(3) ＥＣ事業内容 

Make（製造と社内業務）、Buy（購入）、Sell（販売）の三分野の全てにウェブを

構築して最大限に活用するＥビジネス戦略を構築。ビジネスツールとしてＥＣを導入
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することでまずは社内改革を進め、その後に外部とのＥトランスフォーメーションを

遂げている。 

 

(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項特徴 

① Make-大幅なコスト削減効果 

社内業務のコストの 10億ドル削減を達成。2001年度目標値は 15億ドル。 

 

② Buy-調達コストと時間の大幅短縮に成功 

外部のＥトランスフォーメーションにおいて、調達コストを年間6億ドルを削減。

サプライヤーとの交渉に要する時間を半分に短縮している。2001 年度は、全ての調

達の 30％のオンライン化を目標に設定。 

 

③ Sell-オンライン販売高増 

1998年にはほぼゼロであったオンラインの販売高が、1999年には 10億ドル、2000

年には 70億ドルへと大きく成長している。2001年には総売上高の 15％をオンライ

ン取引へと移行させる予定。 
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(5) 「Ｅビジネス戦略」の概念図 
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社内業務コストのうち、
10億ドルの削減に成功。

•調達コストの６億ドル
削減に成功。

•サプライヤーとの交渉
時間を半分に短縮。

オンライン販売の売上高
を70億ドル達成。

2001年目標値

15億ドルのコスト削減

2001年目標値

全ての調達の30％を

オンライン化

2001年目標値

総売上高の15％を

オンライン取引へ移行
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6.2.3.3 Cisco Systems 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 Cisco Connection Online 
URL  http://www.cisco.com 
会社名  Cisco Systems, Incorporated 
住所 170 West Tasman Drive, San Jose, C alifornia 95134 
代表TEL/E-Mail (408) 526-4000 
最高経営責任者 John Chambers, CEO 
EC最高責任者 Pete Solvik, Senior Vice President, Office of the President 
業種（取扱い商品/サービス等） ネットワーク機器ベンダー 
EC本格始動時期 1998年 
2001年度売上高 223億ドル（2001年７月末） 
2001年度利益 ▲10億ドル（2001年７月末） 
損益状況（過去1年を見て） 増収減益 
EC事業売上高（**） 
(全売上に対するECの割合) 

207億ドル（93％） 

上場/非上場 Nasdaq: CSCO（1990年2月16日上場） 
（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 
（**）Interactive Week, November 5, 2001, “Interactive500 ”より抜粋。 

 

(2) 本事例の注目点 

① エンド・ツー・エンドの E コラボレーション構築 

社内を中心に、上流（サプライヤー）から下流（顧客）の両方向をエンド・ツー・

エンドでネットワーク化する「Global Networked Business Model」改革を推進し、

1998年よりウェブを利用したＥコラボレーション計画を展開している。同計画により、

シスコのビジネス・チェーンに携わる従業員、サプライヤー、顧客がオープンスタン

ダード化されたＩＴインフラを利用することが可能になり、相互の情報共有・統合や

ビジネス展開が驚異的に躍進し、数あるライバル会社を押さえたスピーディな経営を

実現させている。 

 

(3) ＥＣ事業内容 

社内、上流（サプライヤー）、下流（顧客）に対応したウェブサイトをそれぞれ構

築し、更に相互のコラボレーション機能も高めており、社内スタッフを結ぶサイトと

して「Cisco Employee Connection」、サプライヤー向けに「Cisco Supplier Connection」

を立ち上げている。また、顧客向けの「Cisco Connection Online」には、マーケット
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プレイスや技術支援機能、及び発注、デリバリー、クレーム処理機能を備えている。 

 

(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項特徴 

① ＩＴインフラのオープンスタンダード化 

オープンスタンダード化したＩＴインフラを活用することにより、エンド・ツー・

エンドでのアプリケーションの導入や共通化が可能になった。また、業務処理もウ

ェブ上で簡単に行えるため、業務時間の大幅な短縮を実現した。これらにより、15

億ドルのコスト削減を達成している。 

 

② インターフェイスの共有 

ウェブベースのインターフェイスの共有により、既存の顧客やサプライヤーとの

迅速な情報の共有がなったことに加え、シスコの得意とするＭ＆Ａ事業戦略におい

ても、買収先企業のシステム統合が容易になっている。 

 

(5) ＥＣビジネスモデル図 

 

End to EndのEコラボレーション

Cisco Employee Connection
従業員イントラネット

シスコMyYahoo! ポータルサイト

出張、経費申請、福利厚生、
人材管理、オンライン研修。

人事（PeopleSoft）
顧客データ
コールセンター
販売
在庫管理
財務管理

Cisco Supplier Connection
サプライヤーとのエクストラネット

Cisco Connection Online
顧客向けオンラインサイト

製品データの入手

ソフトウェアテスト用ツール

交換用部品の自動注文

顧客からの注文情報共有

製品情報

企業情報

注文入力

注文処理状況

テクニカル・サポート

ソフトウェア・ダウンロード

アカウント管理
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6.2.3.4 Transora 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 TRANSORA 
URL  http://www.transora.com 
マーケットプレイス名  Transora 
住所 10 South Riverside Plaza, Suite 2000, Chicago, Illinois 60606 
代表TEL/E-Mail 877-660-3274 /海外から+1-312-463-4000 

最高経営責任者 
Judith A. Sprieser, Chief Executive Officer 
（前職：Executive Vice President of Sara Lee Corporation） 

EC最高責任者 Neal   Ebert, Chief Technology Officer 
業種（取扱い商品/サービス等） 消費財大手企業によるEマーケットプレイス運営 
サイト開始年月  2000年10月 
2000年度売上高 N/A 
2000年度損益 N/A 
損益状況（過去1年を見て） N/A 
EC事業売上高 
(全売上に対するECの割合) 

N/A 

主な参加企業 

Coca-Cola Enterprises, Hershey Foods Corp., the Procter & Gamble 
Co., Unilever, Eastman Kodak Comp., Johnson & Johnson, Kellogg 
Comp., British American Tobacco, Faultless Starch, H.J. Heinz 
Comp., Hallmark Cards, Heineken International, McCormick & Co., 
The Pepsi Bottling Group, The Gillette Comp., Nestle Holdings  等、
全54社 

（＊）Transora ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 

 

(2) 本事例の注目点 

① 業界スタンダードのＥマーケットプレイス 

Ｅマーケットプレイスが台頭し始めた 2000 年のマーケットプレイス立ち上げから

約１年の間に、企業を取り巻くビジネス経済環境が大きく変化したにも係わらず、参

加企業間でのコラボレーションを高めることで柔軟に対応している。また、消費財業

界での標準取引システムの確立にも注力したことが高く評価されている。 

 

(3) ＥＣ事業内容 

・消費財関連業界の大手企業 50社以上によるＥマーケットプレイス運営。 
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(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項 

① 国際標準カタログの開発 

消費財業界の国際標準データ・カタログを、マーケットプレイス参加企業の間で

共同開発をすることで、製造者と小売業者がオンラインで商品情報を共有すること

を実現した。オンラインでの情報共有により、従来は多く見られていたオーダーや

インボイス発行時の入力ミスや情報の差違が回避されたため、結果的に大幅なコス

ト削減に結びついている。 

 

② 共通ビジネスプロセス 

業界内で共通のビジネスプロセスを共有することで、取引に要する時間の短縮や、

コストの削減を果たし、一方で、情報共有による企業間のコラボレーションも高め

ており、今後も業界標準のＥマーケットプレイスとして躍進することが期待されて

いる。 

 

(5) ＥＣビジネスモデル図 
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6.2.3.5 Ryder System, Inc. 

(1) 概要 

調査項目 内  容 
サイト名 Ryder 
URL  http://www.ryder.com  
会社名  Ryder System Inc., 
住所 3600 NW 82nd Avenue. Miami, Florida 33166 
代表TEL/E-Mail 305-500-3726 
最高経営責任者 Gregory T. Swienton, President, CEO, and Director 

EC最高責任者 
Gene R. Tyndall 
Executive Vice President, Global Markets & e-Commerce 

業種（取扱い商品/サービス等） 総合物流サービス業  
サイト開始年月  N/A 
2000年度売上高 53億3,600万ドル（2000年12月末） 
2000年度損益    8,900万ドル（2000年12月末） 
損益状況（過去1年を見て） 増収減益 
EC事業売上高 
(全売上に対するECの割合) 

N/A 

上場/非上場 NYSE: R  

（＊）同社ウェブサイトに掲載済みのデータをもとに、ワシントン・コアにて作成。 

 

(2) 本事例の注目点 

① Ｅトランスフォーメーションの経験を活かしたＥＣ支援サービス 

1997年という早い段階から、ＩＴを活用して自社のＥトランスフォーメーションを

実現し、顧客の与信管理システムの導入でリスク・リターン管理を徹底し、またオン

ライン物流のプラットフォームを構築して、顧客のカスタマイズを必要としない取引

の場を提供することに成功している。これらの経験を活かし、自社の既存ＩＴシステ

ムを利用して、他の企業向けにもオンライン３ＰＬなどの物流ＥＣの支援サービスを

提供して、成功を収めている。 

 

(3) ＥＣ事業内容 

・ オンライン物流プラットフォームの提供。 

・ 全ての物流業務プロセスをオンライン化した３ＰＬサービス展開。 
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(4) 2001年度ＥＣビジネス特記事項 

① オンライン活用の３ＰＬ 

大手自動車部品メーカーのアービンメリトールの北米・欧州地域での全ての物流

取引をオンライン３ＰＬで代行する、大型契約の締結に成功している。ライダーが

社内のE 変革で培ったＩＴ技術を駆使して、調達支援、キャリア・パフォーマンス、

貨物請求書、監査、支払、運送価格の交渉などの全ての物流業務プロセスをオンラ

インで提供していく。 

 

(5) ＥＣビジネスモデル図 
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７ 今後の課題 
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7 今後の課題 

ドットコムバブル後の選択と淘汰、その後の億円プレーヤーの定着は、企業-消費者間Ｅ

Ｃ（ＢtoＣ・ＥＣ）における顧客フロントの成功要因を明確にしたように思われる。①詳細

なデータマイニングによるセグメント化とターゲット・マーケティング、②顧客ニーズに

遡及した商品・サービスの提供、③マルチチャンネルの相乗効果による効果的な顧客育成、

等、顧客指向といわれたＥＣを堅実・確実に活用し、ビジネスの基本を着実に実行した事

業者の成功が窺われる。 

一方、企業間ＥＣ（ＢtoＢ・ＥＣ）における eマーケットプレイスの立ち上げブームとそ

の後の淘汰は、あたかもＢtoＣの経験を 2年遅れて後追いするかの印象を受ける。不特定多

数に対して取引機会を開放したオープンＢtoＢの場合、微妙な差異はあるものの、顧客フロ

ントでの成功要因の多くをＢtoＣと共有している。 

但し、本年度のＢtoＢ・ＥＣ事業者の無作為抽出調査から明らかになったことは、ＥＣの

効果を「ビジネスモデルの革新」と答えたＢtoＢ事業者が相対的に多く見られた点である。

新規取引先の開拓といったＥＣの効果は、そのままサプライチェーン等のビジネスモデル

の変更につながる。そうしたバックエンドを含むバリューチェーン全体への改革・変更が

あってこそ、ＥＣ或いは e ビジネスの効果も現れるといえよう。こうした改革・変革の精

査は次年度の課題である。 

平成 13年度は、①ｅトランスフォーメーション、②ｅコラボレーション、③ブリック＆

モルタルの成功要因、等の仮説を設定し、調査・検討した。ブリック＆モルタルの成功要

因は一定の知見を得たものの、前二者については概念深化によるモデル事例の発見にはい

たらなかった。事業者は、語られるほどにはこうした要素を明確に実行しているわけでは

ない。こうした仮説テーマは実態調査の対象ではなく、むしろ研究・開発課題であると考

えられる。今後、十分な概念深化と具体的な運用を含むビジネスモデルの開発が求められ

よう。 

 

ＥＣが日常のビジネスの１チャンネルとなった現在、バックエンドを含む企業活動全体

へのＥＣ／ｅ適用による成功要因の抽出が必要となっている。特にＢtoＢにまで視野を拡大

した場合、単に売上高／アクセス数といった販売における成功のみではなく、業務効率の

改善、新規取引先の開拓、サプライチェーンの再構築といったビジネス全体としての“成

功”を考えていく必要がある。 
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今後は、ＢtoＢ調査の改善・進化を行いつつ、記録データとしてのＥＣ事業者実態調査を

維持・発展させてゆきたい。同時に、“トータル e カンパニー”へ向けた組織・構造改革

の手法、成功要因の抽出と、そのモデル化を通じ、次世代のビジネスモデルの形成と、産

業活性化の支援を目指したいと考える。 
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おわりに 

 

ビジネスモデル・ワーキンググループ（ＢＭＷ）は、平成 13 年度、少数精鋭を旨とし、

38名のメンバーに参集いただき、有志メンバーの積極的な参加・協力の下で活動を行った。  

平成 13年度調査では、これまでＷＧメンバーにお願いしていたアンケートの分析、事例

データの収集・整理を外部調査機関へ委託し、メンバーがその方針、内容、結果を精査す

るという体制をとった。半年という短い活動期間において、メンバーからは貴重なご意見

をいただいた。さらに、こうしたデータを活用して行ったメンバー自身による詳細分析、

事例分析は、実質３か月という短い期間の中で多大のご協力・貢献をいただいた。 

こうした短期間の分析作業のため、内容の深化について、まだまだ不十分な点が散見さ

れることは否めない。また、基礎調査自体のリソース上の限界も露呈することとなった。 

しかし、本年度で３年目を迎えた本調査は、ＥＣサイトビジネスの進展と共に発展・向

上してきたといえる。方法論の確立は明らかであると共に、表層的情報の氾濫する中で、

大量の客観情報の収集とそれに基づく多様な視点からの分析は、他に類を見ないものであ

る。ひとえに内外関係者の多大なご協力による貴重な成果である。 

本書が、ＥＣへ参入する皆様の参考として、我が国における電子商取引の一層の普及と

発展の一助となれば幸いである。 
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n 平成 13年度 電子商取引推進協議会 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局:(財)日本情報処理開発協会 電子商取引推進センター 

 

・ 国際連携 
・ 日韓 EC推進協議会 

総  会 

 

理事会 

顧 問 

事務局 

企画部会 
・e-ﾏｰｹｯﾄﾌﾟﾚｲｽ委員会 

・ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｰﾀ委員会 

・法的問題推進委員会 

 
 
①消費者保護WG 
②個人情報保護 WG 
③決済関連問題検討WG 
④認証・公証WG 
⑤セキュリティ WG 
⑥ビジネスモデル WG 
⑦モバイル EC WG 
⑧電子政府WG 
⑨XML/EDI 普及促進WG 
 

ワーキンググループ 

 
 
・XML/EDI ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
・STEP ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

標準グループ 

国際連携グループ 

総務課 

経理課 

 
 
・普及広報 
・フォーラム 
1) ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ時代のﾈｯﾄﾜｰｸ社会にお
けるｾｷｭﾘﾃｨ課題の研究 

2) ｼﾞｬﾊﾟﾝ PKI ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌ  ゚
(Japan PKI Partnership) 
3) ｅ-エンジニアリングフォーラム 

 

普及広報グループ 
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n 平成 13年度 ビジネスモデルＷＧ 関係者一覧 

 

分析担当メンバー 

（順不同・敬称略） 

 

ワーキングメンバー 

 （順不同・敬称略） 

 

No. 名前 会社名 備考
1 森　　雅也 株式会社日本総合研究所 ＊
2 伊藤　修 株式会社ＦＦＣ ＊
3 小幡　浩孝 株式会社日立製作所 ＊
4 佐藤　秀幸 東京電力株式会社
5 神野　洋 日本電気株式会社
6 丸谷　睦 川鉄情報システム株式会社
7 菱沼　昌浩 アコム株式会社
8 若泉　光紀 安田火災海上保険株式会社 ＊
9 原田　素子 東日本電信電話株式会社
10 小嶋　和敏 株式会社日立情報システムズ
11 佐波　公夫 株式会社東芝
12 岩崎　雅己　 株式会社日立情報システムズ
13 平野　篤 富士通株式会社
14 石田　文治 日本電気株式会社

No. 名前 会社名 備考
15 泉谷　貴俊 株式会社アプラス
16 三和田　研 株式会社三井住友銀行
17 森山　由縁 日本電気株式会社
18 木村　毅 日本オラクル株式会社
19 魚住　光成 三菱電機株式会社
20 梅田　憲　 三菱電機株式会社
21 阪本　善通 株式会社ＳＲＡ
22 笹井　裕子 ぴあ株式会社
23 前馬　剛一 日本電気株式会社
24 松尾　大輔 株式会社ＵＦＪ銀行
25 松本　晴幸 富士電機株式会社
26 山谷　聖子 日立キャピタル株式会社
27 三浦　聖也 株式会社富士通中部システムズ 
28 渡辺　光好 富士通株式会社
29 柏木　忍 東日本電信電話株式会社
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登録メンバー 

（順不同・敬称略） 

 

ビジネスモデルＷＧ事務局 

 

注）途中ご交代の場合もご貢献に感謝して掲載している場合がある。所属会社名は参加時点。 

注）「＊」表示のメンバーには、調査の取りまとめ等リーダーの労をおとりいただいた。また、分析担当は

もちろん、ワーキングメンバーの多くの方にも査読他の実働をお願いした。 

 

 

No. 名前 会社名 備考
30 木暮　素史 株式会社ディーシーカーﾄﾞ
31 折原　達也 （財）日本情報処理開発協会
32 黒川　一義 佐川急便株式会社
33 野極　徹 日本信販株式会社
34 能勢　裕 株式会社アルゴ２１
35 松岡　晴彦 株式会社イーアイティー

No. 名前 会社名 備考
1 荒川　一彦 電子商取引推進協議会（Ecom） 主査
2 平井　吉光 電子商取引推進協議会（Ecom） 次長
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